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１、開催年月日時刻及び場所

  令和７年６月１６日

自  午前１０時４７分

至  午前１０時５４分

於  委 員 会 室 １

２、出席委員の氏名

鵜瀬 和博 委 員 長

大久保堅太 副 委 員 長

田中 愛国 委 員

外間 雅広 〃

山田 朋子 〃

川崎 祥司 〃

山本 由夫 〃

宅島 寿一 〃

堤  典子 〃

中村 俊介 〃

３、委員外出席議員の氏名

な  し

４、審査の経過次のとおり

― 午前１０時４７分 開会 ―

【鵜瀬委員長】ただいまから、総務委員会を開

会いたします。

まず、委員席の一部変更でございますが、

議員の辞職に伴い、お手元に配布しており

ます委員配席表のとおり決定したいと存じます

ので、ご了承をお願いいたします。

これより議事に入ります。

まず会議録署名委員を、慣例によりまして私

から指名させていただきます。

会議録署名委員は、山田 委員、山本 委員の

ご両人にお願いいたします。

本日の委員会は、知事の出席要求に関する協

議及び令和７年６月定例会における本委員会の

審査内容等を決定するための委員間討議であり

ます。

それでは、審査方法等について、お諮りいた

します。審査の方法ですが、まず、知事の出席

要求に関する協議については、委員会を協議会

に切り替え、協議会を終了したのちお諮りし、

次に、６月定例会における本委員会の審査内容

については、再び委員会を協議会に切り替えて

行いたいと思いますが、ご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

ご異議ないようですので、そのように進める

ことにいたします。

それでは、ただいまから、委員会を協議会に

切り替えます。

しばらく休憩いたします。

― 午前１０時４８分 休憩 ―

― 午前１０時５１分 再開 ―

【鵜瀬委員長】委員会を再開します。

それでは、委員の皆様にお諮りいたします。

本日上程されました、「第69号議案 知事及

び副知事の給与及び旅費に関する条例の一部を

改正する条例」については、大石知事の出席要

求を行い、総務委員会において審査することに、

ご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

それでは、知事に出席を要求することといた

します。なお、日程調整につきましては、正副

委員長にご一任いただきたいと存じますが、よ

ろしいでしょうか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

ご異議ないようですので、そのように進める
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ことといたします。知事及び関係理事者と日程

調整のうえ、日程が決定しましたら、委員の皆

様にご連絡いたします。

次に、６月定例会における本委員会の審査内

容等について協議したいので、委員会を再び協

議会に切り替えます。しばらく休憩いたします。

― 午前１０時５２分 休憩 ―

― 午前１０時５４分 再開 ―

委員会を再開いたします。

それでは、本日協議いたしました委員会の審

査内容については、原案のとおり決定されまし

たので、理事者へ正式に通知することといたし

ます。

ほかに、ご意見等はございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

ほかにご意見等がないようですので、これを

もちまして、本日の総務委員会を終了いたしま

す。

お疲れさまでした。

― 午前１０時５４分 散会 ―



第 １ 日 目
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１、開催年月日時刻及び場所

  令和７年６月２７日

自  午前 ９時５８分

至  午後 １時５５分

於  委 員 会 室 １

２、出席委員の氏名

鵜瀬 和博 委 員 長

大久保堅太 副 委 員 長

田中 愛国 委 員

外間 雅広 〃

山田 朋子 〃

川崎 祥司 〃

山本 由夫 〃

宅島 寿一 〃

堤  典子 〃

中村 俊介 〃

３、欠席委員の氏名

な  し

４、委員外出席議員の氏名

な  し

５、県側出席者の氏名

中川 正則 警 務 部 長

松本 武敏 首 席 監 察 監

緒方良一郎 警 務 課 長

奥野  勝 総 務 課 長

勝野  慎 広 報 相 談 課 長

松尾 和人 会 計 課 長

野原 昌明 装備 施設課 長

橋元 庄司 監 察 課 長

園田 雅樹 厚 生 課 長

松田 芳德 留置 管理課 長

山田 恭市 生 活 安 全 部 長

朝末 英一 生活安全企画課長

松尾 英樹 人身安全対策課長

金子龍太郎 生活安全捜査課長

奥野 春夫 サイバー犯罪対策課長

江口 正広 地 域 部 長

久田 庄蔵 地 域 課 長

平井 隆史 刑 事 部 長

松尾 文則 刑事 総務課 長

荒木  強 捜査 第一課 長

田川 誠一 捜 査 第 二 課 長

吹田 守孝 組織犯罪対策課長

田川 佳幸 交 通 部 長

松尾 邦仁 交 通 企 画 課 長

吉岡  健 交通 指導課 長

山口 秀和 交通 規制課 長

俵屋 義雄 運転免許管理課長

川本 浩二 警 備 部 長

一瀬 永充 警 備 課 長

古賀 新一 公 安 課 長

山本 耕平 外 事 課 長

細川  誠 警 衛 対 策 課 長

井手美都子 会 計 管 理 者

山道  繁
会 計 課 長
（ 参 事 監 ）

元村真粧美 物品 管理室 長

桑宮 直彦 監査 事務局 長

重井 健次 監 査 課 長
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小畑 英二 人事委員会事務局長

田邑 聡子 職 員 課 長

小畑 英二
労働委員会事務局長
（ 併 任 ）

西平 能成 調整 審査課 長

中尾美恵子 議会 事務局 長

濵口  孝 次 長 兼 総 務 課 長

佐藤 隆幸 議 事 課 長

大宮 巌浩 政務 調査課 長

６、審査事件の件名

○予算決算委員会（総務分科会）

第68号議案
令和７年度長崎県一般会計補正予算

（第2号）（関係分）
第86号議案
令和７年度長崎県一般会計補正予算

（第3号）（関係分）
報告第1号
令和６年度長崎県一般会計補正予算

（第10号）（関係分）
報告第8号
令和６年度長崎県庁用管理特別会計補正予算

（第2号）
報告第11号
令和６年度長崎県公債管理特別会計補正予

算（第2号）

７、付託事件の件名

○総務委員会

（1）議 案

第70号議案
職員の育児休業等に関する条例等の一部を

改正する条例（関係分）

第71号議案
長崎県職員賞じゅつ金の支給に関する条例

第72号議案
長崎県警察官の支給品及び貸与品に関する

条例の一部を改正する条例

第77号議案
契約の締結について

第78号議案
契約の締結について

第87号議案
知事及び副知事の給与及び旅費に関する条

例の一部を改正する条例

（2）請 願

  な し

（3）陳 情

・国道206号新浦上街道 長崎スタジアムシテ
ィと銭座町とを繋ぐ横断歩道と信号機設置

に関する陳情書

・要望書（松浦市）

・令和８年度 県の施策等に関する重点要望

事項（佐世保市）

・要望書（大村市）

・日米地位協定の抜本的な見直しを求める意

見書を国に提出することを求める陳情書

・長崎奉行所西役所等遺跡群の調査・保存・

活用・公開・整備に関する陳情書ⅩⅫ

８、審査の経過次のとおり

― 午前９時５８分 開会 ―

【鵜瀬委員長】ただいまから、総務委員会及び

予算決算委員会総務分科会を開会いたします。

それでは、これより議事に入ります。

今回、本委員会に付託されました案件は、第

69号議案「知事及び副知事の給与及び旅費に関
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する条例の一部を改正する条例」ほか5件であり

ます。そのほか陳情6件の送付を受けております。

なお、予算議案及び予算に係る報告議案につ

きましては、予算決算委員会に付託されました

予算議案及び報告議案の関係部分を総務分科会

において審査することになっておりますので、

本分科会として審査いたします案件は、第68号

議案「令和7年度長崎県一般会計補正予算（第2

号）」のうち関係部分ほか4件であります。

次に、審査方法についてお諮りいたします。

審査は従来どおり、分科会審査、委員会審査

の順に行うこととし、部局ごとに、お手元にお

配りしております審査順序のとおり行い、また

6月30日月曜日の午後1時30分からは、大石知事

に本委員会にご出席いただき、条例議案に関す

る質疑を行いたいと存じますが、ご異議ござい

ませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【鵜瀬委員長】ご異議がないようですので、そ

のように進めることといたします。

なお、議案外の質問につきましては、各部局

の審査における委員1回あたりの質問時間を理

事者の答弁を含め20分を限度とし、一巡した後、

審査時間が残っている場合に限って、再度の質

問ができることといたしますで、よろしくお願

いします。

これより警察本部関係の審査を行います。

審査に入ります前に、理事者側から、4月の人

事異動後、これまでの委員会に出席がなかった

新任幹部職員の紹介を受けることにいたします。

【中川警務部長】おはようございます。

警察本部警務部長の中川でございます。

本日出席しております警察本部の幹部職員の

中で、令和7年3月24日付の人事異動で着任しま

した幹部職員のうち、5月8日の総務委員会で紹

介をしておりませんでした幹部職員をまずご紹

介をさせていただきたいと思います。

〔新任幹部職員紹介〕

以上、幹部紹介でございます。どうぞよろし

くお願いをいたします。

【鵜瀬委員長】ありがとうございました。

それでは、これより審査に入ります。

【鵜瀬分科会長】まず、分科会による審査を行

います。

予算に係る報告議案を議題といたします。

警務部長より報告議案の説明を求めます。

【中川警務部長】それでは、私から、警察本部

関係の議案についてご説明をさせていただきま

す。

予算決算委員会総務分科会関係議案説明資料

の警察本部の2ページでございます。

今回ご審議をお願いしておりますのは、報告

第1号、知事専決事項報告「令和6年度長崎県一

般会計補正予算（第10号）」の関係部分でござ

います。

これは、さきの2月定例県議会予算決算委員会

におきまして、専決処分により措置することに

ついて、あらかじめご了承いただいておりまし

た令和6年度予算の補正を令和7年3月31日付で

専決処分をさせていただいたものでございます。

その概要をご報告いたします。

補正予算額、歳入予算246万7,000円の増、歳

出予算5億6,369万2,000円の減でございます。

歳入予算の主な内容についてご説明をいたし

ます。

使用料及び手数料につきまして、庁舎使用料

等45万8,000円の増でございます。その他は記載

のとおりでございます。

続きまして、歳出予算の主なものでございま

すが、一般管理費につきまして、庁費その他一



令和７年６月定例会・総務委員会・予算決算委員会（総務分科会）（６月２７日）

- 6 -

般経費7,486万9,000円の減でございまして、そ

のほかは記載のとおりでございます。

以上をもちまして、警察本部関係の説明でご

ざいます。よろしくご審議のほどお願いをいた

します。

【鵜瀬分科会長】以上で説明が終わりましたの

で、これより報告議案に対する質疑を行います。

質疑ありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【鵜瀬分科会長】質疑がないようですので、こ

れをもって質疑を終了いたします。

次に、討論を行います。

討論ありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【鵜瀬分科会長】討論がないようですので、こ

れをもって討論を終了いたします。

報告議案に対する質疑・討論が終了しました

ので、採決を行います。

報告第1号のうち関係部分については、原案の

とおり承認することにご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【鵜瀬分科会長】ご異議なしと認めます。

よって、報告第１号のうち関係部分は、原案

のとおり承認すべきものと決定されました。

【鵜瀬委員長】次に、委員会による審査を行い

ます。

議案を議題といたします。

警務部長より総括説明を求めます。

【中川警務部長】続きまして、警察本部関係の

議案につきましてご説明をいたします。

今回ご審議をお願いしておりますのは、条例

議案1件、事件議案2件でございます。

条例議案についてご説明をします。

横長の総務委員会説明資料警察本部の4ペー

ジでございます。

第72号議案「長崎県警察官の支給品及び貸与

品に関する条例の一部を改正する条例」でござ

います。

この議案でございますが、警察法施行令の一

部を改正する政令の施行に伴う女性警察官のス

カートの廃止及び長崎県警察官の任命後初めて

支給される支給品の見直しを行い、所要の改正

をしようとするものでございます。

続きまして、事件議案についてご説明をいた

します。

横長の総務委員会説明資料警察本部の6ペー

ジでございます。

第77号及び第78号議案「契約の締結」でござ

います。

これらの議案でございますが、佐世保警察署

庁舎建て替え事業につき、電気工事及び空調設

備工事に係る請負契約を締結しようとするもの

でございます。いずれの工事につきましても一

般競争入札を行い、県内企業を代表とする共同

企業体が落札してございます。

続きまして、議案外の報告事項でございます。

引き続き、横長の総務委員会説明資料警察本

部の9ページでございます。

第180条専決事項報告でございまして、損害賠

償事案1件及び公用車による交通事故のうち和

解が成立しました6件でございます。

損害賠償事案でございますが、佐世保警察署

の職員が現場臨場中に転倒した際に、その現場

のマンション出入口のドアガラスに衝突をして

損壊をしたものでございまして、5万5,660円を

支払うため、5月23日付で専決処分をさせていた

だいたものでございます。この賠償金でござい

ますが、全額県費からの支払いとなります。

また、公用車による交通事故でございますが、

和解が成立しました6件、合計103万9,293円の支
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払いのため、5月23日付で専決処分をしたもので

ございます。これらの損害賠償金は全額保険か

ら支払われることとなります。

公用車による交通事故を防止するため、警察

署指定の安全運転指導員による同乗指導、自動

車学校のコースを借り上げての体験型運転訓練

を行うとともに、公用車事故を起こした職員に

対しましては、公用免許の再検定を実施するな

ど、職員の運転技能向上のための取組を引き続

きしっかりと行っているところでございます。

そのほかにも、各部署の幹部職員による事故

防止教養など事故防止に必要な運転技能と、安

全運転意識の両面を向上させる対策に取り組ん

でいるところでございます。

引き続き、こうした交通事故をはじめとする

損害賠償事案を起こすことがないよう、指導を

徹底してまいりたいと考えてございます。

続きまして、縦長の総務委員会関係議案説明

資料の4ページから8ページにおけます所管事項

についてでございます。

こちら詳細は記載のとおりでございますが、

4ページにあります犯罪の一般概況について、人

身安全関連事案への取組状況について、5ページ

におきますニセ電話詐欺、特殊詐欺等被害防止

対策について、6ページ、暴力団対策について、

薬物対策について、少年非行の概況について、

7ページ、生活経済事犯の取締り状況について、

サイバー犯罪の取締り及び被害防止対策状況に

ついて、8ページ、交通死亡事故抑止対策につい

て、附置機関の設置について、につきましては、

資料に記載のとおりとなってございます。

続きまして、同資料9ページ、長崎県行財政運

営プラン2025に基づく取組のご説明でございま

す。

長崎県行財政運営プラン2025に掲げる警察本

部関係の項目でございますが、主な取組内容で

ございますが、令和6年度に文書を管理するシス

テムの改修、関係規程の整備を行いまして、令

和7年1月から電子決裁の本格運用を開始をした

ところでございます。

電子決裁の本格運用によりまして、公文書を

電子的に作成・管理することにより、文書管理

に係る業務の合理化、職員業務負担の軽減、限

られた人材を治安維持に注力することが可能と

なっているところでございます。

今年度でございますが、電子決裁を推進する

ことで、更なる業務の合理化を図り、ペーパー

レス化についても、より加速するよう取り組ん

でまいりたいと考えてございます。

今後も行財政運営プランの実現に向けた取組、

積極的な県政の改革に努めてまいりますので、

引き続き委員の皆様のご理解、ご協力をいただ

きますようお願い申し上げます。

続きまして、同資料9ページにございます新た

な総合計画の策定についてでございます。

新たな総合計画でございますが、10年後の本

県の将来像を見据えつつ、令和8年度を初年度と

する5か年計画といたしまして、長崎県まち・ひ

と・しごと創生総合戦略とも整合を図りながら、

一体的に検討を進めているところでございます。

今後の県政運営の指針や戦略的かつ重点的に取

り組む政策を県民に分かりやすく体系的にお示

ししていきたいと考えてございます。

今般策定した素案骨子におきましては、基本

理念の考え方といたしまして、地域社会の基盤

となる経済の活性化に向けた力強い産業の実現

とともに、若者、女性をはじめ、誰もが活躍・

チャレンジできる環境づくり、最先端技術の効

果的な活用による稼ぐ意識、力の底上げなどに

力を注いでまいりたいと考えてございます。
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また、本県の優位性を生かしまして、国内外

との多様な交流を促進することに加えまして、

本県の将来を担う子どもたちの能力と可能性を

高めることを社会全体で支え、多様性が尊重さ

れ、全世代の方々が健康で安全・安心に暮らせ

る社会環境づくりにも積極的に取り組んでまい

ります。

そのため、次期総合計画につきましては、「こ

ども」、「くらし」、「しごと創造」、「にぎ

わい」、「まち」の５つの柱の下、12の基本戦

略を掲げ、先行的に策定いたしました新しい長

崎県づくりのビジョンとタイアップしながら、

地方創生2.0を始め、国の政策とも連動しながら、

検討を進めてまいりたいと考えております。

このうち警察本部でございますけれども、主

に、「安心して生活できる環境づくりを推進す

る」に関する戦略に関連施策等を位置づけてい

るところでございます。

「安心して生活できる環境づくりを推進する」

では、「犯罪や交通事故のない安全・安心なま

ちづくり」に向け、地域住民、事業者、関係機

関、行政が一体となり、各種犯罪対策、交通安

全対策の地域安全活動を推進し、犯罪に強く、

交通安全が確保された安全・安心なまちづくり

に取り組んでまいりたいと考えてございます。

今後も、県議会の皆様からのご意見を十分に

お伺いしながら、県民の皆様の声も伺い、今年

度中の計画策定を目指し、検討を進めていきた

いと考えてございます。

最後となりますけれども、警察職員の懲戒処

分につきまして、ご説明させていただきたいと

考えてございます。

本事案でございますが、警察署に勤務する40

代の男性警部補につきまして、令和4年7月頃か

ら令和7年2月頃までの間、本人の携帯電話機の

動画機能を用いるなどして、女性のスカート内

を盗撮したり、女性の容姿を無断で撮影してい

たものでございます。

捜査の結果、本年6月6日付で、長崎県迷惑行

為等防止条例違反の事実3件を長崎地方検察庁

へ任意送致するとともに、その他の行為につき

ましても、警察の信用を大きく失墜する行為と

して事実を認定し、事件送致をした事実と併せ、

同じく6月6日付で停職一月の懲戒処分としたも

のでございます。

このような事案が発生したことにつきまして

は、県警察といたしまして、大変重く受け止め

ているところでございます。改めて、被害者の

方、関係者、県民の皆様に深くおわびを申し上

げます。

また、県警察におきましては、今年度に入り、

この事案のほかにも道路交通法違反事案等の処

分も行っており、深刻な状況にあると認識して

ございます。

非違事案防止につきましては、これまでも

様々な取組を実施してまいりましたけれども、

県警察といたしましては、全職員が一層の危機

感を持ち、高い使命感と倫理観をかん養するた

めの各種取組を推進し、不適切事案の防止と県

民の皆様の信頼の回復に、しっかりと努めてま

いりたいと考えてございます。

以上をもちまして、警察本部関係の説明を終

わります。よろしくご審議いただきますようお

願いいたします。

【鵜瀬委員長】ありがとうございました。

以上で説明が終わりましたので、これより議

案に対する質疑を行います。

質疑ありませんか。

【川崎委員】おはようございます。

第77号議案、第78号議案についてお尋ねいた
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します。

電気工事と空調設備工事の仮契約というご説

明でありましたが、これは本体工事がまだ決ま

ってない中、契約はするものの、着手できない

という、そういった認識でありますが、まずこ

の状況についてご説明いただきたいと思います。

【野原装備施設課長】お答えいたします。

この2件につきましては、落札で、本体工事の

方は不落ということになっていて、その状況に

ついての説明ということですけれども、2件の工

事については、現在仮契約という状態でござい

まして、今回議決をいただいた上で、本契約の

流れとなっております。

2件の工事につきましては、本体工事が不落と

いう状態で、着手できない状況でございますの

で、本契約と同時に、工事の一時中止という手

続を取りまして、本体工事の結果を待ちながら、

契約期間について、検討していく状況でござい

ます。

【川崎委員】本議会で、採決をした後が契約と

いうことでありましょうが、当然スケジュール

感を持って、落札された方は、入札し、落札さ

れたと承知をしておりまして、要は本体工事が

着手できないということについては、もう数か

月間、また遅れるというような状況の中にあっ

て、しっかりと人立てもしながら、工夫しなが

ら、人材不足の中、お取り組みになったと思う

んですね。

そう考えますと、本体工事が順調に落札でき

なかったというのは、大変重要な問題だと思っ

ていまして、まず、本体工事に関連することな

ので質問させていただきますけど、なぜ不落に

なったのか、その原因についてお尋ねいたしま

す。

【野原装備施設課長】お答えいたします。

今回の工事の契約手続につきましては、県の

土木部営繕課の方に委任しておりますが、土木

部営繕課の方において、今回の結果について分

析をした結果、本工事がＷＴＯ対象の案件とい

うことに該当することから、規定に基づいて、

総合評価落札方式を高度技術提案型としていた

ところ、その技術提案に要する費用が影響した

こと、社会情勢の急激な変化により人件費等の

高騰が見られたことなどが原因と考えられてお

ります。

【川崎委員】資材高騰等についてはおっしゃる

とおり、予定価格と実態が合ってないというこ

とが、大きな原因の一つだと思いますが、今お

話があった高度技術提案型というところは非常

に気になるところでございまして、これを今回

新たに見直されるわけでしょう。条件といいま

すか、公告するに当たって、ここを見直される

ということであると思いますが、ちょっと確認

させてください。

【野原装備施設課長】次回の開札に向けて、今

ご指摘のとおり、落札方式は、高度技術提案型

から施工計画1型をベースに活用した方式に変

更することとしております。

【川崎委員】ＷＴＯの案件、土木部営繕課のア

ドバイスに基づくということでありましょうが、

型にはまって高度技術提案型ということで公告

をされたと思いますけれども、結果、不落であ

って、それを施工計画1型に見直すということで

ありますので、そもそも警察として、高度技術

提案型で、新佐世保警察署にどういった高度な

技術を求めようとされたのか。警察が目的とす

るもの、それについてお尋ねをいたします。

【野原装備施設課長】今回、高度技術提案型と

いうことで採用して入札をしておりますが、内

容としましては2項目ございまして、建築物の長
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寿命化を図るための対策、工事期間中における

周辺への安全及び環境の対策、この2項目を設定

しているところでございます。

【川崎委員】長寿命化計画ということは、非常

に大事な視点であると思いますが、高度技術提

案型ということであれば、いわゆる皆様方が想

定をされている以上の長寿命化を求めると、そ

ういった提案を求めるということなんだろうと

思いますが、当然それは価格も上がるでしょう

し、技術も高い技術を求められるわけでありま

して、それなら、それを押し通して、新たに予

定価格もしっかりと見直してやるべきだと思う

んですが、それをあえてまた施工計画1型という

ことで、いわゆる高度な技術を今度は求めない

と、長寿命化を求めないと聞こえるわけであり

まして、高度な技術を求める以上は、長寿命化

という大事な視点でありますから、予定価格が

仮に上がっても、それが将来のメンテナンス費

を考えたときに、逆転するようであれば、そう

するべきだと思うんですが、なぜ施工計画1型に

変更されたんでしょうか。

【野原装備施設課長】前回は、高度技術提案型

ということで、こちらの設計等をよりよくする

ために、民間ノウハウを活用した技術提案を求

めたものでありましたが、今回は技術提案まで

は求めないものの、構造材の品質確保ですとか、

工事期間中における周辺の安全、環境対策につ

きましては、それに配慮した適切な施工計画の

提出を求めるということにしておりますので、

不落の要因となったことも含めまして、今回、

落札方式を変更したということでございます。

【川崎委員】高度技術提案型というタイトルは

ありましたけど、長寿命化と周辺に対する安全

対策ということを明示した形で公告をされたん

ですか。

【野原装備施設課長】公告の方に記載をしてお

ります。

【川崎委員】そうであれば、高度技術提案型の

項目ごと外すわけでしょう。でも、長寿命化は

やはり求めるべきだと思うんですね。

何かその辺、やはり少し筋が通った公告の在

り方ということをしっかりと検討すべきだと思

うんですが、要は土木部からのアドバイスもあ

って、ＷＴＯ案件で、高度技術提案型としたの

かもしれませんが、受け取る側からすると、や

はり抽象的過ぎる内容であれば、なかなか提案

もしづらいということでありますでしょうし、

そこは人材不足、資材高騰の中で、受ける方も

なかなか大変ですよ。

もう少し現実的に、より具体的に明示して、

予定価格もしっかりそこを反映した形で、不落

にならないように取り組んでいただきたいと思

います。いかがでしょうか。

【野原装備施設課長】今、委員ご指摘の内容を

踏まえまして、今後も不落にならないように、

各種対策に取り組んでいきたいと考えておりま

す。

【鵜瀬委員長】ほかに質疑ございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【鵜瀬委員長】質疑がないようですので、これ

をもって質疑を終了いたします。

次に、討論を行います。

討論ありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【鵜瀬委員長】討論がないようですので、これ

をもって討論を終了いたします。

議案に対する質疑・討論が終了しましたので、

採決を行います。

第72号議案、第77号議案及び第78号議案につ

いては、原案のとおり可決することにご異議ご
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ざいませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【鵜瀬委員長】ご異議なしと認めます。

よって、第72号議案、第77号議案及び第78号

議案は、原案のとおり可決すべきものと決定さ

れました。

次に、提出のあった政策等決定過程の透明性

等の確保などに関する資料について説明を求め

ます。

【中川警務部長】続きまして、私から政策等決

定過程の透明性等の確保及び県議会議員との協

議等の拡充に関する決議に基づく資料につきま

して、ご説明をさせていただきます。

横長の総務委員会提出資料警察本部の2ペー

ジ目でございます。

1,000万円以上の契約状況につきましては、令

和7年2月から令和7年5月までの実績でございま

すが、資料の記載のとおり、12件となってござ

います。

続きまして、陳情・要望に対する回答の関係

でございますけれども、横長の総務委員会提出

資料警察本部11ページでございます。

今回、陳情・要望で回答するものは、陳情番

号19、令和8年度県の施策等に関する重点要望事

項のうち相浦警察署統合後の地域の安全安心の

確保の1件でございます。

ご要望に対する回答につきましては、記載の

とおりでございます。

以上をもちまして、警察本部の説明を終わら

せていただきます。よろしくお願いをいたしま

す。

【鵜瀬委員長】以上で説明が終わりました。

次に、陳情審査を行います。

事前に配付しております陳情書一覧表のとお

り、陳情書の送付を受けておりますので、ご覧

願います。

審査対象の陳情番号は15番、19番です。陳情

書について、何か質問ございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【鵜瀬委員長】質問がないようですので、陳情

につきましては、承っておくことといたします。

次に、議案外所管事務一般に対する質問を行

います。

まず、政策等決定過程の透明性等の確保など

に関する資料についてご質問はありませんか。

【堤委員】おはようございます。堤です。

1,000万円以上の契約状況の2ページ、3ページ

に、交通信号機改良工事というのが１番、それ

から11番にあるわけですけれども、交通信号機

改良工事の内容について、まずお尋ねします。

【山口交通規制課長】本件工事の内容について

お答えします。

記載には、信号機の改良工事となっておりま

すが、具体的には、主な工事は機器の更新にな

っております。信号機の機器につきましては、

国で統一されておりまして、19年で更新しない

といけない制御器や灯器の更新、あと併せまし

て、一灯点滅信号、これは製品が製造中止とな

りまして、全国的に黄色と赤の点滅する交差点

につけている信号なんですけれども、これは安

全対策を講じた上で撤去という形になっており、

そういったものがこの工事の中に入っていると

いうことになります。

【堤委員】制御器の更新や灯器の更新というこ

と、それから一灯点滅信号が、今後は製造中止

で、これは撤去になるというお話ですが、19年

で更新されるということですけど、今後、県内

の交通信号機たくさんありますけれども、どの

ように更新が必要になってくるんでしょうか。

その状況は分かりますでしょうか。
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【山口交通規制課長】信号機整備の今後の方針

ですが、まず交通インフラ等の老朽化対策、ま

た、交通安全施設の維持管理は重要であります。

こういったものを適切に維持管理していくとい

うのは重要な課題であり、今、社会的にもこう

いったインフラの維持管理が求められていると

ころです。

特に、信号機につきましては、交通の安全と

円滑を守る上では重要な役割を果たしますので、

こういった信号の心臓部となる制御器について、

先ほども申しました、19年という更新の時期が

あるのですが、これを計画的に実施更新をして

いくこと。

具体的に申しますと、県下に設置された信号

機は約2,300基あります。これを適切に維持管理

していくためには、年間におよそ110基以上更新

していかないといけない。また、必要な予算を

確保していかないと管理が行き届かなくなる可

能性があるということですので、年間110基以上

を確保して、また、年ごとに平準化をしないと、

ある時期、予算に対するしわ寄せが来ますので、

当然、計画的に平準化を図りつつ、予算を確保

して、計画を持って整備を図っていく方針にし

ております。

【堤委員】ありがとうございました。

一つの年にたくさん偏らないように平準化し

ながら、2,300基の信号機を適切に更新していく

ということですね。分かりました。ありがとう

ございます。

もう1点お尋ねします。8番に、警察職員総合

管理システム保守業務委託というのがありまし

て、これが、福井県のアクセンディという会社

と随意契約ですけれども、保守業務ということ

なので、最初の段階で、この会社が担当したの

かと思うんですが、福井県の会社が契約の相手

になっているというのは、どういう経緯でそう

なっているのか、お尋ねします。

【松尾会計課長】本システムでございますけれ

ども、委員ご指摘のとおり、システムの構築段

階で当該業者が構築をしております。本システ

ムについては、専門的な技術と知識を要するた

め、本件メンテナンスについても、システム内

での不具合や修正を行うために、当該業者でし

か対応できないということで、当該業者と随意

契約を行っております。

なお、当初当該システムの構築の段階でござ

いますけれども、構築の契約を行う際に、県内

業者の方に仕様書の内容についても相談を行っ

ておりますが、3か月程度打合せをしたんですけ

れども、仕様を満たしたシステムの構築は困難

という結論となりまして、最終的に、県内業者

から当初の構築の入札はございませんでした。

以上でございます。

【鵜瀬委員長】ほかに質問ありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【鵜瀬委員長】質問がないようですので、次に、

議案外所管事務一般についてご質問ありません

か。

【中村(俊)委員】総務委員会の関係議案説明資

料の中から2点、ちょっと確認をさせていただき

たいと思います。

まず、薬物対策に関連してなのですが、複数

年前から、アメリカの方で史上最悪の麻薬フェ

ンタニルというものがかなり蔓延をしていると

いう報道を以前見ました。そんな中で、2023年

には1年間で7万人以上の方が過剰摂取で、いわ

ゆるオーバードーズという形で亡くなられてい

るという事例もあるようです。

数日前に、これもネットニュースからなので

すが、フェンタニルという薬物が、日本国内、
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愛知県名古屋と書いてあったと思いますけども、

ここから中国系のマフィアの組織が、これをア

メリカに送っているというような内容でありま

した。

そんな中で、私が危惧しているのは、史上最

悪と言われるぐらいで、私も、以前、動画で実

際フェンタニルを吸引されている方の動画を拝

見したのですが、本当に目を背けたくなるよう

な非常に異常性が認められるような行動をされ

てまして、これが国内から送られたということ

は、恐らくは国内でも、今後、こういった薬物

が広がっていく可能性があるんじゃないかなと

ちょっと心配しているのですが、今、長崎県警

察の方でこういった情報共有というものはされ

ているのでしょうか。

【吹田組織犯罪対策課長】現在、長崎県内では

そのような情報は入手しておりません。しかし、

入手をした場合には、県内広く広報等して、接

種しないように、薬物の危険性等について広報

したいと考えております。

【中村(俊)委員】情報共有というのは非常に大

切だと思いますので、すみません、私もネット

ニュースからの情報ですので、どのくらい信憑

性があるのかというのは、私の方でははっきり

とは言えませんけれども。もし、愛知県の方か

らそういった情報があれば、ぜひそういったも

のもしっかり共有していただいて、とにかく長

崎県に、九州にも入れないというような覚悟で

臨んでいただければと思います。

それから、もう一つが特殊詐欺、これ、サイ

バー犯罪の方にも関わるんですが、これも、す

みません、私が先月実際体験した事例でして、

私のホームページのお問合せのページから、結

構な長文の英文のお問合せがありました。

内容としては、あなたの携帯電話をハッキン

グしていて、あなたの会話とか、またスマート

フォンの中の連絡先、あるいはカメラを、いわ

ゆるインカメラというやつで、あなたの生活を

一部始終こちらで把握をしているんだ。要は、

何が言いたいかというと、ビットコインで指定

の口座に、多分、日本円にして十二、三万円ぐ

らいだったと思うんですけど、これを一定期間

のうちに入金しなければあなたの生活の会話の

内容であるとか、そういったものを、要はネッ

トで拡散するぞというような内容でした。

これ、私は初めての経験だったんですけど、

よくよく考えると、私のスマートフォンをハッ

キングしたのであれば、私のホームページのお

問合せのページから来ないだろうなということ

で、それはもう無視したので、その後何もあっ

ておりません。

ただ、やはりこういった新たな特殊詐欺とい

うのも、今後起こしてくるのかなと思いますの

で、何か対策を打つべきと思っていますが、似

たような事例は把握されていますでしょうか。

【吹田組織犯罪対策課長】恐らくサポート詐欺

的な感じではないかと思われます。そのような

詐欺については認知はしております。当県で言

うと、相手が電話で片言の日本語を話したりす

るもので、電子マネー型やコンビニエンススト

アでギフトカード等を購入して払わせるという

ような形態の分も把握しております。

これらはサポート詐欺、架空料金請求詐欺に

なるんですけれども、こういう詐欺があってい

るというところは、部内的に各部でも連携して、

県民に知らせるように広報をしているところで

ございます。

【中村(俊)委員】いろんな手法を使って、いわ

ゆる県民の皆さん、市民の皆さんを惑わすよう

なこういった詐欺が、いろんな形で今後も増え
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てくるかと思います。

既に周知されている事例については、皆さん

も免疫ができているというか、これは詐欺だな

と感じ取ることもできると思いますけれども、

新たな手法が出た場合には、ぜひそういったと

ころも、実際、最近はこういった新たな手法の

詐欺が横行してきておりますというような、何

かしら広報を徹底していただければと思います

ので、よろしくお願いいたします。

以上です。

【鵜瀬委員長】ほかに質問ありませんか。

【山本委員】おはようございます。

佐世保警察署の警察官の方がお亡くなりにな

られた関係の6月10日の長崎地裁の判決等に関

連してお伺いをいたします。

当時の判決文というのを目にすることができ

なかったんですけれども、新聞報道等によりま

すと、当初、判決が出た後に、県警としては、

判決の内容を確認するということだったんです

けれども、判決の内容がどのようなものであっ

たのかというのをご教示いただけますでしょう

か。

【橋元監察課長】お答えいたします。

令和2年、佐世保警察署警察官が自死したこと

に関する国家賠償請求訴訟に関してですが、ま

ず、お亡くなりになられた職員のご冥福をお祈

り申し上げるとともに、ご遺族に対して心から

お悔やみを申し上げます。

判決内容につきましてですが、県の賠償責任

を認め、原告の方に損害賠償を支払うように命

じられたものになります。

県としましては、判決内容を重く受け止めて

おりまして、今後二度とこのような出来事が起

こらないよう、組織を挙げて、職員が働きやす

い勤務環境の整備等に取り組み、県民の信頼回

復に努めてまいりたいと思っております。

【山本委員】ありがとうございました。

先方の主張ですね、原告の方の主張というの

は、金額的なこと、賠償のこと、それから責任、

過失、重過失責任ということなんですけれども、

先方の主張というのは、ポイントで言うと、ど

ういうことになるんでしょうか。

【橋元監察課長】お答えいたします。

原告の主張になりますけども、まず国家賠償

の請求ですね、損害賠償の請求、これがまず大

きく一つありまして、その中に陳述、訴えとし

て、元上司2人に対する重過失の認定であるとか、

ハラスメントの認定であるとか、そういったと

ころを陳述されておられました。

【山本委員】ありがとうございました。

今回の判決の中で、重過失であったり、そう

いったものについて触れられていなかったとい

うことなんですけれども、何ですかね、重過失

じゃなくて、いわゆるパワハラ的なもの、それ

から時間外の超過であったりとか、そういった

ものについては判決の中で認められているとい

う理解でよろしいんですか。

【橋元監察課長】お答えいたします。

判決に関することについて、当方からコメン

トすることは差し控えますが、内容といたしま

しては、主に被告に対して原告に対する損害賠

償の決定ですね、これを判決されております。

ハラスメントに関しては、そういった事実があ

ったということは触れられておりますけども、

重過失等については、特に触れられてなかった

ということで承知しております。

【山本委員】ありがとうございました。

これも新聞報道等でしか見ることができない

んですけれども、お亡くなりになる前の半年間、

繰り返し叱責を受けていたということと、月200
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時間前後の時間外労働や徹夜勤務ということで、

加えて、勤務時間の過少申告が、署内で常態化

をしていたと書かれているんですけれども、こ

の点についての県警の見解はいかがでしょうか。

【橋元監察課長】過少申告や、主に指示ですね、

課員に対する指示については、ご指摘のとおり

ですけども、訴訟に関することになりますので、

詳しくは控えさせていただきたいと思います。

【山本委員】これに対するコメント、今回の判

決に対するコメントというか、その前に、今回、

控訴を原告の方がされましたということで、県

警の方はされなかった。控訴をされなかった理

由というのは、ご説明可能でしょうか。

【橋元監察課長】お答えいたします。

まず、原告が控訴したことについては承知し

ております。また、県が控訴していないことに

ついても、ご指摘のとおりでございます。

その上で、控訴しなかった理由については、

県は第一審の早期段階から、国賠法1条1項の賠

償責任を認めておりまして、判決内容について

も重く受け止めて控訴しなかったものです。

原告が控訴したことについては承知しており

ますので、今後は控訴状を精査し、適切に対応

してまいりたいと思います。

【山本委員】これも報道によりますと、原告の

方は当事者に対して、何ていうんですかね、償

ってほしいということで、求償権というものを

行使してもらうためにも、判決の中に、故意あ

るいは重過失という文言が欲しかったというコ

メントがあるわけですけれども。

そもそも求償権というのが、国家賠償法の1条

の2に書いてあるとおりなんですけれども、重大

な過失や故意がなければ、求償権というのは行

使ができないのかについて教えてください。

【橋元監察課長】お尋ねの件ですけども、委員

ご指摘のとおり、故意または重大な過失が要件

となっております。

【山本委員】これ、岩手県の盛岡市の事例なん

ですけれども、やっぱり上司のパワハラ、暴行

によって自殺に至られた、賠償金を支払った事

件について、これは多分、最終的に和解だった

のかな。ごめんなさい、ちょっと調査が不足し

ておりますけれども。これ裁判所が重過失ある

いは故意というのを認めたということではなく

て、警察内部というんですかね、内部の方でそ

ういうようなものを認めて、求償権を行使をし

ているという事例があるんですけれども、これ

との整合性というのはいかがでしょうか。

【橋元監察課長】お答えいたします。

他県の運用については回答する立場にありま

せんが、まず当県のことについてお答えします

と、現在控訴されており、係争中でありますの

で、私の知る限り、他県の状況とは違うのかな

というところはございます。

また、求償権の行使については、県警だけで

判断できるものではなくて、しかるべき部署で

あるとか、そういったところで判断することと

なると思いますので、そういったところを踏ま

えて慎重な検討を行うことが必要と思っており

ます。

【山本委員】最終的な求償権の行使ということ

になると、県の賠償責任等審査委員会というと

ころが、多分、最終的には決定をすると思うん

ですけれども、当然まだその前段階として、警

察内部の方で上げるということになるんだろう

なと理解をしておりますので、そういったとこ

ろ、感情としては、とにかく今回の賠償金とい

うのは県費で支払われる、いわゆる税金で支払

われるということになって、じゃあ求償権は全

く行使されないということに対しては、一般論
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としては非常に違和感があると感じております

ので、これは内容的な、あくまでも個人の見解

でございますけれども、そういったものについ

て、十分に原告の方の感情もご考慮いただいて

対応していただきたいと思います。

最後に、今後の再発防止のための取組という

ことについて、ご説明お願いします。

【緒方警務課長】今後のハラスメント、特にパ

ワーハラスメントに対する取組と理解してお答

えいたします。

県警としましては、これまでは、ハラスメン

ト防止に関する各種教養でありますとか、巡回

教養、またアンケート調査を未然防止対策とし

て実施しております。

また、その上で、ハラスメントが発生した場

合、ハラスメントの相談窓口としまして、相談

ダイヤルでありますとか、匿名でも投稿が可能

な意見箱等を設置しておりまして、予兆事案の

早期把握に努めております。

また、万が一発生した場合でも、迅速な調査

を実施しまして、指導または人事的な措置等も

実施してきたところでございますが、そうは言

いながらも、まだハラスメントが後を絶たない

ということは実態でございますので、今後、こ

れらの対策を強力に推進しつつ、一般質問の方

でもお答えしたところでございますけども、新

規採用者に対する対策としまして、ハラスメン

トに対する正しい知識、また被害者・加害者に

ならないような教養を実施していくなど、アン

ケートまたは調査により、どのような対策、教

養が必要なのかということも職員に広く意見を

募りながら、今後も対策を進めていきたいと考

えております。

以上でございます。

【山本委員】ありがとうございました。

今おっしゃった新規採用職員の方はもちろん

なんですけれども、今起こっているのは新規採

用職員さんではなくとも、ベテランの方であっ

たり、そういった方だと思うんです。

今、ハラスメント、いろんな種類が、種類と

いいますか、ハラスメントの概念がいろいろ広

がっている。我々議員も、今ハラスメントの条

例がありますし、今後どんどんまた広がって整

理していかないといけないと思うんですけれど

も、今回の事例というのは、非常に典型的な、

いわゆるパワーハラスメント事例なんだろうな

と思います。

ですから、今いらっしゃる方に、こういう事

例がパワーハラスメントですよというようなこ

と、やっぱり事例を共有してもらって、気づい

てもらわないと、これ収まらないだろうなと思

います。

一方で、もちろん萎縮をしてはいけないとい

うのは大事なことではあるんですが、まずはこ

ういう事例がパワーハラスメントに当たるとい

うようなことをしっかり共有していただいて、

実効性のあるものにしていただければと思いま

す。よろしくお願いいたします。

以上です。

【鵜瀬委員長】ほかに。

【山田委員】私も、このパワハラ事案に関わっ

て質問したいと思います。

まず、一般質問の中で、警察学校に入校した

人を対象にやっているような話がありまして、

今日、新たに加害者にならないためのというこ

とであれば理解をするところであります。

若い方、私たちよりも若い人というのは、ハ

ラスメントに対して非常に敏感でありますので、

当然、新規の警察学校入校者に対してやってま

すよみたいな、一般質問の答弁だったもので、
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どうかなと思っておりましたが、加害者になら

ないために、そういったことを教育することは

重要であると思っておりますので、一定理解を

したところであります。

それで、今、各種取組をいただいているかと

思いますが、こういったことを起こしてしまい

がちな方となると、やっぱり管理職の方になっ

てくると、ある程度年齢を重ねた方が中心にな

るのかなと思いますが、各世代向け、どの役職

の人に対しても同じような研修を行っているの

か、今の状況についてちょっと教えてください。

【緒方警務課長】研修の在り方について、お答

えしたいと思います。

やはりハラスメントを行う立場といいますと、

所属長を始めとした各種幹部が特に考えられま

すので、そのような者に対しましては、特に所

属長あたりを対象とした、有識者による講話等

も行われておりますし、また外部におけるパワ

ーハラスメント等セミナーも受講させるように

しておりまして、警察内部だけではなく、広く

一般常識的なところも教養しているところでご

ざいます。

【山田委員】各年代、各役職、全て何らか、役

職によって学ぶべきものも違うのかもしれませ

んが、必ず全警察官全てが、年に何回か分かり

ませんけど、今こういった事案も起きている中

で、受けているという理解でよろしいですか。

【緒方警務課長】教養の対象者について申し上

げますと、全ての職員に対してｅラーニングで

ありますとか、そういう形で複数回何らかの教

養、また講習等を実施しているところでござい

ます。

【山田委員】もう1点、今回の事案は200時間を

超える時間外勤務もありということが本当に大

きな問題だと思っております。この事案が発生

したのが令和2年度、今、令和7年度であります

が、時間外の取扱い、通常であれば、仕事が残

っている場合は、上司に申告をして許可を得て

の時間外勤務しかできないと思っておりますが、

今こんな事案も受け、またこのような今の時節

もあり、警察としては、どういう形で時間外勤

務の取扱いを行っているのか、伺いたいと思い

ます。

【緒方警務課長】時間外勤務の在り方について

ご説明いたします。

委員ご指摘のとおり、時間外勤務といいます

のは、事前の必要性があって、承認を得て行う

ところでございますけれども、警察という職場

におきましては、突発的な事件・事故の対応が

求められる業務もありますので、それらにつき

ましては、事後の申請で承認という形も取らざ

るを得ないというのが実態でございますので、

そこは十分、幹部が必要性、また必要な時間あ

たりも吟味した上で、承認しているというのが

実態でございます。

【山田委員】事件・事故とかの突発的な対応は

理解をします。後に、事後申請のような形でち

ゃんと対応いただいているものと思いますが、

そういった理解でよろしいですよね。

【緒方警務課長】委員のご理解のとおり、しっ

かり幹部が業務の内容あたりも審査して、承認

しているというのが実態でございます。

【山田委員】事件・事故が起きると、1週間とか

休まずにとか、不眠不休でとか対応いただいて

いることもよく理解をしているところでありま

すので、例えば、その一つの事件が終わって、

少しその分休んでもらおうと思っても、なかな

かできてないから、こんな時間外も増えている

のかなとは理解はするところではありますが、

勤務もいろんなスタイルがあると思うんですけ
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ど、事務というか、全員が捜査や事件・事故に

対応するわけでもないかと思っています。

今、警察の方で時間外勤務、今こちらで答え

られる範囲で結構ですけど、どのような状況に

なっているか、ちょっと教えてください。

【鵜瀬委員長】暫時休憩します。

― 午前１１時００分 休憩 ―

― 午前１１時００分 再開 ―

【鵜瀬委員長】再開します。

【緒方警務課長】時間外勤務の実態についてと

いうことでお尋ねですので、お答えいたします。

２号職員、いわゆる他律的業務または臨時的

な業務に対応する職員としまして、月45時間を

超えた職員数でありますけども、令和6年度中が

延べ人数で1,048人でございます。また、時間外

勤務が年360時間を超えた職員数が、令和6年で

410人でございます。

この数につきまして、45時間を超えた職員数

は、令和5年度中が650人でありまして、増加し

ております。

特例時間外勤務といたしまして、令和6年度中、

1か月100時間を超えた職員が1名、月45時間を7

回以上超えた職員が1名おりますので、なかなか

時間外勤務の縮小には至っていないということ

が実態でございます。

【山田委員】県民の生命、財産を守っていただ

いている皆さんで、本当にかなりの長時間労働

もいただいているようであります。私が心配す

るのは、やはりこのような事案が再度起きない

こと、皆さんの心身ともの健康があって、県民

の命や財産が守られるものと思っておりますの

で、県警本部といたしましては、時間外の申請

がしやすい、働きやすい、そういった風土をし

っかりとつくっていただいて、働いている職員

さんの健康を守っていただきたいということを

お願いを申し上げ、終わります。

【鵜瀬委員長】ほかに質問ありませんか。

【川崎委員】専決事項についてお尋ねします。

先ほど、公用車の事故の損害賠償ということ

で説明いただきましたが、7番目の項目で、公用

車、車を後退するときには同乗者による誘導、

これが基本になっていたと思いますが、なぜこ

のような事故が発生したのか、お尋ねいたしま

す。

【橋元監察課長】お答えいたします。

ご指摘のとおり、後退時の事故については、

後方誘導をつけての後退が基本でございます。  

なお、7番目の事故につきましてですが、これは

五島市の奈留町、いわゆる二次離島での事故に

なります。実際から言いますと、このとき1人で

現場臨場し、そのほかに警察官はいないような

状況になります。

ただ、その場合でも、後退する際は、周辺を

しっかり確認したり、後退する方向の安全を確

認するために、必要であれば降車して確認する

よう指導しているところでございます。

今回の理由としましては、大丈夫だろうと思

ったという慢心と、それからその心から来る確

認不足、これによる交通事故が発生しておりま

す。

【川崎委員】基本は、同乗者がいてということ

でありますが、緊急時とか、やっぱり人手不足

だとか、地域柄とか、お一人でということにつ

いてはあり得るんだろうと。

そういった場合であっても、やっぱりこのよ

うにぶつけると修理をしないといけないという

ことから、今はやっぱり車の性能も上がって、

バックモニターとかセンサー、こんなのをつけ

ることによって、こういった被害が防止できる
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んだろうと。

どうしても一人で乗務しないといけないよう

なところに、例えば限定する形で、こういった

安全対策も講じる必要があるんじゃないかと考

えますが、いかがでしょうか。

【野原装備施設課長】お答えいたします。

委員ご指摘のとおり、バックモニターですと

かセンサー等は、交通事故防止に一定の効果が

あると認識しております。

それで、バックモニターについては、後方の

確認が困難な車両などに対して、現在、重点的

に搭載を進めているところでございまして、四

輪車の892台中143台に搭載をしているところで

ございます。

また、センサーなどの安全装置につきまして

も、先ほどお話がございましたが、各自動車メ

ーカーが標準装備化を図っていることなどから、

順次導入が進んでいるところでございます。

【川崎委員】センサーも、私ごとで恐縮ですが、

随分助けられますね。やはりどうしても目視で

きない、見えない部分があって、そういったと

ころへもセンサーが非常に効果的だと思います

ので、費用対効果を考慮の上、ご検討お願いし

ます。

次に、オンラインカジノについてお尋ねいた

します。

スポーツ選手や芸能の方とか、最近、大きく

取り沙汰されておりますが、このオンラインカ

ジノについて、本県の実態がどうなのか、お尋

ねをいたします。

【金子生活安全捜査課長】お答えいたします。

委員ご指摘のとおり、先般から著名人等のオ

ンラインカジノの利用について報道がなされて

いるところでございますが、長崎県内における

現在の検挙というのは、今のところございませ

ん。

ただ、令和6年中、全国では279人が検挙され

ているところでございます。県警察におきまし

ても、サイバーパトロール等により端緒情報を

入手するなどして、厳正なる取締りに努めてい

るところでございます。

【川崎委員】よく自白を聞くと、分からずやっ

たと言う方がいるようですが、賭博そのものは、

やはり禁止なんでしょうけれども、分からずや

ったというところが、大の大人が、こういった

ことをやるということ自体が、なかなか理解が

できない。

こういったところにサイバーパトロールをす

るということについては、サイト自体を取り締

まるということなのかもしれませんが、そうい

った何かアプローチする、アクセスする方々の

意識といいますか、遵法意識、そういったとこ

ろをしっかりと高めていく必要があるんだろう

と思いますが、いかがでしょうか。

【金子生活安全捜査課長】お答えいたします。

委員のご指摘のとおり、違法性、犯罪である

ということの認識が薄いような一面がございま

す。オンラインカジノについては、外国では合

法な地域もございまして、それを根拠に、違法

じゃないのではないか、グレーゾーンなのでは

ないかという書き込みをネット上にされる方も

いらっしゃいまして、その辺が一つ要因になっ

ているのかなと思っております。

県警としましては、日本国内から当該サイト

に接続して賭博を行うことは、犯罪、違法でご

ざいますので、引き続きいろんな媒体を利用し

ながら、広報啓発に努めてまいりたいと思って

おります。

【川崎委員】そもそも先ほどのサイバーパトロ

ールをやられましたと。そこに、サイトにアク
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セスができないような、そういった対策を講じ

ておられるということでしょうか。

【金子生活安全捜査課長】お答えいたします。

当該サイトに接続できない措置というものに

ついては、通信の秘密の関係もあって、難しい

問題があるということで承知しています。

ただ、総務省の方で、ブロッキング、そのサ

イトを見られないような措置について、現在、

検討が進められているということで聞いており

ます。

【川崎委員】特に国でもしっかりと進めていた

だいて、本当に犯罪者をつくらないというか、

そういったこと、しっかりとお取り組みいただ

きたいと思います。

次に、自転車の反則金の制度についてお尋ね

いたします。

来年4月から自転車の反則金の制度がスター

トすると承知をいたしておりますが、概要をお

尋ねいたします。

【吉岡交通指導課長】お答えいたします。

この制度につきましては、自転車による交通

違反につきまして、いわゆる青切符を適用する

ものであります。対象とする違反行為につきま

しては、自動車の場合と同様、現認可能、明白

かつ定型的なものとされております。

現在、自転車の交通違反を検挙した場合には、

全て刑事手続によることとされておりますが、

手続に時間がかかるなど、国民の負担となって

いることなどが指摘をされております。

今回の法改正によりまして、迅速かつ実効性

のある交通違反の手続が可能になると考えてお

ります。

【川崎委員】違反をすれば反則金ということで、

そこで一つ抑止が働くと思うのですが、車だっ

たら免許証があるのでしょうけど、自転車には

免許証がないのだろうと思っていて、ここです

ね、反則金を科されたからといって、やはり日

常生活で使う人がいらっしゃるわけでして、そ

こはなかなか、どこまできちんとした抑止がで

きるのかというのが非常に疑問でありますが、

どう周知をしながら、反則金を納めないといけ

ないような行為に至らないよう取り組んでいか

れるか、お尋ねいたします。

【松尾交通企画課長】先ほどご質問がございま

した、どのように周知をしていくかということ

でございますが、自転車の反則通告制度の周知

につきましては、市町、そして学校など、関係

機関と連携をいたしまして、危険性、迷惑性が

高い悪質な、そして危険な違反があったときに

検挙の対象とすること、そして自転車の基本的

な交通ルールを分かりやすく丁寧に周知するこ

ととしております。

具体的には、テレビ、ラジオなどのマスメデ

ィア、ＳＮＳ等を活用しました広報の周知、そ

して自転車の利用者が多くあります地区、そし

て自転車事故の発生状況を検討して設定してお

ります自転車指導啓発重点路線、ここにおけま

す街頭活動や街頭でのキャンペーンを通じて、

周知をしていくこととしております。

そのほか長崎県二輪車自転車商協同組合及び

同組合の未加盟の店舗へのチラシの配布や販売

時におけます啓発依頼、そして、教育庁を通じ

た各学区の学生への啓発、市町の機関紙を活用

した広報啓発などを行いまして、自転車の利用

者に対しまして、来年4月から施行されます制度

について周知をすることとしております。

以上でございます。

【川崎委員】お取組には感謝をいたします。

今、免許返納も進んで、健康志向も高まって、

高齢者の方も自転車に乗っている姿、よく見受
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けられるんです。電動アシスト付というのもあ

って、坂道もすいすい上れる自転車がありまし

て、今まで、こんなとこで自転車に乗っている

人いないだろうというようなところでも走って

おられます。

先ほど、自転車がよく使われる地域とおっし

ゃいましたけど、よくその辺の地域は目配せを

しながら、周知徹底をお願いしたいと思います。

次に、総合計画についてお尋ねいたします。

向こう5年間、治安の維持向上にどう取り組む

か、方針についてお伺いいたします。

【緒方警務課長】次期総合計画についてお尋ね

です。現在、総合計画につきましては、素案の

骨子までを議論、検討しております。次期総合

計画につきましても、現計画と大きな変更点は

ないと考えております。とは申しながらも、本

県におきましては、刑法犯認知件数が、令和2年

に戦後最少を記録した以降は増加傾向を続けて

おりますし、またニセ電話詐欺等の被害も、令

和3年以降は増加の一途をたどっているところ

で、またその上、サイバー空間における脅威も

高まっているなど課題が山積しております。

加えまして、交通死亡事故につきましても、

統計開始以来、最少を昨年記録しましたけれど

も、まだまだ発生はしているということで、高

齢者に関わる事故でありますとか、新たな交通

手段の出現による課題も出てきておるところで

ございますので、これらの情勢を踏まえながら、

総合的な対策に取り組むべきだと考えていると

ころでございます。

【川崎委員】ありがとうございます。ぜひしっ

かりと個別の政策も組んで、お取り組みをいた

だきたいと思います。

今、高齢者のことに触れていただきました。

超高齢社会にあって、先ほどの特殊詐欺につい

てもそうでしょうけども、いろんな問題が大き

くなってきているんだろうと思いますが、個別

といいますか、危ないなと思うのが、横断歩道

が遠いというんでしょうか、距離が。目的は目

の真ん前、そういったときに、ついつい渡って

おられる光景をよく目にするんです。

こういう横断歩道外での高齢者の横断、高齢

者だけじゃないのかも分かりませんけども、そ

の辺りは、よくよく一つ一つチェックを入れて

いただきながら、対策を講じていただきたいと

思うんですが、いかがでしょうか。

【松尾交通企画課長】先ほど、無謀な横断のと

いうことで委員からお話がございました。これ

につきまして、やはりこういった乱横断は非常

に危険なところだと思いますし、実際、交通事

故も発生しております。

県警としましては、まず歩行者に対しまして

ですけど、歩行者の交通事故防止ということで、

平成29年から継続して実施をしております、安

全横断「手のひら運動」というのがございます。

ここで道路を横断する際は、手のひらで横断の

意思を示しましょうという呼びかけのほか、歩

行者が守るべきルールとしまして、横断歩道が

ある場所付近では、横断歩道を渡りましょう。

そして、道路を斜めに横断しないようにしまし

ょう。車両の直前・直後を横断しないようにし

ましょう。そして、道路標識で横断ができない

ようになっている場所を横断しないようにしま

しょうということで、呼びかけているところで

ございます。

県警ホームページであったり、ＳＮＳ、そし

て各種の交通安全期間を通じて、高齢者をはじ

めとしまして、歩行者に対して広報啓発を図っ

ていきたいということで考えております。

【川崎委員】啓発することを否定するわけでは
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ありませんので、お取り組みいただきたいんで

すが、やはり今おっしゃったのは大体分かって

いる話でありまして、無謀な横断というところ

をどう物理的に、例えば抑止を図っていくのか

というようなこともちょっと考えていただきた

いなと思います。

恐らく、お気持ちは若くて、いざ、さっと行

こうと思ったけど、実は全然体がついていって

なかったとか、そんなことってやっぱりあると

思うんですね、高齢になってくると。非常に難

しい問題なのかも分かりませんが、高齢社会に

あっては非常に重要な問題だと思いますんで、

ぜひ研究検討していただければと思っておりま

す。

次に、高齢者ということも含めてですが、高

速道路の逆走対策、高速道路だけじゃなくて、

いろんな各地で逆走がかなり多くなってきてい

るように思うんですが、逆走対策について、ど

う取り組んでおられるか、お尋ねいたします。

【松尾交通企画課長】先ほど、委員から質問が

ございました逆走の対策でございますが、令和

6年中、県内の高速道路では25件の逆走事案、こ

れは認知した数でございますが、発生しており

ます。

その対策としまして、道路管理者であります

ＮＥＸＣＯ西日本などの関係機関と連携しまし

て、ソフト面、そしてハード面の対策を行って

いるところでございます。

ハード面の対策につきましては、道路管理者

でありますＮＥＸＣＯ西日本、長崎高速道路事

務所の協力を得まして、逆走事案が発生しやす

いインターチェンジの流入、そして流出ランプ、

パーキングの出入口などに、運転者に対しまし

て、逆走防止や逆走していることを知らせる警

告標識、止まれ逆走ですとか、あと路面標示、

こういったところ、あとはＵターンが物理的に

できないように、ラバーポールなどの設備を設

置していただきまして、逆走防止を図っている

ところでございます。

また、ソフト面の対策といたしまして、各警

察署に依頼しまして、主として、高齢者向けの

交通安全講話の機会に、逆走防止を呼びかける

チラシを配布してもらっているほか、運転免許

の更新時講習、70歳以上は高齢者講習になりま

すが、そういったところでの交通安全教育、ま

た高速道路を管轄いたします高速道路交通警察

隊での企業対象の交通安全講話や交通安全キャ

ンペーン等の際に、逆走の防止を呼びかける対

策を講じているところでございます。

また、このほか発生した場合に備え、ＮＥＸ

ＣＯであったり、あと道路管理隊でございます

が、そういったときに迅速に対応できるように

訓練もしているところでございます。

【川崎委員】逆走に遭遇したときに、どうすれ

ばいいのかと。あのスピードで走っていると逃

げようがないというか、そう考えると、何とし

ても防いでほしいなと思いますんで、今おっし

ゃられた点も含めて、ぜひ強化をしていただき

たいと思います。

最後に、いつもお尋ねしますけど、信号機の

ない横断歩道での停止でありますが、これはま

さにドライバーが法を守るというものであって、

これは、ぜひ安全対策として、引き続き強化を

していただきたいと思いますが、これから具体

的な取組や強化の取組についてお尋ねいたしま

す。

【松尾交通企画課長】横断歩道の停止率の向上

に向けて、県警の取組ということで説明をさせ

ていただきます。

県警では、これまでも交通マナーの向上を図
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るために、平成29年からは安全横断「手のひら

運動」、令和6年の1月からは横断歩道「止まら

んば連動」という取組を展開をしております。

停止率向上に向けた具体的な取組としては、

常に行っているものもございますが、運転者に

対しましては、横断歩道を通過する際や、歩行

者がいれば必ず止まるといった非常に優先度が

高い義務があることを前提としまして、ラジオ

や県警ＳＮＳなどを通じての広報啓発、横断歩

行者等妨害をはじめとした事故が多い交差点で

の交通指導取締り、そして県下の約5,200ござい

ます安全運転管理者事業所の安全運転管理者講

習や、あと年間約14万人が受講します運転免許

の更新時講習等における交通安全教育を行って

いるところでございます。

特に昨年から力を入れております、横断歩道

手前に表示のダイヤマークに着目した道路交通

情報板を活用した啓発につきましては、令和6年

中には6パターン、本年5月までには5パターンを

表示しております。本年度は、さらに県民の皆

様に興味を持ってもらうために、ダイヤマーク

に加えまして、斜め線のスラッシュマークを表

示しまして、これを手のひらを掲げている状態

や反射材に見立て、表示をしております。

また、歩行者対策につきましても、手のひら

を示すことが、義務ではございませんが、だか

らこそやってもらうと、意思表示をしてもらう

ということの認識の下に、キャンペーンなどを

通じて、各種の取組を行っていきたいというこ

とで考えております。

以上でございます。

【鵜瀬委員長】ほかに質問ございませんか。

【大久保副委員長】1点お尋ねをさせていただき

ます。

先ほど、中川警務部長より報告ということで

非違事案件、いわゆる不祥事ですね。盗撮とい

うことでありました。許されない事案ではござ

います。その中で、最近、少しそういった不祥

事等の発生が多いのかなと思っておりますけど

も、その対策、再発防止策、どういったことを

されているのか、まずお尋ねしたいと思います。

【橋元監察課長】お答えいたします。

まず、非違事案の状況について説明させてい

ただきます。処分をした非違事案の数について

は、令和7年5月末現在で4件4人となっており、

委員ご指摘のとおり、昨年同期比と比べますと、

2件2名の増加となっておりますので、増加して

いる傾向にございます。

非違事案対策につきましてですが、発生した

事案について分析を行い、その背景、原因、問

題点を探りまして、職員が同じような非違事案

を起こさないよう、職員に対する再発防止に生

かすようにしております。

再発防止対策として、主に実効ある業務管理、

あと職員がどのような家庭環境であったり、ど

のような人物であるか、どのような悩み事を抱

えているかなど、いわゆる身上の把握と指導の

強化、三つ目が、職務倫理の教養の充実という

ことで、この3本の柱を重点として取り組んでい

るところでございます。

【大久保副委員長】先ほどもハラスメントの方

だとかあって、いろんな研修だとかいうことも

大事なのかなと思っておりますけども、そうい

ったこともされておられるのかというのと、個

別に、多分、庁内ではいろんなうわさだとか、

または怪しい挙動不審なところがあるとかいう

ところでの直接的な指導というのもされている

のかなとは思うんですけども。ちょっとそこ辺

りの実態は、未然に防ぐということも含めて、

されておられるのか、お尋ねしたいと思います。
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【橋元監察課長】お答えいたします。

まず、委員ご指摘の研修でございますけども、

あらゆる機会を通じて行っており、例えば教養

で言いますと、職員が発生した非違事案を自分

のこととして捉え、自分が非違事案を起こせば

どうなるのかと、家族はどうなのかというのも

具体的に考えさせる教養なども行っております。

また、組織的な、要はその本人の把握ですね、

これについても、複合的に、例えばその上司、

または署長、副署長、そういったところを複合

的に把握したり、おっしゃるとおり、そういう

職員に対して、うわさ的なことであるとか、そ

ういうところの情報が入りますと、その辺りの

真実性を確認しながらやっているところでござ

います。

また、業務管理で言いますと、監察の理念に

基づきまして、非違事案につながりやすい業務

の仕組みの改善、要は働きやすいように、いろ

んな改善を図りながら、職員の士気がより高ま

るよう総合的な非違事案防止の取組を行ってい

るところでございます。

【大久保副委員長】引き続き再発防止というこ

とで努めていただきたいと思うんですけど。こ

のことは、本当ほんの一部、数％にも満たない

方々のために、崇高な精神を持って職務に当た

られている皆様の本当にお仕事を汚すような行

為であると思っておりますし、やはり県民の治

安を守る職でもありますので、崇高な、そうい

った職務の皆さんの仕事を求められているとい

うふうに思えば、こういったところを少しでも

ゼロに近づけていただきたいと思うわけで、ぜ

ひとも綱紀粛正に努めていただきたいと思って

おりますので、引き続きよろしくお願いいたし

ます。

以上です。

【鵜瀬委員長】ほかに質問ありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【鵜瀬委員長】ほかに質問がないようですので、

警察本部関係の審査結果について整理したいと

思います。

しばらく休憩します。

― 午前１１時２９分 休憩 ―

― 午前１１時２９分 再開 ―

【鵜瀬委員長】委員会を再開いたします。

これをもちまして、警察本部関係の審査を終

了いたします。

午前中の審査はこれにてとどめ、午後は1時30

分から再開し、出納局及び各種委員会事務局の

審査を行います。

しばらく休憩いたします。

― 午前１１時２９分 休憩 ―

― 午後 １時３０分 再開 ―

【鵜瀬委員長】委員会及び分科会を再開いたし

ます。

これより出納局及び各種委員会事務局関係の

審査を行います。

審査に入ります前に、理事者側から、4月の人

事異動後、これまでの委員会に出席がなかった

新任幹部職員の紹介を受けることにいたします。

【小畑人事委員会事務局長】このたび4月1日付

の人事異動で、人事委員会事務局長を拝命いた

しました小畑英二でございます。なお、労働委

員会事務局長を併任しておりますので、併せま

して、どうぞよろしくお願い申し上げます。

【鵜瀬委員長】ありがとうございました。

それでは、これより審査に入ります。

【鵜瀬分科会長】まず、分科会による審査を行

います。
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予算に係る報告議案を議題といたします。

まず、会計管理者より報告議案の説明を求め

ます。

【井手会計管理者】出納局関係の議案について

ご説明をいたします。

予算決算委員会総務分科会関係議案説明資料

の２ページをお開きください。

今回ご審議をお願いいたしておりますのは、

報告第1号、知事専決事項報告「令和6年度長崎

県一般会計補正予算（第10号）」のうち関係部

分であります。

これは、さきの2月定例会の予算決算委員会に

おいて、専決処分により設置することについて、

あらかじめご了承いただき、3月31日付で専決処

分をさせていただいたものです。

出納局の歳入予算の主なものといたしまして、

（目）出納手数料で4,867万8,000円を減額いた

しております。これはキャッシュレス決済等に

よる手数料収入が見込みを下回ったことによる

ものであります。

歳出予算の主なものといたしまして、３ペー

ジをご覧ください。

（目）会計管理費で7,612万円を減額いたして

おります。これは会計事務管理運営費の減によ

るものであります。

以上をもちまして、出納局関係の説明を終わ

ります。よろしくご審議を賜りますようお願い

申し上げます。

【鵜瀬分科会長】次に、監査事務局長より報告

議案の説明を求めます。

【桑宮監査事務局長】監査事務局関係の議案に

ついてご説明いたします。

同じ資料の4ページをお開きください。

今回ご審議をお願いいたしておりますのは、

報告第1号、知事専決事項報告「令和6年度長崎

県一般会計補正予算（第10号）」のうち関係部

分であります。

歳出予算の（目）委員費で60万2,000円を減額

いたしておりますが、これは委員運営費の減に

よるものであります。

次に、（目）事務局費で338万6,000円を減額

いたしておりますが、これは職員給与費等の減

によるものであります。

以上をもちまして、監査事務局関係の説明を

終わります。よろしくご審議を賜りますようお

願い申し上げます。

【鵜瀬分科会長】次に、人事委員会事務局長よ

り報告議案の説明を求めます。

【小畑人事委員会事務局長】人事委員会事務局

関係の議案についてご説明いたします。

同じ資料の5ページをお開きください。

今回ご審議をお願いいたしておりますのは、

報告第1号、知事専決事項報告「令和6年度長崎

県一般会計補正予算（第10号）」のうち関係部

分であります。

補正予算の主な内容ですが、歳入予算の（目）

雑入で22万5,000円を減額いたしておりますが、

これは公平委員会事務受託に伴う収入見込額の

減等によるものであります。

歳出予算の（目）事務局費で236万1,000円を

減額いたしておりますが、これは事務局運営費

等の減によるものであります。

以上をもちまして、人事委員会事務局関係の

説明を終わります。よろしくご審議を賜ります

ようお願い申し上げます。

【鵜瀬分科会長】次に、労働委員会事務局長よ

り報告議案の説明を求めます。

【小畑労働委員会事務局長】続きまして、労働

委員会事務局関係の議案についてご説明いたし

ます。
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同じ資料の6ページをお開きください。

今回ご審議をお願いいたしておりますのは、

報告第1号、知事専決事項報告「令和6年度長崎

県一般会計補正予算（第10号）」のうち関係部

分であります。

歳出予算で、（目）委員会費99万8,000円を減

額いたしておりますが、これは委員会運営費の

減によるものであります。

（目）事務局費43万7,000円を減額いたしてお

りますが、これは職員給与費等の減によるもの

であります。

以上をもちまして、労働委員会事務局関係の

説明を終わります。よろしくご審議を賜ります

ようお願い申し上げます。

【鵜瀬分科会長】次に、議会事務局長より報告

議案の説明を求めます。

【中尾議会事務局長】議会事務局関係の議案に

ついてご説明いたします。

同じ資料の7ページをご覧ください。

今回ご審議をお願いいたしておりますのは、

報告第1号、知事専決事項報告「令和6年度長崎

県一般会計補正予算（第10号）」のうち関係部

分であります。

補正予算の内容ですが、歳出予算の（目）議

会費で33万7,000円を減額いたしておりますが、

これは議会運営費の減等によるものであります。

また、（目）事務局費で28万8,000円を減額い

たしておりますが、これは職員給与費等の減に

よるものであります。

以上をもちまして、議会事務局関係の説明を

終わります。よろしくご審議を賜りますようお

願い申し上げます。

【鵜瀬分科会長】ありがとうございました。

以上で説明が終わりましたので、これより報

告議案に対する質疑を行います。

質疑ありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【鵜瀬分科会長】質疑がないようですので、こ

れをもって質疑を終了いたします。

次に、討論を行います。

討論ありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【鵜瀬分科会長】討論がないようですので、こ

れをもって討論を終了いたします。

報告議案に対する質疑・討論が終了しました

ので、採決を行います。

報告第1号のうち関係部分については、原案の

とおり承認することにご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【鵜瀬分科会長】ご異議なしと認めます。

よって、報告第1号のうち関係部分は、原案の

とおり承認すべきものと決定されました。

【鵜瀬委員長】次に、委員会による審査を行い

ます。

出納局及び各種委員会事務局においては、今

回、委員会付託議案及び陳情がないことから、

関係部局長より、所管事項についての説明を受

けた後、提出資料についての説明を受け、議案

外所管事務一般についての質問を行うこととい

たします。

それでは、まず会計管理者より所管事項説明

を求めます。

【井手会計管理者】出納局関係の所管事項につ

いてご説明いたします。

総務委員会関係説明資料の2ページをお開き

ください。

長崎県行財政運営プラン2025の主な取組内容

といたしまして、出納局におきましては、会計

事務のさらなるシステム化のため、財務会計シ

ステムにおいて、施行伺や契約書、入札執行通
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知書等の出力を可能にするなど、契約事務を支

援する機能を追加し、令和6年7月から運用を開

始しております。

また、財務会計システム操作方法等の改善の

ため、職員からの要望や提案を基に改修を行い、

業務の省力化、効率化を図りました。引き続き

会計事務に係る業務の改善に取り組んでまいり

ますので、委員の皆様のご理解とご協力を賜り

ますようお願い申し上げます。

以上をもちまして、出納局関係の説明を終わ

ります。

【鵜瀬委員長】次に、監査事務局長より所管事

項説明を求めます。

【桑宮監査事務局長】監査事務局関係の所管事

項についてご説明いたします。

同じ資料の3ページをご覧ください。

監査の実施について、今年度の監査の実施に

当たりましては、地方自治法等に基づき、効率

的かつ効果的に行えるよう、年度初めの監査委

員会議において、監査等の種類、対象、時期等

を定める令和7年度監査計画を策定し、県の事務

や事業について、合規性、正確性、経済性など

の観点から検証に努め、監査の結果が事務や事

業の改善につながるよう、十分留意して実施す

ることとしております。

また、監査結果に対する是正、改善の取組状

況を継続的にフォローアップすることにより、

監査の実効性を確保するとともに、監査結果等

については、県のホームページや庁内ポータル

サイトに掲載するなど、庁内外への周知に努め

てまいります。

以上をもちまして、監査事務局関係の説明を

終わります。

【鵜瀬委員長】次に、人事委員会事務局長より

所管事項説明を求めます。

【小畑人事委員会事務局長】人事委員会事務局

関係の所管事項についてご説明いたします。

資料は、総務委員会関係説明資料、出納局各

種委員会事務局及び追加1となります。

初めに、総務委員会関係説明資料の追加1の2

ページをご覧ください。

令和7年度県職員採用試験についてでありま

すが、今年度の大学卒業程度試験については、

行政Ｂほか、5職種のＢ試験を実施し、6月16日

に最終合格者を発表いたしました。

また、同じく大学卒業程度試験の行政Ａをは

じめ、16職種の一次試験と社会人経験者が対象

の行政ほか9職種の選考試験の一次試験を6月15

日に実施いたしました。

それぞれ二次試験等の予定につきましては、

記載のとおりであります。

また、警察官Ⅰ類（男性・女性）Ｂの試験を

実施し、6月16日に最終合格者を発表いたしまし

た。そのほかの職員採用試験の実施予定につき

ましては、それぞれ記載のとおりであります。

次に、総務委員会関係説明資料の4ページをお

開きください。

長崎県行財政運営プラン2025に基づく取組に

ついて。

人事委員会事務局では、多様で優れた人材の

確保に向けて、職員採用試験の見直しを行って

おり、その主なものとしては、大学卒業程度Ｂ

試験に新たな職種を追加するとともに、警察官

Ⅰ類（男性・女性）Ｂ試験と併せ、第一次試験

においてテストセンターを導入いたしました。

今後も行財政運営プランの実現に向けて取り

組み、積極的に県政の改革に努めてまいります

ので、引き続き委員の皆様のご理解とご協力を

賜りますようお願い申し上げます。

以上をもちまして、人事委員会事務局関係の
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説明を終わります。

【鵜瀬委員長】次に、労働事委員会事務局長よ

り所管事項説明を求めます。

【小畑労働委員会事務局長】労働委員会事務局

関係の所管事項についてご説明いたします。

同じ資料の5ページをお開きください。

調整事件について。

労働組合と使用者との間で生じた労働争議の

調整につきましては、今年度において、現在ま

でに取り扱いました事件は、福祉事業から申請

のあった1件で、現在調整中であります。

審査事件について。

労働組合法に基づく使用者の不当労働行為の

審査につきましては、今年度において新たな申

立てはなく、現在審査中の事件はありません。

個別的労使紛争について。

労働者個人と使用者との間で生じた紛争のあ

っせんにつきましては、今年度において、現在

までに取り扱いました事件は、飲食業に従事す

る労働者から申請のあった1件で、被申請者があ

っせんに応じなかったため、打切りにより終結

しました。

以上をもちまして、労働委員会事務局関係の

説明を終わります。

【鵜瀬委員長】次に、提出のあった政策等決定

過程の透明性等の確保などに関する資料につい

て説明を求めます。

【山道会計課長】政策等決定過程の透明性等の

確保及び県議会議員との協議等の拡充に関する

決議に基づき、本委員会に提出いたしました出

納局、各種委員会事務局の資料についてご説明

します。

資料の2ページをご覧ください。

出納局所管の1,000万円以上の契約について、

令和7年2月から令和7年5月までの実績は、記載

のとおり、1件となっております。

また、入札結果につきましては、3ページ記載

のとおりでございます。

以上でございます。

【濵口次長兼総務課長】議会事務局関係の資料

についてご説明をいたします。

政策等決定過程の透明性等の確保及び県議会

議員との協議等の拡充に関する決議に基づく資

料、同じく2ページをご覧ください。

1,000万円以上の契約について、令和7年2月か

ら5月までの実績は、記載のとおり、1件でござ

います。

これは議会資料のペーパーレス化に伴い使用

するタブレット端末の借入れ及び通信サービス

等提供に係る契約でございます。

この入札結果につきましては、4ページに記載

のとおりでございます。

説明は以上でございます。

【鵜瀬委員長】ありがとうございました。

以上で説明が終わりましたので、これより議

案外所管事務一般に関する質問を行います。

まず、政策等決定過程の透明性等の確保など

に関する資料について、ご質問ありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【鵜瀬委員長】質問がないようですので、次に、

議案外所管事務一般についてご質問はありませ

んか。

【山本委員】総務委員会の説明資料の追加1の県

の職員採用試験のことで確認だけさせていただ

きたいんですが、中段からのところに、社会人

経験者の選考試験について触れてあるんですけ

れども、ホームページを見る限り、一般の方と

Ｕ・Ｉターンの方に分けていらっしゃるようで

すけれども、ここに載っているそれぞれの区分

の定員といいますか、募集人員と実際の受験者
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数というのが分かりましたらお願いいたします。

【田邑職員課長】社会人経験者の試験につきま

して申し上げます。

今年度採用予定者、一般が行政職と交通局事

務の職になります。行政が採用予定数約5名、交

通局事務が約2名となっております。受験者につ

きましては、行政職が、これは30日に公表にな

りますが75名、交通局事務について10名の受験

者となっております。

次に、Ｕ・Ｉターンということで、技術系の

職種になっておりますが、水産職が採用予定約

2名に対して、受験者数は1名でございます。農

業職につきましては、採用予定数約4名に対し、

受験者数3名。林業職につきましては、採用予定

数約1名に対して、受験者はおりませんでした。

そして、農業土木職、こちらも採用予定数約1名

となっておりますが、こちらも受験者がおりま

せんでした。土木職の採用予定数約3名ですが、

受験者は1名となっております。建築職につきま

しても、採用予定数約1名に対し、受験者数はゼ

ロでございます。次に、電気職です、こちらは

採用予定数約1名に対し、受験者数は2名でござ

います。最後の社会福祉職につきましては、採

用予定数約1名に対し、受験者は6名となってお

ります。

【山本委員】ありがとうございました。

社会人経験者の採用というのは、いつ頃から

行われているかということと、直近、これだと

多分トータルで10名募集に対して、16名かなと

思うんですけれども、今ご説明があったとおり、

やっぱりゼロというのが結構あるんですけども、

近年の状況というのはどうなんでしょうか。

【田邑職員課長】直近の状況を申し上げますと、

職種が、令和4年は6職種です。令和5年、令和6

年は5職種になっておりますので、職種数が少な

くはなっておりますが、令和4年度採用予定数約

12名に対し、受験者数は85名で、最終合格者を

17名出しております。

令和5年につきましては、5職種の約11名の採

用予定数に対し、受験者数67名、最終合格者11

名出しております。

令和6年につきましても、同じく5職種の約11

名の採用予定数に対して、受験者が59名、最終

合格者11名となっております。

【山本委員】ありがとうございました。

今の85名とか67名とか59名というのは、これ

Ｕ・Ｉターンだけですかね。一般も全部入れて

ということですかね。

【田邑職員課長】今申し上げた職種は、行政職、

技術職含めた職種になっております。

今年度、7年度につきましては、職種につきま

して、一般とＵ・Ｉターンということで区分を

しております。

一般については、行政職、交通局事務職、そ

してＵ・Ｉターンを技術職と分けておりますけ

れども、行政及び交通局事務につきましては、

県外要件を廃止していますので、その要件に基

づきまして、一般とＵ・Ｉターンに分けて募集

をしております。

【山本委員】ありがとうございました。

Ｕ・Ｉターンと単純に、今、県を挙げてＵ・

Ｉターンというのを促進している中で、職場と

しては、すごくいい職場だと思うんですけれど

も、トータルすると、今年からですかね、Ｕ・

Ｉターンという区分にしたのは。

【田邑職員課長】今年度から一般職とＵ・Ｉタ

ーン職に区分しております。

【山本委員】すみません。言いかけましたけど

も、少ないんですよね。もっといるのかなと思

ったんですけども、非常に少ないというふうに
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感じるんですけど、その要因というのはどうい

うふうに考えていらっしゃいますか。

【小畑人事委員会事務局長】明確な要因という

のをお話しするのは難しいんですけれども。特

に技術職の場合、大卒Ａでも、大卒Ｂでも、非

常に苦戦しておりまして、なかなか募集しても

人が集まらないという状況の中で、あえて民間

の企業を経験した方を即戦力として採用試験を

行っているんですけれども、やはり全国で取り

合いになっているという状況がございますので、

なかなかその中で、長崎県への応募に手が挙が

らないという状況が、現在続いているというふ

うに認識しております。

【山本委員】ありがとうございました。

そうすると、約何人みたいな、多分募集をさ

れていると思うんですけれども、実際それがゼ

ロであったり、募集人員に満たなかったりした

部分の足りない状態でスタートするわけですよ

ね。これについて、年度途中の採用とか、そう

いったものというのはあるんでしょうか。

【田邑職員課長】試験を実施しまして、基本的

には次の年度の4月1日から採用となっておりま

すけれども、新卒者ではなく、既卒者の方で、

前職を退職した後に、すぐに県に就職できると

いう方がいらっしゃる場合は、例えば10月1日で

採用とか、そういう形を取っているようでござ

います。

【山本委員】分かりました。最近というか、近

年、非常に雇用自体が流動化をしている。だか

ら、公務員の方でもやっぱり辞める方もいらっ

しゃるだろうし、民間なんかもっとそういうハ

イペースで来ているということになると、中途

人材、民間でも新規一括採用をやめようという

ふうな動きがある中で、公務員の場合、制度的

な問題とかいろいろあるかもしれないんですけ

ども、やっぱりそういう社会人枠であったり、

それから中途であったり、そういった者も、も

ちろん能力の試験は必要だと思いますけれども、

そういった形で必要な人材が確保できるように

取り組んでいただければと思いますので、よろ

しくお願いいたします。

以上です。

【鵜瀬委員長】ほかに質問がありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【鵜瀬委員長】ほかに質問がないようですので、

出納局及び各種委員会事務局関係の審査結果に

ついて整理したいと思います。

しばらく休憩いたします。

― 午後 １時５５分 休憩 ―

― 午後 １時５５分 再開 ―

【鵜瀬委員長】委員会を再開いたします。

これをもちまして、出納局及び各種委員会事

務局関係の審査を終了いたします。

本日の審査はこれにてとどめ、6月30日は午前

10時から委員会を再開し、企画部関係の審査を

行います。

本日は、これをもって散会いたします。

お疲れさまでした。

― 午後 １時５５分 散会 ―



第 ２ 日 目
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１、開催年月日時刻及び場所

  令和７年６月３０日

自  午前 ９時５９分

至  午後 ２時４４分

於  委 員 会 室 １

２、出席委員の氏名

鵜瀬 和博 委 員 長

大久保堅太 副 委 員 長

田中 愛国 委 員

外間 雅広 〃

山田 朋子 〃

川崎 祥司 〃

山本 由夫 〃

宅島 寿一 〃

堤  典子 〃

中村 俊介 〃

３、欠席委員の氏名

な  し

４、委員外出席議員の氏名

庭 敦子 議 員

白川 鮎美      〃

５、県側出席者の氏名

大石 賢吾 知 事

早稲田智仁 企 画 部 長

川端 博子 企 画 部 次 長

山下 公誉 政策 調整課 長

内田 正樹 政策 企画課 長

寺井 芳隆
政策企画課企画監
（地域連携担当）

川瀬 泰介
政策企画課企画監
（総合計画・総合戦略担当）

直塚  健 デジタル戦略課長

中尾 正英 総 務 部 長

猿渡 圭子 総 務 部 次 長

徳永 真一 人 事 課 長

６、審査の経過次のとおり

― 午前 ９時５９分 開議 ―

【鵜瀬委員長】おはようございます。

委員会及び分科会を開会いたします。

これより企画部関係の審査を行います。

【鵜瀬分科会長】まず、分科会員による審査を

行います。予算議案及び予算にかかる報告議案

を議題といたします。

企画部長より、予算議案及び報告議案の説明

を求めます。

【早稲田企画部長】おはようございます。

企画部関係の議案についてご説明いたします。

「予算決算委員会総務分科会関係議案説明資

料」及び「予算決算委員会総務分科会関係議案

説明資料（追加1）」をお開き願います。

今回ご審議をお願いいたしておりますのは、

第86号議案「令和7年度長崎県一般会計補正予算

（第3号）」のうち関係部分、報告第1号 知事専

決事項報告「令和6年度長崎県一般会計補正予算

（第10号）」のうち関係部分であります。

まず、「予算決算委員会総務分科会関係議案

説明資料（追加1）」の2ページ、中ほどをご覧

願います。

はじめに、第86号議案「令和7年度長崎県一般

会計補正予算（第3号）」のうち関係部分につい

てご説明いたします。

歳入予算は15億2,526万8,000円の増となって
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おります。

今回の補正予算は、国の重点支援地方交付金

を活用した物価高騰対策について必要な予算を

追加しようとするものであり、他部局で歳出予

算を計上しております物価高騰対応重点支援地

方創生臨時交付金を活用した事業に対応して、

政策企画課において、歳入予算を計上するもの

であります。

なお、その内訳については、別紙の補足説明

資料、物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付

金充当事業一覧のとおりであります。

次に、報告第1号、知事専決事項報告「令和6

年度長崎県一般会計補正予算（第10号）」のう

ち関係部分についてご説明いたします。

「予算決算委員会総務分科会関係議案説明資

料」の2ページ、上段をご覧ください。

これは、先の2月定例会の予算決算委員会にお

いて専決処分により措置することについて、あ

らかじめご了承いただいておりました令和6年

度予算の補正を令和7年3月31日付で専決処分さ

せていただきましたので、その概要をご説明い

たします。

企画部所管の補正予算額は、歳入予算で4億

7,422万7,000円の減、歳出予算で1,857万4,000

円の減であります。

歳入予算の主な内容は、物価高騰対応重点支

援地方創生臨時交付金4億6,264万9,000円の減、

デジタル田園都市国家構想交付金1億4,087万

8,000円の減、企業版ふるさと納税にかかる寄附

金1億2,969万円の増であります。

歳出予算の主な内容は、総務管理費では、職

員給与費の14万1,000円の減であります。

企画費では、政策調整事業費の544万7,000円

の減、空飛ぶ未来を拓くドローンワールドプロ

ジェクト費の386万円の減であります。

以上をもちまして、企画部関係の説明を終わ

ります。よろしくご審議を賜りますようお願い

申し上げます。

【鵜瀬分科会長】ありがとうございました。

以上で説明が終わりましたので、これより予

算議案及び報告議案に対する質疑を行います。

質疑はありませんか。

【堤委員】堤です。おはようございます。

第86号議案についてお尋ねをします。

国の重点支援地方交付金を活用した物価高騰

対策ということで、15億2,500万円の国庫支出金

が歳入予算として計上してあるわけですけれど

も、これはちょうど2年前の6月補正で、先議で

このとき電気・ガス・食料品等価格高騰重点支

援地方交付金の交付があって、予算が追加され

たんですけども、このときは新型コロナウイル

ス感染症対応地方創生臨時交付金ということで、

67億4,000万円、新型コロナの影響を受けたいろ

いろな方面への支援があったとは思うんですけ

れども、今物価高騰のところに着目して見ると、

2年前よりはるかに物価が上がっているような

気がして、この15億2,500万円というのは非常に

小粒の補正だなと思っているんですけれども、

これは国全体でどのぐらいの額があって、その

うちの長崎県はどの辺りにあるのかということ

をまずお尋ねしたいと思います。

【川瀬政策企画課企画監】お答えいたします。

国では、今回本年5月末に国の電気・ガス料金

支援にかかる閣議決定がなされ、新たに総額

1,000億円の配分が決定されました。

そのうち都道府県分は550億円分というとこ

ろで、そこから長崎県が約9億9,000万円の配分

がございました。これは全国21位となっており

ます。

【堤委員】全国21位、都道府県47ある中、東京
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とかは交付されないのかもしれないですけど、

21位というのは、真ん中辺りなのかなと思いま

すけれども、この長崎県が21位というのは、ど

ういうことで21位の辺りにあるのか、何か分か

りましたらお願いします。

【川瀬政策企画課企画監】まず、この配分の計

算でございますけれども、例えば人口だとか財

政力指数だとか、そういうような係数をかけら

れて配分が決められております。大体長崎県の

人口というのは全国で30位というところで、そ

こから交付金が21位というところは、国の方で、

ある程度の配慮がなされたものと考えておりま

す。

【堤委員】ありがとうございます。

全体で21位だけれども、人口だけで見ると本

県は30位ということで、配慮をされているとそ

ういうご答弁でした。

別紙にこの補正予算の様々な部局ごとの、ど

んなことに充てられるかというのがあるんです

けれども、ＬＰガスとか2年前のときもあったん

ですけれども、今回の分を見てみると、大変少

なくて、本当に物価対策としてはまだまだ不十

分と思うんですけれども、今後は、この物価高

騰対策の国の交付金というのは、どういうふう

になっていくのか、お分かりでしたらお願いし

ます。

【川瀬政策企画課企画監】物価高騰など厳しい

経済状況が続く中、県においては、県民の皆様

の社会生活や社会経済活動をしっかりと支えて

いくことが重要であるとの考えから、これまで

も県の経済対策による有利な財源を活用しなが

ら、様々な対策を積極的に講じてまいりました。

このＬＰガスの単価でございますけれども、

考え方につきましては、国におけるエネルギー

価格の値引き割合とか、支援期間を参考にして

いるものと担当課から聞いております。県とし

ては、引き続き、この交付金など、国の有利な

財源を活用しながら、しっかりと対応してまい

りたいと思います。

【堤委員】ありがとうございます。

なかなか厳しい状況で、限られた財源の中で

県民生活に返していけるような政策ということ

で本当に物価高騰対策、これからもしっかり取

り組んでいけるような県の政策を進めていただ

きたいと思います。終わります。

【鵜瀬分科会長】ほかに質疑ありませんか。

【川崎委員】おはようございます。

報告第1号 知事専決事項報告「令和6年度長崎

県一般会計補正予算（第10号）」の企業版ふる

さと納税についてお尋ねをいたします。

寄附額が1億2,969万円増の合計1億4,734万

2,000円ということで、ご報告をいただいており

ます。

企業版ふるさと納税はプロジェクトをしっか

りと構築をして、そこに賛同される方からご寄

附をいただくという制度と承知をしております

が、まず令和6年度各プロジェクトごとに寄附額

についてご報告いただきたいと思います。

【山下政策調整課長】企業版ふるさと納税によ

る令和6年度の寄附額に関するお尋ねでござい

ます。

企業版ふるさと納税につきましては、委員ご

指摘のとおり、九つのプロジェクトを対象とな

る事業としてお示しをしまして、寄附を募集し

ているところでございます。

このうち令和6年度の寄附実績のプロジェク

トごとの内訳でございますが、まず「長崎の未

来を担う人材育成・応援プロジェクト」が2,214

万9,000円、「次世代産業イノベーションプロジ

ェクト」が329万円、「『次代に紡ぐ』まちづく
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りプロジェクト」が20万円、「長崎の世界遺産

を未来につなぐプロジェクト」が110万円、「ス

ポーツ&アートで賑わいづくりプロジェクト」が

69万9,000円、「長崎のしま活性化プロジェクト」

が1,840万2,000円、「長崎県産品の振興・輸出

拡大プロジェクト」が8,099万9,000円、「『み

んなで子育て』長崎子育て応援プロジェクト」

が1,060万円、「『健康長寿日本一へ』長崎健康

革命プロジェクト」が1,080万円といったような

内訳になっております。

【川崎委員】ありがとうございました。

ホームページにも公開されていたので先ほど

確認いたしましたが、全国から53社の方にご協

力いただいているということで大変ありがたい

ところでございます。

プロジェクトは、年々変わっているような状

況かと思います。私が認識しているのは、この

ご寄附いただいたところを今度は具体的な施策

に立案をしていって、そこで活用していくとい

うことかと思いますが。全部9のプロジェクトに

ついてということは申し上げませんが、主だっ

てこういった形で活用し、成果を生んでいる事

業があればご紹介いただきたいと思います。

【山下政策調整課長】それぞれのプロジェクト

に対する寄附の中で、具体的にどのような事業

に活用したかというところでございますが、代

表的なものをご紹介いたしますと、まず「長崎

の未来を担う人材育成・応援プロジェクト」に

つきましては、奨学金の返済アシスト、それか

ら、ふるさと教育などの事業に活用しておりま

して、特に奨学金返済アシストは本県の若者の

県内就職に寄与しているものと考えております。

それから「長崎のしま活性化プロジェクト」

でございますが、こちらにつきましては、しま

の産品振興ですとか、医療人材の確保などの事

業に充てておりまして、こちらにつきましても

しまの産品振興、具体的には売上高の増加です

とか、販路拡大、また医療人材の確保、そうい

ったところに寄与しているものと認識しており

ます。

【川崎委員】主立ったものをご報告いただきま

した。とりわけこのプロジェクトで伸びを示し

ているもの、いわゆる企業の皆様がご賛同いた

だいて、伸びを示しているプロジェクトはある

でしょうか。

【山下政策調整課長】こちら年度によってどの

事業に寄附が集まるかというのは、正直かなり

ばらつきがございます。

それで制度が創設されました平成28年度以降

で多くの寄附を集めている事業を幾つかご紹介

いたしますと、最も多くの寄附をいただいてお

りますのが、先ほど申し上げました奨学金の返

済アシストですとか、ふるさと教育などを行い

ます「長崎の未来を担う人材育成・応援プロジ

ェクト」でございます。

このほか、情報セキュリティ人材の育成です

とか、県内企業のＤＸ化などを推進しています

「次世代産業イノベーションプロジェクト」、

それから先ほど少しご紹介いたしましたが、し

まの産品振興ですとか、離島の医療人材の確保

などを行います「長崎のしま活性化プロジェク

ト」、また長崎県産品に係る産地の育成ですと

か、販路の拡大、さらには輸出の拡大などを進

めます「長崎県産品の振興・輸出拡大プロジェ

クト」、こういったプロジェクトにも多くの寄

附をいただいているところでございます。

【川崎委員】大変ありがたいご協力でございま

す。先ほどご紹介がありました島の医療人材確

保は、非常に深刻な問題だと思います。それか

ら上五島の地域では、分娩をする医療機関がも
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うなくなったという、非常に深刻だと思います

ので、ぜひそういったことをしっかりＰＲして

ですね、取り組んでいただきたいというふうに

思っておりますが、この企業版ふるさと納税を

活用して県の施策に落とし込んでいって事業展

開ということが基本かと思いますが、多岐にわ

たって広域的に取り組んでおられる民間事業者

の方もたくさんおられるかと思います。

ぜひこの民間の力もお借りをして、取り組む

ということも必要なんじゃないかというふうに

思っておりますが、いわゆる官民連携という形

なのか、この民間の活動に対して、このプロジ

ェクトをひとつ構築をし、そこでいただいたご

寄附を活用していく。このような形が創設でき

ないものかお尋ねします。

【山下政策調整課長】企業版ふるさと納税によ

る寄附金を活用するためには、要件が二つござ

います。1点目は予算化をされた県の事業である

ということ、それから二つ目は総合戦略に位置

づけられていること、この二つが必要となって

まいります。

従いまして、例えば所管部局において、民間

の活動を支援する事業を立ち上げて、それが、

総合戦略に位置づけられているといったような

場合につきましては、当該事業に企業版ふるさ

と納税を充てることは可能であると認識してお

りまして、他県においてもそのような事例があ

るということにつきましても確認をいたしてお

ります。

【川崎委員】最後にいたします。

予算をしっかりとつけていく、構築していく、

総合戦略について位置づける。まさにその総合

戦略、今から策定していこうとされているわけ

でありますので、ぜひ他県の事例をしっかりと

見ていただいて、お取組をご検討いただきたい

と思っております。

お隣の佐賀県さんでは、かなりこれ活発にや

っておられまして、やはり皆さんの中には、な

かなか手の届かないところにこういったお困り

事があるから力を貸してほしいということで、

もうかなりの民間の事業者さんが手を挙げて取

り組んでおられるということを見ました。

もう本当に多岐にわたっています。これはや

っぱりなかなか県では難しいところをカバーし

ているというふうに思いますので、ぜひ前向き

にご検討いただきたいと思います。

いま一度ご答弁を。

【山下政策調整課長】民間の活動に対する支援

につきましては、本県においても様々な行政分

野において実施されているところでございます

けれども、それぞれの所管部局においてそうし

た事業につきましては、予算要求を行いまして、

予算編成を通して必要性があるというふうに認

められたものであると認識しております。

企業版ふるさと納税を充てるためには、その

前提として、そうした事業化のプロセスが必要

になるというふうに考えておりますので、まず

はそれぞれの所管部局の考え方が重要だと考え

ておりまして、企画部といたしましても、各部

局との意見交換などを行ってまいりたいと考え

ております。

【鵜瀬分科会長】ほかに質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【鵜瀬分科会長】ほかに質疑がないようですの

で、これをもって質疑を終了いたします。

次に、討論を行います。討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【鵜瀬分科会長】討論はないようですので、こ

れをもって討論を終了いたします。

予算議案及び報告議案に対する質疑・討論が
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終了しましたので、採決を行います。

第86号議案のうち関係部分、報告第1号のうち

関係部分については、原案のとおり、可決・承

認することにご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【鵜瀬分科会長】ご異議なしと認めます。

よって、予算議案及び報告議案は、原案のと

おり、それぞれ可決・承認すべきものと決定さ

れました。

【鵜瀬委員長】次に、委員会による審査を行い

ます。

企画部においては、今回、委員会付託議案が

ないことから、所管事項についての説明を受け

た後、提出資料についての説明を受け、議案外

所管事務一般についての質問を行うことといた

します。

企画部長より、所管事項説明を求めます。

【早稲田企画部長】企画部関係の議案外の所管

事項についてご説明いたします。

お手元の総務委員会関係議案説明資料をお開

き願います。

新たな総合計画の策定について。

新たな総合計画については、10年後の本県の

将来像を見据えつつ、令和8年度を初年度とする

5か年計画として、長崎県まち・ひと・しごと創

生総合戦略とも整合を図りながら、一体的に検

討を進めているところであり、今後の県政運営

の指針や戦略的かつ重点的に取り組む政策を県

民に分かりやすく体系的にお示ししたいと考え

ております。

今般提出いたしました素案骨子においては、

基本理念の考え方として、国の地方創生2.0の基

本姿勢と同様に、当面、人口・生産年齢人口が

減少するという事態を正面から受け止めた上で、

都市と地方や地方同士の人材交流・人材循環を

促進しながら、人口減少社会の中においても経

済成長を図り、活力ある地域社会づくりに取り

組み、将来にわたり持続的な発展を目指してま

いりたいと考えております。

そのため、多様な主体と連携し、地域の力を

結集しながら、地域社会の基盤となる経済の活

性化に向けた力強い産業の実現とともに、若者

や女性をはじめ誰もが活躍・チャレンジできる

環境づくり、最先端技術の効果的な活用による

稼ぐ意識・力の底上げなどに力を注ぐこととし

ております。

また、本県の優位性を活かし、国内外との多

様な交流を促進することに加え、本県の将来を

担うこどもたちの能力と可能性を高めることを

社会全体で支えるほか、多様性が尊重され、全

世代の方々が健康で安全・安心に暮らせる社会

環境づくりなどにも積極的に取り組んでまいり

たいと考えております。

次期総合計画については、「こども」「くら

し」「しごと創造」「にぎわい」「まち」の五

つの柱の下、12の基本戦略とその戦略に基づく

施策を掲げるほか、先行的に策定いたしました

「長崎県新しい長崎県づくりのビジョン」とタ

イアップするとともに、地方創生2.0をはじめ、

国の政策とも連動を図りながら検討を進めてま

いりたいと考えております。

このうち、企画部においては、主に「活力に

あふれた持続可能な地域をつくる」に関する戦

略に関連施策等を位置づけております。

「活力にあふれた持続可能な地域をつくる」

では、「デジタル技術を活用した地域活性化と

行政運営の効率化」に向け、デジタル技術やデ

ジタル人材を活用した地域課題の解決、ドロー

ン等の先端技術の社会実装等に取り組んでまい

りたいと考えております。
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今後、県議会のご意見を十分にお伺いすると

ともに、県民の皆様の声をお聞きしながら、今

年度の計画策定を目指し、検討を進めてまいり

ます。

民間企業等との提携について。

去る5月19日、県と株式会社シーエーシーは、

地方創生の推進を目的とした包括連携協定を締

結したところであります。今後、双方の資源を

有効活用しながら、教育振興やＤＸの推進に関

することなど、地域振興や県民サービスの向上

に連携して取り組んでいくこととしております。

また、大学との連携については、3月20日から

3日間、テンプル大学ジャパンキャンパスの学長

及び学生44名が研修旅行で本県を訪問され、龍

踊体験交流会を通して長崎大学の学生との国際

交流を深められるとともに、本県の歴史や文化、

世界平和に向けた取組を学ばれるなど、包括連

携協定に基づく各種取組を進めているところで

あります。

引き続き、県内外の民間企業や大学等と連携

しながら、地方創生のさらなる推進に努めてま

いります。

ドローンの社会実装の推進について。

本県では、昨年6月に指定された国家戦略特区

制度を活用し、離島地区でのレベル4飛行による

処方薬配送やＡＩ技術を活用した1人のオペレ

ーターによる複数のドローンの運行などドロー

ンサービスの社会実装に向けた取組が行われて

おります。

こうした中、本年4月には、本県や福島県で実

施されたエリア単位でのレベル4飛行に向けた

実証をモデルケースとしたケーススタディを内

容とする「エリア単位でのレベル4飛行における

留意事項等」が国土交通省において公表され、

申請を行うに当たっての留意事項や、安全確保

措置の例などが示されたところであります。

今後とも国や民間事業者等と連携しながら、

特区制度を活用した社会実装を推進してまいり

ます。

以上をもちまして、企画部関係の説明を終わ

ります。

よろしくご審議を賜りますようお願い申し上

げます。

【鵜瀬委員長】ありがとうございます。

次に、提出のあった「政策等決定過程の透明

性等の確保などに関する資料」及び「政府施策

に関する提案・要望の実施結果」について説明

を求めます。

【山下政策調整課長】「政策等決定過程の透明

性等の確保」及び「県議会・議員との協議等の

拡充に関する決議」に基づきまして、本委員会

に提出しております企画部関係の資料について

ご説明説明申し上げます。

資料の2ページをご覧ください。

附属機関等会議に係る結果報告でございます。

令和7年2月から令和7年5月までの実績は、長

崎県総合計画総合戦略懇話会の1件でありまし

て、その議事概要につきましては、3ページにお

示しをしているとおりでございます。

続きまして、6月中旬に実施いたしました「令

和8年度政府政策に関する提案・要望」につきま

して、企画部関係の要望結果をご説明いたしま

す。

企画部関係におきましては、「地方創生・人

口減少対策に必要な地方税財源の充実」、「長

崎県版デジタル社会の実現」など3項目について

要望を実施いたしました。

要望実績といたしましては、内閣官房、内閣

府、総務省、経済産業省、国土交通省などに対

しまして、知事、議長、企画部長により要望を
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行いました。

以上が、企画部関係の要望結果でございます

が、今回の政府施策に関する提案・要望の実現

に向けて、引き続き取組を進めてまいりたいと

考えております。

説明につきましては以上でございます。よろ

しくご審議を賜りますようお願い申し上げます。

【鵜瀬委員長】ありがとうございます。

次に、政策企画課企画監より「長崎県総合計

画（素案骨子）」について補足説明を求めます。

【川瀬政策企画課企画監】次期総合計画の素案

骨子について補足して説明させていただきます。

「長崎県総合計画(素案骨子)」という資料を配

付させていただいております。よろしくお願い

いたします。

それでは骨子の3ページをご覧ください。

1番、計画の位置づけでございますが、総合計

画は、時代の潮流を的確に捉えながら、県政の

持続的な発展につなげていくために、県政にお

ける最上位の計画として、令和8年度以降の5年

間の政策の方向性をお示しするものとなります。

また、新しい長崎県づくりのビジョンとのタ

イアップや地方創生2.0等の国の政策とも連動

しながら構築するほか、地方版総合戦略として

も位置づけ、一体的に取り組んでまいります。

次に、4ページをご覧ください。

中ほどの3、計画の特徴、役割をご覧ください。

計画の特徴、役割は3点ございます。本県の強

みを活かした選ばれる長崎県の実現に取り組む

計画であること、県民、大学、企業の皆様など

様々な主体との連携、県民一人ひとりの参画に

よる県民総ぐるみの計画であること、分かりや

すい目標値の設定や検証の手法、計画実現に向

けた事業推進の仕組みを組み込んだ計画である

ことの3点でございます。

次に、5ページをご覧ください。

本計画の基本理念の考え方を記載しておりま

す。1段落目にありますように、国の地方創生2.0

の基本姿勢と同様に、当面、人口減少・生産年

齢人口が減少するという事態を正面から受け止

めた上で、人口減少社会の中においても、経済

成長を図り、活力ある地域社会づくりに取り組

んでまいります。

このような中において、本県の持続的な発展

に向けては、多様な主体と連携し、県境を越え

た取組を含め、多様な主体との連携やヒト・モ

ノ等の広域的な共創により、新しい価値の創造

につなげていくなど、地方創生の取組を地域の

力を結集して推進していく旨を2段落目にお示

ししております。

3段落目以降は、その実現に向けた取組の視点

を記載しております。経済の活性化に向け、力

強い産業の実現と良質な雇用の創出や、若者や

女性をはじめ、誰もがチャレンジし活躍できる

環境づくりに取り組むこと、地域活力の維持・

向上のため、最先端技術の効果的な活用、稼ぐ

意識・力の底上げ、国内外との多様な交流促進

に取り組むこと、本県の将来を担うこどもたち

への投資として、こどもたちの能力と可能性を

高めることを社会全体で支えること、多様な価

値観や個性の尊重、全世代の方々が健康で安心

して暮らせる社会環境づくり、社会インフラ基

盤整備や災害に強い地域づくりについて取り組

むこととしております。

次に、6ページをお願いします。

基本理念を実現するに当たっての基本姿勢を

お示ししております。計画の策定や推進に当た

り、全ての施策に共通する貫く視点として、デ

ジタル技術の活用やブランディングの展開、ダ

イバーシティインクルージョンの推進などの9
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項目をお示ししております。

次に、7ページをご覧ください。

基本理念を実現するための柱についてお示し

しております。基本理念の考え方を踏まえた上

で、社会経済情勢の変化にもきめ細やかに対応

するための政策体系として、次期計画において

は、「こども」「くらし」「しごと創造」「に

ぎわい」「まち」の五つの柱の下、基本戦略と

施策を掲げることとしております。

続いて、8ページをご覧ください。

8ページには、政策体系の全体像を掲載してお

ります。先ほどの五つの柱の下に、各柱に沿っ

た県政の方向性を示す基本戦略を合計12本を掲

げております。さらに、各基本戦略を構成する

具体的な方策や対策として、45本の施策を掲げ

ております。

続いて9ページからは、個々の施策について記

載しております。目指す姿のほか、施策の概要

や構成する事業群を載せております。なお、数

値目標や主な取組については、計画素案にてお

示しする予定です。

9ページから12ページまでの「こども」の柱の

施策については、こどもたちの健やかな成長に

対する支援、親をはじめ、こどもたちの成長に

関わる者への支援に関する取組など7本の施策

で構成しております。

続いて13ページから18ページまでの「くらし」

の柱の施策については、県民の健康や生きがい

づくり、医療・介護サービス提供、共生社会の

実現、防犯、交通安全、消費者保護、カーボン

ニュートラルや循環社会実現に関する取組など、

11本の施策で構成しております。

19ページから24ページまでの「しごと創造」

の柱の施策については、商工業や農林水産業の

振興、産業人材の確保、働きやすい職場環境の

整備に関する取組など、12本の施策で構成して

おります。

25ページから29ページまでの「にぎわい」の

柱の施策については、観光振興、移住政策、デ

ジタルノマド誘致等、国内外から人を呼び込む

ための取組や、本県と国内外をつなぐ交通ネッ

トワークの構築、国際交流、平和施策に関する

取組など9本の施策で構成しております。

30ページから32ページまでの「まち」の柱の

施策については、ハードとソフト両面による防

災・減災、国土強靱化の取組、離島・半島など、

地域社会の維持・活性化やまちづくりに関する

取組など6本の施策で構成しております。

9ページから32ページまでの個別の内容につ

きましては、各常任委員会の中で、部局からそ

れぞれ所管部分を説明させていただいておりま

す。

また、各常任委員会に所管部局の事業群一覧

を配付させていただき、関係部分のご議論をお

願いしているところでございます。

続いて、33ページをご覧ください。

こちらは、県政全般にわたる幅広い取組が必

要と考えられるテーマ別の取組をお示ししてお

ります。

現時点では、これまでも本県の重要課題とし

て取り組んできた人口減少への取組と、県民所

得向上の取組のほか、特に、本県の特性やポテ

ンシャルを活かせるテーマとして、離島振興、

国際交流に関する取組を検討しているところで

す。具体的な内容については、計画素案でお示

ししたいと考えております。

34ページ、35ページにつきましては、次期総

合計画においても、県内各地域における特色あ

る取組や地域の実情・課題等に対応した地域振

興を支える取組を振興局の管轄区域をベースに、
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地域別の取組として整理したいと考えており、

骨子では、策定の考え方をお示ししております。

各市町の意見をお伺いしながら検討を進めて

おり、各地域の具体的な内容については、計画

素案でお示ししたいと考えております。

36ページから38ページまでは、我が国や本県

を取り巻く社会経済情勢を時代の潮流として整

理しております。人口減少・少子高齢化の進行

など7項目を掲げております。

続いて、39ページから40ページまでは、本県

が持つ強みとして、新しいまちづくりを活かし

た地域活性化など5項目を掲げており、これらの

項目を踏まえた上で、施策の具体的な取組の検

討を進めてまいります。

素案骨子の説明は以上でございます。また、

人口や経済の動きのほか、計画策定に向けての

世論調査や、県民の希望出生率のアンケートの

結果分析、現計画の検証などを参考資料として

お付けしております。

総合計画につきましては、今議会におけるご

意見や、懇話会等の意見を踏まえながら、計画

素案を作成し、9月議会にお示ししたいと考えて

おります。よろしくお願いいたします。

【鵜瀬委員長】ありがとうございました。

以上で説明が終わりました。

次に、陳情審査を行います。

事前に配付いたしております陳情書一覧表の

とおり、陳情書の送付を受けておりますので、

ご覧願います。

審査対象の陳情番号は21番です。陳情書につ

いて何かご質問ありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【鵜瀬委員長】質問がないようですので、陳情

につきましては、承っておくことといたします。

次に、議案外所管事務一般に対する質問を行

います。

まず、「政策等決定過程の透明性等の確保な

どに関する資料」について、ご質問ありません

か。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【鵜瀬委員長】次に、「政府施策に関する提案・

要望の実施結果」について、ご質問ありません

か。

【川崎委員】政府要望の分野についてお尋ねし

ます。

長崎県版デジタル社会の実現、通信基盤次世

代空モビリティという分野でございますが、本

県が多く有する離島部や中山間地地域などにお

いては、交通、物流、医療、防災などの面で困

難を抱えており、次世代空モビリティ、ドロー

ン、空飛ぶクルマなどのさらなる発展が期待さ

れているということから、自民党、公明党、内

閣官房、内閣府、総務省、経済産業省、国土交

通省に要望されたという報告でありました。

まず、次世代モビリティであります空飛ぶク

ルマでございますが、これに対する県の認識に

ついてお伺いいたします。

【直塚デジタル戦略課長】空飛ぶクルマに対す

る認識についてのお尋ねでございますが、本県

は離島や半島を多く抱える地域でございますの

で、空飛ぶクルマのような新しいモビリティ及

びモビリティ技術を導入するということは、地

理的な課題を解決しながら、県民サービスの向

上を図っていく上で非常に重要なツールの一つ

になるものと認識をしているところでございま

す。

【川崎委員】まさにそのとおりでございまして、

離島の医療などにおいて、お医者様、医師を運

ぶのに、今ＲＩＭＣＡＳがありますが、やはり

もう少しこまめに移動できる、このようなモビ



令和７年６月定例会・総務委員会・予算決算委員会（総務分科会）（６月３０日）

- 41 -

リティができれば、医療も充実をしていくとい

うふうに思います。

同じく、離島に限らず中山間地でもそのよう

な医師を運ぶということについては、非常に有

効かというふうに思いますが、技術がどの程度

進んでいるかというのは非常に気になるところ

でありまして、大阪の万博で飛んでくれるのか

なと思ったら、まだまだ、ちょっと時間がかか

りそうな感じもいたしました

具体的にどの程度で実際飛んでいけるような

スケジュール感なんでしょうか。

【直塚デジタル戦略課長】委員ご指摘のとおり

ですね、大阪・関西万博におきましては、住友

商事とＪＡＬのSoracleが、デモフライトを断念

したところでございます。

ただ、このSoracleも含めまして、現時点でデ

モフライトを予定しているＡＮＡ、丸紅、

SkyDrive、この4社につきましては、国内の空飛

ぶクルマを牽引している企業であると思ってお

ります。

今の業界の状況でございますが、ＡＮＡと

Soracle、丸紅につきましては、海外製の機体を

使用する予定でございまして、SkyDriveにつき

ましては、唯一の国産メーカーでございます。

それぞれの会社に聞き取った情報によります

と、首都圏での回転率の高い輸送ビジネスや観

光遊覧の実装などを現時点では想定していると

伺っております。

また、2027年頃には東京や大阪といった都心

部で商用運航が始まるといった報道も一部で出

されているところでございます。

【川崎委員】27年から商用ということであれば、

もうそう遠くない時期に、実際に飛んでいくと

いうところだと思いますが、まずこの都市部の

方で、やっぱり需要が多いところから行くので

しょうが、一方では、先ほどおっしゃられたよ

うな離島医療の充実というようなことから考え

てもですね、やはり長崎も積極的に取り組んで

いく項目なんだろうと思っていますが、技術確

立した後に、すぐそのようなことを取り組んで

いただきたいと思いますが、どういうふうに県

として推進を図っていくのかお尋ねいたします。

【直塚デジタル戦略課長】まずは観光や防災、

交通、医療、土木といった庁内の関係課と情報

を共有するところから始めていきたいと考えま

して、今年度から次世代モビリティ検討ワーキ

ンググループを立ち上げ、5月30日に専門家を招

聘の上、1回目の会議を開催したところでござい

ます。

このワーキンググループの中で今後の検討を

行いながら、これからのロードマップをどう描

いていくのか、そして、行政としてどのように

関わっていくのか、具体的な社会課題の解決策

も含めまして、専門家などのご意見も踏まえな

がら、関係課と一緒に検討していきたいと考え

ております。

さらには、県をまたいだ広域的な活動も想定

されますので、九州各県で連携した取組につい

ても、今後検討をしてまいりたいと考えている

ところでございます。

【鵜瀬委員長】ほかに質問ございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【鵜瀬委員長】質問がないようですので、次に、

議案外所管事務一般について、ご質問ありませ

んか。

【中村(俊)委員】お疲れさまです。

私からは、長崎県の総合計画（素案骨子）、

そして「長崎県の現状」の参考資料です。こち

らの内容について4点確認をさせてください。

まず、次期総合計画における新たな視点、施
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策についてでありますが、長崎県総合計画につ

いては現計画において、「人・産業・地域を結

び、新たな時代を生き抜く力強い長崎県づくり」

を基本理念とされております。様々な施策にこ

れまでも、取り組んでこられた、一定の成果を

上げてきたという認識をしております。

しかしながら、次期総合計画に関しては、人

口減少や少子高齢化対策に加えて、エネルギー・

物価の高騰でありますとか、気候の変動の影響

など、様々な、新たな課題があり、課題の対応

が求められていると考えております。

次期総合計画の策定において、現総合計画の

進捗を踏まえて新たな視点、施策について何か

あれば確認をさせてください。

【川瀬政策企画課企画監】次期総合計画におき

ましては、複雑多様化する社会等に対応した新

たな姿勢や、県政全般にわたる幅広い施策の構

築などが必要となっております。

新しい長崎づくりのビジョンとタイアップす

るとともに、地方創生2.0をはじめとした国の政

策とも連動しながら構築してまいります。

新たな視点、施策につきましては、最先端技

術の効果的な活用、マーケティングに基づく戦

略的な情報発信、県のイメージ向上につながる

ブランディングの展開などの基本姿勢をもって

挑むこととしております。

また、各柱において、こども分野では、こど

もまんなか社会の実現に向けたこどもたちの居

場所づくり等や、男女ともに働きやすい職場環

境づくりによるこども時間の拡大などについて

は、ビジョンとのタイアップにより新たに生み

出されます。

このほか、現在の潮流を踏まえまして、「く

らし」における多文化共生、「しごと創造」に

おけるカーボンニュートラル社会に向けた基幹

産業の振興、職業生活における女性活躍といっ

た新たな施策もあり、今後素案作成に向けて、

引き続き新たな取組についても考えてまいりま

す。

【中村(俊)委員】ありがとうございます。

それからもう一点、テーマ別の取組の考え方

についてでございます。素案骨子では、テーマ

別の取組の考え方として、人口減少への取組、

県民所得向上への取組、そして本県の特性等を

踏まえた取組の三つが挙げられておりますが、

現計画において、県民所得向上対策、施策横断

プロジェクトとして示されているものと承知を

しております。

テーマ別の取組と整理された目的あるいは理

由についてお尋ねをします。

【川瀬政策企画課企画監】まず、人口減少への

取組につきましては、次期総合計画は、総合戦

略としても位置づけまして、一体的に取り組む

ことから、総合戦略を担っていた人口減少への

取組を継承し、策定いたします。

県民所得向上への取組につきましては、社会

情勢等を踏まえ、県の施策に対応する様々な産

業の収益性向上等による経済成長を県民所得の

向上につなげていくため策定いたします。

また、現計画におきましては、政策横断プロ

ジェクトとして、アジア国際戦略や、健康長寿、

災害などの七つのプロジェクトが展開している

ところでございますけれども、次期計画では、

政策横断プロジェクト的な取組は、計画本体の

基本戦略や施策等で進めてまいります。

次期計画では、他県にない本県固有の特性や

ポテンシャルを活かしながら、県全体の発展に

つながる取組との切り口から、本県の特性等を

踏まえた取組を掲げ、骨子では離島振興と国際

交流をテーマの例として記載していますが、今
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後、分かりやすくお示ししたいと考えておりま

す。

以上です。

【中村(俊)委員】続きまして、県民の意見の把

握についてでございますけれども、少子高齢化

や人口減少対策、それから物価高騰など長崎県

を取り巻く社会環境の変化に対応するために、

県民の皆さんの意見をしっかりと聞いていただ

く必要があるというふうに考えております。

さきの2月議会におきましても、私一般質問で

この内容をさせていただいたんですが、このと

きの答弁、県側からの答弁ですが、県民アンケ

ートのお話もございました。総合計画の策定に

当たって、県民の声をどのように把握していく

のか、ここで改めてお聞きします。

【川瀬政策企画課企画監】長崎県を取り巻く社

会環境の変化や課題に対応していくためには、

計画へ県民の皆様の声をしっかりと反映させて

いくことが重要だと考えています。

そのため県民アンケートでは3,000人から、今

回は7,000人とサンプル数を拡大いたしました。

県民のご意見を幅広く把握いたしまして、統計

的な観点から詳細に分析・把握し、計画の政策

体系や施策の検討のエビデンスの一つとして活

用してきたところでございます。

また、外部有識者からなる懇話会や県内の高

校生や大学生等の若者、女性社員との意見交換

を実施しており、市町に対するヒアリングなど

を今後予定しております。引き続き、県民の声

を幅広くお聞きしながら、計画の策定を進めて

まいります。

【中村(俊)委員】では、最後の確認ですけれど

も、県民アンケートでは、若い世代の考え、本

県の現状に対する認識ですとか、県政のニーズ

の把握を行って、世代別の集計も行っていると

いうことでございます。

調査結果やその分析について、次期総合計画

の策定にしっかりと活かしていただくことが重

要であるというふうに私は考えておりますけれ

ども、中でも若い世代が理想とする長崎県につ

いて、どのように考えておられるのか、またそ

れに対する県の取組について、お伺いいたしま

す。

【川瀬政策企画課企画監】県民アンケートにお

きましては、理想とする長崎県の姿を回答いた

だきました。世代ごとに頻出したキーワードや

テーマを特徴としてまとめてまいりました。

10代から20代は、生活の利便性や教育・文化

的体験への関心が高く、地元にとどまるための

環境整備と楽しさを重視する傾向がございまし

た。

これに対しては、「にぎわい」の柱において、

文化・スポーツによる地域の賑わいづくりや「こ

ども」の柱において、魅力ある教育環境づくり

などに取り組んでまいります。

30代から40代は子育てや働き方、地域社会へ

の関心が高く、家族の生活や地域社会との調和

を重視する傾向がございました。これに対して

は、「こども」の柱において、県民総ぐるみの

子育て支援や子育てしやすい職場環境づくり、

「まち」の柱において、地域住民が主体となっ

た地域コミュニティの維持活性化の推進に取り

組んでまいります。引き続き、アンケートの結

果分析等について、総合計画の策定に活かして

まいります。

【中村(俊)委員】ありがとうございました。

次期総合計画素案作成、これにつきましては

現行の総合計画の進捗を踏まえつつ、やはり昨

今の様々な新たな課題に対しましても、先ほど

お答えいただきましたように県民アンケートな
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どを活用していただきたい。引き続き、つぶさ

に調査結果の分析などを行って、県民そして各

市町の声を幅広くくみ上げていただきたい。

それから先ほど来、部長のご説明にもありま

したけれども、国の施策との連動、これも重要

になってまいりますし、また有識者による各種

部会ですとか、それから懇話会の意見もくみ上

げていただいた上で、できれば可能な限り分か

りやすいものとなるようお願いをしておきます。

私からは以上でございます。

【鵜瀬委員長】ほかに質問ありませんか。

【山田委員】私も長崎県総合計画（素案骨子）

について伺いたいと思います。

地域別の取組についてです。本県は多くの離

島や半島を有しており、県内各地域ごとに変化

富んだ美しく、豊かな自然が多様な文化や歴史

を有しています。この県内各地域における特色

ある地域資源を活かしながら、地域の特性や課

題を踏まえた地域づくりが必要であると考えま

すが、総合計画における地域別の取組について

どのように策定をしていくのかお尋ねします。

【川瀬政策企画課企画監】現在の総合計画では、

長崎・西彼、県北、県央、島原、五島、壱岐、

対島の七つの圏域ごとに地域別計画を策定して

おります。

次期総合計画におきましても、地域別の取組

として、この七つの圏域ごとに地域の特色を捉

えた施策を整理して作成してまいります。

また、地域別の取組には、各地域の特徴的な

取組を主体として掲載することとしております。

【山田委員】先ほど来からも広く県民の声を聞

くということが挙がっておりましたが、私の方

からも地域の方々からの意見聴取について伺い

たいと思っております。

総合計画策定に当たっては、計画本体や地域

別の取組について、地元の市町や地域の方々の

意見を聞きながら策定すると言われておりまし

たが、意見聴取を具体的に、どのように考えて

いるのかをお尋ねします。

【川瀬政策企画課企画監】計画本体や地域別の

取組につきましては、振興局と連携の上、各市

町からの意見を聴取し、地域の実情を踏まえた

計画内容の充実を図ってまいります。

また、今後、県内7地域において、地域や現場

で活躍する若手や移住者等を集めて意見交換を

行うこととしており、いただいたご意見につい

て、取組内容の充実に活用してまいります。

【山田委員】ぜひ幅広にご活躍いただいている

各世代の方のお話を聞いていただいて、反映を

いただきたいと思っております。

次に県北地域の振興策について伺いたいと思

います。2月議会の一般質問で私も質問しました

が、ＩＲの不認定を踏まえ、県が昨年度から検

討してきた県北地域の振興策については、県と

しては、「令和7年度 長崎県の主要施策」の中

で取りまとめたところであるかと思いますが、

2月議会の総務委員会でも田中委員から、本議会

の一般質問でも大久保副委員長からも質疑があ

ったところであります。

そこで県で取りまとめた県北地域の振興策が

次期総合計画においてどのような位置づけにな

っていくのかをお尋ねします。

【寺井政策企画課企画監】昨年度から検討して

おりました県北地域の振興策について、次期総

合計画でどのような位置づけになるかについて

のお尋ねでございます。

ＩＲの取組等を活かした県北地域の振興策に

つきましては、今委員からもお話がございまし

たとおり、昨年度から市町や民間の方々と意見

交換を重ね、県議会においても広く議論をいた
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だきました。

その上で、「令和7年度 長崎県の主要施策」

において、まずは令和7年度当初予算において実

施する取組を取りまとめたところでございます。

現在検討しております次期総合計画におきま

しては、県北地域の地域別の取組の中に盛り込

むことで今後5年間、県として取り組む施策とし

てしっかりと位置づけまして、施策の実現と効

果の発現、波及に注力してまいりたいと考えて

おります。

【山田委員】ぜひとも、このようなことがあっ

たがゆえに県北地域は非常に、長崎のすごい発

展と比べますと、やはりちょっと疲弊している

と言えるような状況であるというふうに、やっ

ぱり多くの市民の方から私も嘆きの声を聞いて

いるような状況になります。ぜひとも県北地域

の振興策にこの計画とともに、しっかりと結果

が出るような形でお願いをしたいと思っており

ます。

先日の大久保議員の一般質問の際に、市町別

総生産額の総括表が配布をされました。もう本

当にさすがなご指摘というか、もう感心をして

いるところでありますが、その中で2012年に諫

早市が4,910億円だった市町別総生産額が2022

年には7,223億円、佐世保市は2012年に7,576億

円、そして2022年に8,141億円と微増しながら進

んでいる形であります。

人口でいうと諫早市が13万3,938人、佐世保市

が22万7,651人、私ども県北に住まう者は、県都

の2番目の都市であるというような気持ちを持

って日々暮らしているところでありますが、結

果としては、この2022年以降、京セラも稼働を

し出すと、もしかしたらこの間の総生産額でも

どういう状況になるか分かりませんが、新しい

速報値とかがないので分からないんですが、も

しかしたら抜かれているかもしれないし、間違

いなくこのままの県北の状況であれば、京セラ

が稼働すれば、確実にこの数字というのは逆転

していき、経済的には第二の都市は諫早市にな

りかねない危機的状況にあるというふうに思っ

ておりますので、こういった現状も踏まえた中

で、皆様にはぜひとも県北振興について、長崎

県のためにも、やはり第二の都市である県北も

しっかりと発展していく必要があると思ってお

りますので、何とぞご尽力のほどをお願いをし

て、質問を終わりたいと思います。

【鵜瀬委員長】ほかに質問ありませんか。

【山本委員】おはようございます。

私も総合計画の素案骨子のことで何点かお伺

いをしたいんですけど、まず現計画との比較と

いうことなんけれども、現計画においては基本

理念があってその三つ、基本理念が人・産業・

地域、人が輝く、産業が輝く、地域が輝くとい

う3本柱。基本理念を実現するための柱も申し上

げた人材、産業、まちというのですかね、とい

うふうな形で3本の柱になっているんですけど

も、今回この柱が5本になっているということで、

最終的な施策を見ていくと、現計画に新しい時

代をにらんで加えているという形になっている

んですが、この柱が3本から5本になっているこ

とについて、まずお伺いします。

【川瀬政策企画課企画監】現総合計画につきま

しては、人・産業・地域の三つの柱の基に各種

施策を展開しているところでございますが、次

期総合計画においては、「こども」「くらし」

「しごと創造」「にぎわい」「まち」の五つの

柱を掲げ、新しい社会経済システムへの転換や、

複雑多様化する諸課題にもきめ細かに対応した

いと考えております。

具体的には、五つの柱に沿って、本県の将来
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を担うこどもたちの能力と可能性を高めること

を社会全体で支えるほか、多様性が尊重され、

全ての世代の方々が健康で安心して暮らせる社

会環境づくりや地域社会の基盤となる経済の活

性化に向けた力強い産業の実現、最先端技術の

効果的な活用による稼ぐ意識・力の底上げなど

に力を注いでまいります。

さらに、本県の優位性を活かし、国内外との

多様な交流を促進することに加え、激甚化・頻

発化する災害から県民の皆様の生命や財産を守

るための対策などにも積極的に取り組むことと

しております。

【山本委員】すみません、ちょっと質問の仕方

が悪かった。柱が多過ぎるということを言いた

かったんですけれども。

その中で、7ページになるんでしょうか、目指

すべき未来の姿ということで基本理念を実現す

るための柱ということで、基本理念の考え方と

しては、地域社会の基盤となる経済の活性化に

向けた力強い産業の実現、あるいは２行目にあ

りますけれども、稼ぐ意識・力の底上げという

ことで最初にこれをうたってあるわけですね。

そうしている一方で、この柱の中で「しごと

創造」というのが3番目に来ているというのにち

ょっと違和感を感じるものがあります。そして、

この「しごと」という部分というのが、もっと

前面に出すべきではないかと思うんですけど、

その点についての見解をお願いします。

【川瀬政策企画課企画監】まず、「しごと創造」

が3番目に来ている理由でございますけれども、

経済をしっかりと政策の真ん中とも捉えてござ

います。知事の方からも本年2月の知事説明にお

きまして、県民の皆様の生活を豊かにするため

には、その基盤となる経済をしっかりと回して

いくことが何よりも重要であるとの話もござい

ました。

次期計画においても、経済の活性化に向けて、

新たな産業の育成を含む力強い産業の実現と、

良質な雇用の創出、若者をはじめ、だれもがチ

ャレンジし、活躍できる環境づくりに力を注ぐ

ことを掲げております。

【山本委員】真ん中という意味なんですね、3番

ということじゃなくて。そうなるとですね、例

えば今の総合計画というのは、こんなふうな展

開なんですね、こういう形になって1、2、3とな

っているんですね。

ですから、今後どういうふうに詰めていかれ

るか分かりませんが、今のお話からすると、真

ん中ですね。だから、今の総合計画だと真ん中

ではあるんだけど、2番目なんですよ。だから例

えば中心に置いて、ほかの四つを囲むというぐ

らいの感じで理解してよろしいですか。

【川瀬政策企画課企画監】委員おっしゃるとお

りでございます。真ん中とも捉えてしっかりと

施策を構築してまいります。

【山本委員】ありがとうございました。

先ほど中村(俊)委員のご紹介されましたアン

ケート、参考資料1になるんですけども、県民ア

ンケートの調査結果を見ましても、結局満足度

が低いもの、マイナスというんでしょうか、こ

れというのは、ことごとくその産業関係なんで

すね、雇用であったり、地場産業であったり、

起業・創業であったり、新産業創出であったり、

企業誘致であったり、こういったものがやっぱ

りマイナスになって、一番だから、満足度が低

いということになります。

この辺をやっぱり底上げをしていく。そして、

これも先ほど中村(俊)委員が言われましたけれ

ども、県民所得の向上というのは前計画等では

あったわけですけれども、それも参考資料1の10
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ページにあるとおり、県民所得が10年、15年、

ほとんど増えていないんですね。

だから、県民所得を上げる。これは稼ぐ、意

識・力の底上げというのはうたってあるんです

けれども、やっぱり所得を上げるということに

ついて、ここのところをやっぱりクローズアッ

プしていただきたい。それに対する施策を展開

していただきたいと思いますけども、この点に

ついていかがでしょうか。

【川瀬政策企画課企画監】先ほどから申してお

りますとおり「しごと創造」ですね、今回五つ

の柱の真ん中にとも捉えております。繰り返し

になりますけれども、県政の発展の基盤となる

地域経済の活性化を最先端技術も活かしながら、

さらに推進していくこととしております。

加えて、地域の雇用と経済を支えている基幹

産業の成長や地場中小企業の支援、職場環境の

改善、農林水産業の成長に必要な施策を検討し

ております。引き続き、産業振興にしっかりと

取り組んでまいります。

【山本委員】ありがとうございました。

もう一つですね、ちょっと言葉の話で申し訳

ないんですけども、今柱を見て、「こども」「く

らし」「しごと創造」「にぎわい」「まち」と

なっているんですね。だから「しごと」のとこ

ろが「創造」というのがついているんですね。

だから、キーワードって考えたときに、何か

「創造」というのが、ちょっと。これもなぜあ

えてその「創造」というのを入れているのか、

もちろん創造することは大事なんですけども、

いまある産業を磨き上げていく、ここに「創造」

というのを入れた意味を教えてください。

【川瀬政策企画課企画監】「しごと創造」の「創

造」の部分でございますけれども、ビジョンの

イノベーション分野とタイアップをしてござい

ます。イノベーション分野で、スタートアップ

起業だとか、最先端技術の活用だとかあります

ので、そこのところで「創造」というふうにし

ております。

【山本委員】先ほど申したとおり、今後キーワ

ードとして掲げるときに、五つ頑張って覚えよ

うと思いますけれども、その中に「創造」とい

うのが入るとなかなか覚えにくいなというのが

ありまして、もちろん大事なことではあるんで

すけれども、ほかは「こども」「くらし」「に

ぎわい」「まち」という形でコンパクトにされ

ておられますので、ご検討いただければなとい

うふうに思いますので、よろしくお願いします。

もう一点、ちょっと状況をお聞きしたいだけ

なんですけれども、部長説明資料の中に、最後

の4ページのところに、行財政運営プラン2025の

「自治体ＤＸ推進計画に基づく取組の推進」と

いうところで、令和6年度に「県・市町フォーラ

ム」を開催し、市町とＤＸ人材の確保にかかる

課題等について意見交換を行った。これに基づ

いて、令和7年度から外部デジタル人材を県が一

括して確保し、希望される市町と共同利用が図

られるよう取り組んだというふうな形で書いて

あるんですけれども、まず、その令和6年度で出

てきた課題の内容、それから令和7年度の現在の

状況についてお伺いします。

【直塚デジタル戦略課長】部長説明に記載をし

ている内容については、昨年8月、総務省の主催

で「県・市町連携フォーラム」という形で、Ｄ

Ｘ推進体制の構築・拡充による人材強化につい

て国の方針など、取組内容を説明していただい

たところでございます。

この会議の中では、市町の支援事業として、

先進県でもございます広島県から取組事例の紹

介をいただきまして、その後、県内の市町と意
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見交換を行いました。デジタル人材といっても

いろんなランクがございますので、どういった

人材が必要なのかなど、協議をさせていただい

たところ、地域課題解決のリーダーになり得る

ような人材、例えば県の役職で言いますと、課

長職相当の人材を今後確保できないかなどのご

意見をいただいたところでございます。

そうしたご意見も踏まえまして、今年度から

県と市町が経費を負担し合って、確保したデジ

タル人材の中からそれぞれの課題解決に適した

人材を共同で利用する、県・市町デジタル人材

共同利用事業を立ち上げたところでございます。

今年度が初年度であり、8市町と県でデジタル

人材を共同利用する形で、事業を今進めている

ところでございます。

【山本委員】ありがとうございました。

ちょっと私が詳しくなくて申し訳ありません、

この外部デジタル人材というのはもう既に採用

されているのか、何名でどういう方なのかとい

うのを教えてください。

【直塚デジタル戦略課長】この事業につきまし

ては、人材のマッチングを行う事業者に対して

業務委託する形を取っております。その事業者

の方で人材をたくさん登録されておりまして、

その中から、他の自治体におきましても実績の

あるデジタル人材と参加団体のヒアリングを実

施しながら、事業者から市町、あるいは県に人

材を派遣するという形で今事業を進めていると

ころでございます。

【山本委員】分かりました。終わります。

【鵜瀬委員長】ほかに質問ありませんか。

【川崎委員】「新技術実装連携“絆”特区」に

ついてお尋ねいたします。

県におかれましては、本県に離島・半島が多

く、少子高齢化、人口減少などに起因する様々

な地域課題を抱えていることから、規制制度改

革の実現や、デジタル技術を活用した新たなサ

ービスの実装などによってその課題解決を図り、

日本での社会課題解決の先進事例となることを

目指していきたいということで、ドローンのレ

ベル4飛行と呼ばれる有人地帯での目視外飛行

における規制緩和の提案及び国家戦略特区の指

定申請を行い、昨年2024年6月4日に国家戦略特

別区域諮問会議において、全国で初めて長崎県

と福島県が「新技術実装連携“絆”特区」とし

て区域指定することが決定をされたというとこ

ろでございます。

レベル4による市街地でのドローンオンデマ

ンド配送に取り組む国家戦略特区は全国初であ

るということで、具体的に実証実験も五島地域

などで進んでいるというふうに思っております。

そこでお尋ねでありますが、特区認定からの

主な実績について、まずお尋ねをいたします。

【直塚デジタル戦略課長】委員からご説明いた

だいたとおり、昨年6月に国家戦略特区として、

「新技術実装連携“絆”特区」の指定を受けた

ところでございます。この特区の指定を受けた

地域でのみ活用が可能な国の調査実証事業に昨

年度は本県におきまして、3事業が採択されたと

ころでございます。

この国の調査実証事業につきましては国の負

担が10分の10で、1件当たりの上限額が5,000万

円と非常に有利な財源となっておりますので、

こうした事業を活用して今年の2月にドローン

配送の社会実装化に向けた大きな一歩となる九

州初の有人地帯飛行が可能なレベル4飛行の実

証が五島市で行われたところでございます。

こうした実証によりまして、地元の住民の

方々には大きな期待を与えることができたと考

えておりまして、さらには県外事業者から本県



令和７年６月定例会・総務委員会・予算決算委員会（総務分科会）（６月３０日）

- 49 -

をフィールドとした実証についての問合せなど

も増えており、今年度の国の調査実証事業の採

択件数次第では、昨年度に続き、多くの実証予

算が本県に投入されることになります。

また、部長説明にもございましたように、昨

年度の本県や福島県での実証により、今年の4月

に国土交通省が、「エリア単位でのレベル4飛行

における留意事項等」をまとめることにつなが

ったものと考えているところでございます。

今後は、こうした国の留意事項なども踏まえ

ながら、引き続き、ドローンを活用したオンデ

マンド配送などの社会実装化に向けた取組を側

面的に支援をしてまいりたいと考えているとこ

ろでございます。

【川崎委員】昨年度は3事業が採択をされて、ま

た国の支援等ご説明いただきました。まさにそ

の五島地域における処方薬の配送ということは、

非常に明るい未来で、皆さん期待されるところ

であります。

それが国土交通省においても認識をされ、こ

れがまさに先進的な事例として全国に今から発

信されるということで期待をされるわけですが、

昨年は3事業でありました。今年度はどうなるか、

もっと取り組んでいきたいというふうに思って

おられると思うんですけど、どのような社会課

題にですね、このドローン活用を考えておられ

るのか、また民間の皆様がやられると思います

が、どんどん応募していただきたいというふう

に思っておられますが、どのような分野に募集

を期待をされているか、お尋ねをいたします。

【直塚デジタル戦略課長】離島半島のほか、中

山間地域などの条件不利地を多く抱えるという

ような本県と福島県の共通する地域課題を解決

するために、利便性の高いドローン配送を全国

に先駆けて実現することをこの「新技術実装連

携“絆”特区」の中では目標として掲げている

ところでございまして、レベル4飛行に向けた実

証につきましては、こうした物流の分野で現在

行っているところでございます。

ただし、物流や配送だけでなく当然防災やイ

ンフラ点検などの土木のほか、農業や水産業な

どにおいてもドローンの活用は期待される部分

が大きいので、より幅広い産業分野でさらにド

ローンの活用を進め、地域課題の解決や県民の

利便性向上につなげてまいりたいと考えている

ところでございます。

【川崎委員】非常に期待される分野であります

ので、いろんな社会課題にですね、どんどん参

画をいただいて、実証を進め、また社会実装に

向けて取り組んでいただきたいと思いますが、

非常に期待される分野でありますので、若い

方々たちも目指される方も多いだろうと思って

おりますが、この人材育成についてどのような

状況なのか、お尋ねをいたします。

【直塚デジタル戦略課長】ドローン人材、ドロ

ーンオペレーターの育成としまして、昨年度か

ら、国家資格と民間資格の2種類の資格取得支援

を行っているところでございます。

昨年度実施したドローンオペレーター育成支

援補助金におきましては、国家資格取得につい

ては47名を支援したところでございます。

昨年度の聞き取り調査の情報と合わせますと、

現時点では、少なくとも国家資格の1等資格保有

者が約50名程度、2等資格の保有者が約200名程

度で、合計250名程度の国家資格オペレーターが

いるものと認識をしているところでございます。

【川崎委員】分かりました。

【鵜瀬委員長】ほかに質問ございませんか。

【大久保副委員長】すみません、少々お時間い

ただきます。1項目お尋ねします。
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先ほど県北振興ということで、総合計画に関

してありましたけども、この企画部として、県

北振興については十分に今の課題としてお持ち

になっているということで、私も認識しており

ます。

その中で、今回の一般質問でもそうなんです

けど、県北振興となれば、この企画部当局が担

当しておられて、答弁もしておられますけども、

この県北の経済といえば、やはり経済力となれ

ば、産業労働部が所管だと思うんですけども、

この県庁において企画をする企画部があって、

経済をつかさどる産業労働部があって、例えば

企画部が企画したことは、産業労働部がしっか

りとそれにその方向を示せば、そのまましてく

れるのか、産業労働部の考えがあって、企画部

が企画するのか、そこの辺りの関係性というの

が、この部局横断的にどういうふうになってい

るのかというのが分からなくて、ちょっとそこ

の辺りを一点確認だけさせてください。

【寺井政策企画課企画監】大久保副委員長より

県北振興策の経済についてのお尋ねでございま

す。

まず、県北振興策の検討に当たりましては、

先ほども議論ございましたように、ＩＲの不認

定を受けまして、県北地域の振興策を検討する

ということで、昨年度以降、知事、両副知事、

三役も含めてどういったことができるのかにつ

いて検討してまいりました。

その中で、まずはＩＲが目指したもの、ある

いはＩＲが目指した効果というところで、地域

経済の活性化ということに主眼を置きまして、

庁内関係部局と協議をしながら進めているとこ

ろでございます。

そういったところから、まずは経済ではござ

いますけども、産業労働部だけではなく、文化

観光国際部と観光振興について議論をして何が

できるか、外からお客様を呼んで、いかにお金

を落としていただくかというのは議論をしてお

ります。

まずは、政策企画課、企画部の方が全体を取

り仕切りながら、各個別の施策については、各

部局で検討した上で、県の考え方として取りま

とめておりますので、全体のグリップは企画部

で行いながら、個別の施策は各関係部局で議論

をし検討していただいた上で、今示させていた

だいているところでございます。

【大久保副委員長】承知しました。もちろん観

光もあるというふうに思っておりますけれども、

であれば、今取りまとめを当局でされていると

いうことで、産業労働部であったり、文化観光

国際部であったりというところの部署も県北振

興については、同じ温度感で取り組まれている、

同じ温度感でそういった認識をされているとい

うことで間違いありませんか。

【寺井政策企画課企画監】先ほどもご答弁差し

上げましたとおり、県北振興策については県庁

全体で取り組んでおります。

もちろん県の予算事業の中で、県北地域だけ

に特化したというものは、産業労働部関係であ

りますとか、ほかの文化観光国際部、あるいは

他地域に特化したというのはなかなかございま

せんけれども、やはりその中で県北地域で今後

伸びていくもの、あるいはその県北地域のポテ

ンシャル、そういったものを活かして何ができ

るのか、何が今後発展しそうかということを、

しっかり考えていただきながら、県北地域を意

識した取組というものを検討いただいておりま

す。

【大久保副委員長】最後にいたします。

私もこの県内においても、均衡ある発展とい
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うところで、均衡あるというのは必ずしも同じ

人口に合わせるとか、また同じ生産額に合わせ

るとか、そういう話ではなくてバランスの取れ

たという意味合いでありますので、ぜひとも、

均衡ある県都の発展を願いたいなというふうに

思いますし、特に長崎県は首都の東京から一番

遠いところにありますので、やっぱりそういっ

たところでも、一極集中を是正していかなけれ

ばならない、地方創生を推進していく最たる県

であるというふうに思っておりますので、そう

いったことを踏まえれば、じゃあ我々手前の長

崎県において、一極集中をさせずに、どうやっ

てそこを均衡ある発展をするかというのは、そ

れこそ国に言うからには、長崎県がどう示せる

か、こういったことにもつながるのではないか

なというふうに思っておりますので、ぜひとも、

長崎県版の均衡ある発展、一極集中是正を考え

ていただければ、一緒に考えていきたいという

ふうに思っておりますので、よろしくお願いい

たします。

以上です。

【鵜瀬委員長】ほかに質問ありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【鵜瀬委員長】ほかに質問がないようですので、

企画部関係の審査結果について、整理したいと

思います。

しばらく休憩いたします。

― 午前１１時２５分 休憩 ―

― 午前１１時２５分 再開 ―

【鵜瀬委員長】委員会を再開いたします。

これをもちまして、企画部関係の審査を終了

いたします。

午前中の審査は、これにてとどめ、午後は1時

30分から総務部関係の第69号議案の審査を行い

ます。

しばらく休憩いたします。

― 午前１１時２５分 休憩 ―

― 午後 １時３０分 再開 ―

【鵜瀬委員長】 委員会を再開いたします。

6月16日の委員会で決定いたしましたが、本
日は、大石知事にご出席をいただいております。

知事には、大変お忙しい中、本委員会にご出

席いただき、ありがとうございます。

それでは、委員会による審査を行います。

議題は、第69号議案「知事及び副知事の給与
及び旅費に関する条例の一部を改正する条例」

であります。

また、理事者の出席範囲についてですが、議

題に関連する範囲とし、お手元の配席表のとお

り決定したいと存じますので、ご了承をお願い

いたします。

それでは、総務部長より、条例議案の説明を

求めます。

【中尾総務部長】総務部の「総務委員会関係議

案説明資料」をお開きください。

本日、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第69号議案「知事及び副知事の給与及び旅費に
関する条例の一部を改正する条例」であります。

この条例は、知事の政治資金などに係る一連

の問題に関して、県政の混乱を招いたことに対

し、自らの道義的責任を明確にするため、知事

の給料を減額するための所要の改正をしようと

するものであります。

改正の内容は、知事の給料について、令和7年
8月1日から8月31日までの1か月間、給料の全額
を減額するものであります。

説明は以上でございます。

よろしくご審議賜りますようお願いいたしま
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す。

【鵜瀬委員長】 ありがとうございました。

以上で説明が終わりましたので、これより、

条例議案に対する質疑を行うことといたします。

質疑はありませんか。

【山田委員】今、総務部長からご説明いただい

た第69号議案について伺いたいと思います。
今まさにありましたとおり、知事の「私の政

治資金等に係る一連の問題で県政の混乱を招き、

県民の皆様にご心配をおかけしたことに対し、

深く反省し、心からおわびを申し上げるととも

に、私個人としての道義的責任を明確にするた

め、自らへの処分として、給料について1か月間、
全額を減額するため、所要の改正をしようとす

るものであります」。これは開会日に知事が述

べられた分でありますが、こちらで知事が発言

をされたように、知事としての道義的責任を明

確にするという、その道義的責任について伺い

たいと思います。

【大石知事】開会日の際にお話をさせていただ

きましたけれども、今回の減給議案につきまし

ては、今、委員がおっしゃってくださったとお

り、私の政治資金等に係る一連の問題で、県議

会はもちろんでございますけれども、県職員、

また県民の皆様を巻き込んで混乱を与えてしま

ったということで、そのことに対して、私自身、

その責任を重く受け止めておりますし、そこの

責任を明確化するということで、今回、わかり

やすい形で自分のことを処すべきという判断を

させていただきました。その考えの下で、今回、

この議案を提出させていただいております。

【山田委員】身の処し方として、わかりやすい

から給料を1か月間、全額を減額するというこ
とでありますが、タイミングについてですが、

今議会を選ばれた理由については、どのような

ことでしょうか。

【大石知事】委員会のタイミングにつきまして、

様々な考え方があると思いますし、私もいろい

ろ考えをしましたけれども、これまでの間、私

自身、様々な議会でありましたり、会見であり

ましたり、いろんな機会を捉えて、可能な限り

私自身のことについて事実関係を整理をし、丁

寧に説明をしてきたつもりでございます。その

ような中で、なかなか主張が交わらないという

ことで、司法の判断に委ねるべきということで

お話をさせていただいたこともございます。

そういった中で、恐らく、委員がご指摘にな

られているのは、司法の判断が出る前である今

回のこの時点の時に、なぜその判断をするのか

ということだと思いますけれども、その考え方

もあると思いますが、やはり説明を可能な限り

続けてきた現状において、なかなかその経過が、

理解を得ることができないということで、司法

の判断に委ねるべきということを申し上げさせ

ていただきました。

それ以外のところ、混乱を与えてしまったと

いうことについては、やはりこれまでの意見、

議論を踏まえて、私自身、速やかに、わかりや

すい形で責任を取るべきだというふうに考えに

至りましたので、それは今回、直前になって、

大変恐縮ではございますけれども、直前まで考

えた中で、直近の議会に提出をさせていただい

たということがこれまでの経緯でございます。

【山田委員】 今回、このような形で、わかりや

すい形で1か月ということでありました。
今日、私の方が配付をさせていただいている

資料でありますが、令和6年度に知事の政治資
金問題に要した議会の経費であります。会議日

数で言うと35日間、ほかの会議等もある日で、
単独で開催した、この問題のためだけに開催を
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したのが15日間、かかった経費が総額で536万
8,057円であります。これには、知事をはじめ三
役、県の幹部職員、我々県議会議員、その他議

会事務局職員など、関係職員の人件費等は含ま

れておりません。そういったものをしっかりと

積算して入れ込んでいくと、恐らく、かかった

経費は1,000万円､2,000万円というレベルにな
ってくるものと思っております。

私は、今回の、知事が1か月の減額ということ
でありますが、これはあくまでも金額の多寡で

はなく、私は、わかりやすい形でということで

知事が選ばれて議案を提出されたと思いますが、

県民が求めているものは、この間、先ほど知事

が言われました中に、主張が交わらなかった、

恐らく、多くの我々議員とか、多くの県民と、

知事が言われていることが、全然それがなかな

か納得ができないという状態が、まさに交わっ

てなかったというふうに理解をしておりますが、

そういった意味でも、私は1か月というのが適
正なのかどうか。

もちろん、かかった費用の多寡ではありませ

ん。何より、本来であれば県政一般質問、この

1年間、この知事と政治と金の問題だけで、かな
りの時間を費やして、多くの議員が質問時間を

使ってきました。そのこと自体が、私は、本当

に大きな県政のマイナスだと思っています。県

議会は1年に1回しか議員が質問できない中で、
様々な地域の要望や政策的な提案をしたいこと

がいっぱいある、その中で、こういったことに

費やされたことが、私は、一番の損失であった

というふうに思っております。

私は、県民が求めているものは、知事の1か月
の減額じゃなくて、知事の言葉でしっかりと、

我々議会をはじめ、県民の皆様が、この一連の

疑義に対して、しっかりと知事の言葉をいただ

いて理解ができたというのが本来望んでいる姿

だというふうに思っているところであります。

ちなみに、この1か月というのは、どういった
ことで考えられたかを教えていただけますか。

【大石知事】お答えする前に、県民の皆様が求

めているのが減給ではなく、説明だということ

については、私自身もその思いで、できる限り

事実関係を整理して、お答えをしてきたつもり

でございますので、それは私も理解をして、そ

こに対する思いは、すごく強いものがございま

す。

それを申し上げた上でございますけれども、

1か月ということでございますが、本当にこれ
はいろいろ考え方があると思います。私自身と

しましては、減給をする期間が責任を取る期間

というわけではないと私は思っておりますし、

減給をして終わりではございませんので、私自

身も、今回の本当にご迷惑をおかけしてしまっ

たことについて、私自身がしっかりと反省の意

を持ち続けて、今後このようなことがないよう

にすべきだと、まず理解をして、そう考えてお

りますので、それは期間とは別の視点かなとい

うふうに思っております。

ただ、本当にいろいろ考え方がある中で、私

自身としては、私の責任を重く受け止めて、わ

かりやすくその形を示すということで、1か月
全額の減給ということで、それが適正だと判断

をさせていただいたところでございます。

【山田委員】 この1か月間の減給期間だけが知
事が身を処す期間ではなく、継続して、きちん

と説明を果たしていきたい、県民に説明をして

いきたいということで理解してよかったですよ

ね。今のお話はそうだったのかなと思っており

ます。

同じような案件で、兵庫県議会の方が継続審
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査になりました、知事の給料の減額の関係でで

すね。私は、今回、知事の責任の取り方として、

県民にわかりやすく1か月間ということ、それ
は一つの身の処し方としてはあるのかもしれま

せんが、私どもの立場では、この1か月間給料を
取らないだけで、一連のこの約1年間の様々な
議会でのいろんな時間を費やしたこと、そして

多くの県民に疑念を持たれている状況が続いて

いることを考えると、お茶を濁すようなと言っ

たらあれですけれども、これで幕引きではいけ

ないというふうに思っておりますので、私ども

の立場としては、この議案には賛成できないと

いうことを申し上げ、質疑を終わりたいと思い

ます。

【鵜瀬委員長】 ほかに質疑、ございませんか。

【堤委員】私も、山田委員と同じような考えで

すけれども、知事が、これまで様々な機会があ

った中で、説明を尽くしてきたと言われますけ

れども、しかし、県民の皆さん、私たちも納得

はいっていないんですよね。そこのところが全

然かみ合わないままに、本当に県民の皆さんに

理解を求めて、わかっていただけるようにする

ためには、やはり知事が自ら様々な不明なとこ

ろを、しっかりそこを明らかにしていくという

ことが大事なのではないかと思っているので、

言われていることが、うまくまとまりませんけ

れども、やはり県民の信頼に応えて、公正で透

明な知事としての役割を果たしていくというこ

とが大事だと思いますから、そういう意味で、

今回の減給ということでこの条例案を出された

というのは、ちょっと納得がいかないところも

あります。

そこのところを、今まで人によって意見が食

い違っていたとかなんとか、そういうところを

正そうとされないのはなぜなのでしょうかと、

お尋ねしたいと思います。

【大石知事】これまで、繰り返しになって大変

恐縮ではございますけれども、本当にそこにつ

いて理解を得るために、その目的で、できる限

り事実関係の整理を行って、その理解を得る努

力を、説明をしてきたつもりでございます。

そういった中で、なかなかそこは理解が、主

張が交わるということは、理解が一致するとい

ったことになかなか得難いところがあって、そ

こについては、やはり司法の判断を仰ぐという

段階にきているのだろうということで、前回お

話をさせていただいております。

ただ、そこに対して、堤委員がおっしゃって

くださったように、この減給議案で全てがなく

なるといったことではないと私は思っておりま

すし、そこについてはまた別な問題であって、

今回、あくまでこの減給の議案につきまして、

説明したとおり、これまでの間、私自身、本当

に至らないところがあって、そこについては反

省をし、その反省を持ち続けて、委員がおっし

ゃるように、透明性を持って、今後このような

ことがないような形で、しっかり県政の運営に

当たっていくということが必要だと考えており

ます。

そのことについては、しっかりとその認識で

おりますので、そういった中で、ただ一つ、わ

かりやすい形で、しっかりとこの道義的責任と

いったものを明確化する必要があるというふう

に考えて、今回の判断に至ってございます。そ

のことについては、どうかご理解をいただけれ

ばと思っております。

【堤委員】 今回、「ずっと反省の気持ちを持ち

続けて」と言われましたけれども、持ち続けて

いただきたいとは思いますけれども、しかし、

ここで、本当にこのタイミングでこの条例案を
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出されるということよりも、司法の判断がまだ

出ていない段階ですから、それを待った上でと

いうか、もうこれ以上の説明とか、皆さんの理

解を得られるすべがないのであれば、もう司法

の判断を待つという、その上で、次のことを考

えるというようなこともできたのではないかと

思いますが、そこのところはいかがですか。

【大石知事】タイミングは、本当に委員おっし

ゃるとおり、いろいろあると思っております。

ここについては、私も、司法の判断が出てから、

こういった議案を上げられるのであれば、それ

はひとつ、より違った視点では理解が得られる

部分もあるかとは思いますけれども、やはり司

法の判断がいつ出るかわからないといったこと

も一つ、事実ではございます。

それに加えて、今回の減給議案につきまして

は、司法の判断とはまた別なものだと理解をし

ております。これまでの間、本当に県民の皆様、

県議会、県職員を含めて、皆様に本当にご迷惑

かけてしまったということについての道義的責

任を明確化するということが今回の減給議案で

ございますので、それについては分けて考えて、

直近であるこの議会で、この議案を提出させて

いただいたというのが経緯でございます。

【堤委員】司法の判断を待つという、そういう

対応の仕方もあったと思います。

そして、県民の皆さんが、この知事の問題に

対して、今後とも、今以上の説明がなされない

のであれば、なかなか理解を得られることは難

しいのではないかなと思っています。

そういう意味から、私も、この条例案には反

対の立場なんですけれども、県民の納得、理解

を得られるような説明がないままに、こういう

ものを出されるというのは、これとこれは別だ

と今、知事は言われましたけれども、そういう

中でのこの議案の提出というのは、ちょっと腑

に落ちない感じがしております。

ずっと反省の気持ちは持っていただきたいで

すが、やっぱり何らかの形で、もっと県民の皆

さんに理解していただけるような説明というか、

そういう努力をしていただきたいと思いますが、

いかがですか。

【大石知事】 これまでの間、私自身は、本当に

できる限り事実関係を整理して、ご説明をして

きました。ですので、これまで説明してきたこ

とが事実と異なるとか、そういったことは私自

身ないというふうに思います。なので、そこに

ついて、何か交わらないものを、事実を曲げて

交わるような、そんなことにはならないと思い

ますし、だから、その事実関係の整理と説明を

尽くしてきたからこそ、やはり司法の判断に委

ねるという段階に来ているのではないかと、そ

う考えております。

もちろん、先ほど来、申し上げているとおり、

この減給議案で全てが終わると、終わりにする

と、そういったものでは全くありませんので、

そこについては、私自身、本当に司法の判断に

委ねるといったところはあると考えております

けれども、丁寧な対応を引き続き行っていきた

いと、そう思っております。

【堤委員】 今後とも、十分な説明、県民の理解

を得られるような対応というのを続けていただ

きたいということを要望して、終わります。

【鵜瀬委員長】 ほかに、質疑ございませんか。

【川崎委員】 まず、今回の知事の1か月間の給
料の全額減額ということに関して、客観的に、

この処分がどうかということを確認したいと思

います。

次元は違うかもわかりませんが、人事課にお

尋ねいたしますけれども、まず、県職員の処分、
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これにはどんな種類があるのか、確認をいたし

ます。

【中尾総務部長】いわゆる一般職の職員という

ことでございますと、地方公務員法に定めがご

ざいます。免職、それから停職、減給、戒告、

これが地方公務員法で定められているものでご

ざいます。また、事実上の矯正指導というとこ

ろで文書等による訓告などの措置もあるところ

でございます。

【川崎委員】 その免職、停職、減給、戒告とい

う、種類があって、地方公務員法に基づいて処

分がされるということであります。要は、何か

しら不祥事、不適切なことがあって処分という

ことになるわけでしょう。いま一度、この決定

過程が、最終的に知事が決裁なのかもわかりま

せんが、処分をする決定過程についてお尋ねい

たします。

【中尾総務部長】いわゆる処分をしなければな

らない事案によって、個々、様々ございますけ

れども、一般職の公務員において処分を定める

場合には、過去の例ですとか、それから客観的

事象の重さといったものを判断させていただい

て、どの程度の処分というものが適切かという

ことを外部の弁護士、本県でいきますと顧問弁

護士も含めてご相談させていただいた上で、そ

の量定に当たるものというのが適切かどうかと

いうことを判断して、最終的には任命権者であ

る、一般職でございますと知事の決裁を経て処

分が下されることになっております。

【川崎委員】免職というのが一番重い処分だと

いうふうに思いますが、給料の減額という処分

について、また、1か月間、100％減額と、私は、
あまり聞いたことがなくて、私が知らないだけ

なのかもわかりませんが、これはどのような事

案がこういったことに該当するんでしょうか。

【中尾総務部長】まず、現行の仕組みで申し上

げますと、本県におきまして、これは一般的な

公務員制度におきましては、減給というところ

だけでとらまえますと、1か月当たり10％、1割
というものが条例で定められております。です

ので、それを超える減給といったものは、ない

ということでございます。

今、委員申し上げられました、例えば1か月
丸々ということでありますと、いわゆる公務員

法制上は1か月の停職に相当するものというこ
とになってくるところでございます。それらの

判断といったもの、あとは減給の期間をどのぐ

らいにするのかといったところも含めまして、

それは先ほど申し上げたとおり、その事案、事

案、それから過去の類似した処分例などによっ

て判断されるというものでございます。

【川崎委員】いずれにしても、減給ということ

は、かなり重い処分なんだろうと思っておりま

すね。知事に置き換えると、知事に停職なんて

あり得ないわけで、業務が滞りますから、そう

いうことがあってはならないわけであります。

また、県職員のことに戻りますけれども、こ

のような処分を受けられた方というのは、例え

ばその後の昇進等、どういったことが影響する

のか、お尋ねいたします。

【徳永人事課長】 基本、処分の部分で、例えば

翌年度のボーナスとか、そういったところには

影響すると思います。それ以外に、懲戒処分を

受けた場合は、分限降任処分もあり得ると思い

ます。

それ以外に、今後の昇進みたいなものについ

ては、基本、定期的に監察処分ということはい

たしますが、それをもって直ちに昇任しないみ

たいなものが続くようなものではございません。

【川崎委員】今、県職員の方の処分についてお
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尋ねをしました。今回は、決裁権者である知事

が、自ら処分を下すという事例、非常に希有な

ことなんだろうと思います。

ここから先は知事にお尋ねをいたしますけれ

ども、知事ご自身は、この政治資金問題につい

て説明責任を全て果たしたと、そういうお考え

か、お尋ねをいたします。

【大石知事】私、これまで本当に理解をいただ

けるよう、できる限り事実関係を整理をして、

そして、様々な場面でできる限りの説明をしよ

うと思って努めてきたところでございます。そ

こに対する理解を得たか、得てないかといった

ことは、私自身が判断することじゃないと思い

ますけれども、できる限りそのようにできるよ

うに努めてきたところでございます。

今回、それに対する道義的な責任ということ

で、先ほど山田委員からもお話がありましたけ

れども、様々なご負担、ご迷惑をおかけしてい

るところだと理解をしております。そのことに

対しての私の道義的責任を明確化したというこ

とが今回の議案でございます。

【川崎委員】私の中では、説明責任というのは、

受け取る側が、納得はないです、納得はない。

やっぱり理解、理解というところは、ああ、そ

うなんだというところに、わかったと、納得、

感情的なことは置いておいても、そこに達する

ところが説明責任だというふうに思っているん

ですね。

その中で、どうしても、286万円のことは司法
が判断を下しましたので、それはいいとして、

どうしてもやっぱり理解というか、よくわから

ないところは、ご自身が借り入れられた二重計

上の分が、どうしてもすっきりしないというと

ころがありまして、いま一度確認をさせていた

だきたいんですが、二重計上については、後日、

知られたということでありました。それを後援

会の貸付けとして処理をし、後日、返済を受け

取ったというのは、これは事実でしょう。

選挙費用に充てようと個人で借り入れをされ

た時点において、これが返済されるものとお考

えになられていましたでしょうか。

【大石知事】これは何度も説明をさせていただ

いておりますけれども、借り入れた1月14日に
振り込まれた時点で、この借り入れた2,000万
円が、選挙のために借り入れたといったことは

事実でございますけれども、それがどのような

処理をされて、どのように扱われるか、それに

ついて具体的な考えが、認識があったわけでは

ございません。

ですので、委員がおっしゃるように、借り入

れた時点で返ってくるといったものが明確にあ

ったわけではないのが事実でございます。

【川崎委員】そこなんですね、一番大事なのは。

もちろん、全部、費用に充てたということでは

なく、残はもちろんのことながら、返済されて

もしかるべきだと思うんですけれども、その返

済されるはずがない資金を、なぜ受け取ってし

まったのかというところなんです。そこがはっ

きりしない。なぜ受け取ったんでしょうか。

【大石知事】その点も説明を差し上げてきたと

ころでございますけれども、それは選挙が終わ

った後に、この2,000万円についてどのように
処理をするのかという中で、貸付けにして返済

を受けても何ら問題がないということでござい

ましたので、私自身は、借り入れをして用立て

をしたものでございますので、そういった形が

できるのであれば本当にありがたいという思い

で、そのように契約、貸付けの形として処理を

して、それでそれに基づいて返済を受けたとい

ったことが事実でございます。
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ただ、それについては結果的に二重計上にな

ってしまっていて、私が返済を受けた部分に関

しましては、全額お返ししておりますし、2,000
万円の二重計上に当たる部分についても、大変

申し訳なく思っておりますけれども、削除の訂

正をさせていただいております。

【川崎委員】そういった処理ができるんだった

らありがたいと。要は、誰かのアドバイスがあ

って、このようなことになっているんだろうと、

我々は、そう思っているわけでありますが、よ

く言われるコンサルの方は、そういった立場に

はないというふうにおっしゃっておられて、要

は、そこがちょっとかみ合わないんですよ。そ

こをいま一度明確にお示しいただきたいなと思

います。

【大石知事】大変恐縮ですが、これまでも説明

してきておりますけれども、それについては、

その2,000万円について、貸付けにして処理を
して、それに返済を受けるといったことは何ら

問題もないということでご助言をいただいて、

それであればありがたいということで私が判断

をして、そのような処理にさせていただいてお

ります。

【川崎委員】 今、知事が、ご自身で判断をした

ということで、それはもうご自身ですから当然

のことでしょう。

そこで原点に立ち返って、最初にお借りをさ

れた時に、これはもう選挙の費用に使うものだ

から返ってくるはずがないわけですよ。我々だ

ってそうであるわけで、返ってくるはずがない。

そこが返ってくればありがたいと思ったところ

に事故が起こったんじゃないかなと思っていま

して、そこは毅然と、そうじゃないんだと。知

事が毅然としてそこをお断りする、そういった

考え方はないということをきっちり示せれば、

こういったことにはならなかったと思うんです。

なぜ踏みとどまらなかったのか、お考えをお尋

ねします。

【大石知事】これはお恥ずかしながら、本当に

私は借り入れた時に、どういった形でこの

2,000万が処理をされるのか、そういったこと
について全く考えが至っておりませんでした。

その後、その2,000万円について、どういった処
理が適切なのかということを考える過程で、そ

ういったことに、返していただけるのであれば

ありがたいと、それは何ら問題がないというこ

とでございましたので、そういったものなんだ

ということで私は理解をして、結果的に二重計

上になってしまいましたけれども、判断をした

ところでございます。

今、川崎委員が、それが事故の原因だったの

ではないかといったことについて、確かに、そ

の時に二重計上に気づいていれば、こういった

ことになっておりませんので、それについては、

そのとおりだと、ご指摘のとおりと思います。

ただ、それについて私が何ら、あるはずのな

い2,000万円をつくって、返していただくため
に、それを書いたとか、そういったことでは全

くございませんので、そこについては改めて否

定をさせていただきたいと思います。

【川崎委員】最後におっしゃったことがあった

ら、それは大変なことです。やっぱり私たちが

選挙に出て、そこを勝ち上がって仕事をさせて

いただくという意味でいけば、こういったお金

のことについても、やっぱりプロであってほし

いんですね。わからなかった、知らなかった、

だったら何でもやっていいのかということは、

我々には許されない部分だと思います。もっと

厳しく自身を律していただいて選挙に臨むべき

だったんだろうと、こう思うところであります。
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先ほど、県職員の皆様の処分については確認

をいたしましたが、極めて厳しい重い処分とい

うふうに認識はいたしますけれども、先ほどの

繰り返しになりますが、これを科したからとい

って、今後、説明責任を、説明を求められた時

に、もう終わりましたからと、こういった姿勢

であってはいけないというふうに思うんです。

いま一度、そのお考えについて確認をいたし

ます。

【大石知事】川崎委員、おっしゃるとおりだと

思います。私自身、選挙に挑む際にお金に対し

て明るくあるべきというご指摘も、そのとおり

だと思いますし、今回、私自身が二重計上にな

ってしまったとか、それによって混乱を起こし

てしまった。このことについては、もう反省の

意をずっと持ち続けなくちゃいけないと思いま

すし、今後、このようなことがないようにしっ

かりしなくちゃいけないと、そうまず反省をし

ているところでございます。

その後のことについても、先ほど説明責任の

話の中で、川崎委員が、理解、納得はしないか

もしれないけど、理解を得る、そこが大切なん

だとおっしゃっておりました。これは本当にそ

のとおりだと思います。私自身、理解を得るた

めにこれまで努めてきたつもりでございますけ

れども、今後も、そこがなかなか得られないと

いうことで、私自身もしっかりと事実関係を確

認をした上で説明をしてきた中で、それができ

ないということで司法の判断に委ねているとこ

ろもありますが、その中で、私としても引き続

き丁寧に対応していきたいと、そう思っており

ます。

【鵜瀬委員長】 ほかに、質疑ございませんか。

【中村(俊)委員】 私からは、この総務委員会の
自民党会派を代表しまして、質疑ではなく、ご

意見を申し上げたいと思います。

まず、今回の知事による報酬100％、1か月減
額の条例案、これは政治資金をめぐる問題に対

する説明責任の一端として提案をされたもので

ありますが、その内容については、慎重な議論

が必要であるというふうに考えています。

まず第1に、本件は、県政に関する公金の不正
使用ではなく、知事個人の政治資金処理に関し

て県民の皆さんにご迷惑をおかけしたというも

のでありながら、給与の100％を減額するとい
う極端な措置が講じられております。

一般社会においても、公務員や労働者の給与

については、民事執行法第152条に基づく差押
禁止債権制度が設けられておりまして、給与の

全額差押えは、原則として禁止をされています。

この制度は、憲法第25条の生存権、すなわち
健康で文化的な最低限度の生活を営む権利を保

護する趣旨に基づいたものでありまして、給与

というものは、個人の生活と尊厳を支える基盤

として、法的にも強く守られているものである

というふうに考えています。

そのような社会通念と法体系の中で、特別職

とはいえ、一行政の長である知事が、条例によ

って自らの給与を100％カットするということ
は、かえって制度の趣旨から逸脱する懸念があ

りまして、また、職責に対する価値そのものを

軽視する結果にもなりかねません。

さらに、処分の対象が1か月のみに限定され
ている点も問題だと感じております。短期的か

つ一度きりの処分では、県民に対する説明責任

や信頼回復の観点から十分とはいえず、むしろ、

一時的なパフォーマンスというふうに捉えられ

ても、これは致し方ないというふうに私どもは

感じておりますし、また、本来であれば、複数

月にわたる段階的な減額の見直しを含む持続的、



令和７年６月定例会・総務委員会・予算決算委員会（総務分科会）（６月３０日）

- 60 -

そして実効的な措置こそが、信頼回復に向けた

真の誠意であるというふうに考えます。

ゆえに、当該条例案には、制度的にも、倫理

的にも疑義があり、私どもは、いま一度再考す

べきだというふうに考えておりますので、以上、

意見として申し上げておきます。

【鵜瀬委員長】 ほかに、質疑ございませんか。

【田中委員】 第69号議案で知事に少し聞きた
いと思いますが、自民党の中では、2月議会中に
自民党が知事に申し入れをしたと、それの回答

だというような認識があるんですけれどもね。

2月議会中に前田幹事長が知事のところに申入
れをしたわけですよね。それの回答が第69号議
案として出てきたのかなという感じもするんで

すが、そこら辺をちょっとお聞かせ願いたいと

思います。

【大石知事】 今回、タイミングはいろいろ、先

ほどご説明さしあげましたけれども、いろいろ

なご意見があると思っております。

ただ、今回の議案の内容につきましては、あ

くまで私自身、本当にこれまで議会を巻き込ん

で、県民の皆様に本当にご迷惑をおかけをしま

した。そのことについて、その責任を重く受け

止めて、その責任をしっかりわかりやすい形で

お示しをするということで、この判断に至って

おります。そこはどうかご理解いただければと

思います。

【田中委員】そういうことでなくて、知事の総

括的な判断というような感じに私には聞こえた

んですけれどもね。自民党の申し入れに対して

の回答とするならば、あまりにも遅過ぎるんだ

よね。3月半ばに終わった議会の申し入れが、4
月、5月、6月半ばまでそのままだった。唐突と
して、これは私の個人的な話ですが、唐突とし

て6月議会に出てきたという解釈を私はしてい

るんですけれどもね。

それはもう知事の判断でこういう形になった

ということでしょうから、それはそれとしてお

きますが、要は、自民党の申し入れもそうです

けれども、真相がはっきりしないんですよ。今

回の問題は、多分、やっぱり2,000万円の問題が
中心になると思うんですけれどもね。残ってい

る2,000万円が。もう真相がはっきりしない。ど
うだったのかがね。

だから、そこら辺で我々は判断がしづらいん

ですよ、判断がね。ただ、知事は、そうじゃな

くして、この案件じゃなくして、迷惑をかけた

ことに対する話なんだというような話も聞こえ

てくるんですけれどもね。この真相がはっきり

すれば、何もないんです、真相が。

知事は、できるだけのことをということです

けど、肝心のところではどうもはっきりしない。

肝心のところでね、はっきりしないところが多

すぎる。イエス・ノーで答えられるようなこと

でも、はっきり言われない。例えば、私が一般

質問で発言した1,885万円の繰越金にしたって
ね。我々の常識では、やっぱり認識があります

よ、繰越金があったかなかったのかぐらいはね。

しかし、それもはっきり答えてもらえないね。

そこら辺で我々も判断がしづらいんですよ、

この問題に対して、判断しづらい。

そうすると、もう第69号議案に対してもちょ
っと判断の材料がないという感じ、現時点では、

イエス・ノー言えるだけの。そういう感覚を知

事は持ってもらいたいなと、我々も判断しづら

いんだよ。

もう一つ進みますが、知事からはいつも司法

判断という話が出てきますよね、司法判断に委

ねると。これは、議会が告発した話ならば、司

法判断で結果が出て、それで決着がつくでしょ
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うけど、議会は何も告発していませんからね。

司法判断と言われても、どういう司法判断なの

か。なかなかわからないんですよ、司法判断、

司法判断と言われても。

知事の頭の中にある司法判断の中身をちょっ

と聞かせてください。

【大石知事】司法判断の中身に関しては、私自

身も明確にお答えする立場にないと思いますけ

れども、少なくとも、私がこれまでご説明をし

てきた2,000万円が二重計上であるということ
について、これについては私自身、可能な限り

事実関係を整理をして説明してきましたので、

そのことについて、なかなか理解が得られない

ということがあると認識をしております。

そのことについて、今、司法判断がまだ出て

いないという状況ですので、そこについては司

法判断を待つということ、そういう段階にある

というふうに私は理解をしております。

【田中委員】そこら辺がちょっと我々の認識と

違うんですよね、私の認識と違う。

なぜならば、その司法判断と言われる中身も

もちろんわからない。2,000万に関しても、私は
一般質問でもやったけれども、金銭消費貸借契

約書なるものがあるわけですね、2,000万の。そ
うでしょう。あるわけでしょう。この経済行為

が本当にあったのかどうかということぐらい

は、知事からイエス・ノーで答えられると思う

んですよ。

それは、しかし、現実、借入金でもう抹消さ

れているから、なかったということははっきり

している。しかし、それをはっきり知事が認識

を我々にしてもらえないからね。経済的行為が

あったのかどうか、2,000万のね。
もう一つは、持ち出しの655万円は、確かに経

済的行為があったわけでしょう。あったわけで

しょう、経済的行為が。出したという、持ち出

したという。そこら辺がね、抹消されているか

ら、それは間違いでしたということだけれども、

間違いにしても、もうちょっと詳しい説明が必

要なんじゃなかろうかと。間違いだったと言わ

れてもね。そうなると、今度は虚偽記載の問題

になるわけだ、間違いだったということになる

と。

それも時間差が余りにもありすぎるんです

よ、時間差が。報告書を出してから、1年半ぐら
いなってから、ようやくこの問題が出てきたと。

出てきた経緯が私もちょっと、出てきた経緯が

ね、なんでこういうものが出てきたのかと。出

てこなかったら永久にこのままだったんでしょ

う。

だから、私は、286万で質問したけど、最初の
ね。もうそれじゃなくて、2,000万の問題が中心
になっている感じがするから、ここがやっぱり

知事の認識と私の認識が違うので納得いかな

い。どうしても納得いかないという話なんです

よ。

【鵜瀬委員長】 田中委員、一応、議案に関する

ことをよろしくお願いします。

【田中委員】 わかりました。そういうことで、

議案を判断する材料に事欠いているというのが

現状だということを言いたかったわけです。

終わります。

【鵜瀬委員長】 ほかに、質疑ございませんか。

【宅島委員】今日は、知事、大変お忙しい中に、

ご出席ありがとうございます。

私も、今、第69号議案について意見を少し述
べさせていただきます。

いろんな議会の全員協議会とか総務委員会の

集中審査とか開かれました。

知事は、真摯に出席をして、真摯に答弁もな
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されたことも理解をしております。

今、この政治資金規正法というのは、やはり

こういう議会で裁くべき案件ではないというの

を知りながら、しかし、知事は、そういう全員

協議会や総務委員会の集中審査などで、自ら迷

惑をかけたということで、この議案を出されて

きたものと承知をしております。

今まで何回も、全員協議会であったり集中審

査であったり一般質問であったり、それぞれの

議員の一般質問にも、本当に誠意ある答弁をし

てきたものと感じております。

私は、知事の説明を理解できております。

しかし、できてない方々も多くいらっしゃる

のも、また事実でありますので、今回の第69号
議案のこの1か月の知事給与100％の減給とい
うことに限って言えば、先ほど中村(俊)委員の
方から、自民党会派の大方の意見が、複数の、

一回ぽっきりで終わらずに、少し長く反省期間

も置くべきだというようなこともありまして、

そういった額についてはそれが多いとか少ない

とか言えないけれども、しっかり反省する期間

が多く要るのではないかというような意見があ

りましたので、先ほど中村(俊)委員が述べたと
おりの意見だったと思います。

そういった意味で、委員長におかれましては、

ぜひ先ほどの中村(俊)委員の意見のとおり、知
事に対して再考を促して、再度第69号議案の再
提出を求めたいと思いますので、取り計らいの

ほど、よろしくお願いします。

【鵜瀬委員長】 ほかに、質疑ございませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【鵜瀬委員長】 ほかに質疑がないようですの

で、これをもって質疑を終了いたします。

しばらく休憩いたします。

― 午後 ２時２０分 休憩 ―

― 午後 ２時２２分 再開 ―

【鵜瀬委員長】 委員会を再開します。

休憩をします。

再開を14時40分とします。

― 午後 ２時２２分 休憩 ―

― 午後 ２時４０分 再開 ―

【鵜瀬委員長】 委員会を再開いたします。

【大石知事】今回の議案ですけれども、繰り返

しになりますが、私自身は、私自身の責任を重

く受け止めて、深い反省のもと、県民の皆様に

わかりやすい形で、この道義的責任をお示しす

る必要があると思って提出をさせていただきま

した。

ですけれども、その身を処すということに対

しましても、これは県議会の皆様方にご理解、

そしてご承認をいただかなくてはいけないと、

そう理解しております。

今回、今日、委員会の中で様々なご意見をい

ただきました。そのことを一旦重く受け止めて、

一度この後の対応につきまして、再考するお時

間をいただければと、そう思っております。

委員の皆様方には、お時間をいただきまして、

大変ご迷惑をかけて恐縮ではございますけれど

も、ご理解を賜ればと思っております。

一旦、以上でございます。

【鵜瀬委員長】 暫時休憩をいたします。

― 午後 ２時４２分 休憩 ―

― 午後 ２時４３分 再開 ―

【鵜瀬委員長】 委員会を再開いたします。

第69号議案に対する質疑は終了いたしまし
たが、討論及び採決については、7月2日（水曜
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日）に行うことでご異議ございませんでしょう

か。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【鵜瀬委員長】ご異議がないようですので、討

論及び採決については、7月2日に行いたいと存
じます。

以上をもちまして、第69号議案に関する審査
を終了いたします。

本日の審査は、これにてとどめ、明日は午前

10時から委員会を再開し、地域振興部関係の審
査を行います。

本日は、これをもって散会いたします。

お疲れさまでした。

― 午後 ２時４４分 散会 ―



第 ３ 日 目
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１、開催年月日時刻及び場所

  令和７年７月１日

自  午前 ９時５８分

至  午前１１時３５分

於  委 員 会 室 １

２、出席委員の氏名

鵜瀬 和博 委 員 長

大久保堅太 副 委 員 長

田中 愛国 委 員

外間 雅広 〃

山田 朋子 〃

川崎 祥司 〃

山本 由夫 〃

宅島 寿一 〃

堤  典子 〃

中村 俊介 〃

３、欠席委員の氏名

な  し

４、委員外出席議員の氏名

な  し

５、県側出席者の氏名

渡辺 大祐 地域 振興部 長

峰松 茂泰
地域振興部政策監
（離島・半島・過疎対策担当）

鳥居 祐輔 地域振興部次長兼交通政策課長

椎名 大介
地域振興部参事監
（県庁舎跡地活用担当）

梅田真由美 地域づくり推進課長

中村  雅
地域づくり推進課企画監
（離島振興担当）

小橋 和則 市 町 村 課 長

萩田 勝則 土地 対策室 長

川口 正剛 新幹線対策課長

松島 勝久 県庁舎跡地活用室長

６、審査の経過次のとおり

― 午前９時５８分 開議 ―

【鵜瀬委員長】皆さん、おはようございます。

ただいまより、委員会及び分科会を再開いた

します。

これより地域振興部関係の審査を行います。

審査に入ります前に、理事者側から新任幹部

職員の紹介を受けることといたします。

【渡辺地域振興部長】本日出席しております幹

部職員のうち、4月1日及び6月1日付で発令があ

りました職員を紹介させていただきます。

〔新任幹部職員紹介〕

以上でございます。よろしくお願いいたしま

す。

【鵜瀬委員長】ありがとうございます。それで

は、これより審査に入ります。

【鵜瀬分科会長】まず、分科会による審査を行

います。予算にかかる報告議案を議題といたし

ます。

地域振興部長より報告議案の説明を求めます。

【渡辺地域振興部長】地域振興部関係の議案に

ついてご説明をいたします。

予算決算委員会総務分科会関係議案説明資料

2ページをお開き願います。

今回ご審議をお願いいたしておりますのは、

報告第1号、知事専決事項報告「令和6年度長崎

県一般会計補正予算（第10号）」のうち関係部

分であります。

これはさきの2月定例会の予算決算委員会に

おいて、専決処分により措置することについて、

あらかじめご了承いただいておりました令和6
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年度予算の補正を令和7年3月31日付で専決処分

させていただいたもので関係部分について、そ

の概要をご説明いたします。

歳入予算は、合計で2億6,600万2,000円の減、

歳出予算は、合計で10億8,034万2,000円の減と

なっております。

歳入予算の主な内容について、ご説明いたし

ます。国庫支出金の主なものは、特定有人国境

離島地域社会維持推進交付金1億3,025万7,000

円の減であります。

歳出予算の主な内容について、ご説明いたし

ます。総務管理費の主なものは、跡地活用検討

経費258万1,000円の減であります。

企画費の主なものは、生活航路改善対策事業

費3億9,339万5,000円の減、離島航空路線確保対

策事業、こちら離島航空路線確保対策事業費の

誤りでございます、申し訳ありません、2億5万

9,000円の減、国境離島創業・事業拡大等支援事

業費8,234万1,000円の減であります。

市町村振興費の主なものは、長崎県市町財政

資金貸付費2,000万円の減であります。

選挙費の主なものは、衆議院議員総選挙市町

村交付金6,572万1,000円の減であります。

以上をもちまして、地域振興部関係の説明を

終わります。よろしくご審議を賜りますようお

願い申し上げます。

【鵜瀬分科会長】ありがとうございました。

以上で説明が終わりましたので、これより、

報告議案に対する質疑を行います。質疑ありま

せんか。

【宅島委員】おはようございます。

特定有人国境離島地域社会維持推進交付金が

1億3,000万円の減額となっておりますが、主な

内容についてお聞かせください。

【中村地域づくり推進課企画監】特定有人国境

離島地域社会維持推進交付金につきましては、

平成29年の有人国境離島法の施行に伴いまして、

国の方で創設された交付金でございます。この

交付金を活用しまして、大きく四つの事業を県・

市町で展開しているところでございます。

一つ目が航路・航空路運賃低廉化事業、二つ

目が雇用機会拡充事業、三つ目に輸送コスト支

援事業、四つ目に滞在型観光促進事業の四つの

事業を展開しているところでございます。

このうち、国から交付金を受けますのは、航

路・航空路運賃低廉化、雇用機会拡充、滞在型

観光促進の三つでございますが、この三つの国

の交付金を地域づくり推進課でまとめて歳入予

算として計上させていただいております。

この国費につきまして、令和6年度の実績が確

定したことに伴いまして、それぞれ実際当初に

計上した額よりも少なくて済んだと、少なかっ

たということで減額になっております。

内訳としましては、航路・航空路運賃低廉化

事業分で6,300万円の減額、2番目の雇用機会拡

充事業分として6,500万円の減額、そして滞在型

観光促進事業の分で約190万円の減額となって

おります。

この合計で約1億3,000万円の減額を今回させ

ていただくことになっております。

【宅島委員】分かりました。内訳は分かったん

ですけども、せっかく国からの交付金をこれだ

け余らせてしまうということは、非常に離島の

活性化にとってみてもマイナスになると思いま

すので、しっかりですね、一回こういう減額を

すると、次年度もそこからの査定になりますか

ら、しっかり要求、また実現できるように頑張

っていただきたいと思います。よろしくお願い

します。

【鵜瀬分科会長】ほかに質疑ありませんか。
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〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【鵜瀬分科会長】ほかに質疑はないようですの

で、これをもって質疑を終了いたします。

次に、討論を行います。討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【鵜瀬分科会長】討論がないようですので、こ

れをもって討論を終了いたします。

報告議案に対する質疑、討論を終了しました

ので、採決を行います。

報告第1号のうち関係部分については、原案の

とおり承認することにご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【鵜瀬分科会長】ご異議なしと認めます。

よって、報告第1号のうち関係部分は、原案の

とおり承認すべきものと決定されました。

【鵜瀬委員長】次に、委員会による審査を行い

ます。

地域振興部においては、今回、委員会付託議

案がないことから、所管事項についての説明を

受けた後、提出資料についての説明を受け、議

案外所管事務一般についての質問を行うことと

いたします。

地域振興部長より所管事項説明を求めます。

【渡辺地域振興部長】地域振興部関係の議案外

の報告事項及び所管事項についてご説明をいた

します。

お手元の総務委員会説明資料2ページをお開

き願います。

まず、議案外の報告事項について、ご説明い

たします。

和解及び損害賠償の額の決定について。

これは公用車による交通事故のうち、和解が

成立した1件につき損害賠償金合計8万1,675円

を支払うため、去る5月22日付で専決処分をさせ

ていただいたものであります。

次に、所管事項についてご説明いたします。

ＵＩターンの促進等について。

ＵＩターンの促進については、市町と連携し

ながら、移住に関する丁寧な相談対応を実施す

るとともに、地域の魅力発信や支援制度の情報

発信などに努めているところです。

こうした中、令和6年度の移住者数は、過去最

高だった令和5年度の2,075人から77人減少し、

1,998人となっており、この主な要因は、福岡県

及び東京都からのＵターン者数が減少したこと

によるものです。

今年度は、福岡や東京など大都市圏をターゲ

ットとした、より効果的な魅力発信に取り組む

とともに、東京における大規模移住相談会の開

催回数を2回に増やすことなどにより移住の促

進を図ってまいります。

また、関係人口の創出・拡大については、本

県がワーケーションの実践先として選ばれるよ

う、国内外のデジタルノマドの受入れ基盤づく

りや誘致促進プロモーション等を行ってまいり

ます。

3ページをご覧願います。

長崎県未来大国づくり応援補助金の採択決定

について。

「長崎県未来大国づくり応援補助金」は、「新

しい長崎県づくりのビジョン」に掲げる分野の

10年後のありたい姿の実現に向け、市町の課題

解決や地域活性化につながる取組を3年間支援

するものでありますが、このたび、壱岐市が提

出したプロジェクトの採択を決定いたしました。

このプロジェクトは、全国初となる離島での

大学（サテライトキャンパス）設置を10年後の

ありたい姿としており、若者の人口増加による

地域内消費や担い手増などの好循環の創出等を

目指す計画となっております。補助の対象とな
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る3年間で、地域ブランディングやＰＲ強化、交

流の仕組みづくりなどを行うこととなっており、

県としましても、壱岐市と連携しながら、計画

の達成に向けて支援してまいります。

半島振興計画及び後期過疎地域持続的発展方

針等の策定について。

令和7年3月で期限を迎える半島振興法につい

ては、去る3月26日に10年間の時限立法として成

立し、4月1日から改正半島振興法が施行されて

おります。

この間、ご尽力を賜りました本県選出国会議

員の皆様をはじめ、県議会及び関係皆様方に心

から感謝申し上げます。

今回の改正法では、法の目的に半島防災・地

方創生が明記されるとともに、半島地域が持続、

自立的な発展をしていくための措置が盛り込ま

れており、国の基本方針に基づき、地域の特性

に応じた県の半島振興計画を策定することとな

っております。

また、過疎対策につきましては、令和3年度に

改正された過疎地域の持続的発展の支援に関す

る特別措置法に基づき、移住・定住・地域間交

流の促進や産業の振興など、各種事業が実施さ

れているところでありますが、本年度は令和8年

度からの後期5か年の方針及び県計画並びに市

町計画を策定することとなっております。

本県の半島地域や過疎地域においては、依然

として多くの課題を抱えており、今後、それぞ

れの法の趣旨を踏まえ、実効性のある計画や方

針となるよう、県議会での議論をはじめ、国や

市町との協議等も踏まえて策定作業を進めてま

いります。

国境離島地域の振興について。

国境離島地域の振興については、平成29年の

有人国境離島法の施行以来、国の交付金を有効

に活用しながら、雇用機会の拡充や航路・航空

路の運賃低廉化など、関係市町と一体となって

推進し、社会減の改善等の成果につなげてまい

りました。

特に、民間事業者等の創業・事業拡大を支援

する雇用機会拡充事業においては、法施行から

の8年間で1,600人を超える新たな雇用の場が創

出されており、今年度の関係市町による第1回目

の事業採択では、82人の雇用が見込まれている

ところであります。

このような中、本県の国境離島地域の地域社

会の維持・振興を図る上で不可欠である有人国

境離島法が令和9年3月末に期限を迎えます。

このため、去る5月25日、自由民主党の小渕組

織運動本部長に対し、知事から同法の確実な改

正・延長と必要な予算の確保について要望いた

しました。

県としては、引き続き様々な機会を捉えて国

等への要望を行うとともに、今後、関係市町や

県議会等のご意見を踏まえた意見書を取りまと

め、関係市町等と一丸となった要望活動を行う

など、有人国境離島法の改正・延長に向け、全

力で取り組んでまいります。

九州新幹線西九州ルートについて。

開業3年目を迎えた西九州新幹線（長崎～武雄

温泉間）については、ＪＲ九州によると、利用

者は1日平均7,000人を超え、通勤・通学定期券

を活用した日常的な利用も浸透し、長崎スタジ

アムシティの開業により週末も増えるなど、利

用状況は順調に推移しております。

一方、未整備区間である九州新幹線西九州ル

ート（新鳥栖～武雄温泉間）については、国土

交通省と佐賀県との幅広い協議や、与党整備新

幹線建設推進プロジェクトチーム「九州新幹線

（西九州ルート）検討委員会」において、大き
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な動きは見られない状況であります。

全国の新幹線鉄道網の状況を見ると、北陸新

幹線（敦賀～新大阪間）では、環境影響評価が

進められておりますが、様々な問題が顕在化し、

さらなる議論が継続されているほか、基本計画

路線においても、整備計画路線への格上げを求

める動きが活発化しているところであります。

こうした中、去る5月25日、来県された自由民

主党の小渕組織運動本部長に対して、知事から

地方負担や在来線などの課題解決に向けた具体

策の提示や、北陸新幹線との一体的な財源確保

など、全線フル規格による整備の早期実現に向

けたお力添えをお願いいたしました。

また、5月23日から6月11日までの期間中の4日

間、ＪＲ九州の企画により西九州新幹線を貸し

切って、新幹線大村車両基地を見学するツアー

「かもめトレチャッタ！」が初めて開催され、

県は大村市と協力して歓迎のおもてなしを実施

いたしました。このツアーには佐賀県内の幼稚

園の園児とその保護者が合計で約680人参加さ

れ、西九州新幹線の魅力やメリットの理解促進

につながったものと考えております。

県としては、引き続き政府・与党をはじめ関

係者に対して、議論の進展や地域課題の解決に

ついて働きかけるとともに、関西直通運行の実

現に向けた機運醸成を図るなど、西九州地域全

体の発展に資する全線フル規格による整備の実

現に向けて取り組んでまいります。

6ページをお願いいたします。

長崎空港開港50周年について。

長崎空港は、昭和50年に大村湾に浮かぶ箕島

を埋め立てた世界初の本格的海上空港として誕

生以来、長崎の空の玄関口として、本県の発展

に大きな役割を担ってまいりました。

昨年度の利用者数は、新型コロナウイルス感

染症の感染拡大による利用者の落ち込みを乗り

越え、5年ぶりの300万人台となる約307万人を記

録し、過去最高であった平成30年度の利用者約

327万人の約94％まで回復したところでありま

す。

こうした中、去る5月1日には開港50周年の節

目を記念し、多くの関係者のご出席のもと、記

念のセレモニーを開催いたしました。当日は、

空港の往時を偲ぶ写真展示のもとで、くす玉割

りや祝い餅つき等が行われ、空港関係者を始め

とした約50名の出席者の皆様と開港50周年をお

祝いし、更なる長崎空港の活性化に向けた機運

醸成を図る機会となりました。

今後も、空港内外での記念イベント等を通し

て、空港や航空路線の認知度向上を図るととも

に、航空路線の維持・拡充に向けた利用促進等

にも努めるなど、50周年を契機とした長崎空港

のさらなる発展に向けて取り組んでまいります。

恐れ入りますが、総務委員会関係説明資料追

加1、2ページをご覧願います。

県庁舎跡地の活用について。

県庁舎跡地の活用については、去る2月議会に

て、公共で整備する機能の配置イメージ案や今

後のスケジュール案をお示しさせていただいた

ところです。

今年度から実施する民間活力導入に向けた詳

細調査業務については、去る5月30日にプロポー

ザル方式による技術提案書の審査を行い、パシ

フィックコンサルタンツ株式会社長崎事務所を

委託事業者として決定いたしました。今後基本

計画や管理運営計画の策定に向けて検討を深め、

今年度中には基本計画（案）などをご報告でき

るよう進めていきたいと考えております。

また、暫定供用期間中におけるにぎわいづく

りについても、引き続き取り組んでまいります。
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恐れ入りますが、総務委員会関係説明資料に

お戻りいただき、6ページの中段をご覧ください。

新たな総合計画の策定について。

新たな総合計画については、10年後の本県の

将来像を見据えつつ、令和8年度を初年度とする

5か年計画として、長崎県まち・ひと・しごと創

生総合戦略との整合を図りながら、一体的に検

討を進めているところであり、今後の県政運営

の指針や戦略的かつ重点的に取り組む政策を県

民に分かりやすく体系的にお示ししたいと考え

ております。

今般策定した素案骨子においては、基本理念

の考え方として、地域社会の基盤となる経済の

活性化に向けた力強い産業の実現とともに、若

者や女性をはじめ、誰もが活躍・チャレンジで

きる環境づくり、最先端技術の効果的な活用に

よる稼ぐ意識・力の底上げなどに力を注ぐこと

としております。

また、本県の優位性を生かし、国内外との多

様な交流を促進することに加え、本県の将来を

担うこどもたちの能力と可能性を高めることを

社会全体で支えるほか、多様性が尊重され、全

世代の方々が健康で安全・安心に暮らせる社会

環境づくりなどにも積極的に取り組んでまいり

たいと考えております。

そのため、地域計画については、「こども」

「くらし」「しごと創造」「にぎわい」「まち」

の五つの柱の下、12の基本戦略とその戦略に基

づく施策を掲げるほか、先行的に策定した「新

しい長崎県づくりのビジョン」とタイアップす

るとともに、地方創生2.0をはじめ、国の政策と

も連動を図りながら検討を進めてまいりたいと

考えております。

このうち、地域振興部においては、主に「地

域の魅力で人を惹きつける」や「活力にあふれ

た持続可能な地域をつくる」などに関する戦略

に関連施策等を位置づけております。

「地域の魅力で人を惹きつける」では、「な

がさき暮らしの魅力で呼び込むＵＩターンの促

進」に向け、情報発信や移住希望者支援の強化

等に取り組むほか、「活力にあふれた持続可能

な地域をつくる」では、「離島・半島などの地

域社会の維持・活性化」に向け、地域の特色を

生かした地域づくり等に取り組んでまいりたい

と考えております。

今後、県議会のご意見を十分にお伺いすると

ともに、県民の皆様の声をお聞きしながら、今

年度中の計画策定を目指し、検討を進めてまい

ります。

「長崎県行財政運営プラン2025」に基づく取

組について。

「長崎県行財政運営プラン2025」に掲げる地

域振興部関係の項目に関して、その主な取組内

容をご説明いたします。

「市町との連携・補完・支援」については、

「県・市町連携会議」において、ドローンやパ

ーソナルデータ連携基盤を活用した「デジタル

分野における県と市町の連携」のほか、「外国

人との共生」などについて意見交換を行いまし

た。

また、「人口減少社会に適応した行政サービ

スの提供のあり方研究会」を実施し、将来の行

政サービスの安定的な提供に向けた研究を行い

ました。

さらに、県及び市町職員の双方の人材育成の

観点から、幅広い分野において、市町との相互

人事交流を実施いたしました。

今後も行財政運営プランの実現に向けて取り

組み、積極的に県政の改革に努めてまいります

ので、引き続き委員の皆様のご理解とご協力を
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賜りますようお願い申し上げます。

以上をもちまして、地域振興部関係の説明を

終わります。よろしくご審議を賜りますようお

願い申し上げます。

【鵜瀬委員長】ありがとうございました。

次に、提出のあった「政策等決定過程の透明

性等の確保などに関する資料」及び「政府施策

に関する提案・要望の実施結果」について説明

を求めます。

【梅田地域づくり推進課長】「政策等決定過程

の透明性等の確保及び県議会議員との協議等の

拡充に関する決議」に基づき、本委員会に提出

しております地域振興部関係の資料についてご

説明いたします。

資料の2ページをご覧ください。

1,000万円以上の契約状況の令和7年2月から5

月までの実績で、随意契約の5件となっておりま

す。

次に3ページをお開きください。

知事及び部局長等に対する陳情・要望のうち、

令和7年2月から5月までに県議会議長宛てにも

同様の陳情・要望が行われたものは、東彼杵郡

3町の合同要望などで、県の対応等につきまして

は、6ページまでで記載のとおりとなっておりま

す。

次に、7ページをお開きください。附属機関等

会議結果について、令和7年2月から5月までの実

績は、長崎県国土利用計画審議会など計2件とな

っており、その内容については、記載のとおり

となっております。

続きまして、決議・意見書に対する処理状況

につきましては、離島・半島地域振興特別委員

会分などの2件について、別資料で報告しており

ます。

続きまして、6月中旬に実施いたしました令和

8年度政府施策に関する提案・要望について、地

域振興部関係の要望結果をご説明いたします。

地域振興部関係におきましては、九州新幹線

（西九州ルート）の整備促進、有人国境離島法

の改正・延長及び支援制度の充実、離島振興対

策の充実など6項目について要望を実施いたし

ました。

要望実績といたしましては、自由民主党、公

明党、内閣府、国土交通省に対し、知事、議長、

地域振興部長、地域振興部政策監により要望を

行いました。

このうち、九州新幹線西九州ルートの整備促

進については、全線をフル規格で整備すること

が必要であり、整備方式に係る関係者間の協議

を進展させ、関西直通運行を早期に実現できる

よう自由民主党及び公明党並びに国土交通省に

対して強く要望を行いました。

また、有人国境離島法の改正・延長及び支援

制度の充実については、令和9年3月末に期限を

迎える有人国境離島法の改正・延長に加え、国

境離島交付金の必要な予算の確保や、対象事業

の拡充を図るよう、自由民主党及び公明党並び

に内閣府に対して強く要望を行いました。

離島振興対策の充実については、離島振興法

に基づく施策の早期具現化や、さらなる充実強

化を図るよう、自由民主党及び公明党並びに国

土交通省に対して強く要望を行いました。

そのほか、地域振興部独自の要望活動として、

国土交通省の幹部職員等20名に対し、九州新幹

線西九州ルートの整備促進、離島と本土間を結

ぶジェットフォイルの更新、地域公共交通の確

保・維持の3項目の最重点項目について、地域振

興部長、地域振興部次長により要望を行ってお

ります。

以上が地域振興部関係の要望結果であります
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が、今回の政府施策に関する提案・要望の実現

に向け、引き続き取組を行ってまいります。

以上で報告を終わります。

【鵜瀬委員長】ありがとうございました。

次に、地域づくり推進課長より、令和6年度本

県への移住実績について補足説明を求めます。

【梅田地域づくり推進課長】それでは、本県へ

の移住実績についてご説明いたします。

資料は、補足説明資料の移住者の推移をご覧

ください。

1ページは、平成28年度からの移住者数の推移

となっておりますが、平成28年度は、県と市町

が共同運営しているながさき移住サポートセン

ターを開設した年となっております。

1番右が令和6年度の実績で、先ほどの部長説

明にもありましたが1,998人となっており、過去

最高だった令和5年度から77人の減少となって

おります。

グラフの見方ですけれども、Ｕターン、Ｉタ

ーンで色分けしておりますが、下のオレンジ色

部分がＵターンで、昨年度は1,056人、上の緑色

部分がＩターンで942人となっております。

令和5年度と比較しますと、Ｉターンは増加し、

Ｕターンは減少したという状況になっておりま

す。

2ページをご覧ください。

令和6年度の移住者の年代別内訳になります。

左から、移住者全体うちＵターン、うちＩター

ンとなっております。それぞれ40代以下に着色

をしておりますが、Ｕターン、Ｉターンで大き

な違いはなく、40代以下で約8割を占めています。

3ページをご覧ください。

移住者の前住所、つまり本県に移住してくる

前にどこに住んでいたかの内訳になります。こ

れもＵターン、Ｉターンで大きな違いはなく、

一番多いのが福岡県で、次いで東京都、神奈川

県となっており、九州北部及び東京圏からの移

住者が多くなっております。

4ページをご覧ください。

上段は市町ごとの内訳になります。大半の市

町で増加しておりますが、一部の市町において

大きく減少したことから、全体では令和5年度よ

り77人の減少となっております。

また、下段は総合戦略・総合計画における数

値目標と実績を記載しております。令和6年度は

3,000人の目標に対し、実績は1,998人であり、

目標を下回っている状況になっております。

今後も情報発信の充実強化、大都市での移住

相談会の開催回数増などにより、移住者の獲得

に努めてまいります。

以上で報告を終わります。

【鵜瀬委員長】ありがとうございます。

次に、県庁舎跡地活用室長より、県庁舎跡地

の活用について補足説明を求めます。

【松島県庁舎跡地活用室長】私の方から県庁舎

跡地の活用につきまして、補足説明をさせてい

ただきます。

補足説明資料、県庁舎跡地の活用についてを

ご覧ください。

今年度から来年度にかけまして、県庁舎跡地

の整備のための民間活力導入に向けた詳細調査

を実施いたします。

主な内容といたしましては、既に策定をして

おります県庁舎跡地整備基本構想に沿いまして

その具体化を進め、基本計画を策定いたします。

そのほかＰＦＩ手法と民間活力導入の可否です

とか、最適な事業手法を選択するための調査・

検討などを進めてまいります。

今回、プロポーザル方式で委託事業者を募り

ましたところ、4社から提案がございまして、最
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も評価の高かったパシフィックコンサルタンツ

株式会社長崎事務所を業務の委託事業者として

決定をいたしました。

委託期間につきましては、先月の9日から来年

7月末まででございまして、委託に要する費用に

つきましては、本年度予算で1,514万8,000円、

来年度の債務負担といたしまして、1,223万

8,000円でございます。

評価の高かったポイントといたしましては、

記載のとおりでございます。

以上で説明を終わります。

【鵜瀬委員長】以上で説明が終わりました。

次に、陳情審査を行います。事前に配付いた

しております陳情書一覧表のとおり、陳情者の

送付を受けておりますのでご覧願います。

審査対象の陳情番号は19番、21番、28番とな

っております。陳情書について何かご質問ござ

いませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【鵜瀬委員長】質問がないようですので陳情に

つきましては、承っておくことといたします。

次に、議案外所管事務一般に対する質問を行

います。

まず、「政策等決定過程の透明性等の確保な

どに関する資料」について、ご質問はありませ

んか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【鵜瀬委員長】質問がありませんので、次に、

「政府施策に関する提案・要望の実施結果」に

ついて、ご質問ありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【鵜瀬委員長】質問がないようですので、次に、

議案外所管事務一般について、ご質問ありませ

んか。

【田中委員】一般質問でですね、新幹線の問題、

ちょっとやったんだけどもね、どうもかみ合わ

ないところがあったんで確認をさせていただこ

うと思うんだけどね、まず、与党整備新幹線の

建設推進プロジェクトチーム「九州新幹線西九

州ルート検討委員会」に要請をお願いにいって

いるそうだけども、現在のメンバーを教えてく

ださい。

【川口新幹線対策課長】与党ＰＴ九州新幹線西

九州ルート検討委員会のメンバーでございます。

これが直近で令和6年12月に開催されておりま

す。

メンバーというのがその都度発表されること

になっておりまして、その時点でのメンバーを

報告させていただきます。

まず、委員長が森山委員長、そして本県から

は山本参議院議員、加藤衆議院議員、それから

佐賀県は岩田衆議院議員、福岡参議院議員、そ

して福岡県でございますが、藤丸衆議院議員、

古賀衆議院議員、それから松山参議院議員、そ

して公明党からでございますが、河野参議院議

員、秋野参議院議員、これらの方々がメンバー

となっております。

【田中委員】国に要望してるという話と、それ

から佐賀県との問題でね、国の方は定期的にや

れるんだろうけど、佐賀県とも定期的な会合の

必要性があるよという話をずっとしているんだ

けども、これは表にちゃんと出てきているんで

すか。定期的な会合をやっているんですか、形

から。

【川口新幹線対策課長】佐賀県と定期的な意見

交換、協議を行っているかというご質問でござ

いますが、残念ながら定期的な会合は設けてお

りません。そして表というわけではなく、担当

者間同士、あるいは部長同士で、不定期で、メ

ールとかもございますし電話等もございますの
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で、そういったやり取りを常に行っております

し、機会を捉えて直接お会いして、意見交換と

いうのは継続的に行っております。これはＪＲ

九州に対してもそうでございまして、渡辺部長

も4月に就任しましたけれども、ＪＲ九州であり

ますとか、佐賀県とは意見交換を常に行ってい

るという状況でございます。

【田中委員】ＪＲ九州、それから佐賀県と、こ

のプロジェクトチームは福岡県が入っているん

だよね。ずっと入ってるんだけど、実際はあん

まり福岡県の顔は出てこないね。だから、やっ

ぱり福岡県も入れてやっていたわけだから、福

岡県も入れてやるような習慣をつけた方がより

効果があるという感じがするんですね。これは

いいです。

本来というか、一番大事なところで、県と佐

世保市との約束というのはご存じでしょう、県

と佐世保市の約束。どうも県における位置づけ

がね、この前の知事の答弁を聞いていてはっき

りしなかった。やるともやらんとも言わないし。

だから県と佐世保市との約束は、やっぱり実行

してもらわないと。まだ新幹線ができないとき

は仕方がなかった。ただ長崎から武雄まで行っ

て、あと武雄から先をどうするかという問題が

今あるわけですよね、鹿児島ルートにどうつな

ぐか。

そういう折ですから、佐世保市との約束にお

ける位置づけもはっきりさせて、ぜひ約束を守

ってほしいという気持ちですよ。どうも守るよ

うな位置づけがね、出てこない、聞いてるとね。

言い訳として、鉄軌道路線として残す、ＪＲ

九州による運行、ＰＴが言ってくれているとね、

これは当たり前の話だ。ＪＲ九州は離しません

よ、あの路線を。私はそう思う。絶対離すわけ

ない。

ただ、利便性が悪くなるんだよ、利便性が。

鉄道そのものを移管するとかなんとかいう問題

でなくてね。例えば本数にしたって20本1日にや

っているのが5本ぐらいに減らすとかね。利便性

でやられるからそこら辺をちゃんと担保してく

れよという話なんだけども。

それはそれとして、この武雄駅での直通乗り

入れ、もうそろそろ、やっぱり10年以上かかる

と思う。だから準備というか何らかの形で調査

とかしていかないと。複線化のときだって武雄

から先の、最初約束していた全線が半分になっ

て、うやむやになってしまったとか、複線化。

あれ大体全線やる予定だった。うやむやになっ

て複線化になっていないでしょう、全線。そう

いう問題が、いつもこの適当にやられるので、

私は残念だな、適当にやられる。

だからこの際、位置づけとして、県と佐世保

市が約束した武雄温泉駅での直通乗り入れ、こ

れはもう約束だからやりますという位置づけを。

地域振興部長、ちゃんと位置づけをやってもら

わなきゃいかんから、見解を聞かせてもらおう

かな、部長の。

【渡辺地域振興部長】委員ご指摘のとおり、私

もこの平成4年11月の九州新幹線ルートの整備

に関する基本的な考え方、そちらの佐世保線等

の輸送改善ということで記載がございますけど

も、そういったところは十分承知をしていると

ころでございます。

当然、長崎市、福岡市間にフル規格の新幹線

が運行されるときには、佐世保市にも直通運行

が可能となるように、実現に努めるということ

がございまして、現在もその考え方は変わって

いないものと認識をしております。

未整備区間である新鳥栖～武雄温泉間につき

ましては、佐世保線につながる重要な路線であ
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りますので、今後、このフル規格整備に関する

関係者間での協議が進んでいく過程の中で、当

然佐世保線の輸送改善についても、しっかり議

論をしてまいりたいという考えでおります。

やはり本当にその全線フル規格の早期実現に

向けて、この関係者間による議論が進展するよ

うにしっかり取り組んでまいりたいと考えてお

ります。

【田中委員】在来線の問題と言われるけどね、

これはむしろ佐賀県の問題だよ、佐賀駅をどう

するかと。両方通ったときに、在来線通ったと

きにどうするか。それはもう佐賀県の問題と私

は理解している。

そうじゃなくして、県北を含む佐世保線対策

というのはまた別だ。だからね、何はともあれ

プロジェクトをつくって10年かかる。やっぱり

部内に何らかの形でね、少しずつ調査とか、鉄

道運輸機構かな、昔の鉄建公団あたりと連絡を

取り合って、できるだけの資料を集めて。一番

私が心配するのはトンネル。ミニにしたってト

ンネルが利用できるかどうかという問題。

佐世保線、私の記憶ではトンネルが三つぐら

いはあるから。特に有田のトンネルが難しいだ

ろうということでスーパー特急のときも話題に

なった。だから、そういう調査を少しずつ少し

ずつでいいからやっておかないと、ぽんと一遍

にできませんよ。

それとＪＲ九州の理解が一番だ。車両をつく

らなきゃいかん、車両を。佐賀県の理解も。こ

れ佐賀県も入ってますからね、佐世保線、有田

から。

だから、そういう感じでぜひお忘れなくとい

うことで終わります。

【鵜瀬委員長】ほかに質問ありませんか。

【川崎委員】おはようございます。

県庁舎跡地活用についてお尋ねいたします。

まず、活用案の策定に関係いたします外部の

活用についてでありますが、これまで調査や計

画策定などのために外部への委託した事業があ

ろうかと思います。事業数と主な内容並びに要

した経費についてお伺いをいたします。

【松島県庁舎跡地活用室長】県庁舎跡地に関す

る主な委託事業についてお尋ねでございます。

これまで主な委託事業といたしましては、3本

ございまして、基本構想策定関連の委託業務の

ほか、跡地のイベント等を通じたにぎわいづく

り、そのイベント等を通した検証、そういった

業務がございまして、委託費用につきましては、

前者の基本構想策定関連、この部分が3か年に渡

りまして約4,300万円、それと後者、にぎわいづ

くり検証、そこの部分につきましては2か年間に

わたりまして、約5,300万円となっております。

【川崎委員】現在合計9,600万円、約1億近くで

すね、今計画策定という部分で費用を費やして

いるというところでございます。

先ほども新たな取組についてご説明もあった

ところでありますが、もうやはりですね、具体

的なところに着手をしてですね、県民・市民の

皆様に親しまれる、そういった跡地活用という

ことに着手していただきたいなというふうに思

っております。

商工会議所とのですね、意見交換という点で

お尋ねをいたしますけど、まず、これまで長崎

の商工会議所との意見交換など行われた経緯、

そして主な内容についてお尋ねをいたします。

【松島県庁舎跡地活用室長】これまでですね、

長崎商工会議所に対しましては、いろんな場面

を通じまして意見交換をしてまいりました。

例えば、長崎商工会議所内に都市整備委員会

というのがあるんですけども、そちらに直接説
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明をしたりですとか、事務レベルを通じて幾度

もさせていただきました。そういったところで

適宜意見交換はしてまいったところでございま

す。

【川崎委員】経済界の中心でありますので、こ

の長崎の中心部にある大事な跡地活用について

は、しっかりと意見交換を行っておくべきとこ

ろでありますけども、適宜行っておられたとい

うことでありますが、去る4月4日、長崎商工会

議所から要望書が提出をされたわけです。

適宜やっておられる中に、改めてこの要望書

という形で、なぜこのタイミングでですね、要

望書が提出されたのかについてお尋ねいたしま

す。

【松島県庁舎跡地活用室長】先ほど答弁申し上

げましたとおり、これまで適宜意見交換につい

てはさせていただいたところなんですけども、

まずは去る2月議会におきまして、県庁舎跡地の

公共で整備する配置イメージ、それと主なスケ

ジュール案をお示しをさせていただいたところ

なんですけれども、そういった公表に伴いまし

て、長崎商工会議所さんの会員でありますとか、

商店街関係、いろんな方から長崎商工会議所に

ご意見があって、それを受けて要望をいただい

たということ。それと大石知事になりまして、

長崎商工会議所様から、県庁舎跡地に関する要

望を行っていなかったといったところがござい

まして、そういったところもあって、今回4月の

要望に至ったというふうに伺っております。

【川崎委員】パースでしょうかね、イメージ図

が出来上がってくるとやはりこうだったのか、

ああだったのかと少しご意見が出てくるのは至

極当然かというふうに思いますが、やはり経済

界とはしっかりですね、連携を図っていって、

跡地活用がにぎわいが生じてですね、皆様に親

しまれるというところについては、もっと丁寧

にですね、意見交換を進めていきながらやって

いただければなというふうに思っております。

ついついですね、ちゃんとやってこられたの

かなと、こう思ってしまうわけでありまして、

ぜひそこはですね、丁寧によろしくお願いした

いと思います。

最後です、今年度の取組について、いま一度

お尋ねをいたします。

【松島県庁舎跡地活用室長】先ほど補足説明で

させていただきました委託事業もございますが、

それ以外でですね、今年度実施いたします取組

といたしましては、県庁舎跡地内に既存の建物

等がございますので、そちらも劣化状況ですと

か、耐震性、そういったものを確認するための

調査、それと敷地内の地質調査、そういったも

のを実施を予定しておりまして、いずれも跡地

の整備を見据えた取組ということで、去る2月議

会でお示しをさせていただいたスケジュールに

基づいてですね、令和12年度の完成を目指して

取組を進めてまいりたいというふうに考えてお

ります。

【川崎委員】よろしくお願いします。

次、次期総合計画についてお尋ねいたします。

策定に当たりましては、県民アンケート調査を

行っていただいております。日常生活の満足度

という分野がありまして、この不満な項目とし

て、収入、老後・将来の生活設計、娯楽・レジ

ャー、そして日常使う道路、公共交通というの

が不満な分野としてピックアップされておりま

した。

とりわけこの公共交通とインフラは、前回よ

り不満度が高くなっている、このようなアンケ

ート調査でありました。この公共交通への不満

増をどのように分析をされているのかお尋ねを
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いたします。

【鳥居地域振興部次長兼交通政策課長】総合計

画の策定にかかるアンケートでの公共交通の不

満に関する分析についてのお尋ねでございます

が、こちらアンケートでございますので、あく

まで推測ということになりますけれども、やは

り大きな点といたしましては、まず長期的な人

口減少に伴う利用者減少に加えて、昨今の人手

不足、特に運転士の不足というところで、この

影響を受けて深刻化をしているバスあるいは鉄

道の運転士不足からくる路線の廃止や減便とい

った動きが顕在化をしているというところがあ

りまして、これが直接県民の通勤や通学あるい

は通院といった日常生活において、利用者側で

時間調整、あるいは経路を変更しなければいけ

ないといったように、実際に生活への影響が出

てきているというところから実感として、利用

者の皆様の不満につながっている部分があると

考えているところでございます。

【川崎委員】ありがとうございました。

まさにですね、生活密着なんですね。毎日の

ことでありますので、まさに地域交通が地域の

活力そのものであると、こういうふうに思って

おります。この地域交通の維持にですね、どの

ような方針で総合計画を策定していくのか、お

尋ねをいたします。

【鳥居地域振興部次長兼交通政策課長】次期総

合計画における地域公共交通に関しての策定方

針についてお尋ねでございますが、委員おっし

ゃったとおり、バスや地域鉄道、それから離島

の航路、あるいは航空路といった地域公共交通

というものは、離島を含めて地域住民の日常生

活や、経済活動に欠かすことのできない交通手

段であるというふうに認識をしてございます。

特に、本県においては、離島・半島地域も多

く抱えているという状況でございまして、人口

減少等が全国よりも早く進んでいるという状況

で、これに伴って利用者の減少というところも

全国に比べて大きいというところもございます。

そういった中で、交通事業者の経営は非常に

厳しい状況にございますので、引き続き、経営

の安定化に向けた財政的な支援は県としてもし

っかり行っていく必要があると考えております

し、新たに地域公共交通を維持・確保していく

ための人材確保対策についても取り組んでいく

というところはしっかりと次期総合計画にも盛

り込んでいかなければいけないと考えてござい

ます。

【川崎委員】分かりました。

先ほど人材不足による路線の廃止、これは顕

在化をしているということでありまして、やは

り自動化がまだまだ時間がかかる中に、やはり

この交通にやっぱり人手は当然ですね、必要で

ありますので、人材確保は大きな柱として総合

計画策定をしていただきたいと思います。

その中で、とりわけバスについてお尋ねをい

たしますが、この運転士不足が最重要課題だと

いうふうに思っています。現在、不足数をどの

ように予測をされているのかお尋ねいたします。

【鳥居地域振興部次長兼交通政策課長】将来の

バス運転士不足の予測に関してのお尋ねでござ

います。

今、県において独自に、将来の県内における

バス運転士の不足数の試算というのは行ってい

ないため、全国的な話になりますが、令和5年の

10月時点の日本バス協会の資料によりますと、

令和12年時点でバス運転士の必要人員が全国で

12万9,000人のところに対して、運転士数が9万

3,000人にとどまるということで、3万6,000人が

不足すると試算されております。
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先ほど申し上げましたように県内の状況とい

うのは、把握はできていないのですが、令和7年

の4月1日時点で、県内主要7社のバス事業者のバ

ス運転士の不足数を聞取りをしておりまして、

合計いたしますと約100人の不足という状況で

ございます。

先ほど申し上げたように日本バス協会の資料

でも、令和12年時点においても不足が出ており、

この状況というのは続いていく可能性もありま

すので、引き続き定期的に事業者に対しては聞

き取り調査を行い、実態の把握をまずしていき

たいと考えております。

【川崎委員】県内では約100人不足をしていると

いうことでありました。当然定年等でお辞めに

なられて、若い方が入ってこられて、これはイ

コールであればマイナス100でいいんでしょう

けれども、そうじゃないというような状況なん

ですね。辞めていかれる方が多いから、どんど

んやはり不足数が増大をしているという状況で

ありまして、このような不足状況が続くと、ど

のような事態を招くのか、どのような事態を招

くと推測されるか、お尋ねをいたします。

【鳥居地域振興部次長兼交通政策課長】バスの

運転士不足がどのような事態を招くかというご

質問でございます。

先ほど来申し上げておりますとおり、既に顕

在化している状況でございますけれども、バス

運転士不足というところにより、バス路線が新

たに廃止されるというところも出てきますし、

廃止まで行かずとも減便につながるというよう

に、直接的な原因になるというところが非常に

大きな影響として出ると考えてございます。そ

れによって県民の通勤、通学、通院といった日

常生活へ、これまで以上に大きな影響を及ぼす

可能性があると考えてございます。

県としてもその路線廃止との直接的な原因と

なる運転士不足の対策といたしまして、今年度

事業で予算計上しておりますけれども、バス等

の運輸業界の業界団体と連携した合同企業説明

会を昨年度より開催しておりますが、今年度も

させていただくというところです。また今年度、

新たに県外のバス運転士の専門就職イベントが

ございますので、県としてブースを出展するこ

とも考えてございます。そういったところで広

く展開をして、県内それから県外含めて人材確

保に取り組みたいと考えてございます。

【川崎委員】真摯に人材確保には努めていただ

きたいと思っております。

ちょっと社名は忘れましたけど、他県ではも

う日曜日バスが走らないということがありまし

た。もうそう遠くないかなと思って懸念をして

います。

土曜日、日曜日、夜遅くの時間にバスってあ

まり走っていないように思えていて、まずそう

いったところからですね、いわゆる効率化を図

っていく、バス会社としては効率化なのか分か

りませんけども、非常に懸念をいたしておりま

すので、しっかりと人材確保をよろしくお願い

します。

前回も申し上げましたが、やはりこの人手不

足は、今県の方に尋ねると、必ず自動化か、あ

とはもう外国人材の活用かということでありま

したけど、女性の進出がまだまだですね、この

バスの分野、地域交通にないと思いますので、

それも含めたところでですね、人材確保をどう

すればいいのかを検討いただきたいと思います。

とりわけ外国人材の方は、なかなか簡単には

いかないと思います。言葉の壁もありますし。

長期的な視点でですね、ぜひ外国人材活用につ

いて検討いただきたいと思います。
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次に、島原鉄道についてお尋ねいたします。

前回の委員会でもお尋ねをいたしました。私の

認識では昨年度内に今後の在り方について方向

性を決めるということだったと思いますが、今

現在どのようになっていますでしょうか。

【鳥居地域振興部次長兼交通政策課長】島原鉄

道の在り方の検討に関する進捗状況についてお

尋ねでございます。

委員ご指摘のとおり、もともとの想定といた

しまして令和6年度中に方向性を決定するとい

う目標を立てていたところでございますが、関

係自治体や沿線自治体、それから島原鉄道株式

会社を含めて、例えば自治体の費用負担の取扱

いといったところなどで、関係者間の調整を続

けてきたところでございますけれども、こちら

の調整が少し長引いてございまして、合意に至

ることができなかったというところで、年度内

の方向性決定には至っていないという状況でご

ざいます。

引き続き、関係者間で協議を重ねているとこ

ろでございまして、もともとの目標でこの令和

8年度から新しいスキームをスタートさせると

いうところで考えてございますので、これを目

指して、一刻も早く協議が整うよう努めてまい

りたいと考えてございます。

【川崎委員】協議が長引いているところですが、

令和8年度には新しいスキームでということな

ので、もうまさにですね、今年度しっかり協議

をして、早期に在り方を結論づけていただきた

いと思います。

まず、私の認識でありますが、施設整備につ

いては、事業者の負担がかなり抑制されている

というふうに認識をいたしております。また、

前議会で答弁されたみなし上下分離方式、これ

が採用されたとした場合、仮の話ですが、仮に

採用されたとした場合については、ランニング

コストについても事業者負担が軽減をされると

考えます。ただし、みなし上下分離方式の組合

せが複数ありますので、前委員会で、車両は上

下のどちらに分類されるかと問うた際に、上、

つまり事業者が保有すると答弁をされました。

島鉄の車両状況は老朽化が進んで、安全運行

に車両更新は待ったなしと認識をいたしており

ます。

そこで3億6,000万円とも言われる、１両当た

りです、車両更新費が15両、一度に更新したら

購入費の調達と償却費が重くのしかかって、経

営状況はますます悪化をし、上下分離の上に分

類をするということであれば、やはり真の見直

しにはならないのではないかと思います。

地域交通が失われると、市民・県民の通勤、

通学、通院、このような生活の足が奪われるば

かりでなく、観光や産業の交流に多大な影響が

生じまして、まさに地域の活力が大きく損なわ

れると思慮いたします。今後新たな支援スキー

ムを今後どう構築をされていくのか、お尋ねを

いたします。

【鳥居地域振興部次長兼交通政策課長】新たな

支援スキームに関して、どのように車両も含め

た支援スキームを構築していくかというお尋ね

でございますが、委員からもありましたとおり、

在り方そのものの方向性については、最終的な

方向性を決定していない状況ではございますけ

れども、今委員からありました、みなし上下分

離方式をもし採用するという場合についてのお

話をさせていただきますと、前回の私の答弁の

中でも、車両に関しては、みなしの場合は上と、

島原鉄道が保有したままというところが一つ考

えられる旨答弁させていただきましたけれども、

先ほど申し上げた関係者間での協議という中で、
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自治体間での協議も含めて、島原鉄道とも協議

させていただいておりまして、やはり島原鉄道

の経営自体がですね、しっかりと持続可能な経

営でないといけないというところがございます

ので、そういった中で、どういったスキームが

いいのかというところも含めて検討していく必

要があると考えてございます。

今委員から車両の更新のコストが大きくのし

かかってくるというお話がございましたが、更

新の購入の費用そのものについては、現スキー

ムにおいても、施設整備の費用は、国と県と地

元自治体で全額支援をさせていただいていると

いう状況でございますので、車両の購入そのも

のについては問題はないと考えておりますけれ

ども、みなし上下をした場合、車両の維持費、

維持・管理の部分がなかなか補助金の対象にな

りにくいという部分もございますので、こうい

ったところをまさにその車両の保有主体をどう

するかによって島原鉄道の経営状況への影響と

いうのは変わってくると考えてございます。先

ほど申し上げたように持続可能な計画である必

要がございますが、その点がかなえられるよう

な案も含めて調整をしっかり進めていきたいと

考えてございます。

【川崎委員】最後にします。

ぜひこの持続可能ということを何度も繰り返

し述べていただきました。私はこの地域に住み

続けられるという意味でですね、交通は非常に

大事な部分でありますので、これは5年先は分か

らないとか、10年先は分からないとか、そうい

う短期間であってはいけないと思っています。

まさに持続可能、長期間にわたって住み続け

られるという、そういったですね、環境をしっ

かりと与えて皆様に安心してこの地域でお暮ら

しいただきたいと、そのようなスキームになる

ようにぜひ検討を進めていただきたいと思いま

す。よろしくお願いします。

【鵜瀬委員長】ほかに質問ありませんか。

【山田委員】移住について伺いたいと思います。

県全体で移住者数が令和5年度から比べて、77人

減少しています。

それでですね、市町別を見てみますと、佐世

保市が114人も令和5年度と比べると減っており

ますが、その要因は何なのかを伺いたいと思い

ます。

【梅田地域づくり推進課長】佐世保市が100人以

上減っている主な要因ということで、佐世保市

から聞いた内容となりますけれども、佐世保市

の方では令和5年度末で市独自の移住支援制度

五つを廃止されております。

この支援制度を廃止することを事前に周知を

されまして、その結果約40人の方が令和5年度中

に佐世保市に移住をされて、この支援制度の支

援手続も完了させたことによって、令和5年度の

移住者が一時的に増加して、その反動で令和6年

度が減少してしまったというふうにお伺いをし

ております。

佐世保市の方なんですけれども、将来的な若

年層の転出抑制、Ｕターンの推進に向けて、若

年層の郷土愛ですね、醸成の方向に予算を充て

られたというふうに伺っておりますけども、移

住政策と併せて今後も取り組んでいくというふ

うに伺っております。

【山田委員】令和5年度末で五つあった移住支援

制度を廃止をしたということであります。駆け

込み需要的にちょっと数字が上がっていたとい

うこと、その反動があったと思うんですが、県

内市町で、じゃあもう佐世保市は一切移住支援

を行わないわけではなくという理解でよろしい

ですよね。
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移住支援をせず、定住した人たちに対する支

援とか、先ほど言われていたような子どもたち

が外に出ていかないようにするような、ふるさ

と教育の方に力を入れるという理解であります。

県内市町で移住支援と定着支援と両方行った

ら、両方が必要だと思うんですけど、県内の実

施状況ってどんな感じですか。

【梅田地域づくり推進課長】いずれの市町も、

移住支援、それから定住支援、どちらもされて

いると思うんですけども、どうしても県の場合、

移住施策は県・市町と一緒にしているんですけ

れども、どうしても定住の方になりますと、市

町の方が中心的にやっていただいてると、そう

いった状況になっております。

【山田委員】次に、その移住をしていただくに

当たって、県庁内に移住相談の窓口と、あと有

楽町、東京の有楽町に窓口があったと思います。

人員と今のその相談体制ですね。それとですね、

この3年間の県や当然市町も窓口を持っていら

っしゃると思いますけど、そういった相談の件

数の推移を教えていただけますか。

【梅田地域づくり推進課長】まず、ながさき移

住サポートセンターでございますけれども、長

崎本部と東京窓口がございます。長崎本部の方

は現在4名が在籍してございます。それから東京

窓口、有楽町の方にございますが、こちらは常

時1人の相談員がおります。

それから3年間の相談状況はということで、ま

ず県の相談件数になるんですが、こちらはこの

長ながさき移住サポートセンターではなく、農

林部や水産部でも移住施策をしておりますので、

そういった関係課も含んだ相談件数になります

けれども、令和4年度が5,850件、令和5年度が

5,938件、令和6年度が6,656件ということで、

年々増加している状況でございます。

なお、市町も含めた県全体の数になりますが、

令和4年度が1万1,440件、令和5年度が1万1,611

件、令和6年度が1万2,432件と、こちらも年々増

加している状況でございます。

【山田委員】件数はですね、令和6年度で1万

2,432件、非常に件数として多くて、単純計算す

ると1日45件ぐらい問合せがあるのかなと思い

ます。それを5人で対応いただいている、長崎が

多いのか、東京が多いのか、ちょっと分かりま

せんけど、皆さんすごく頑張っていただいてい

るということは理解をしているところでありま

す。

しかしながら、その1万2,432人の中で令和6年

度の実績を見てみると1,998人ということで、イ

コールにはなかなかならないものとは思ってい

ますが、こういった要因というか、開きがちょ

っとあることについて、どのように分析をして

いるか教えてください。

【梅田地域づくり推進課長】移住相談に関しま

しては、その人々の状況でいろいろございまし

て、もうほぼ長崎県のいずれかの市町に移住を

決めていて相談される方もいらっしゃれば、将

来的に移住を考えていて、漠然と考えている方

ですね、そういった方もいらっしゃいますので、

非常にその人によって状況が異なります。

やはり何回も当然相談される方が多うござい

ますので、トータルとしては相談件数が伸びて

きておるような状況です。やはり相談件数が増

えますと移住者、当然増えていきますので、今

後も、ホームページやＳＮＳなどを通じまして、

本県の魅力などをＰＲして、一人でも多くの相

談者、それから移住者数を増やしてまいりたい

と考えております。

【山田委員】ぜひですね、長崎県への本当に入

り口、県に来てもらうために重要な業務を担っ
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ていただいてる皆様でございますので、しっか

りと応援もしていきたいと思っていますし、ぜ

ひともよろしくお願いをしたいと思っておりま

す。

そして、移住いただいた中で、次に、やっぱ

り定住していただくことが重要であると思って

おりますが、移住者の定住率とかの把握等は行

われていますか。

【梅田地域づくり推進課長】定住率の把握につ

いてでございます。ちょっと母数が少なくなる

んですけれども、県では、調査時点から3年前に

ながさき移住サポートセンターを介して移住さ

れた方のうち、メールアドレスが分かる方に対

して調査を実施しております。

令和7年度も調査しておりまして、3年前です

ので、令和4年度に移住された方になるんですが、

190世帯に調査したところ、半数の95世帯から回

答がありまして、定住率は92.1％となっており

ます。

【山田委員】回答いただいたうちのことではあ

るけれども、高い定住率かなと思っております。

引き続きですね、移住・定住ともに市町と連携

しながら行っていただきたいと思います。

次に、参議院選挙が7月3日から始まります。

毎回ですね、投票率の向上、投票率の問題とい

うのが大きな問題になっているかと思います。

投票率を向上するために各選挙ごとに、事前と

そして期間中を含めて様々な取組をいただいて

いると思いますが、今回新たに取組を加えるこ

ととかありましたら教えていただきたいと思い

ます。

【小橋市町村課長】参議院選挙は、7月3日に公

示になる予定ですが、今回の選挙の臨時啓発計

画の中で、全ての選挙を通じて初めて行うのが

長崎スタジアムシティのデジタルサイネージへ

の掲示でございます。

そのほか、県内の街頭ＬＥＤビジョンの数を

増やすというのが今回、新たに取り組むという

分になっております。

また、若者対策ということで、ＳＮＳ等にも

引き続き、啓発のバナー等の掲載を行う予定で

す。

【山田委員】スタジアムシティのデジタルサイ

ネージと県内各地の街頭ＬＥＤビジョンの数を

教えていただいていいですか。

【小橋市町村課長】長崎市でスタジアムシティ

を含めまして13、佐世保市で1、諫早市で4、大

村市で1、時津町で1という計画です。

【山田委員】今回の部分での予算が分かります

か。

【鵜瀬委員長】暫時休憩いたします。

― 午前１１時１３分 休憩 ―

― 午前１１時１３分 再開 ―

【鵜瀬委員長】再開いたします。

【小橋市町村課長】ＬＥＤビジョンだけの啓発

の経費というのは、数字を持ち合わせておりま

せんので、県全体の啓発費ということで830万円、

これに市町に対しての交付金を180万円計上い

たしております。

【山田委員】ありがとうございます。

市町で独自に投票率向上のために移動投票所

とかバスを出したりしていたような市町もあっ

たかと思いますが、今回把握している分があれ

ば、教えていただきたいと思います。

【小橋市町村課長】期日前投票所につきまして

は、移動期日前投票所を複数の市町で設置する

ようにしております。

加えまして、高校・大学等の期日前投票所の

設置も数団体で実施する予定です。
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【山田委員】様々な取組をいただいて、大学は

夏休みかなと思いますけど、こっちに残ってい

る人もいるでしょうし、学生に限らず投票がで

きるものと思いますので、様々な媒体を利用し

た中で、投票率向上に向けて頑張っていただき

たいということをお願いを申し上げ、終わりま

す。

【鵜瀬委員長】ほかに質問ありませんか。

【山本委員】私もまず、先ほどの川崎委員の続

きのような形になりますけれども、島原鉄道に

ついてお伺いをいたします。

先般、長崎県地域公共交通活性化協議会にお

いて令和7年度も、その下にある島原鉄道活性化

検討部会を開催することを決定して、今年度中

に上下分離かバス転換の結論を出すというそん

な記事もありましたし、先ほどそういうご説明

もありました。

令和6年度については、12月にその島原鉄道活

性化検討部会が開かれてということですけれど

も、令和6年度については結局、活性化検討部会

としては1回で、その下ではないですけど、別枠

での各自治体等との協議をしていったというふ

うな、まず理解でよろしいですか。

【鳥居地域振興部次長兼交通政策課長】島原鉄

道の在り方検討に関する部会の開催状況につい

てのお尋ねでございますけれども、委員ご指摘

のとおり、令和6年に関しては12月に1回開催さ

せていただきまして、令和５年度に実施した調

査の深堀りの検討調査等をしておりましたので、

その中間報告ということをさせていただいてお

ります。先ほど川崎委員の答弁でも申し上げた

とおり、もともと年度内に結論、方向性を出す

ということにしておりましたけれども、調整等

に時間を要した関係で部会の開催には至ってい

ないという状況でございます。

【山本委員】ありがとうございました。

今そのいわゆる関係自治体との協議というの

は、主に費用負担の問題になってくるんだろう

と思うんですね。特に、もしみなし上下分離に

なった場合には、その維持管理費というのを今

は島鉄さんが負担してる部分が自治体の負担に

なるということになりますから、そこの金額で

あったり、負担の割合であったり、そういった

ところは多分今協議なっているんだろうと思う

んですけど、逆に言うとこのバス転換について

は、もう協議をしていない。だから、いわゆる

結論はどちらか出すんだけども、実際の協議と

いうのは、みなしなのか分かりませんけど、上

下分離に関する内容について、協議をしている

というふうな理解でよろしいですか。

【鳥居地域振興部次長兼交通政策課長】沿線自

治体を含めた協議の状況・内容についてのお尋

ねで、そのバス転換の協議がどういうことにな

っているかというお尋ねと認識してございます。

具体的なその方向性自体はですね、先ほど来

申し上げておりますけども、まだ鉄道を維持す

るパターンと、バスに転換するパターンという

ところで選択肢が残っている状況でございます。

ただ、鉄道を残す場合に、具体的にどのよう

な自治体間の費用負担感になるのかといったと

ころの調整をしないと、結論が得られず、合意

が取れないというところでございますので、特

に最重要になってくる自治体間の費用分担、額、

負担割合等を協議させていただいているという

状況でございます。

バス転換についても、協議に関しては、昨年

度の深掘りの検討調査の中で、バス転換する際

の費用等は、やはり優位な面というところは昨

年度、それから一昨年度の調査でも出しておる

ところでございまして、そういったところで、
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金額面に優位な面はあるけれども、実現可能性

というようなところで、バス転換、バスの路線

の効率化等を図っていった場合、どれぐらいの

バス運転士、車両が必要かというところを、そ

れは調査の中で検討させていただいたという状

況でございます。

【山本委員】質問が悪かったですね、すみませ

んでした。

ちょっと希望的なところも含めて、そういう

ふうなお話をしてしまっているもんで、極端に

言うと、もう鉄道を廃止するとかですね、バス

転換もできないとかいうふうなことは、とにか

く何が何でも避けていただきたいというのがま

ず前提にありまして。そういう中でですね、一

昨日、島鉄さんのですね、株主総会がありまし

て。令和6年度の決算で、経常損益がですね、32

年ぶりに僅かですけれども、黒字化をしたと、

ただ、その原因というのは船舶事業の値上げで

あったり、それから長崎バスさんとの連携強化

によって、いわゆる貸切事業の方の収益が上が

ったということで、これはもちろんいいことで

はあるんですけど、これが恒常的に続く見込み

かというとそうではないと。

一方で、今回長崎バスさんの傘下になってか

らずっと社長を務められた、代表取締役を務め

られた方が退任をされまして、新たに内部から

代表取締役社長、それから長崎バスさんの会長

さんが代表取締役会長というふうな形でですね、

初めて二人代表取締役になられたということで、

私自身はこれを前向きに捉えています。

長崎バスさんがより強化されるというふうな

体制をつくろうとされているんだろうなと。つ

まり存続、その鉄道として存続をするという方

針が決まればですね、島原鉄道さんも構想して

いると、新たな別の投資であったりとか、そう

いったものについて前向きに動いてこられるん

だろうなという体制ができてきているんじゃな

いかなというふうに信じておりますので、半島

の足を守る、これは観光も含めてですね、日常

生活も含めて、足を守るということで、地元自

治体はもちろんですけれども、その負担割にお

いてですね、県の方についても厳しい財政状況

ではあると思いますけれども、県の方にもさら

なる支援をお願いしたいというふうに思ってい

ます。

特に、もう一つ島原からその唯一福岡の方に

つながっていた航路ですね、航路が昨日付で一

応一旦休止になっているという状況の中で、や

っぱり島原半島のアクセスというのが非常にじ

わじわ狭まれてきているというふうなところが

ありますので、何としても島原鉄道を残してい

ただくということで、県にもさらなる支援をお

願いをしたいと思いますので、部長の方から一

言いただけますか。

【渡辺地域振興部長】島原鉄道につきましては、

令和4年7月のローカル鉄道の在り方に関する提

言、そちらも踏まえて、鉄道活性化検討部会設

置して、これまで検討を続けてきたということ

でございます。

私もこれまでの経過は、十分お聞きしており、

今最終的な詰めの協議を関係市、それから島鉄

の方と行っているところでございます。

ご指摘のとおりですね、この島原半島の重要

な交通機関であります島原鉄道、今後持続可能

な経営というようなスキームで、しっかり取り

組んでまいりたいと考えておりますので、また

しかるべき時期に、またご報告をさせていただ

きたいと思っております。

【山本委員】ありがとうございました。

鳥居次長兼課長におかれましては、本当にず
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っとご支援をいただいて、大変ありがたく思っ

ております。今回、国の方にお帰りになるとい

うことでございますので、まず感謝を申し上げ

て、あと引き継ぎの方もしっかりお願いをした

いと思います。

それから、もう一点がですね、ちょっと違う

話になりますけど、ＵＩターンの関係ですね、

先日の総務委員会の人事委員会のところでちょ

っと気になる数字がありました。

これは要は、県の職員採用で、来年度の入庁

の方から、その社会人経験者の中でＵＩターン

枠というのを県も設けて、技術職となりますね、

水産とか農業、林業、土木、電気、社会福祉と

いうことで約14名の採用を予定していたという

ことなんですけども、申込者がトータルで14名

ですね、申込者が16名で、実際受けられたのが

13名いうことで、これ8分野ですね、14名だけれ

ども、その中で、半分ぐらいは応募なかったと

いうふうなことで、非常にもったいないという

ふうに思ったんですね。

やっぱりＵＩターンされるときに、特にこち

らに来るとき、やっぱり仕事であったり、そう

いったものが一つのネックになっている、だけ

ど県の職員さん採用してますよということであ

れば、非常にチャンスだったのではないのかな

というふうに思ったんですが、この数字に関す

る状況は把握されていると思うんですけども、

その感想というのですかね、何でこんな応募が

少なかったんだろうかということと、どういう

ふうにＰＲをされてこられたのかということに

ついてお伺いします。

【梅田地域づくり推進課長】県職員の採用につ

いてなんですけれども、県職員だけではなくて、

市町の方も非常に採用数が少ないというふうに

お聞きしておりまして、県の方でも当然、職員

採用についての情報発信というのは常日頃から

行っております。

ホームページの「ながさき移住ナビ」やライ

ンの方でも、募集が始まるたび配信をして、で

きるだけ確実に届くようにということでやって

いるんですけども、なかなか埋まっていないと

いうところはあるかと思います。

今後も引き続きですね、ホームページでした

りラインで職員の採用情報を届けていきたいと

いうふうに考えております。

【山本委員】ありがとうございました。

そもそもこれＰＲされたのかなと思って、「な

がさき移住ナビ」を見てみたんですね。ちょっ

と古いのが出てこなかったので分らないですけ

ど、これだと4月に載せているのかな、もっと前

からやっていたんですかね。

これを見たら、今課長言われたみたいに、長

崎県、大きく出ているんです、長崎県職員募集

していますよと。一方で各市、県内の市の方も

何市が募集していますよとか、それ以外の情報

が載っているんですけども、うまく届かなかっ

たなというのがあるんです。

人事委員会の事務局の方もですね、競争が激

しかったんだというふうな話をされるんですね。

ただ競争が激しいというのは、要は県内の競争

ですよね、他県との競争じゃないので、このＵ

Ｉターン枠に関して言うならば。だから競争と

いうよりも、協調してやっていけるんじゃない

かなというふうに思いますので。じゃあどうす

ればいいのかという知恵を持っておりませんけ

れども、ちょっといろんな部署と相談されなが

ら、せっかくこういう枠をつくっているのに非

常にもったいないというのが率直な感想ですの

で、よろしくお願いします。

以上です。
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【鵜瀬委員長】ほかに質問ありませんか。

【宅島委員】県庁舎跡地の活用について質問い

たします。

2年間契約の民間活力導入に向けた詳細調査

業務について、パシフィックコンサルタンツ株

式会社長崎事務所さんが選定をされたというこ

とでありますが、中身は提案内容のポイントが

よかったということで記載してありますけど、

実際何者プロポーザルに参加されたのか教えて

ください。

【松島県庁舎跡地活用室長】今回のプロポーザ

ル参加事業者数のお尋ねでございますけれども、

4者ございました。

【宅島委員】ありがとうございます。

4者、それぞれいいご提案をされたと思うんで

すが、この事業を採択した最終責任者は誰です

か。

【松島県庁舎跡地活用室長】このプロポーザル

の選定に当たりましては、外部に審査会を設け

まして、その審査会の評価をですね、県の方に

いただきまして、それでこちらの県庁の方で決

裁をしたということでございます。

【宅島委員】その外部の有識者、何という名称

なんですか。

【鵜瀬委員長】暫時休憩いたします。

― 午前１１時２９分 休憩 ―

― 午前１１時２９分 再開 ―

【鵜瀬委員長】再開いたします。

【松島県庁舎跡地活用室長】プロポーザルの審

査会の名称なんですけども、民間活力導入に向

けた詳細調査業務委託にかかるプロポーザル審

査委員会でございます。

【宅島委員】それは大学の教授とか、例えば商

工会議所の方とか、県の方からは誰が入ってい

るんですか。

【松島県庁舎跡地活用室長】県の方から参加し

ている委員のお尋ねでございますけれども、県

の方からは、目の前におります椎名参事監、そ

れと、文化観光国際部の次長に入っていただい

ております。

【宅島委員】この政策等決定過程の資料に載っ

ていますか。

【松島県庁舎跡地活用室長】この契約自体が6月

9日で、今回、5月までということでしたので、

次の機会に報告させていただきたいと思ってお

ります。

【宅島委員】それぞれですね、どういった提案

がなされたか分からないんですけども、それぞ

れすばらしい提案があったものと信じますけど

も、これはもうすごく歴史がある、県民の大切

な財産の土地ですよね。

そこで有識者とかいう方たちのご判断もある

かと思うんですけども、しっかりですね、やっ

ぱり行政として、本当に県民の皆さん方が本当

に納得できるようなことをですね、やっぱり間

違いないんだというところを少なくともですね、

地域振興部長、また次長とかですね、きちっと

入った上で、選定のプロセスに入っていないと

いけないと思うんですよ。もしくは副知事、知

事まできちっとですね、そういう判断を、ジャ

ッジをするべき案件かなと思っています。

もう一つはですね、これ民間活力導入に向け

た委託業務の採択ですけども、例えば第三別館

の話もですね、本当に第三別館がその建物を残

して開発をするプランと、その建物を移築する

なり何とかして建物がない状態でプランするの

と、きちっと二つぐらいプランを立てないと。

将来的に、どっちが本当にすばらしいものがで

きるのか、そういった判断材料にできると思い



令和７年６月定例会・総務委員会・予算決算委員会（総務分科会）（７月１日）

- 86 -

ます。

残したままでしか、プロポーザルやるとなる

とですね、限定されて、それもちょっと勿体な

いなと思いますし、できればですね、きちっと

の2パターンというかね、そういったことを含め

て、今年度中に提出があるということですから

しっかりした提案があるものと期待をしており

ます。

令和12年度に全部の完成を目指すという発言

があっておりますけども、間違いないですか。

【松島県庁舎跡地活用室長】去る2月議会の中で、

配置イメージと合わせまして、全体スケジュー

ルというところでお示しをさせていただきまし

て、令和12年度完成予定ということで記載をし

ておりますので、今の中ではそれを目指して、

取組を進めてまいりたいというふうに考えてお

ります。

【宅島委員】どうぞよろしくお願いします。

鵜瀬委員長にお願いがあるんですけども、9月

定例会もしくは11月定例会ぐらいにもですね、

この総務委員会でぜひ県庁跡地の現地視察、そ

してまたできれば、いろんな説明を受けながら

ですね、県庁舎跡地の活用策をですね、現地調

査をさせていただければと思います。

委員長に要望して終わります。

【鵜瀬委員長】日程調整等、理事者側と調整を

させていただきたいと思います。

日時等につきましては、正副委員長一任でよ

ろしいでしょうか。

〔「はい」と呼ぶ者あり〕

【鵜瀬委員長】それでは、正副委員長一任いた

だきましたので、調整をさせていただきます。

ほかに質問ありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【鵜瀬委員長】ほかに質問がないようですので、

地域振興部関係の審査結果について整理したい

と思います。

― 午前１１時３５分 休憩 ―

― 午前１１時３５分 再開 ―

【鵜瀬委員長】委員会を再開します。

これをもちまして、地域振興部関係の審査を

終了いたします。

本日の審査はこれにてとどめ、明日は午前10

時から委員会を再開し、秘書、広報戦略部、総

務部、危機管理部関係の審査を行います。

本日はこれをもって散会いたします。

お疲れさまでした

― 午前１１時３５分 散会 ―



第 ４ 日 目
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１、開催年月日時刻及び場所

  令和７年７月２日

自  午前１０時 １分

至  午後 ２時 ９分

於  委 員 会 室 １

２、出席委員の氏名

鵜瀬 和博 委 員 長

大久保堅太 副 委 員 長

田中 愛国 委 員

外間 雅広 〃

山田 朋子 〃

川崎 祥司 〃

山本 由夫 〃

宅島 寿一 〃

堤  典子 〃

中村 俊介 〃

３、欠席委員の氏名

な  し

４、委員外出席議員の氏名

な  し

５、県側出席者の氏名

陣野 和弘 秘書・広報戦略部長

黒島  航
秘 書 課 長
（ 参 事 監 ）

永川 慎吾 ながさきＰＲ戦略課長

松浦 浩二 広 報 課 長

中尾 正英 総 務 部 長

猿渡 圭子 総 務 部 次 長

小林 陽子 総務 文書課 長

桒原  恵 県民センター長

徳永 真一 人 事 課 長

井手美和子 新行政推進室長

井手 潤也 職員 厚生課 長

髙橋  圭 財 政 課 長

赤尾 美望 財政 課企画 監

森  祐子 管 財 課 長

坂本 将志 管財 課企画 監

田端 健二 税 務 課 長

田島 義史 税務 課企画 監

佐藤 荒樹 債権 管理室 長

湯川 亮一 スマート県庁推進課長

江口 詔一 スマート県庁推進課企画監

本村  篤 総務事務センター長

今冨 洋祐 危機 管理部 長

坂木 勇夫 危機管理対策監

飛永 琢也 防災 企画課 長

山口 大吾 基地対策・国民保護課長

松尾 健自 消防 保安室 長

６、審査の経過次のとおり

― 午前１０時 １分 開議 ―

【鵜瀬委員長】皆さん、おはようございます。

委員会及び分科会を再開いたします。

まず初めに、第69号議案「知事及び副知事の

給与及び旅費に関する条例の一部を改正する条

例」に関し、本日、討論並びに採決を行う予定

でありましたが、先ほど徳永議長より、大石知

事から議案撤回の請求があった旨、通知があり

ました。

理由としては、自らへの処分について、県議
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会における様々な意見を踏まえ、再度検討を行

い、再提案を行うとされておりますのでご報告

いたします。

これにより、第69号議案に関しましては、審

査を中止し、第69号議案以外について審査する

ことといたしますので、ご了承のほどお願いい

たします。

なお、本日午前中は田端税務課長が欠席し、

高木総括課長補佐を代理出席させる旨の届けが

提出されておりますのでご了承を願います。

これより、秘書・広報戦略部、総務部及び危

機管理部関係の審査を行います。

審査に入ります前に、理事者側から4月の人事

異動後、これまでの委員会に出席がなかった新

任幹部職員の紹介を受けることといたします。

【中尾総務部長】おはようございます。

総務部長の中尾でございます。

4月1日付の人事異動に伴い、交代があった職

員のうち、今回初めて総務委員会へ出席する幹

部職員を紹介させていただきます。

〔新任幹部職員紹介〕

以上でございます。

どうぞよろしくお願いいたします。

【鵜瀬委員長】ありがとうございました。

それでは、これより審査に入ります。

【鵜瀬分科会長】まず、分科会による審査を行

います。

予算議案及び予算に係る報告議案を議題とい

たします。

まず、秘書・広報戦略部長より報告議案の説

明を求めます。

【陣野秘書・広報戦略部長】おはようございま

す。秘書・広報戦略部関係の議案についてご説

明いたします。

秘書・広報戦略部の「予算決算委員会総務分

科会関係議案説明資料」をお開きください。

今回ご審議をお願いいたしておりますのは、

報告第1号 知事専決事項報告「令和6年度長崎

県一般会計補正予算（第10号）」のうち関係部

分であります。

これは、さきの2月定例県議会の予算決算委員

会において、専決処分により措置することにつ

いてあらかじめご了承いただいておりました令

和6年度予算の補正を令和7年3月31日付で専決

処分させていただいたもので、関係部分につい

て、その概要をご説明いたします。

歳出予算は、総務管理費2,474万9,000円の減、

合計2,474万9,000円の減となっております。こ

れは、年間の執行額が確定したことに伴い、所

要の調整を行ったものであります。

この補正予算の主な内容についてご説明いた

します。

主なものは、ながさきの魅力発信事業費400万

7,000円の減、広報誌発行費496万7,000円の減で

あります。

以上をもちまして、秘書・広報戦略関係の説

明を終わります。

よろしくご審議を賜りますようお願い申し上

げます。

【鵜瀬分科会長】ありがとうございました。

次に、総務部長より予算議案及び報告議案の

説明を求めます。

【中尾総務部長】総務部関係の議案についてご

説明いたします。総務部の「予算決算委員会総

務分科会関係議案説明資料」をお開きください。

今回ご審議をお願いいたしておりますのは、

第68号議案「令和7年度長崎県一般会計補正予算

（第2号）」のうち関係部分、報告第1号 知事

専決事項報告「令和6年度長崎県一般会計補正予

算（第10号）」のうち関係部分、報告第8号 知
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事専決事項報告「令和6年度長崎県庁用管理特別

会計補正予算（第2号）」、報告第11号 知事専

決事項報告「令和6年度長崎県公債管理特別会計

補正予算（第2号）」であります。

初めに、第68号議案「令和7年度長崎県一般会

計補正予算（第2号）」のうち、関係部分につい

てご説明いたします。

歳入予算は、繰入金7,928万7,000円の増、県

債9億4,610万円の増、合計10億2,538万7,000円

の増となっております。

次に、さきの2月定例会の予算決算委員会にお

いて、専決処分により措置することについてあ

らかじめご了承いただいておりました令和6年

度予算の補正を令和7年3月31日付、専決処分さ

せていただいたもので、関係部分についてその

概要をご説明いたします。

まず、報告第1号「令和6年度長崎県一般会計

補正予算（第10号）」のうち、関係部分につい

てでありますが、これらは、年間執行額が確定

したことなどに伴うものであります。

歳入予算は46億2,555万8,000円の減、歳出予

算は23億7,580万4,000円の増となっております。

この歳出予算の補正の主な内容は、産業文化

振興基金積立金等の増、県税の過誤納還付金及

び還付加算金の減でございます。

次に、報告第8号「令和6年度長崎県庁用管理

特別会計補正予算（第2号）」についてでありま

すが、庁舎管理、自動車管理、文書管理に要す

る経費の年間執行額の確定に伴い、歳入予算、

歳出予算ともに3,782万円の減となっておりま

す。この主な内容は、文書集中収受発送費の減

でございます。

最後に、報告第11号「令和6年度長崎県公債管

理特別会計補正予算（第2号）」についてであり

ますが、歳入予算、歳出予算ともに、2万9,000

円の増となっております。この補正予算は、基

金積立金の増によるものであります。

以上をもちまして、総務部関係の説明を終わ

ります。

よろしくご質問・ご審議を賜りますようお願

い申し上げます。

【鵜瀬分科会長】ありがとうございました。

次に、危機管理部長より予算及び報告議案の

説明を求めます。

【今冨危機管理部長】おはようございます。

危機管理部関係の議案についてご説明いたし

ます。「予算決算委員会総務分科会関係議案説

明資料」、危機管理部の当初版及び追加1をご覧

ください。

今回ご審議をお願いいたしておりますのは、

第86号議案「令和7年度長崎県一般会計補正予算

（第3号）」のうち関係部分、報告第1号 知事

専決事項報告「令和6年度長崎県一般会計補正予

算（第10号）」のうち関係部分であります。

まず追加1の2ページをお開きください。

初めに、第86号議案「令和7年度長崎県一般会

計補正予算（第3号）」のうち、関係部分につい

てご説明いたします。

今回の補正予算は、国の重点支援地方交付金

を活用した物価高騰対策について必要な予算を

追加しようとするものであります。

歳出予算は、防災指導費2億2,546万円の増と

なっております。

この歳出予算の内容についてご説明いたしま

す。これは、ＬＰガス一般消費者料金高騰対策

支援事業で、ＬＰガス料金上昇の影響を受ける

県内一般消費者の負担軽減を図るため、ＬＰガ

ス販売事業者が行う使用料金の値引きを支援す

る経費として計上いたしております。

次に、当初版の2ページをご覧ください。
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報告第1号 知事専決事項報告「令和6年度長

崎県一般会計補正予算（第10号）」のうち、関

係部分についてご説明いたします。

これは、先の2月定例県議会の予算決算委員会

において、専決処分により措置することについ

てあらかじめご了承をいただいておりました令

和6年度予算の補正を、令和7年3月31日付で専決

処分させていただいたもので、関係部分につい

て、その概要をご説明いたします。

歳入予算は合計で401万4,000円の減、歳出予

算は合計で6,726万9,000円の減を計上いたして

おります。これらは、歳入における国庫支出金

及び歳出における年間の執行額が確定したこと

に伴い、所要の調整を行ったものであります。

この補正予算の主な内容は、原子力災害対策

整備事業費4,532万3,000円の減であります。

以上をもちまして、危機管理部関係の説明を

終わります。

よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

ます。

【鵜瀬分科会長】ありがとうございます。

次に、消防保安室長より、ＬＰガス一般消費

者料金高騰対策支援事業費について補足説明を

求めます。

【松尾消防保安室長】それでは、危機管理部の

分科会補足説明資料をお開き願います。

ＬＰガス一般消費者料金高騰対策支援事業に

ついてご説明いたします。

補正予算額は2億2,546万円で、全額国費（交

付金）を活用することとしております。

まず1の背景ですが、（1）都市ガスを使用し

ている一般消費者については、国が都市ガス事

業者を通じて値引き支援が実施されます。

また、（2）ＬＰガスにつきましては、地域の

実情に応じて臨時交付金の活用により、地方公

共団体において措置することが推奨されている

ところです。

（3）に記載のとおり、県内約28万世帯で使用

されているＬＰガスの一般消費者の負担を軽減

することが必要なため、実施する事業となりま

す。

次に、2の概要ですが、ＬＰガスを使用してい

る県内一般消費者に対し、その価格上昇分の一

部をＬＰガス販売事業者を通じて、都市ガスの

値引き率に準じた金額を支援する事業となって

おります。

具体的な事業内容は、3に記載しております。

（1）支援対象は、県内ＬＰガス利用世帯、約

28万世帯としております。

（2）支援単価ですが、1世帯当たり600円の定

額としております。600円といたしました根拠で

すが、点線の四角囲みに記載しておりますが、

標準世帯におけるＬＰガスの過去4年間の価格

上昇が1,036円となっており、これに国の都市ガ

ス支援の補助率に準じた、推計ですが、18．3％

を乗じた金額、①の190円、この190円に3か月相

当ということで600円、②としているところです。

なお、3か月の根拠ですが、国が実施いたしま

す都市ガスの支援が令和7年7月から9月という

ことで、3か月分ということで、同じ期間として

おります。本事業の支援対象世帯が約28万世帯

であることから、支援総額は1億6,800万円とな

ります。

次に（3）支援の方法ですが、県内ＬＰガス販

売事業者に一般消費者のＬＰガス料金から600

円を値引きしていただき、当該額をＬＰガス販

売事業者に補助することといたしております。

参考に、四角囲みの中に支援手続を記載してお

ります。これまでの事業スキームと変更はござ

いません。
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最後に（4）です。スケジュールですが、議決

後、速やかにＬＰガス販売事業者へ事業の開始

の周知を行った後、料金値引きと支援金の支払

いを実施する予定としております。なお、ＬＰ

ガス販売事業者が本事業に参加しやすいよう、

料金値引きを実施する期間を長めに取り12月ま

でとしております。

消防保安室関係の説明は以上となります。

よろしくご審議賜りますようお願いいたしま

す。

【鵜瀬分科会長】ありがとうございました。

以上で説明が終わりましたので、これより予

算議案及び報告議案に対する質疑を行います。

質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【鵜瀬分科会長】質疑がないようですので、こ

れをもって質疑を終了いたします。

次に、討論を行います。

討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【鵜瀬分科会長】討論がないようですので、こ

れをもって討論を終了いたします。

予算議案及び報告議案に対する質疑・討論が

終了しましたので、採決を行います。

第68号議案のうち関係部分、第86号議案のう

ち関係部分、報告第1号のうち関係部分、報告第

8号及び報告第11号は、原案のとおり可決、承認

することにご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【鵜瀬分科会長】ご異議なしと認めます。

よって、予算議案及び報告議案は原案のとお

りそれぞれ可決、承認すべきものと決定されま

した。

【鵜瀬委員長】次に、委員会による審査を行い

ます。

議案を議題といたします。

まず、総務部長より総括説明を求めます。

【中尾総務部長】総務部関係の議案についてご

説明いたします。総務部の「総務委員会関係議

案説明資料」をお開きください。

今回ご審議をお願いいたしておりますのは、

第70号議案「職員の育児休業等に関する条例等

の一部を改正する条例」のうち関係部分、第71

号議案「長崎県職員賞じゅつ金の支給に関する

条例」であります。

なお、第69号議案「知事及び副知事の給与及

び旅費に関する条例の一部を改正する条例」に

つきましては、先ほど委員長からご説明がござ

いましたとおり、本日、知事から議長へ議案の

撤回の請求をさせていただいているところでご

ざいます。

第70号議案「職員の育児休業等に関する条例

等の一部を改正する条例」のうち関係部分につ

いてでございますが、この条例は、「地方公務

員の育児休業等に関する法律の一部を改正する

法律」及び「育児休業、介護休業等育児または

家族介護を行う労働者の福祉に関する法律及び

次世代育成支援対策推進法の一部を改正する法

律」の施行に伴い、部分休業制度を拡充すると

ともに、仕事と育児の両立支援制度の周知・意

向確認を講じることとするため、関係条例につ

いて所要の改正をしようとするものでございま

す。

第71号議案「長崎県職員賞じゅつ金の支給に

関する条例」でございますが、この条例は、職

員が危害を加えられ、または災害を被ることを

予断できたにもかかわらず、危険を顧みること

なくその職務を遂行したことにより、殉職、ま

たは負傷した場合等において、功労があると認

められるときに、遺族または職員本人に賞じゅ
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つ金を支給するため、地方自治法第204条の2の

規定に則り、条例を制定しようとするものであ

ります。

次に、議案外の所管事項についてご説明いた

します。

今回ご報告いたしますのは、新たな総合計画

の策定について、長崎県行財政運営プラン2025

に基づく取組についてであります。

まず、新たな総合計画の策定についてであり

ますが、新たな総合計画については、10年後の

本県の将来像を見据えつつ、令和8年度を初年度

とする5か年計画として、長崎県まち・ひと・し

ごと創生総合戦略とも整合を図りながら、一体

的に検討を進めているところであり、今後の県

政運営の指針や、戦略的かつ重点的に取り組む

政策を県民に分かりやすく体系的にお示しした

いと考えております。

今般策定した素案骨子においては、基本理念

の考え方として、地域社会の基盤となる経済の

活性化に向けた力強い産業の実現とともに、若

者や女性をはじめ、誰もが活躍・チャレンジで

きる環境づくり、最先端技術の効果的な活用に

よる稼ぐ意識・力の底上げなどに力を注ぐこと

としております。

また、本県の優位性を生かし、国内外との多

様な交流を促進することに加え、本県の将来を

担う子どもたちの能力と可能性を高めることを

社会全体で支えるほか、多様性が尊重され、全

世代の方々が健康で安全・安心に暮らせる社会

環境づくりにも積極的に取り組んでまいりたい

と考えております。

そのため、次期計画においては、「こども」、

「くらし」、「しごと創造」、「にぎわい」、

「まち」の5つの柱の下、12の基本戦略とその戦

略に基づく政策を掲げるほか、先行的に策定し

た新しい長崎県づくりのビジョンとタイアップ

するとともに、地方創生2．0をはじめ、国の施

策とも連動を図りながら検討を進めてまいりた

いと考えております。

このうち、総務部においては、「活力にあふ

れた持続可能な地域をつくる」に関する戦略に

関連施策等を位置づけております。「活力にあ

ふれた持続可能な地域をつくる」では、「デジ

タル技術を活用した地域活性化と行政運営の効

率化」に向け、県庁ＤＸの実現に取り組んでま

いりたいと考えております。

今後、県議会のご意見を十分にお伺いすると

ともに、県民の皆様の声をお聞きしながら、今

年度中の策定を目指し、検討を進めてまいりま

す。

次に、長崎県行財政運営プラン2025に基づく

取組についてでございますが、令和3年3月に策

定した「長崎県行財政運営プラン2025」につい

ては、「挑戦と持続を両立する行財政運営」、

「行政のデジタル改革と働き方改革」、「多様

な主体との連携と人材育成」を3本柱として35の

個別項目を掲げて行財政改革に取り組んでおり

ます。

総務部関係の主な取組の実績としては、ふる

さと納税を活用した税財源確保に努めたほか、

県南地区振興局の再編に関して、新庁舎の執務

室のレイアウト作成や、什器備品等の現況調査

等の実施に加え、令和6年12月には、県南振興局

庁舎建設工事の契約を締結したところでありま

す。

令和7年4月現在の進捗状況については、全35

項目のうち約95％の33項目が順調に推移してお

りますが、今年度が本プランの最終年度となる

ことから、目標達成のための取組を一層強化し

てまいります。
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また、県庁が有する経営資源を最大限活用し

た行財政運営を図るため、県議会や有識者等の

ご意見も踏まえながら、令和8年度以降の新たな

計画を策定してまいりたいと考えております。

今後も行財政運営プランの実現に向けて取り

組み、積極的に県政の改革に努めてまいります

ので、引き続き、委員皆様のご理解とご協力を

賜りますようお願い申し上げます。

以上をもちまして、総務部関係の説明を終わ

ります。

よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

ます。

【鵜瀬委員長】ありがとうございました。

次に、秘書・広報戦略部長より所管事項説明

を求めます。

【陣野秘書・広報戦略部長】秘書・広報戦略部

関係の議案外の所管事項についてご説明いたし

ます。秘書・広報戦略部の「総務委員会関係説

明資料」をお開きください。

「長崎県行財政運営プラン2025」に掲げる秘

書・広報戦略部関係の項目に関して、その取組

内容をご説明いたします。

秘書・広報戦略部におきましては、全世帯広

報誌やテレビ等の各媒体の特性を活かしながら、

県政情報の分かりやすい発信に取り組んでおり

ます。

令和6年度の取組実績につきましては、全世帯

広報誌のアンケートにおいて、「分かりやすい」

と答えた人の割合が97．5％、長崎県広報の認知

度等のアンケートでは、県事業の目的や内容が

「伝わっている」と答えた人の割合が70．4％と

なり、それぞれの指標において目標値を達成で

きました。

令和7年度におきましても、県民の皆様に必要

な情報がしっかりと届くよう、適切な広報媒体

を活用しながら、より効果的かつ効率的な情報

発信に努めてまいります。

今後も、行財政運営プランの実現に向けて取

り組み、積極的に県政の改革に努めてまいりま

すので、引き続き、委員の皆様のご理解とご協

力を賜りますようお願い申し上げます。

以上をもちまして、秘書・広報戦略部関係の

説明を終わります。

よろしくご審議を賜りますようお願い申し上

げます。

【鵜瀬委員長】ありがとうございました。

次に、危機管理部長より所管事項説明を求め

ます。

【今冨危機管理部長】危機管理部関係の議案外

の所管事項についてご説明いたします。

配付しております危機管理部の「総務委員会

関係説明資料」の2ページをお開きください。

今回ご報告いたしますのは、「五島市の林野

火災について」、「南海トラフ地震防災対策推

進地域の指定について」、「能登半島地震を踏

まえた防災対策の見直しについて」、「令和6年

度雲仙岳火山防災協議会の開催について」、「令

和7年度長崎県総合防災訓練の実施について」、

「原子力発電所の安全対策に係る周辺自治体へ

の支援に関する共同緊急要望について」、「新

たな総合計画の策定について」、「長崎県国土

強靭化地域計画の改定について」でございます。

まず、「五島市の林野火災について」ですが、

去る4月7日に五島市で発生した林野火災につい

ては、約6ヘクタールを延焼しましたが、幸いに

も人的被害や住宅等の被害が発生することなく、

翌8日に鎮圧され、10日に鎮火が確認されました。

火災発生以降、五島市消防本部と消防団による

地上からの消火活動に加え、県においても、五

島市からの要請を受け、県防災ヘリコプターを
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出動させるとともに、陸上自衛隊に対して災害

派遣要請を行い、連携して空中からの消火活動

を行いました。

また、県におきましては、長崎県広域消防相

互応援協定に基づき、長崎市、佐世保市、県央

地域広域市町村圏組合、新上五島町の各消防に

対し、協定締結後、初めての広域応援要請を行

い、地上からの消火活動に当たっていただきま

した。

こうした関係機関の連携した消火活動により、

被害が最小限に食い止められたものと考えてお

り、ご尽力いただいた全ての関係機関の皆様に

心から感謝を申し上げます。

林野火災は、全体像の把握や放水などが困難

であるとともに、気象状況の変化や植生、地形

の傾斜等に影響を受けるため、消火活動が限定

的、長期間になることも多く、「地上・空中消

火の連携」等に適切に対応していく必要があり

ます。また、発災の多くが人的要因によるもの

であるため、予防には、県民の皆様への周知啓

発が重要であると考えております。

県としましては、市町と連携しながら、林野

火災に対する警戒強化の周知啓発を図るととも

に、今回の経験を活かしつつ、さらなる訓練等

を通じて、より迅速かつ的確な消火活動に繋げ

てまいります。

次に、「南海トラフ地震防災対策推進地域の

指定について」ですが、去る3月31日、南海トラ

フ地震の被害について、国は、現行の「南海ト

ラフ地震防災対策推進基本計画」の策定から10

年が経過することから、最新の知見や防災対策

の進捗等を踏まえ、想定される震度分布や津波

高、浸水区域を再計算し、新たな被害想定を公

表しました。

新たな被害想定では、見直し前と比較して、

津波による30センチメートル以上の浸水地域と

避難者数が全国で約3割増加しております。本県

におきましても同様に、津波による浸水地域が

拡大し、死者数が最大で80人であったものが500

人になるなど、被害想定は大幅に増加しており

ます。

また、今回新たに建物等の半壊棟数も公表さ

れ、本県の全半壊棟数は7,000棟となり、発災後

1日目の避難者数は、見直し前と比較して1．6倍

の2万9,000人、一月後は4．2倍の7,600人となっ

ております。

被害想定の見直しに伴い、国から大津波など

による被害が想定される地域を含む都府県に対

し、「南海トラフ地震防災対策推進地域」の指

定に関する意見照会があり、本県におきまして

は、指定基準を満たす7市について、各市に意向

確認の上、指定に異議がない旨回答するととも

に、津波高が指定基準より僅かに低い新上五島

町についても、広域防災体制の一体性を確保す

る必要があることから、町の意向を踏まえ、指

定を求める意見を提出したところです。

ここで、本日お配りしました追加2の2ページ

をご覧ください。

昨日、国より県内8市町が、南海トラフ特措法

に基づき、「南海トラフ地震防災対策推進地域」

に指定されました。これを受け、県では、津波

からの防護や円滑な避難、救助などを定めた「南

海トラフ地震防災対策推進計画」を策定し、各

種対策に取り組むとともに、浸水地域内の病院

や旅館など、円滑な避難確保に関して、防災対

策計画の作成を義務付けられる施設管理者等に

対し、市町と連携しながら、対象施設を個別に

お知らせし、説明会の開催等、できる限りきめ

細かに対応するなど、県民の安全・安心の確保

に力を注いでまいります。
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次に、説明資料の4ページをご覧ください。

「能登半島地震を踏まえた防災対策の見直し

について」ですが、昨年11月に取りまとめまし

た「能登半島地震での課題を踏まえた防災対策

の見直し」については、今後3年間の具体的な取

組内容を記載したロードマップを作成して、庁

内の検討会議で共有・連携し、市町や自衛隊等

の関係機関、民間事業者などとも連携しながら

着実な推進に努めているところです。

特に避難所運営や物資の備蓄など、市町が主

体的に行う項目については、国の方針等を基に、

引き続き市町との協議会において意見交換等を

行いながら進めております。

また、それぞれの項目について、総合防災訓

練をはじめ、個別の図上訓練等も実施しながら、

その実効性を高め、有事即応体制の充実強化、

地域防災力の向上等に繋げてまいります。

次に、説明資料の5ページをご覧ください。「令

和7年度長崎県総合防災訓練の実施について」で

すが、去る5月20日、30日、31日の3日間にわた

り、五島地区において、地震・大雨等を想定し

た令和7年度長崎県総合防災訓練を実施いたし

ました。本年は、自衛隊、海上保安部、長崎県

警察など51機関、約450名が参加いたしました。

具体的には、20日に県の災害対策本部設置運

営訓練と孤立対策会議を図上で行った上で、30

日と31日に、実動訓練として、新上五島町で、

島内の防災機関による救出救助や道路啓開訓練

に加え、ヘリと船舶による孤立地区からの救出

訓練などを実施するとともに、五島市では、本

土地区から航空機を使用した支援物資等の輸送

や避難所環境の向上等を目的とした避難所設置

運営訓練を実施いたしました。

今回の訓練により、それぞれの防災関係機関

における対処能力の向上や連携の強化、地域住

民の防災意識の高揚などが図られたものと考え

ております。

地震や風水害などの自然災害が頻発する中、

防災・減災対策の重要性は高まっており、今後

とも様々な訓練や機会を通じて防災体制の強化

に取り組んでまいります。

次に、説明資料追加1の2ページをご覧くださ

い。

「原子力発電所の安全対策に係る周辺自治体

への支援に関する共同緊急要望について」です

が、去る6月27日、内閣官房、経済産業省及び内

閣府に対して、原子力発電所周辺自治体7府県に

よる「原子力発電所の安全対策に係る周辺自治

体への支援に関する共同緊急要望」を実施いた

しました。

原子力発電施設の30キロメートル圏内の周辺

自治体では、平成24年度の法改正以降、立地自

治体と同等の原子力防災対策を実施しているが、

立地自治体と大きな財源格差が生じていること

から、新たな制度や運用見直しなどにより、原

子力防災対策に必要かつ十分な財源措置に配慮

するよう国に求めたものでございます。

青木内閣官房副長官からは、「エネルギー政

策では原子力発電は欠かせないものの、財源措

置について皆さんと一緒に協力していきたい」

などの回答を受けました。引き続き、原子力発

電所周辺6府県や関係4市と連携しながら、原子

力防災対策に力を注いでまいります。

次に、説明資料の5ページをご覧ください。「新

たな総合計画の策定について」ですが、説明資

料の6ページ中段付近になりますが、このうち、

危機管理部においては、主に「災害に強い県土

をつくる」に関する戦略に関連施設等を位置づ

けております。

「災害に強い県土をつくる」では、「災害な
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どさまざまな危機から県民の命を守る体制づく

り」に向け、様々な災害や有事を想定した実践

的な訓練や、地域防災力の充実強化等に取り組

んでまいりたいと考えております。

今後、県議会のご意見を十分にお伺いすると

ともに、県民の皆様の声をお聞きしながら、今

年度中の計画策定を目指し、検討を進めてまい

ります。

最後に、「長崎県国土強靭化地域計画の改定

について」ですが、長崎県国土強靭化地域計画

については、今年度末に計画期間が終了するこ

とから、国土強靱化基本法に基づき、令和8年度

を初年度とする5か年計画を策定することとし

ております。

計画の策定に当たっては、令和5年7月に改訂

された国土強靱化基本計画や南海トラフ地震防

災対策推進地域の地域指定、能登半島地震の課

題を踏まえた防災対策の見直しなどを踏まえ、

これまでの取組や課題等を整理の上、作業を進

めることとしており、素案作成後には県議会の

ご意見を伺った上で、パブリックコメントを実

施し、今年度中の策定に向けて取り組んでまい

ります。

以上をもちまして、危機管理部関係の説明を

終わります。

よろしくご審議を賜りますようお願いいたし

ます。

【鵜瀬委員長】ありがとうございました。

次に、人事課長より、「職員の育児休業等に

関する条例等の一部を改正する条例」及び「長

崎県職員賞じゅつ金の支給に関する条例」につ

いて、補足説明を求めます。

【徳永人事課長】今回ご審議をお願いしており

ます第70号議案及び第71号議案について、補足

してご説明申し上げます。

お手元の「令和7年6月定例県議会総務委員会

説明資料」の5ページをお開きください。

まず、第70号議案「職員の育児休業等に関す

る条例等の一部を改正する条例」のうち、関係

部分でございます。

この条例は、「地方公務員の育児休業等に関

する法律の一部を改正する法律」及び「育児休

業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者

の福祉に関する法律及び次世代育成支援対策推

進法の一部を改正する法律」の施行に伴い、仕

事と育児を両立できる職場環境を整備するため、

部分休業制度の拡充や仕事と育児の両立支援制

度に関する周知・意向確認を行うなど、所要の

改正をしようとするものであります。

改正内容の（1）部分休業制度の拡充につきま

しては、現行の「1日につき2時間を超えない範

囲」の部分休業に加えまして、「1年につき10日

相当を超えない範囲」の形態を新たに設け、職

員がいずれかを選択できるようにするとともに、

「1日につき2時間を超えない範囲」で取得する

場合の勤務時間の始め、または終わりに限り承

認可能とする取扱いを廃止するものであります。

次に、改正内容の（2）仕事と育児の両立支援

制度の利用に関する職員への周知・意向確認に

つきましては、子の年齢に応じた柔軟な働き方

を職員が選択できるよう支援するため、職員本

人、または、その配偶者から出産・妊娠の申出

があった場合や、3歳に満たない子を養育する職

員に対し、面談等による両立支援制度の周知や

制度利用、働き方の意向確認を行い、仕事と育

児の両立のための環境整備を行うことを規定す

るものであります。

なお、実施時期ですが、令和7年10月1日から

施行したいと考えております。

続きまして、「総務委員会説明資料」の6ペー
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ジをお開きください。

第71号議案「長崎県職員賞じゅつ金の支給に

関する条例」でございます。

この条例は、長崎県職員に対して賞じゅつ金

を支給するため、地方自治法第204条の2の規定

に則り、条例を制定しようとするものでありま

す。

条例の内容は、職員が危害を加えられ、また

は災害を被ることを予断できたにもかかわらず、

危険を顧みることなく、その職務を遂行したこ

とによる殉職、障害、疾病、または負傷した場

合において、功労があると認められるときに、

遺族、または職員本人に対して賞じゅつ金を支

給する際に必要な事項を定めるものとなってお

ります。

規定の具体的な内容としましては、対象職員

については、警察職員、県に勤務する一般職員、

教育庁に勤務する一般職員、教職員としており

ます。

賞じゅつ金は、殉職者賞じゅつ金、障害者賞

じゅつ金、傷病者賞じゅつ金の3種類とし、それ

ぞれ区分に応じた賞じゅつ金の額を定めており

ます。各賞じゅつ金の金額については、警察表

彰規則を参考に設定しており、条例や規則等で

定められている九州各県と同水準の金額となっ

ております。

なお、障害者賞じゅつ金については、抜群の

功労があり、一般の模範となると認められる者

であって、障害の等級が第1級に該当するものに

ついては190万円を加算することができる規定

としております。

また、殉職者賞じゅつ金及び障害者賞じゅつ

金について、抜群の功労があり、一般の模範と

なると認められる者について、職員が上司の命

を受け、特に生命の危険が予想される職務に従

事する場合において危害を加えられ、または、

災害を被ることを予断できたにもかかわらず、

生命の危険を顧みることなく、その職務を遂行

したことにより危害または災害を受け、そのた

め死亡し、または障害を有することになった場

合は、殉職者賞じゅつ金または障害者賞じゅつ

金に定める額に当該額の10割以内の額を加算す

ることができる規定としております。

賞じゅつ金の支給額及び被支給者については、

賞じゅつ金審査会の審査を経て知事が決定する

ものとしております。

最後に、条例の施行日は、公布の日を考えて

おります。

なお、これまでは、長崎県職員賞じゅつ金の

支給に関する要綱に基づき運用しておりました

が、職員に対する賞じゅつ金の支給根拠が明確

でなかったことから、令和5年3月に要綱を廃止

しており、今回、地方自治法第204条の2の規定

に則り、新たに制定しようとするものでありま

す。

以上で、第70号議案及び第71号議案の内容に

ついての補足説明を終わります。

よろしくご審議を賜りますようお願い申し上

げます。

以上でございます。

【鵜瀬委員長】ありがとうございました。

以上で説明が終わりましたので、これより議

案に対する質疑を行います。

質疑ありませんか。

【山本委員】おはようございます。

今の第71号議案のことでちょっとお伺いをし

たいんですけれども、地方自治法の204条の2と

いうのは、いかなる給与、その他の給付も、法

律またはこれに基づく条例に基づかずには支給

することができないということになっていて、
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今も説明があったように、これまで、じゃあ、

何で今回条例案を提出したのかなと思ったら、

過去はその要綱でやっていたということで、ま

ず、この要綱、先ほど明確でないという言い方

をされたんですけれども、204条の2に違反する

ということではないという理解でいいのかとい

うことと、それから、先ほどの要綱というのが

令和5年3月に廃止をされているということは、

そこから現在までの間は、要綱もない、条例も

ないというふうな状況、いわゆる空白の期間に

なるんではないかと思うんですけれども、この

辺りについてのご説明をお願いします。

【徳永人事課長】まず、本県では、昭和43年か

ら要綱に基づき賞じゅつ金制度の運用を行って

きたところでございます。直近の賞じゅつ金の

支給実績につきましては、平成5年度が最後でご

ざいました。その後、賞じゅつ金の支給に関す

る事前相談がございまして、その可否について

内部で検討している過程で、地方自治法204条の

2の規定に抵触するおそれがないかというよう

な意見があったことから、内部で議論した上で、

一旦要綱を廃止させていただくような判断をし

たというものでございまして、特段、支給した

ことが違法だというような認識を持ったわけで

はございません。

もう一つ、要綱を廃止して今回の条例化まで

についての空白期間ということがございますが、

こちらは、県として、支給根拠がないような状

況でございますので、そういった意味では、制

度がないような状況が2年ちょっと続いている

ような状況でございます。

幸いなことに、この期間、賞じゅつ金の支給

が必要な案件の相談はありませんでしたが、今

後につきましては、速やかに制度をスタートさ

せて、関係部局で連携の上、スムーズな運用に

努めてまいりたいと考えております。

以上でございます。

【山本委員】ありがとうございました。

内容については、別にもうこれで異論はない

んですけれども、たまたま空白の期間に賞じゅ

つ金の支給対象となる案件がなかったのでよか

ったということになるのかなと。これ以外に同

じような事例がないのか、結局、法律とか条例

がなければ、交付、支給ができず、今、要綱で

やってるものがないか、確認をして、今後漏れ

のないようにしていただければと思います。よ

ろしくお願いします。

以上です。

【鵜瀬委員長】ほかに質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【鵜瀬委員長】ほかに質疑がないようですので、

これをもって質疑を終了いたします。

次に討論を行います。

討論はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【鵜瀬委員長】討論がないようですので、これ

をもって討論を終了いたします。

議案に対する質疑・討論が終了しましたので、

採決を行います。

第70号議案及び第71号議案については、原案

のとおり可決することにご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【鵜瀬委員長】ご異議なしと認めます。

よって、第70号議案及び第71号議案は原案の

とおり可決すべきものと決定されました。

次に、提出のあった「政策等決定過程の透明

性等の確保などに関する資料」及び「政府施策

に関する提案・要望の実施結果」について説明

を求めます。

【黒島秘書課長】政策等決定過程の透明性等の
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確保及び県議会議員との協議等の拡充に関する

決議に基づき、本委員会に提出しております秘

書・広報戦略部関係の本年2月から5月までの実

績に関する資料についてご説明いたします。

資料の2ページをお願いいたします。

1,000万円以上の契約案件につきましては、県

外パブリシティ活動に向けたリサーチ等業務委

託、長崎県公式ウェブサイトリニューアル業務

委託、広報テレビ番組「みジカなナガサキ」放

送等業務委託、広報テレビ番組「みジカなナガ

サキ」制作・放送等業務委託の4件であり、契約

内容については記載のとおりでございます。

続きまして、資料の6ページをお願いいたしま

す。

附属機関等会議結果報告につきましては、な

がさきブランド検討懇話会、ながさきブランド

検討会議の2件を開催しており、本県の総体的な

ブランディング及び情報発信の戦略を作成する

に当たり有識者による意見交換が行われました。

議事概要等は7ページ及び8ページに記載のと

おりでございます

資料の説明は以上でございます。

よろしくご審議を賜りますようお願い申し上

げます。

【小林総務文書課長】政策等決定過程の透明性

等の確保及び県議会・議員との協議等の拡充に

関する決議に基づきまして、本委員会に提出し

ております総務部関係の資料についてご説明さ

せていただきます。なお、今回の報告対象期間

は、令和7年2月から5月までに実施したものとな

っております。

2ページをお開きください。

1,000万円以上の契約状況一覧でございます

が、今回の報告対象期間における実績は計9件で

あり、契約の内容は資料に記載のとおりでござ

います。また、4ページから6ページにつきまし

て、入札結果一覧表を添付いたしております。

7ページをご覧ください。

陳情・要望に対する対応状況でございますが、

知事及び部局長等に対する陳情・要望のうち、

今回の報告対象期間において、県議会議長宛て

にも同様の要望が行われたものは、パワハラか

ら職員を守る都道府県民の会 連絡会・行政に

公正中立を求める長崎県民の会からの計1件と

なっており、具体的な要望項目及び県の対応に

つきましては、資料に記載のとおりでございま

す。

8ページをご覧ください。

附属機関と会議結果報告でございます。

長崎県行政不服審査会が1件、長崎県公益認定

等審議会が1件、長崎県情報公開審査会が3件、

長崎県出資団体点検評価委員会が1件の合計6件

となっております。

それぞれの会議の結果につきましては、9ペー

ジから15ページにお示しをしております。

以上で、資料の説明を終わらせていただきま

して、続きまして、去る6月中旬に実施いたしま

した令和8年度政府政策に関する提案・要望につ

いて、総務部関係の要望結果をご説明いたしま

す。「令和8年度政府政策に関する提案・要望に

ついて」（総務部関係）をご覧ください。

総務部関係におきましては、地方創生・人口

減少対策に必要な地方税財源の充実及び地方交

付税の確保充実について要望を実施いたしまし

た。

要望実績といたしましては、総務省に対し、

知事、議長、総務部長から要望を行いました。

このうち、「地方創生・人口減少対策に必要な

地方税財源の充実について」は、安定的な財政

運営に必要となる一般財源総額の確保を図るこ
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と、「地方交付税の確保充実について」は、地

方交付税算定における人口減少の影響を最低限

に緩和する手法を講じることについて、特に強

く要望を行いました。

これに対しまして、冨樫副大臣からは、「今

年度以上の一般財源総額の確保に取り組んでま

いりたい。また、地方交付税についても、人口

減少が急速に進む地方の現状に寄り添って対応

していきたい。」とのご意見をいただきました。

以上が総務部関係の要望結果でございますが、

今回の政府政策に関する提案・要望の実現に向

け、引き続き取組を行ってまいります。

以上で報告を終わります。

よろしくご審議を賜りますようお願い申し上

げます。

【飛永防災企画課長】政策等決定過程の透明性

等の確保及び県議会・議員との協議等の拡充に

関する決議に基づき、本委員会に提出しており

ます危機管理部関係の本年2月から5月までの実

績に関する資料についてご説明いたします。

資料の2ページをご覧ください。

1,000万円以上の契約案件につきましては、長

崎県消防学校給食業務委託などの4件であり、契

約内容につきましては記載のとおりであります。

また、入札結果一覧表を3ページから4ページに

添付しておりますのでご覧ください。

続きまして、6月に実施いたしました令和8年

度政府施策に関する提案・要望について、危機

管理部関係の要望結果をご説明いたします。

危機管理部関係におきましては、佐世保港に

おけるすみ分けの早期実現等、自衛隊に係る防

衛施設整備等の推進、原子力災害対策、眉山の

地震による崩壊のシミュレーションの実施、雲

仙砂防管理センターの体制の充実による「防災・

減災」機能の継続及び九州大学地震火山観測研

究センターの充実・強化の5項目について要望を

実施いたしました。

要望実績といたしましては、財務省、防衛省、

総務省、内閣府、文部科学省、農林水産省に対

し、知事、議長、危機管理部長等により要望を

行いました。

このうち、佐世保港におけるすみ分けの早期

実現等の中の前畑弾薬庫の移転・返還について

は、岩屋外務大臣から「防衛省を中心に、施設

内容などに関して、今協議を実施していただい

ていると承知している。外務省としても作業を

加速化するよう引き続きしっかり努力していき

たい。」とお話をいただき、金子防衛大臣政務

官からは、「火薬庫の施設配置案について、日

米間で最終的な詰めの調整を行っているところ。

施設配置案を早期に決定できるように、しっか

りと最大限努力していきたい。」とお話をいた

だきました。また、6月12日には、危機管理部長

が九州防衛局に出向き、要望活動を行ったとこ

ろであります。

以上が、危機管理部関係の要望結果でありま

すが、今回の政府政策に関する提案・要望の実

現に向け、引き続き取組を行ってまいります。

以上で報告を終わります。

【鵜瀬委員長】ありがとうございました。

以上で説明が終わりました。

次に、陳情審査を行います。

事前に配付いたしております陳情書の一覧表

のとおり、陳情書の送付を受けておりますので

ご覧願います。

審査対象の陳情番号は、18番、19番、21番、

27番となっております。

陳情書について何かご質問ありませんか。

【堤委員】おはようございます。

陳情番号27番、「日米地位協定の抜本的な見
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直しを求める意見書を国に提出することを求め

る陳情書」に関してちょっとお尋ねをします。

たくさん資料がつけられているんですけれど

も、資料を見ると、これまで県議会で3回、平成

7年、平成15年、平成16年と日米地位協定の改定

を求める意見書が採択されています。平成16年

のときは、米軍のヘリコプターが沖縄国際大学

に墜落、炎上した事故を受けての意見書になっ

ているようですけれども、この中の資料の5番に、

米軍関係者の私有車の調査のことがあります。

米軍関係者私有車調査で質問回答用紙という

ことで、本県が回答しているということになっ

てるんですが、ここで、自動車税ですね、自動

車税も、米軍関係者が所有する自動車について、

課税額が、私たちが一般に払う自動車税よりも

大分減額されているというようなことになって

います。見ましたら、例えば、5ナンバー、今年

3万500円支払ったんですけども、これが米軍関

係者7,500円となってて、この資料の5番で一般

税率に換算した額とか差額、大分安くされてい

るので、差額がかなりの額に上っているんです

けれども、この自動車税というのは、大体、県

税になるんでしょうか。それとも、いろんなと

ころに分けて収入となっていくんでしょうか。

まず、そこのところをお尋ねします。

【田島税務課企画監】お尋ねの米軍の自動車税

につきましては、自動車税というのは種別割に

なるんですけども、全て県税の収入になってお

ります。

【堤委員】そうしますと、減額されているとい

うことは、本来、私たちが払う場合よりも、米

軍関係者の車両についてはかなり減額されてい

るということで、そうすると、県税の収入が減

って、その分、かなり減らされているというこ

とになるんですかね。ここは2019年となってま

すけれども、今どういう状況なのでしょうか。

【田島税務課企画監】年間の課税台数ですが、

約2,400台となっております。課税額が約2,500

万円、これを一般の税率に換算した場合は約

8,000万円ということになって、差額は約5,500

万円減となっております。

【堤委員】県税収入が5,500万円減額をされると

いうことは大変大きな問題ではないかと思いま

す。日米地位協定というのは、ほかの国にも米

軍基地があるところ、何ヵ国もありますけれど

も、かなり日本は米軍に配慮したというか、米

軍関係者が優遇されているというか、日本が負

担しているところはかなり多いと思いますし、

これまで本県のいろんなところで地位協定の改

定ということが要望されてきたと思うんですけ

れども、こんなふうに国内法が適用されないで

優遇されているということについてどんなふう

にお考えなのかを、危機管理部長、お尋ねした

いと思いますが。

【今冨危機管理部長】県といたしましては、先

ほど申し上げましたとおり、貴重な財源でござ

います。その自主財源の充実のために、優遇制

度を是正する必要があると考えております。こ

のため、毎年度、米軍基地が所在する主要都道

府県で構成いたします渉外関係主要都道府県知

事連絡協議会におきまして、自動車税、それと、

軽自動車税の優遇制度の是正を関係省庁に要望

しているところでございます。

以上でございます。

【堤委員】県としても、毎年是正を要望されて

いるということです。

本当に、自動車税のことまでは私も知らなく

て、今回、こんなふうになっているんだという

ことで、ずいぶん日本側の負担というのが非常

に大きくなってるし、県税収入として入るとこ



令和７年６月定例会・総務委員会・予算決算委員会（総務分科会）（７月２日）

- 102 -

ろが入ってこないというのは、本当に本県にと

っても非常に不利なことであると思っています。

地位協定改定に向けた、渉外知事会での要望

もずっとされていますけれども、やはり県とし

ても、県として、国に対する要望というか、引

き続きしっかり求めていただきたいと思います。

以上です。

【鵜瀬委員長】ほかに質問はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【鵜瀬委員長】ほかに質問がないようですので、

陳情につきましては承っておくことといたしま

す。

次に、議案外所管事務一般に対する質問を行

います。

まず、「政策等決定過程の透明性等の確保な

どに関する資料」について、ご質問ありません

か。

【川崎委員】「政策等決定過程の透明性に関す

る資料」で、総務部所管の15ページ、第17回長

崎県出資団体点検評価委員会、2月14日に開催さ

れた分についてお尋ねをいたします。

まず、長崎県が出資をしている団体は幾つあ

り、全て株式会社なのかお尋ねをいたします。

【小林総務文書課長】令和6年4月1日時点におき

まして、県が出資している団体は103ございます。

内訳は、株式会社が23、公益財団・社団が36、

一般社団・財団が29です。特別法に基づく法人

が15の合計103となっております。

【川崎委員】そうしますと、それぞれ受け手側

は資本という位置づけでよろしいでしょうか。

確認です。

【小林総務文書課長】どの団体につきましても、

資本金なり基本金なりという形で受けていただ

いております。

【川崎委員】そうしますと、総額はお幾らにな

りますか。

【小林総務文書課長】今、金額として総額を出

しているものがございませんので、後ほど回答

させてください。

【川崎委員】後ほど、先ほどの出資団体の形態

別に件数はお聞きしましたので、額をお知らせ

いただきたいと思います。

この評価委員会のいわゆる指摘についてお尋

ねをいたしますけれども、この中期経営計画の

策定状況ということでありますが、経営が厳し

く今後の見通しが立たないから、中期経営計画

をつくらないということはないのではないか、

経営計画のない経営や企業団体はないと考える、

至極当然でありまして、県としても、財源を補

塡する根拠として、団体の経営計画がないと団

体の出資が難しいのではないかという指摘です

ね。まさに、経営計画がない、そういう団体に

出資をしていたということ自体が驚きでありま

すが、中期経営計画を策定していない団体、具

体的に述べられないとは思いますので、その数

はいかがでしょうか。

【小林総務文書課長】先ほど申し上げました103

のうち、県の出資比率が高いとか、また、低く

ても県に事務所があるといったところで、県が

経営に口出しをできるといいますか、そういう

団体が全部で44ございまして、その44団体につ

きましては、経営評価診断の対象としていろん

な報告をいただいたり、指導をしている団体と

なります。

その44のうち、中期経営計画が今現在ないの

が24ございます。24のうち、今、鋭意作成中と

いうところもございますし、点検評価委員会と

しても、団体の性格からして、中期経営計画が

なくてもいいだろうという団体もございます。

例えば、県民ボランティア振興基金は、災害
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があったときに助成をするような事業をやって

おりますので、そこについて中期経営計画を立

てるのは難しいだろうということで、その団体

の事業内容によって、つくらないのもやむを得

ないとしてるところも幾つかはございます。

以上です。

【川崎委員】よく今の説明で理解いたしますが、

中期計画をつくるべき団体というところがつく

れてないということも事実としてあるんでしょ

う。それはもう、もう何年も前からご指摘をし

てるのにつくっていないというような状況なの

か、今、鋭意策定を求めているということであ

りますけれども、それは、やはりきちんと言っ

て提出をさせるということも当たり前の話なん

ですが、いま一度、そういった姿勢で臨んでほ

しいと思いますが、見解を伺います。

【小林総務文書課長】今申し上げましたように、

つくる必要性がないと整理された団体を除きま

して、それ以外の団体につきましては、毎年、

団体と所管課と三者で話合いを重ねておりまし

て、どういった内容にすべきなのか、また、つ

くらないという主張をされる団体とも会話を重

ねておりまして、今から頑張りますというふう

に方向を大分転換していただいている最中では

ございます。

鋭意努力して作成を求めていきたいと考えて

おります。

【川崎委員】何かちょっと甘いような気がして

ますね。中期経営計画ですから、大体5年、ある

いは10年、10年まであるのか分かりませんが、

5年先まで検討していくというのは普通の会社

で当たり前の話で、取り組みづらいというとこ

ろの先ほどの部分は分かりますけど、それは、

もう、つくりなさい、嫌ですよとか、そんなや

り取りの次元じゃないと思いますんで、しっか

りと指導していただきたいなと思っております。

また、次、団体の在り方というところで、時

代が変わっている認識が薄い団体が多いように

思うと、そのような中で、従来の手法のままで

よいのか、時代に適応しているのか、各団体の

目的を再確認した上、事業の在り方や手法につ

いて検討してもらいたい、団体の目的は何か、

どのような問題があるのか、そのためにどう活

動すべきかを考え、計画を策定し実行、評価、

そして改善していくプロセスが重要ではないか、

かなり厳しい評価だというふうに思っておりま

して、要は、なかなか経営計画をつくらないと

いう、つくれないという、応じないという、そ

ういった団体、そもそもは、そういったところ

に出資をしていく意味というのがあるのかどう

なのか、この評価について今後どう対応してい

くのかお尋ねいたします。

【小林総務文書課長】点検評価委員会のご指摘

も、川崎委員のご指摘も誠にそのとおりだと思

っておりますので、先ほどの中期経営計画をつ

くれという話ですとか、点検評価委員会に出す

ためだけではないですけども、経営評価・診断

表を毎年作成するように求めておりまして、そ

の中で、まず団体の存在意義から問うこともご

ざいますので、そういった議論を積み重ねて指

導をしていきたいと思っております。

【中尾総務部長】この委員会でのご指摘ももっ

ともでございますし、また、川崎委員からのご

指摘もごもっともでございます。県が出資して

いる以上は県の公費が使われているということ

でございますので、団体によっては計画をつく

るになじまない団体というのは、先ほど、総務

文書課長からもご説明したとおりですけれども、

一般的に組織を運営していくという観点からは、

何らか自立していくといいますか、運営してい
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くという視点が最も重要でございますので、つ

くるべきであるにもかかわらず、何か抵抗して

いる団体については、私どもとしても、出資者

としてきちんと指導してまいりたいと考えてお

ります。

【鵜瀬委員長】よろしいですか。

【川崎委員】はい。

【鵜瀬委員長】ほかに質問ありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【鵜瀬委員長】次に、「政府施策に関する提案・

要望の実施結果について」、ご質問ありません

か。

【田中委員】危機管理部にちょっとお聞きしま

すけれども、一番関心があるのは、私は、佐世

保港におけるすみ分けの早期実現、日米合同委

員会で合意をいただいてから、もう、どうかな、

十四、五年たつのかな、全然形として見えてこ

ない、形として。言葉だけで。私は、現地は、

すぐ近くですから、現地はね。ずっと待ってる

けれども上がってこないので、今年の要望の感

触について、粗々、ちょっとご説明願えますか。

【山口基地対策・国民保護課長】今、委員から

ご指摘いただきましたとおり、佐世保港のすみ

分け、特に前畑弾薬庫の移転・返還につきまし

ては、日米合同委員会での合意から14年が経ち

ますけれどもなかなか進まないという状況にあ

ります。

そうした中で、毎年、これまで県としても国

の方に要望を重ねてまいりました。それで、な

かなか形にならないというのが課題だと思って

おりますので、今年は、具体的に要望の中に施

設配置案を早急に決定し具体的な工程を示して

ほしい、そして、佐世保港すみ分けの早期実現

を図ってほしいという要望にいたしました。

その中で、国の方から、回答として、最大限

努力していきたいというような形のお答えとい

うのを外務省及び防衛省からいただいたところ

であります。

国の方においても、令和6年度、令和7年度で

14億円を超える予算を措置していただいて、現

在、配置案の早期決定に向けて最大限努力をし

ていただいているものと思っております。

ただ、目に見える形でなかなか成果が出てこ

ないというのも事実でありますので、今後も繰

り返し要望していく必要があると思っておりま

す。

【田中委員】あくまでも、我々も要望ですから、

伝えておきたいと思うんですが、工事をやるた

めには、現地、安久ノ浦を見れば分かるけれど

も、工事用道路というのは必要なんですよ。工

事用道路というのは。これを、やはりある程度

先行してやってもらわないと。それをやっても

らうことは、やるんだなという、国もやる気に

なったなという感じに我々も安心するわけです

けども、工事用道路、崎辺の場合の工事用道路

だって、10年たってもまだ完成してない、崎辺

の工事用道路だってね。何か、予定よりずっと

遅れてしまった。そういうことを考えれば、工

事用道路だけでも、防衛省は先行して、やるべ

きだと。それが地元に対する誠意ですよ。地元

に対してね。何もない。日米合同委員会の合意

をもらうまでに、もらうまでに20年ぐらいの月

日がかかってるんですからね。前に、合同委員

会に、久間先生のおかげで、合同委員会が評価

してもらったんだけどもね、合同委員会。だか

ら、流れは、もう40年、50年という流れもある

んだ、この流れがね。あれやらなきゃ佐世保市

の発展はない。港が使えないわけだ。佐世保市

の本当の基本要望の一つですよ。あれが完成し

たあかつきでないと、佐世保市の本当の経済活
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動はできない。それが、50年たっても全然進ま

ないというのは、認識として県も受け止めてほ

しいと思う。

それと、もう一つあるんだけども、これ幸い

金子政務官が今おられるんですよね。地元の代

議士が政務官としてね。内々ちょっと聞いた話

なんだけども、県と市が合同で要望に来ないと、

陳情に来ないと効果は薄いですよと。県と市が。

ばらばらでいつも来てた、それじゃあ全然進み

ませんよという話をちょっと聞かせてもらった。

政府要望はこれで終わったけども、もう一度、

二度、県と市が合同で陳情・要望に行く機会を

ぜひつくってほしいとお願いをしておきたいと

思います。

終わります。

【鵜瀬委員長】ほかに質問はありませんか。

【山本委員】1点だけ。危機管理部の政府施策要

望の中の要望項目の④なんですけども、眉山の

地震による崩壊のシミュレーションの実施とい

うことで、これに対する回答は、林野庁の課長

さんから、地震による国有林の崩壊をシミュレ

ーションするという事務は所掌していないと。

事例もないと。だから、林野庁が実施すること

は難しい。ただ、国が所有するデータの提供は

協力したいというふうなこの文面なんですけれ

ども、ということは、これ、林野庁に事例がな

いということなのか、どっか別のところが所掌

しているのか、これだけだと、何か、行ってき

たけど、うち違いますよと言われて帰ってきた

ような感じがしないでもないんですが、この辺

りご説明いただけますか。

【飛永防災企画課長】政府施策におきまして、

林野庁に対しましては、国有林を所有・管理す

る立場として眉山の崩壊シミュレーションの実

施をお願いしたものでございましたが、林野庁

からは、国有林の山体の崩壊対策という業務を

所管していないとの理由で実施できないという

回答でございました。

しかしながら、溶岩ドームにつきましては、

崩壊のシミュレーションが実施されており、そ

れを基に対策を検討しているところであります

ので、どうしても眉山の崩壊のシミュレーショ

ンにつきましては不可欠であるというふうに考

えております。

今回のこの林野庁の回答につきまして、地元

の島原市さんとも協議をいたしまして、今後の

対応を検討してまいりたいというふうに思って

おります。

【山本委員】ありがとうございました。

今、お話をされましたけれども、結局、230年

ぐらい前の島原大変というのは、まさに眉山が

崩壊をして起こっていることですので、とにか

く、国有林崩壊のシミュレーションの事例が国

にないとは、ちょっとあんまり思えないんです

ね。ですから、しかるべきところを探していた

だいて、検討していただくように、特に今回初

めての要望だったので、要望したけども来年か

らないということにならないように、ぜひよろ

しくお願いしたいと思います。

以上です。

【鵜瀬委員長】ほかに質問はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【鵜瀬委員長】質問がないようですので、次に

議案外所管事務一般について、ご質問ありませ

んか。

【外間委員】消防団の団員数について、現況に

ついて少しお尋ねをしたいことがございます。

今、日本がピークの頃の消防団員数は200万人

近くあったというふうに理解をしておりますけ

れども、ピーク時における全国の消防団の団員



令和７年６月定例会・総務委員会・予算決算委員会（総務分科会）（７月２日）

- 106 -

数、本県の団員数、そして、今現況においての

全国の消防団員数と本県の消防団員数は、どの

ぐらいの数字になっておりますか、お尋ねをい

たします。

【松尾消防保安室長】全国の消防団員数につき

まして、まずご説明いたします。

ちょっとピーク時というのは把握をしてない

んですが、昭和30年につきましては、194万4,000

人の消防団員が全国でいました。令和6年4月1日

現在は、約61．6％減少して、74万6,681人とい

うふうにかなり減少しております。

本県につきましては、昭和30年に3万9,571名

の消防団員数がおりましたが、令和6年4月1日現

在、57．1％減少いたしまして1万7,017人となっ

ております。

【外間委員】聞かせていただいたとおりの激減

の消防団の数値を確認することができました。

先般、西海市でも消防団の大会があって、年々

大会の規模が小さくなっているように感じてお

りまして、このことは、全国の非常時における

災害に対する消防体制の在り方についても、非

常に一人一人の負担も大きくなってきているの

ではということで危惧をしており、この県議会

においても歴代の先輩議員からも、消防団の在

り方ということについて、よくよく委員会や本

会議でもやり取りをし、消防団員数の対応・確

保について様々な検討を必要とするのではない

かというご意見や、やり取りを聞いてまいりま

した。

そこで、今日も大変いい議案の提出があって、

賞じゅつ金ということに対する支給の条例がた

だいま通ったところでありますが、消防団の皆

様方も、身の危険を顧みずに、真っ先に、通報

があった際には、現地に駆け込んで、そして、

大事がないことを願いながらも、負傷をしたり

いたしますが、その際には、このような県職員

に対する賞じゅつ金の支給についてという新し

い法律をも、今後こういった団員の確保、ある

意味、魅力ある団員の確保において、このよう

なものがございましたら、大変団員にも励みに

もなりますし、意識の高揚にもつながっていく

のではないかというふうにも思うのですが、こ

こは答弁は要らないんですけれども、先般、佐

世保市で夜中の3時頃、放送があって、我が分団

の15、16、18分団は出動するようにという、夜

中、市役所近辺にある館内放送が聞こえてまい

りまして、そして、その場所を自分で探し求め

てまいりましたところ、既に救急車、警察、パ

トカー、それから、それぞれの消防本部からも

出動して、分団からも全て現地に駆けつけてお

り、煙を吸った程度で大事に至らなかったとい

う、初動体制のすばらしさを体験をしてまいり

ました。

このような組織体制も、こういう人数確保が、

今後、どういうふうに確保していくべきである

かということを、体験を通して、消防団員、特

に、ある意味ボランティアでありますので、最

も命の危険を顧みない、無償の奉仕の中でも崇

高な、非常に質の高いボランティアであります

ので、この確保についても、なかなか難しいと

ころはあります。

それと、こういった方々を維持していくのに、

各町内会で分担金を徴収して、そして、その消

防団の分担金として、そこに住む住民に即した

金額で、人口、世帯数で掛け合わせて、消防団

の運用に使っていただく仕組みを長年採ってお

りますけれども、これとて、人口がどんどん減

少してきて、当初の町内会で集めた金額のもう

半分ぐらいになって、とても負担金をお渡しす

る財政も、町内会に大変厳しい状況になってき
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ておるということであります。

こういった負担の在り方というものについて、

県は、各市町に対して、所管として、どのよう

に関わって、現況関わっておられるのか、また、

今後、関わり方では、このようなことに対する

何かご意見等、対処策等ございましたら、ご意

見をいただきたいと思います。

【松尾消防保安室長】消防団員の減少につきま

しては、毎年毎年減少しておりまして、かなり

県の方も市の方も、市町の方も国の方もいろん

な施策を打ちながら取り組んでいるところでご

ざいます。

まず、分担金の話がありましたので、令和3年

4月に、消防庁におきまして、消防団員の報酬の

基準というのを初めて策定いたしました。報酬

を、年額報酬と出動報酬の2種類に分けまして、

団員の階級の者につきましては、年額3万6,000

円を標準、あと、出動報酬につきましては、1日

当たり8,000円を標準として、出動に伴い実費が

生じること、交通費とかですね、それについて

は、実費弁償をするようにというふうな基準が

示されております。

また、報酬、費用弁償については団員個人に

直接支給をしてくださいというようなことにな

っております。

さらに、分団の運営に必要な経費、装備や被

服に係る経費だとか維持管理費、入団促進の広

報に係る経費などについては、適切にそれぞれ

の市町から予算措置をしてくれというようなこ

とがありまして、国においても、地方財政措置

の見直しを令和5年4月に実施しております。

消防団の分団の一部については、自治会、あ

るいは、消防団の後援会から補助金、負担金な

どを受けているという、そういう拠出があると

聞いておりますが、その部分につきましては任

意ということになっております。

消防団の運営に必要な公費で負担できる部分

については、市町の方で、先ほど申しました維

持管理費などの経費については措置することに

なっておりますので、その分担金のところをと

いうのは、なかなかちょっと難しいのかなと思

ってます。

県内の消防団分団の中には、報酬ですね、個

人に支給された報酬を支払った後、懇親会の会

費など別途徴収して、分団の公費で賄えない部

分を工面しているという、いろんな工夫をしな

がらやっているところも聞いておりますので、

そういう工夫も紹介しながら、分団運営に当た

っていただければと思います。

いずれにいたしましても、県におきましては、

報酬の在り方については、適正にやっていただ

きたいという指導をしながら、そういう活動が

難しいところは、いろんな意見を聞きながら、

できることがあれば、県としても取り組んでい

きたいと思いますので、よろしくお願いいたし

ます。

【外間委員】ありがとうございました。

魅力ある消防団の在り方について、県として

関わり方は、今、お話、限界があるということ

で、任意と、そして、分担金の問題を適切に処

置してくれ等の適切なる指導等については、一

定理解をいたしましたが、現況、明らかに人が

いなくなって、それぞれの分野で足らない、ま

して、このような消防という命を預かるボラン

ティア活動に勇気と使命感で地域のそういうグ

ループがいるということについて、どうぞひと

つ、寛大な対応を、今後、市町を通してお取り

組みいただいて、消防団の魅力ある活動を守っ

ていただきたいと思います。

昔は、消防団だったら、映画館がただとか、
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料飲店や指定店が半額とか、いろいろ特典がた

くさんあって、そういうことでもして魅力ある

消防団を取り組むという、具体的なそういうも

のもございましたものですから、こういう、少

なくなったときこそ、何としてでも確保すると

いうこと、そして、佐世保市は第一中隊から第

四中隊までの60分団で構成されており、この間、

分団が少なくなってきて、若い分団が、例えば

11と12が合併をしたら、若い11の番号を生かし

て11分団ということで、ずっと合併をしながら、

何とか定員を確保しながら、その消防団活動に

入っております。

今度は私ごとですが、自分のところの16分団

も18分団と合併をして、16分団ということで再

出発をする予定が来年、再来年になっておりま

す。このように消防団の組織も人口減少ととも

にだんだん小さくなっていっているけれども、

火災や非常時というのはそうそう減るものでは

ありませんので、この辺の備えをしっかりと県

として、危機管理の所管として、各市町と連携

をして取り組んでいただきたいということを要

望しておきたいと思います。

以上です。

【鵜瀬委員長】ほかに質問はありませんか。

【中村(俊)委員】私からは、県の広報について

1点確認をさせていただきます。

行財政運営プランの実績について、全世帯広

報誌のアンケートにおいては、分かりやすいと

答えた人の割合が97．5％とのことで、目標達成

されておられます。県民の皆さんに分かりやす

い広報の取組が実を結んだものというふうに考

えておりますので、この点については、引き続

き努力をしていただければと思います。

そして、本年は、ながさきピース文化祭2025、

そして、ツール・ド・九州など大きなイベント

が開催されることに加えて、被爆80年などの節

目の年でもあって、全国的にも長崎が注目をさ

れるものというふうに思います。

また、現総合計画の最終年度の総仕上げの年

でもあって、これまでの取組によって得られた

様々な成果を踏まえて、現在検討を進めている

次期総合計画では、その将来像を明確に示すこ

とができるよう県民の皆様にしっかりとお伝え

をしていく必要があるというふうに考えており

ます。

既に、広報誌などの県の広報媒体でも十分に

伝えているとは思いますけれども、県内、様々

な年齢層など、ターゲットに対して、さらに幅

広く伝える、リーチしていくためには、新聞や

テレビなどのマスメディアも積極的に活用をし

て広報していく必要があるというふうに考えま

すが、この点についてお考えをお聞かせくださ

い。

【松浦広報課長】中村(俊)委員におかれまして

は、冒頭、県の広報活動にエールを送っていた

だき大変ありがたく受け止めております。

委員ご指摘のとおり、大型イベントや最終年

度を迎える総合計画の成果等につきまして、県

民の皆様へ丁寧にお伝えをし、ご理解をいただ

く必要があるものと考えているところでござい

ます。

このため、広報課が所管する媒体に加えまし

て、担当部局と連携をしながら、例えば、新聞

紙面の活用等ができないか検討しているところ

でございます。引き続き、様々な機会を捉えな

がら、県の取組等につきまして、効果的な情報

発信に努めてまいりたいと考えております。

以上でございます。

【鵜瀬委員長】よろしいですか。

ほかに。
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【堤委員】危機管理部にお尋ねします。

4月に県内の小学校に、「まるわかり！日本の

防衛～はじめての防衛白書2024」という冊子が

配布されています。

これに関して、3月に九州防衛局と県の危機管

理部の担当者が県教委に出向いたと聞いていま

す。どのような経緯があったのか、まずお尋ね

します。

【山口基地対策・国民保護課長】「まるわかり！

日本の防衛～はじめての防衛白書2024」につき

ましてのご質問でありました。これにつきまし

ては、九州防衛局の方から、基地対策・国民保

護課に、学校に冊子を配りたいので、教育庁の

方に説明に行きたいという依頼を受けまして、

危機管理部も同席した上で、教育庁に対して九

州防衛局から説明がなされたというような経緯

でございます。

【堤委員】九州防衛局の方から冊子を配りたい、

教育庁に行きたいのでという依頼があって同席

したということですね。

どなたが行かれたんですか。

【山口基地対策・国民保護課長】危機管理部か

らの同席は、基地対策・国民保護課長が同席を

いたしました。

【堤委員】はじめての防衛白書ですけれども、

防衛省が学校に配布したというのは、配布の意

図はどこにあるんでしょうか。

【山口基地対策・国民保護課長】防衛省に見解

を確認しております。「まるわかり！日本の防

衛～はじめての防衛白書2024」について、冊子

を配布した目的としては、我が国の将来を担う

小中高生の皆さんに、安全保障環境であります

とか自衛隊の活動につきまして、理解を深める

きっかけとなるよう作成をしたと。

これまで、防衛省のホームページの方で、若

い世代を対象としたキッズサイトというのを掲

載していたけれども、小学生の皆様に手に取っ

て読んでいただけるよう、冊子として配布をす

ることとしたという考え方を確認しております。

【堤委員】はじめての防衛白書ですけれども、

この冊子は、防衛省のネットの方でも見ること

できますし、それから、アマゾンでも販売され

ています。だから、私たちが目にすることもで

きるんですが、これを小学校に10冊ずつ配られ

ているようなんですね。中身を見ますと、例え

ば、Ｑ＆Ａで、ウクライナはどうしてロシアに

攻め込まれたのと。これに対して、答えが、ウ

クライナは国を守るために十分な力を持ってお

らず、攻め込んでも大丈夫とロシアから思われ

たからとか、こういう記載があります。その冊

子の内容が、抑止力の強化とか防衛力が足りな

かったことが侵略を招いたといった、そういう

軍事的な観点からの論調を子ども向けに展開を

されている。戦力を持たないという憲法9条の趣

旨と、これは明らかに反する内容ではないかと

思っています。

それから、中で、中国、ロシア、北朝鮮を仮

想敵国とみなし、日本の脅威となっていると思

わせるような記述があります。戦争が起きない

ようにするために、反撃能力を正当化して、日

米同盟の協力体制が重要と位置づけ、防衛予算

拡大の必要性を説いている、そういう内容です。

ところが、学校には、中国、ロシア、北朝鮮

といった、そういう国にルーツのある児童生徒

もいるわけで、全く配慮に欠けていると思いま

すし、このような説明の仕方というのは非常に

問題があると思います。特定の政治的な敵、軍

事的立場に立った教材を、しかも、防衛省が文

科省のルートを通さず直接配布していることも

問題だと思いますし、政治の不当介入というべ
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き大きな問題だと思っています。

社会に様々な考えがある中で、例えば、この

総務委員会の委員の中にもいろんな考えがある

と思います。そういう中で、世界情勢もよく分

からない、まだ判断力も十分に育っていない、

そういう小学生にこういうものを使って、先ほ

ど言われましたけれども、安全保障環境とか自

衛隊への理解とか、それを何か露骨に求めてる

ような内容だと思うんです。明らかに、これは、

日本国憲法が掲げるその理念に反する内容だと

思っています。

そういう憲法違反の文書を学校で活用すると

いうことはするべきではないと思います。日本

は、憲法に基づいて、どこの国とも会話による

友好関係をつくる、それが外交の基本ですし、

そこに軍事で対応しようとする、今、防衛予算

もどんどん増えてきていますけれども、国の方

針をそのまま教育の現場に持ち込むことは許さ

れないと思います。非常に問題のある冊子で、

それから、学校には、使用後のアンケートも送

られてきていると聞いています。子どもたちに

見せて、どうでしたかとか、どんなところを改

善したらいいですかとか、何かそういうことも

書かれてたり、どういう使い方をしたかとか、

そういうアンケートもあって、これから、今、

県内の学校は市教委が回収をしたところとか、

あるいは、学校の中で、子どもたちの目に触れ

ない、書庫とか何かに保管したりとか、そうい

う扱いをされてるようなんですけれども、今後

も同じような動きが出てくるかもしれないと思

っています。だから、子どもの目に触れないよ

うに、取扱いは慎重にしてほしいと思うんです

けれども、これについて、何か見解はあります

か。

【山口基地対策・国民保護課長】今回の「まる

わかり！日本の防衛～はじめての防衛白2024」

の配布について、各学校への配布の承諾につい

ては、最終的には各市町の判断において行われ

たというようにお聞きをしております。

そうした中で、今、委員がおっしゃったよう

な様々なご意見があるということにつきまして

は、防衛省の方にきちんと伝えたいと思います。

【堤委員】現場から様々な声がある、それから、

教育現場からも大変危機感というか、そういう

声が上がっているんだということをしっかり伝

えていただきたいと思います。よろしくお願い

いたします。

【鵜瀬委員長】暫時休憩します。

― 午前１１時４３分 休憩 ―

― 午前１１時４４分 再開 ―

【鵜瀬委員長】再開します。

午後は1時30分から再開します。

暫時休憩いたします。

― 午前１１時４４分 休憩 ―

― 午後 １時２９分 再開 ―

【鵜瀬委員長】再開します。

引き続き議案外所管事務一般に対する質問を

行います。

【山田委員】南海トラフ地震防災推進地域の指

定について伺いたいと思います。

3月31日に国が公表した南海トラフ地震の被

害では、死者数が最大80人であったものが500人

になるなど、県内の被害想定は大幅に増加をし

ています。死者数などの被害想定は、時間帯で

も大きく変わってくるかと思いますが、本県の

市町ごとの被害状況はどのようになっているの

か伺います。

【飛永防災企画課長】南海トラフ地震におけま
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す死者数の被害想定につきましては、昼間と夜

間などの時間帯や住民の避難意識の高さなどに

より、24の条件に区分して被害想定が公表され

ているところでございます。

死者につきましては、住民の避難意識が高い

ほど少なくなり、時間帯といたしましては、昼

間が夜間に比べて多くなってございます。

これは、本県の地形的な特性から、住宅が比

較的高い地域にあり、昼間は浸水する地域に人

が多く集まっていることが影響しているものと

推測しております。

なお、市町ごとの被害状況についてでござい

ますが、津波高や震度、あるいは、30センチメ

ートル以上の浸水面積につきましては、市町ご

とに数字がございますけれども、死者数や避難

者数等については県警のみでございまして、市

町ごとの公表、資料はございません。

【山田委員】80人から500人になってるというこ

とは、市町別に当然積み上げて500人だというふ

うに思っていますが、公表はしない。市町ごと

の死者数や避難者数とか公表しないという中で、

そういった具体的な指定もない中、想定もない

中に、市町が防災対策を立てることは困難では

ないかなとか、ちょっと危惧するところがあり

ます。

具体的に、どれぐらい被害があるとか、避難

者の活動をやはり把握した上でいろんな計画を

立てていくべきものと思っておりますが、国の

どういった意図で、意図かどうかは分かりませ

んが、市町別は公表しないということでありま

す。

県が今年度から実施をしています地震アセス

メント調査の中で、この内容も含めて反映をさ

せていくべきではないかと思っておりますが、

ご見解を伺います。

【飛永防災企画課長】市町ごとの死者数や避難

者数につきましては、市町において、津波防災

対策を講じる上におきましては必要なデータに

なると考えております。

津波による死者や避難者数の数につきまして

は、浸水の深さ、面積、そこに住む人口が関係

しますので、今年度から県が実施いたします地

震アセスメント調査において検討して調査に反

映してまいりたいというふうに思ってございま

す。

【山田委員】次に、本県は南海トラフ地震が発

生した際に、即時応援県として、宮崎県を支援

することになっていると思いますが、地震防災

対策推進地域に指定をされた場合、その取扱い

がどうなっていくのかを伺います。

【飛永防災企画課長】大規模な災害が起きた場

合に、大きな被害を受ける県に対して、総務省

が、被害を受けていない県や市町村から応援職

員を派遣する制度をつくっており、南海トラフ

地震につきましては、その特例としてアクショ

ンプランを定め、あらかじめ応援する自治体の

組合せをつくっておこうというものでございま

して、本年4月にスタートしたところでございま

す。

そして、このアクションプランでは、南海ト

ラフ地震防災対策推進地域の指定を受けない県

が被害の大きい重点受援県を応援するという制

度がつくられており、従来、本県は、地域指定

を受けていなかったことから、即時応援県とし

て宮崎県を支援するということになっておりま

した。

しかしながら、今般、推進地域に指定をされ、

被害確認後応援県になるため、即時応援県から

は外れてしまうということになりますので、総

務省に対して、県の状況を説明し対応の見直し
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を求めるとともに、九州地方知事会に対しても

本県の状況を説明した上で、九州地方知事会か

らも見直し案の提示を国に出していただくよう

既に求めているところでございます。

【山田委員】ぜひお願いを。本来で当初の予定

では、地震が発生、南海トラフが発生したら、

速やかに第一陣が旅立つような準備になってた

かと思いますが、本県も、このような指定を受

けた中においては、即に宮崎の応援に入ること

は当然できませんので、ぜひとも、しっかりと

総務省と協議をいただき、体制を整えていただ

きたいと思います。

次に、孤立集落対策で伺いたいと思っており

ます。

まず、能登半島地震でも大きく問題となりま

した孤立集落の問題ですが、県内の孤立、災害

発生時に孤立する可能性のある集落について、

昨年度改めて調査を実施すると聞いておりまし

たが、今、現状としてどのような箇所数になっ

ているのかを教えてください。

【飛永防災企画課長】孤立集落につきましては、

平成25年度の調査時点では378か所であったも

のが、昨年度改めて調査した結果、新たに114か

所を追加いたしまして、合計で492か所となって

おります。

【山田委員】492か所というのは、能登半島地震

で大きな問題となった、能登半島よりも非常に

数が多い状況にあるというふうに思っておりま

す。しっかりと対策をしていかないといけない

というふうに思っているところであります。

孤立集落対策として、私、2月の一般質問で、

ヘリの離着陸場の図面などを作成し、市町や関

係機関と共有・連携しながら、孤立集落ごとに

侵入対策等を検討するとの答弁をいただきまし

たが、全ての市町において確実に実施いただく

必要があると考えております。

そこで、鳥取県では、孤立対策として、孤立

可能性のある地区ごとに避難所や備蓄状況、ヘ

リコプターの発着地点などの情報の対応をまと

めたカルテを作成し、警察や消防など関係機関

で共有をするようにしていると伺っております。

全ての市町で確実に孤立集落対策を取り組んで

いただくためには、本県においても、このよう

なカルテをつくる必要があるのではないかと考

えておりますが、ご見解をお聞かせください。

【飛永防災企画課長】昨年度の調査におきまし

て、孤立可能性のある集落の人口構成や避難所

数など、基礎的なデータにつきましては整理で

きており、関係機関と協議をした上で侵入対策

等の検討を進めていく予定でございます。

鳥取県のように様式を定めまして、孤立可能

性のある集落ごとに整理していくということは

有効だというふうに考えておるところでござい

まして、まずは、市町との協議会の中で検討を

進めてまいりたいと思っております。

【山田委員】ぜひ、お願いをしたいと思ってお

ります。本県が、南海トラフの地震防災対策推

進地域になり、県内で最大で500人の方が亡くな

る可能性がある、先ほど課長が答弁された中で、

時間や季節、時間帯、防災意識の低い高いで24

パターンで、防災意識が高かったら死者数はゼ

ロというふうな数字になっています。やはり、

各自、県民それぞれに防災意識を持っていただ

くことが重要であると思っているところであり

ます。

ぜひ、関係市町が、浸水想定地域のものもい

ただいておりますが、長崎、佐世保、平戸、諫

早、新上五島町、小値賀、五島、西海、雲仙、

南島原、10市町にわたり被害が出る可能性があ

る中でありますので、ぜひとも、危機管理部に
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おかれましては、県民の命が誰一人失われるよ

うなことがないように、恐らく近年来るであろ

うと言われている南海トラフの関係に備えてい

ただきたいということをお願いを申し上げ終わ

ります。

【鵜瀬委員長】ほかに質問はありませんか。

【川崎委員】危機管理部にお尋ねをいたします。

今年の1月28日に、埼玉県八潮市において、道

路が陥没をして、走行していたトラックが転落

する事故が発生をしました。車両を引き上げて

救助を試みるも、ワイヤロープが切れて再度転

落、以降、下水道管まで引き込まれ、ドライバ

ーが亡くなって発見されるという痛ましい事故

になってしまいました。あのときワイヤロープ

が切れてさえなければと誰しもが感じたと思い

ます。

県下であのような災害が起きにくいとの見解

を伺ったところでありますが、万が一に備えま

して、バスやトラックなどの大型車両が道路陥

没で転落したことを想定した救助訓練を実施を

して、課題を明確にしながら、救命救助のクオ

リティを高めていただくようにお願いしたいと

ころでございます。

救助を担うのは消防関係者と承知をいたして

おりますけれども、大型車両を引き上げたりす

る資機材の保有並びに技術の習得が十分とは言

えないと感じております。

仮に、消防の資機材では賄えない場合、民間

に協力を求め、官民一体となって対処すること

も賢明と考えますが、県の見解をお伺いをいた

します。

【飛永防災企画課長】埼玉県八潮市において発

生しました大規模な道路陥没事案については承

知しておるところでございます。

そうした大規模な道路陥没を想定した訓練を

実施するに当たりましては、相当の費用がやは

りかかってくるというふうに考えられます。

県の総合防災訓練において、どのような訓練

を優先的に行うのかにつきましては、消防など

関係機関と意見交換を行い検討してまいりたい

と思っております。

【川崎委員】検討していただくということであ

りがとうございます。

去る6月8日に宮崎県延岡において、本当に大

きな穴を掘って、まさに八潮市の事故、これを

想定したものというふうに思いますけれども、

非常に報道関係の方も多くて、関心が高かった

訓練と伺っております。

ぜひ、先ほどもおっしゃった総合防災訓練、

こういったところからしっかりと知見を積んで、

経験を積んで、どうすればああいう不測の事態、

まさかと思うんですけど、ああいうことが発生

するので、しっかりと検討していただきたいな

というふうに思います。よろしくお願いいたし

ます。

次に、災害救助犬についてお尋ねをいたしま

す。

災害、地震等で家屋が倒壊した現場で、例え

ば、中に被害者がいらっしゃったときに、捜索

をするため災害救助犬が活躍をしてくれており

ますけれども、まず、この災害救助犬が本県に

存在するのかお尋ねをいたします。

【飛永防災企画課長】災害救助犬につきまして

は、過去には県内の事業者、ＮＰＯ法人さんが

いらっしゃいまして、そちらと協定を締結して

いたということがございましたが、現時点にお

きましては、その事業者さんは亡くなっている

ということでございまして、現在は熊本県に所

在する救助犬を養成する団体でございますＮＰ

Ｏ法人九州災害救助犬協会と平成25年に災害協
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定を締結いたしてございます。

その団体におきましては、会員さんがいらっ

しゃいまして、そのうち1名は県内で救助犬2頭

を飼育しておられるということでございまして、

九州全体ではトレーナーが8名、救助犬が14頭飼

育されているということで聞いております。

この災害救助犬につきましては、本県の総合

防災訓練におきましても、過去参加していただ

いておりますので、今後も機会を見て、参加し

ていただくようにしたいというふうに考えてご

ざいます。

【川崎委員】本県にも1名おられて、2頭が存在

する、協定は、その九州の団体との協定ですの

で、いざというときには駆けつけていただける

と、そのような準備を整えておられるというこ

とについては承知をいたしました。

災害救助犬ですけど、いろいろ資料も拝見を

しておりますと、当然訓練を受けてるというこ

とではあるんでしょうが、もともとの臭いがな

くても、原臭がなくても、ストレスで発生する

汗の臭いなど、生きている人の生体臭から探し

出す能力、そういったものが備わっているとい

うことで、非常にすばらしい救助犬であります

が、一方、大型犬であるために、例えば、災害

現場に行こうと思っても、飛行機にはその2頭ま

でしか乗せれないとか、あるいは、基本的にボ

ランティアみたいですね、ボランティアなので、

その方々たちが現場に向かうにも、当然、飛行

機で行くわけですから車はないわけですから、

レンタカーの調達、移動、全部自力でなさって

いるというような状況でございます。

当然収入がないわけで、その収入につきまし

ても、メインの収入源は一般家庭犬のしつけ、

トレーニング、そういったところとか、あと、

認知症の方の捜索、野生動物の鳥獣対策、害虫

探知犬等々ですね、本当にそんな形で維持をさ

れているということが実態のようであります。

しかし、いざというときには、こういった皆

様方のお力については、本当にありがたい存在

でありますので、ぜひ光を当てていただいて、

意見交換をされていきながら、何かお困り事と

いいますか、災害がないにこしたことはないで

すけど、そのためにずっと準備をされていると

いうことであればコストもかかってくるという

ふうに思いますので、ぜひ、しっかりと意見交

換をしていただいた上、また次の議会でも、ど

ういった状況なのかお聞かせをいただければな

というふうに思います。これはちょっと要望に

とどめたいと思います。

次に、総務部にお尋ねをいたします。

文書の管理でありますが、令和6年11月議会に

おきまして、公文書の管理の厳正化とルールに

ついて、議会で議論ができるよう公文書管理条

例の制定を求めたところであります。

そのときに、県の方からは、公文書は県民の

知的財産であり、その管理の在り方を議論する

という視点は重要であると認識している、した

がいまして、まずは条例を制定している他県の

事例調査などを行い、本県の公文書管理はどの

ような在り方が適切なのか調査研究を進める、

このようなご答弁をいただいたところでござい

ます。

調査研究についての進捗についてお伺いをい

たします。

【小林総務文書課長】お尋ねいただきました公

文書管理条例につきまして、現在は条例を制定

済みの19の都県がございますので、そちらの内

容について調査を進めているところでございま

す。例えば、条例制定に至りました経過や経緯、

条例の対象とする実施機関や条例を制定する目
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的などを調べさせていただいておりますが、各

県、自治体ごとに考え方がいろいろございます。

それらを、どうしてそういう考え方になったの

かとかいうヒアリングをさせていただきながら、

課題整理を鋭意行っている段階でございます。

引き続き、県民の知的財産である公文書管理の

在り方について調査研究を進めていきたいと思

って取り組んでおります。

【川崎委員】ぜひ進めていただきたいと思いま

す。国も、条例制定は積極的にやってほしいと

いうお考えであるということも承知をいたして

おります。何より、知的財産、我々議会の中で

議論ができない、ルールがあるから、もうそれ

でいいですよというところが今の実態だと思い

ますが、そういったことを我々で議論をしっか

りとして、財産、ある意味、保存もそうですけ

ども、活用というところもしっかりとやってい

ただきたいと思いますので、ぜひよろしくお願

いをいたします。

以上です。

【鵜瀬委員長】ほかに質問ありますか。

【山本委員】1つだけ。基金の運用状況等につい

てお伺いをしたいと思います。これについては、

坂口議員の方が一般質問でされているので、ち

ょっとおさらいみたいな形になるんですけれど

も、そのときの答弁、控えているのは、令和6年

度末の基金の残高が1,390億円。このうち、債券

運用が880億円で、運用収益が7．2億円と。財政

調整基金の98億円については、全額預金で運用

されているというふうなご説明だったかと思い

ますけど、まず、運用収益の7億2,000万円とい

うのは、これ全部利息収入ということでよろし

いでしょうか。

【髙橋財政課長】お見込みのとおりでございま

して、元本が保証される債券で運用してますけ

れども、それの利息収入ということでございま

す。

【山本委員】坂口議員の質問の中で、含み損の

話がありました。基本的には満期保有を前提と

しているから、一時的な含み損というのは顕在

化をしないんだろうと思うんですけれども、ち

なみにという形で申し訳ないんですが、含み損

がどれくらいあって、それに対応する、当然い

ろんな債券を運用されてるから時価が分からな

いというのもあると思うんですけども、含み損

が分かるもの、それのいわゆる額面金額を教え

ていただけますか。

【中尾総務部長】先ほど財政課長からもご答弁

申し上げましたとおり、また、一般質問でも坂

口議員にご説明したとおり、満期を保有してい

ることを前提に、また、元本が保証される信用

度の高い債券、国債ですとか地方債といったも

ので運用してございますので、その観点からい

くと、損失はないということを我々としては認

識しているところ、前提としているところでご

ざいます。

ただ、一方で、いわゆる民間的な視点といい

ますか、債券というものは市場で取引をされる

ことになったときに、取得した価格と現時点で

の価格、時価との差額を含み損ないし含み益と

捉えるのであれば、その数字は算出できるとこ

ろでございますので、我が県で持っております

債券というのが、国債ですとか地方債ですとか

いう中でも市場流動性がある、市場で取引がさ

れるのは、どうしても国債が基本になってまい

りますので、仮に国債について取得した時点と

現時点での価格の差を見ますと、現時点で我が

県で保有している国債の中で、その差額という

のが22億円程度になっているところでございま

す。
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【山本委員】ありがとうございました。

満期保有を前提としていますからということ

は前提なんですけれども、ちょっとどこの県か

忘れましたけども、他県で災害が発生して、超

長期債を売らざるを得なくなったと。それは、

当然含み損があったから、そこで損失が出てし

まったというふうなケースがあったと記憶をし

ているんですけれども、こういうふうなことに

ならないように、流動性の確保というのは、ど

ういう形で採っておられるのかお伺いします。

【中尾総務部長】非常に金利が低い状況が続い

ていた中で、本県もできるだけ債券での利益を

確保するという観点からしたときに、一定、長

期の債券で運用しているという実態はございま

す。

ただ、今、委員のご指摘がございましたとお

り、突発的に資金需要が発生するというような

必要もございまして、その点では、そういうも

のに対応できる財政調整基金といったものにつ

いては、一定、すぐ取り崩せるといいますか、

確保できるように100億円弱は預金運用で対応

しているというようなところでございます。

【山本委員】ありがとうございました。

最後に、今後の運用方針ですね、今、結局、

金利としては、どちらかというと上がっていく

方になるだろうというふうに思うんですけれど

も、そういった中で、先ほど1,390億円の基金の

うち880億円の債券で運用されているというこ

とで、それ500億円ぐらいですかね、それ以外の

ものということになるんですけれども、これに

ついて、今後また債券を運用される予定がある

のか、また、ちょっと定期預金については何か

所管が違うということでお聞きをしたんですけ

ど、定期預金の方も今上がってきているという

ことで、銀行の方も預金を獲得したいというこ

とで、定期預金、入札したときに以前よりも条

件をよくなってるだろうなと思うんですけれど

も、預金も含めてというんですかね、今後の運

用方針を教えていただけますか。

【中尾総務部長】先ほど申し上げましたとおり、

現在、長期で運用しているものというのも相当

ございますが、いずれ、これはまた満期を迎え

て返還されてくるというところでございます。

我々としましても、資金需要に的確に対応でき

るように、運用の仕方も様々、短期、中期含め

て運用していきたいと考えているところでござ

います。債券運用ということは、近年金利が上

昇しているということもございまして、極めて

短期の国債ですとか、そういったものも出てき

ているところでございますので、そうした資金

運用という仕方も考えたいと思いますし、また、

所管部局は異なりますけれども、定額の運用の

基金ですとか、そういった様々な、県で保有し

ているお金といったものをできるだけ有効に活

用できるような形を、出納局、関係部局とも連

携しながら取り組んでまいりたいと考えており

ます。

一方で、やはり急激な資金需要が発生する、

あんまりあってほしくはないですけども、災害

といったのも当然ございますので、そうしたと

ころはきちんと確保しつつバランスを取ってま

いりたいと考えてございます。

【山本委員】今おっしゃったような形で、それ

から、先ほどの定期預金の話、以前は定期預金

がほとんど金利がなかったというような状況の

中で、どうやって債券を買っていくのかという

話になってきて、今、定期預金の金利も上がっ

てきているから、そことのバランス、流動性も

含めたそことのバランスもあるし、ちょっと言

い方違うかもしれへんけど、22億円、今、含み
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損があるということは、もっといいタイミング

で買えたんじゃないのとかいうふうな考え方も

できんことはないと思いますので、タイミング

を見計らって、少しでも、これだけ大きな金額

ですから、先ほどの7億2,000万円、単純に880億

で1％弱ぐらいの利息収入が得られております

ので、そういった形で効率的な運用をお願いで

きればと思います。

【鵜瀬委員長】ほかに質問ありませんか。

なければ、2巡目行きたいと思いますが。

【外間委員】1点だけお尋ねをいたします。

シェルターについてです。

核兵器や災害から身を守るための安全な場所

として、シェルターを普及させていくべきでは

というところから、今現在、我が国のシェルタ

ーの普及率というのは、世界に比べてどのよう

な位置にあるのか、もし、お分かりになればお

尋ねをいたします。

【山口基地対策・国民保護課長】国民保護に関

連しまして、シェルターについてのご質問でご

ざいます。

現在、国においては、コンクリート造り等の

堅牢な建築物であるとか地下施設である緊急一

時避難施設ですね、これの指定の推進という取

組を進めております。

この緊急一時避難施設については、令和6年4

月1日現在で、県内で1,265か所を指定しており

ます。

世界的に見たときに、比率といいますか、そ

れについてはちょっと分かりかねるところでは

ありますけれども、近年の動きとして、国にお

いては、緊急一時避難施設の指定というものに

加えて、武力攻撃災害というのが広範囲で長期

に及ぶような可能性がある場合に、避難の困難

性がある地域については、一定期間避難可能で

堅牢な避難施設としての特定臨時避難施設とい

うのを整備する動きというのを現在されており

ます。

この特定臨時避難施設については、市町村が

国の財政措置を受けて、公共であるとか公用施

設の地下、平時については駐車場等で利用して、

有事についてはシェルターとして使うというよ

うな、こういう取組を現在進められているとこ

ろであります。

ただ、この特定臨時避難施設の要件を満たす

自治体というのは、現在、沖縄県の先島諸島の

5市町村のみとされております。

【外間委員】ありがとうございました。

その特定臨時避難施設台湾有事も念頭に、近

接する沖縄県の先島諸島、今、課長からご紹介

がありまして、住民を守る対策を強化する必要

があるということで、おっしゃった5市町村が

2020年3月に決定をしたというふうに私も承知、

理解をしておりまして、収容人数が200人、島の

外に避難できなかった方々、そして、避難の誘

導に当たる町の職員など、2週間ほど過ごせるよ

うなトイレ、シャワー、キッチンなどを整備し

ていると。これを2027年度末をめどに完成予定

ということで、それぞれの5つの市町村、それぞ

れが今、政府の予算も加えて、そういう整備を

行っていくということなんですけれども、この

200人の施設の規模、予算や費用等ご存じですか。

【山口基地対策・国民保護課長】先島の5市町村

で現在検討されている避難施設ですけれども、

国の補助率等につきましては、10分の9とか、か

なり高い補助率によって現在、整備・検討が進

められていると認識しておりますけれども、予

算額につきましては、把握をしておりません。

【外間委員】実際の費用というのはどのくらい

かは置いておいて、国が9割出すということでの
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設置というふうに理解をいたしました。いずれ

にしても、本県も国境離島を抱えるシェルター

の設置については、世界で唯一の被爆国、被爆

県として、核に関する危険を、危機感を持って

いる本県として、国民保護の下で、ぜひとも緊

急避難ということで、こういった設置について

は、ぜひ積極的に検討していただきたいという

ことを。特に沖縄のこういう動きも併せ持って、

ウクライナ、ロシアの脅威、あるいは、イラン、

イスラエル、アメリカの攻撃と、こういったこ

とを考えると、隣国にロシア、北朝鮮を国境に

面する本県としては極めて危機感を持って臨む

べきことではないかというふうなことを想定の

上で、こういう施設の設置については、いち早

く国と連携して、情報共有しながら前に進めて

いただきたいということを要望しておきます。

以上です。

【鵜瀬委員長】ほかに質問はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【鵜瀬委員長】 ほかに質問がないようですの

で、次に進みたいと思います。

次に、意見書審査を行います。

自由民主党会派より「地方財政の充実・強化

を求める意見書(案)」提出の提案があっており

ますので、事務局より文案の配布をお願いしま

す。

〔意見書案配付〕

それでは、中村(俊)委員より、意見書提出に

ついての提案趣旨説明等をお願いします。

【中村(俊)委員】「地方財政の充実・強化を求

める意見書(案)」についてご説明をいたします。

お手元にお配りしている意見書をご覧くださ

い。

本意見書は、県が国に対して政府政策要望を

行っていることを踏まえ、県政推進のためには

地方財政の充実・強化が大変重要であることか

ら、毎年この時期に提出しているところであり

ます。

令和8年度の政府政策に関する提案・要望書に

おける関係項目や昨年の意見書をベースにしつ

つ、長期化する物価高騰など、社会経済情勢の

変化等を踏まえた構成としております。

内容を簡単に説明いたしますと、1番から3番

の項目は、基本的な事項として、従前どおりの

意見としております。

4番については、東京一極集中による地域間格

差の是正に向けて、税源の偏在性が小さく税収

が安定的な地方税体系の構築を求めるもので、

今回追加した項目でございます。

そして、5番と6番については、地方創生の推

進に必要となる財源措置や地方創生関連予算の

十分な確保などを求めるとともに、特に本県は

離島・半島など条件不利地域を多く有し、人口

減少や高齢化が全国よりも進展している状況で

あることから、地方交付税の算定についても配

慮を求めるものであります。

7番については、全国的な賃上げ基調を踏まえ、

会計年度任用職員を含む地方公務員の給与関係

経費に対して、適切な財政措置を行うことを求

めるものであります。

8番については、地方の基金残高が増加してい

るとの理由だけをもって、地方交付税の削減を

行わないよう、継続して要請を行うものであり

ます。

以上、委員各位のご賛同を賜りますようよろ

しくお願いいたします。

以上です。

【鵜瀬委員長】ありがとうございました。

ただいまの説明がありました「地方財政の充

実・強化を求める意見書(案)」について、ご意
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見等ありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【鵜瀬委員長】質問等もないようですので、意

見書の提出について採決を行います。

しばらく休憩いたします。

― 午後 ２時 ４分 休憩 ―

― 午後 ２時 ４分 再開 ―

【鵜瀬委員長】委員会を再開いたします。

「地方財政の充実・強化を求める意見書(案)」

を提出することにご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【鵜瀬委員長】ご異議なしと認めます。

よって、「地方財政の充実・強化を求める意

見書(案)」については提出することに決定され

ました。

なお、修正等についてはいかがいたしましょ

うか。

〔「正副委員長一任」と呼ぶ者あり〕

【鵜瀬委員長】それでは、正副委員長にご一任

願います。

以上で、委員会の審査が終了いたしましたの

で、秘書・広報戦略部、総務部及び危機管理部

関係の審査結果について整理したいと思います。

しばらく休憩します。

― 午後 ２時 ５分 休憩 ―

― 午後 ２時 ５分 再開 ―

【鵜瀬委員長】委員会を再開いたします。

これをもちまして、秘書・広報戦略部、総務

部及び危機管理部関係の審査を終了いたします。

引き続き、委員間討議を行います。

理事者退出のため、しばらく休憩いたします。

― 午後 ２時 ６分 休憩 ―

― 午後 ２時 ８分 再開 ―

【鵜瀬委員長】 委員会を再開いたします。

閉会中の委員会活動について協議したいと思

いますので、しばらく休憩いたします。

― 午後 ２時 ８分 休憩 ―

― 午後 ２時 ９分 再開 ―

【鵜瀬委員長】委員会を再開いたします。

閉会中の委員会活動について何かご意見はあ

りませんか。

〔「正副委員長一任」と呼ぶ者あり〕

【鵜瀬委員長】それでは、正副委員長にご一任

願いたいと思います。

以上をもちまして、総務委員会及び予算決算

委員会総務分科会を閉会いたします。

大変お疲れさまでした。

― 午後 ２時 ９分 閉会 ―



７月９日

（追加上程議案審査）
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１、開催年月日時刻及び場所

  令和７年７月９日

自  午前１１時 ０分

至  午前１１時３９分

於  委 員 会 室 １

２、出席委員の氏名

鵜瀬 和博 委 員 長

大久保堅太 副 委 員 長

田中 愛国 委 員

外間 雅広 〃

山田 朋子 〃

川崎 祥司 〃

山本 由夫 〃

宅島 寿一 〃

堤  典子 〃

中村 俊介 〃

３、欠席委員の氏名

な  し

４、委員外出席議員の氏名

な  し

５、県側出席者の氏名

大石 賢吾 知 事

中尾 正英 総 務 部 長

猿渡 圭子 総 務 部 次 長

徳永 真一 人 事 課 長

６、付託事件の件名

○総務委員会

（1）議 案

第87号議案
知事及び副知事の給与及び旅費に関する条例

の一部を改正する条例

７、審査の経過次のとおり

― 午前１１時 ０分 開会 ―

【鵜瀬委員長】 皆さん、おはようございます。

ただいまから、総務委員会を開会いたします。

それでは、これより議事に入ります。

本委員会として審査いたします議案は、第87
号議案「知事及び副知事の給与及び旅費に関す

る条例の一部を改正する条例」であります。

また、理事者の出席範囲についてですが、付

託議案に関連する範囲とし、お手元の配席表の

とおり決定したいと存じますので、ご了承をお

願いいたします。

なお、本日、審査する議案は、明日の本会議

において審議することとなっておりますので、

ご協力をお願いいたします。

次に、委員の皆様にお諮りをいたします。

本日の議会運営委員会において、大石知事が

本委員会に出席したいとの申し出があった旨、

議会運営委員長より報告がありましたことから、

本委員会に大石知事が出席することについて、

ご異議ございませんか。

〔「異議なし」と呼ぶ者あり〕

【鵜瀬委員長】それでは、そのように取り計ら

うことといたします。

知事に入室いただくため、休憩いたします。

― 午前１１時 １分 休憩 ―

― 午前１１時 ２分 再開 ―

【鵜瀬委員長】 委員会を再開いたします。
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大石知事にご出席いただきましたので、後ほ

ど委員の方からご質問をお受けすることといた

します。

それでは、総務部関係の審査を行います。

総務部長より、条例議案の説明を求めます。

【中尾総務部長】 おはようございます。

総務部関係の議案について、ご説明いたしま

す。

総務委員会関係議案説明資料をお開きくださ

い。

本日、ご審議をお願いいたしておりますのは、

第87号議案「知事及び副知事の給与及び旅費に
関する条例の一部を改正する条例」であります。

この条例は、知事の政治資金などに係る一連

の問題に関して、県政の混乱を招いたことに対

し、自らの道義的責任を明確にするため、知事

の給料を減額するための所要の改正をしようと

するものであり、県議会における様々な意見を

踏まえ、内容を変更の上、再提案させていただ

くものであります。

なお、改正の内容は、令和7年8月1日から10
月31日までの3か月間、給料の50％を減額する
ものであります。

説明は以上でございます。よろしくご審議賜

りますよう、お願いいたします。

【鵜瀬委員長】 ありがとうございました。

以上で説明が終わりましたので、これより条

例議案に対する質疑を行うことといたします。

質疑はありませんか。

【外間委員】知事、どうもお疲れでございます。

知事からご提案がございましたこの政治資金

等に係る一連の問題につきまして、県政に対す

る混乱と県民に対する不安を与えたことに対す

る道義的な責任として、自民党からも行ってお

りました3つの申入れに対する1つ目のご提案

ということで理解をしておりますが、内容につ

いては、処分を自らに科すということで、今回、

給料の50％カット、そして期間を3か月間とい
うことのご提案がございました。

まず、この提案の期間3か月、給料50％減額
ということについての数字の根拠についてご説

明をいただきたいと思います。

【大石知事】 まず初めに、今回、再提出をさせ

ていただきました議案につきまして、追加でご

審議をいただくことになりました。そのことに

つきまして、まずもってお詫びを申し上げたい

と思いますし、審議いただいているお時間につ

きまして感謝を申し上げたいと思います。

今、外間委員からご質問がございました3か
月50％ということの考え方についてでござい
ますけれども、先般、6月30日に総務委員会で
様々なご意見をいただきました。この処分の内

容については、やはり県民の代表でございます

県議会の皆様方にもしっかりとご理解、ご承認

をいただくことが必要ということで、その場で

いただいたご意見を踏まえて、より理解を得ら

れる、そういった形で提案するということが必

要だというふうに考えた次第でございます。

特に、先の総務委員会の審議の中でございま

したのが、100％という度合いですね、減額の
度合いというところ。そしてもう一つは、1か
月という期間について大きなご意見もあったと、

こういうふうに理解をしております。

こうした意見がありましたけれども、私なり

に熟慮を重ねて1か月100％ということで提案
をさせていただきましたけれども、皆様方から

いただいた様々なご意見、異なったご意見とい

ったところもしっかりと踏まえさせていただき

まして、今回、処分の内容を再考させていただ

きました。
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私自身の責任の重さ、また、そこをよりわか

りやすい形ということで、これはもういろんな

考え方があるのは事実だと思いますけれども、

先ほど言った100％という度合い、そして、1か
月ということを踏まえて、今回、3か月という
期間にわたって50％ということで提案させて
いただいた次第でございます。

ただ、先の委員会でもご意見があったように、

この減給をする期間が必ずしも反省をする期間

ということではないと思っております。

ですので、私自身、減給の処分という内容に

つきましては、3か月50％ということで提案を
させていただいておりますけれども、しっかり

その期間とは関係なく、今回のことについては

反省の意をしっかりと持ち続けながら、二度と

このようなことがないようにしっかりと県政の

発展に努めていきたいと、そう思っております。

【外間委員】わかりました。知事の責任の取り

方ということで、期間を3か月、それから給料
を50％減額と。この期間については、長いか、
短いのか、適切なのか。金額についても、多い

のか、少ないのか、適切なのか。この金額につ

いて前回の意見を踏まえて、今回、熟慮して再

提出いただきました。その数字については、私

は、了としたいと存じます。

まずは、この質問で終わります。

【鵜瀬委員長】 ほかに。

【山田委員】 まず、今回、開会日に議案として

提出された知事の自らの、今回の一連のことで

県民に心配をかけたことに対する道義的責任と

いうことで、第69号議案が提出をされました。
そして、6月30日に総務委員会において出され
た様々な委員の意見を反映し、取り下げを行い、

今回、再提出ということとなりました。

私は、全くもって、まず、この議案たるもの

を、また、議会を軽視をしているとしか言いよ

うがありません。1回目の時も熟慮をしたと今
言われましたけれども、議案とは、議会の議決

を求めるために知事が議会に提出する重要案件

であると私と理解をしているところであります。

今回まさに、この1年続いた知事の政治資金
等に関わることで県民の多くは、県政に対して、

知事に対して、不安視をされている中、このよ

うな議案の撤回をされたことによって、さらに

大石知事は大丈夫だろうかと、ぶれ感が半端な

いなみたいな、そういう取られ方。まさに、今

回のこの議案の取り下げというのは、さらに県

民の不安をあおる形になったものではないかと

非常に危惧しているところであります。そのこ

とをまず申し上げた上で質問をしていきたいと

思っております。

本日、知事は、第87号議案を提出されました。
そして、「総務委員会での様々な意見を踏まえ」

という表現がされております。自らの処分の内

容については、「県議会における様々な意見を

踏まえ、熟慮した結果、8月からの3か月間、給
料の50％を減額するため、所要の改正をしよう
とするものであります」とありますが、私ども

改革21は、そもそも論として、減額ではなく県
民が求めているのは、事実に基づく説明責任を

果たすことであるという主張をさせていただき

ましたが、そのことは反映をされていないよう

でありますが、そのことについての、まず知事

の見解を求めたいと思います。

【大石知事】委員ご指摘いただいた、議案を重

く受け止めるべきだというご意見については、

そのとおりだと私も思います。1回、再検討さ
せていただくために今回撤回に至っております

けれども、それに対して私自身は先ほどご質問

の中にもあったように、しっかり熟慮を重ねて、
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私の知事としての、身の処し方ということで、

1か月100％といったことがわかりやすい形で
はないかと、そういう思いで提案をさせていた

だきました。

ですので、そこは何ら軽く思っていたとか、

そういったことは全くございませんけれども、

ただ、先ほど外間委員にも申し上げたとおり、

よりわかりやすい形で、理解を得られる形でと

いうことが重要になってくるというふうに考え

ています。

6月30日の時に、やはり県民の代表であられ
る皆様方から1か月100％という形で理解、同意
を得るということは、非常に難しいというふう

に感じております。

ですので、それを踏まえて、今回、先ほど説

明したとおり、内容を変更して再提案に至った

次第でございます。

そういった経緯がございますけれども、その

撤回に至ってしまったことに関しまして、また

改めて審議の時間をいただいたことについては、

お詫びを申し上げたいと思いますし、私自身も、

そこについて反省すべきところは多々あると思

っております。

今のご質問の内容でございますけれども、処

分ではなく説明をということだったと思います。

これまでの間、私自身も、その説明責任を果た

すという思いで、私にできる限りの事実関係の

整理を行って、あらゆる場面で可能な限り説明

を行ってまいりました。

そういった中で、先の6月30日の委員会でも
申し上げましたけれども、なかなか主張が交わ

らないところがあるということで司法の判断に

委ねる部分があるというふうに考えております

けれども、私自身は、司法の判断と今回の減給

ということに対しましては、全く別のものだと

思っておりますので、そこについては先ほど申

し上げたとおり、しっかり今回の件は自分の反

省としてお示しをした上でご理解をいただく努

力をしたいと思いますし、それをして、加えて

しっかり県民の皆様方に対しましても、なかな

か私自身の説明によって理解を得るということ

で今の時点で難しくなっている状況だからこそ、

司法の判断に委ねるということになっているこ

ともありますけれども、私自身としては、しっ

かり今後も丁寧な対応をしていきたいと、そう

思っております。

【山田委員】私ども少数会派の意見は、この減

給案に関しては、反映されることもなくという

か、一応、知事としては、しっかりと今回減給

という形で県民にわかりやすく自らの処分をし

ていくということ。そして、継続して、なかな

か新たに知事が県民にこの一連のことで会見を

するとか、そういった機会は今の状況の中では、

知事が調査をした上で新しいことが、外に出せ

ることがあるのならば、そういう機会も設けて

ほしいと思っておりますが、今、知事がまさに

言われたとおり、なかなか難しい。司法の判断

を待つということではあるようでありますが、

ぜひとも、やはり私どもが一貫して知事に求め

ているものは、給料の減額ではなく、事実に基

づく説明責任をしっかり果たしていただくこと

でありますので、任期はあと半年程度となった

かとは思いますが、先ほど言われたように、こ

の3か月間だけが反省期間ではなく、今後とも
反省の意をしっかりと持ち続けていくというこ

とでありましたので、ぜひとも任期中、本当に

多くの県民、そして県政に混乱を来し、本日も

会期延長となりました。会期が延長になること

により、約80万円、県費が新たに支出されてい
ます。そして、多くの人の時間も、労力も全て
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かかっております。

これも知事が先に提出した議案でしっかりと

したものを出していただければ、このようなこ

とにならず、本日、閉会を迎えられたというふ

うに思っております。

知事には、今後、このような、ぶれることな

く、自ら出した議案には責任を持っていただき

たいということを申し上げ、私の質問は終わり

ます。

【鵜瀬委員長】 ほかに質疑はありませんか。

【山本委員】 昨年の6月の県議会の一般質問に
端を発した知事の政治資金等の問題につきまし

ては、県民の信頼を大きく損なった。そして、

議会及び県庁として多大の時間、労力を費やす

ことになって、県政の停滞を招く重大な事態で

あったと。これについては、その責任は知事に

あるというふうに考えています。

こうした状況を踏まえまして、私ども自民党

会派としては、前定例会において、知事に対し

て3点の申入れを行っております。
本日提案の議案は、知事の政治資金などに係

る一連の問題に対して自らの責任を明確にする

ために給料を50％、3か月削減しようとするも
ので、この議案については、私どもが3点申し
入れた中の一つであり、知事自らが自分に処分

を科し、けじめをつけようとしているものだと

いうふうに理解をしています。ただ、3点申し
入れた残りの2つについては、未だ回答されて
いるという状況ではありません。

そこで、2つ、お尋ねをしたいと思います。
このような事態を繰り返さないように再発防

止策について、どのように講じようとしている

のかということがまず1点。
それから、今回はあくまでも知事自らが自分

に処分を科したという状況ですけれども、今後、

司法の判断によっては、知事自らが出処進退に

ついてもということで言及をされていますけれ

ども、その場合の対応についても併せてお尋ね

をいたします。

【大石知事】 今、ご質問がございました2点で
すね、申入れいただいていたうちの2番目と3番
目のことだと理解をしておりますけれども、ま

ず、再発防止策につきましては、これ、後援会

組織の方で対応をしておりますけれども、少な

くともこれまで管理が不十分であったというこ

とが非常に大きなことだったと思います。です

ので、まず体制をしっかりと変えていくという

こと、そして十分にしていくということ、これ

自体は、すみません、冒頭申し上げておきます

けれども、私自身が後援会の外になってしまっ

たもので、これについては後援会から聞き取っ

た内容でございますけれども、しっかりとした

体制をまず充実をさせていくことと、そして、

会計の、帳簿の確認等、こういった作業につい

て複数人の目を入れるということ。あとは支払

いするとか決裁をする場合の手順を、より管理

が行き届くような形で実施をしていくこと。外

部の方のチェックといったこともしっかりやっ

ていくこと等々、今、対応を固めているところ

であるというふうに聞いております。ですので、

こういったところは、ある程度しっかりとした

ところでご説明をできればと思いますけれども、

加えて、完成、どこまでやればいいかというゴ

ールがあるわけではないと思いますので、これ

については不断の見直しを行っていく必要があ

ろうと思っております。

今回、私自身の管理不足といったこともあっ

てこのような状況になっているということは反

省をしておりますので、それについてはしっか

りと再発防止策を講じられるように今後しっか
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り対応していきたいと思っております。

そして、3つ目のことです。結果次第で出処
進退を含めた対応をということだと理解をして

おりますけれども、これについて現時点でなか

なか申し上げることは難しいところではござい

ますけれども、申入れをいただいているという

ことについては、しっかりと重く受け止めてい

るところでございます。

【山本委員】ありがとうございました。私ども

自民党の中にもいろんな意見があるということ

は、ご承知のとおりかと思いますけれども、そ

ういった中で最終的にこの3つの申入れという
ふうな形で現時点では決着をしている状況でご

ざいますので、まず、この1つ目について確実
に実施をしていただく、それから、残りの2つ
についても、引き続き、しっかりと取り組んで

いただきたいということをお願いして、終わり

たいと思います。

【鵜瀬委員長】 ほかに質疑、ありませんか。

【川崎委員】先ほど知事の説明の中で、司法に

委ねているという部分がありました。報道の範

囲でしかわかりませんので、いま一度、どのよ

うな内容が、今争っているのか、まず確認をさ

せていただきたいと思います。

【大石知事】大変恐縮ではございますけれども、

具体の内容といったものについて、私の立場で

把握を全てできておりませんので、それについ

て、どういった内容について判断がなされてい

るのかといったことはわかりませんけれども、

少なくとも、私の理解としてこの2,000万円に関
しまして、私が二重計上となってしまっていた

こと、そのことの事実について、今、司法の場

で捜査が続けられていると、そう理解をしてお

ります。

【川崎委員】一つだけですか。ほかにもあるん

でしょう。

【大石知事】すみません、繰り返しになります

けれども、全てどういった内容が上がっている

のかといったことについて、私自身は把握をで

きておりません。

【川崎委員】まず、県民がそういった状況も非

常に憂いているということは、ぜひ認識をして

いただきたいと思います。

先ほど来、皆さんから意見があるように、「知

事、大丈夫か」という話は、多くやっぱり我々

のところにもくるわけでございまして、そうい

ったところでこの不安を抱えながら、まだ決着

はついていないというところもあるわけですの

で、そこのところはきちんと認識をしていただ

いて、先の委員会でも申し上げましたけれども、

新たな事象が出てくればきちんと説明を尽くし

ていく、この姿勢だけは決して忘れないでいた

だきたいと思っております。

内容については、前回1か月100％、今回は3
か月、期間は延びて、額も1.5倍ということであ
りますので、そこは熟慮されたんだろうという

ふうに思っておりますが、あくまでもこれまで

のことであって、今、まだ課題が残っていると

いうことであれば、本当真摯にこれは向き合っ

て、県民にきっちりと説明を尽くしていく、こ

の姿勢だけは忘れないでいただきたいと思いま

す。

いま一度、きちんとそういったことを、県民

のためにしっかりとそれは語っていきますよと、

知事の言葉でお伝えいただきたいと思います。

【大石知事】今、川崎委員おっしゃってくださ

ったように、私自身も今後もしっかりと丁寧に

対応していくことが重要であると、必要である

と、そう自覚をしておりますので、そのように

対応していきたいと思います。
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【鵜瀬委員長】 ほかに質疑、ありませんか。

【田中委員】議会の立場みたいな形になるかと

思うんだけれども、一度提案をして、委員会審

議まで終わって、まだ中途だったけれども。そ

れで撤回をして再提案と、こういう手法という

のは、私は初めてですよ。議会というものはそ

ういうものじゃないんですよ、大体は。年に4
回、常勤制じゃないわけだからね。だから、提

案をする時に、内容よりも、むしろ私は総務部

長に聞きたいけれども、提案をする時に熟慮し

て、いろいろ考えて、ケースバイケース考えて

提案があったと私は思っている。だから、その

提案について委員会で審議をしたわけだからね。

だから、撤回というのは大変なことなんです

よ。当局が議案を議会に上げて途中で撤回する

と。私は、もうその撤回した時に、次の議会か

なと思った。

しかし、議会中にもう一回再提案をするとい

う話でしょう。1日延長している。これも議会
として、1日延長と簡単に言うけれども、簡単
にいかないんですよ、手続きだけでも総務部長

大変なんですから、議会の手続きというのはね。

だから、むしろ内容、内容は賛成、反対で済む

んですよ。

だから、私はもう1か月のあの案で審議があ
ったわけだから、あれで大体結論を出そうと思

っていたけど、今度改めて、またこういう形と。

そこら辺がやっぱり議会に混乱を及ぼしたとか、

県民の皆さんにね。

1日延長という責任、この方が本当大きいで
すよ、内容云々よりもね。議会は、そんなに勝

手に、提案権はそっちにあるからだけども、下

請け機関じゃないんだから、当局の。

だから、そこら辺をもう少し、議案を出す時

には、これが全てだという形で出してもらわな

ければ、我々審議をする方としては困るという

ことだけを、ちょっと議会のルールをマスター

してほしいなと思って、一言発言をいたしまし

た。

内容は、これは賛成、反対で我々は済むこと

だからね。そういうことです。

【鵜瀬委員長】 ほかに質疑ありません。

【堤委員】今、田中委員から発言がありました

けれども、私はもう大ベテランの先生方と比べ

たら、本当に議員経験は浅いですが、今回、第

69号議案が撤回された時に、熟慮してというよ
うなこと、いろいろその時言われていました。

だから、私は、次の議会に、本当に熟慮したう

えで、何か違うものを提案されるのかなと、そ

ういうふうに思っていたんですが、ところが、

この会期を延長してまで、ここに改めて議案を

提出されたというのは、そこはどういうお考え

からなのか、まずお聞きしたいと思います。

【大石知事】タイミングにつきましては、前回

の6月30日の時も議論になったと理解をしてい
ます。これについて、様々な考え方があると思

いますけれども、私自身としましては、これま

での間、やはり混乱を招いてしまったといった

ことについて、自らの責任を重く受け止めてお

ります。

そのことも踏まえて、やはり今、司法の判断

を待ってという意見もございますし、そういっ

たことも考え方ひとつだとは理解をしますけれ

ども、やはり司法の判断がいつ出るかわからな

いと、こういう状況にあって、やはり責任を明

確に、わかりやすい形で自らを処すということ、

これについては速やかにやることが必要だとい

うふうに考えておりました。

そういった考えの下で、今回、一般質問の前、

開会日に上程をさせていただきましたけれども、
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その内容について、先ほど田中委員からもご指

摘があったように、やはり熟慮を重ねたという

ことであっても、理解を得られなかったという

ことについては、やはり重く受け止める必要が

あると思っております。

ですけれども、今回、当初、第69号議案を出
した時に、できるだけ速やかに責任を明確化す

ることが重要だというふうに考えていたこと、

これについては変わりはありませんので、でき

る限り、今会期中にということは考えて再提案

をさせていただいた次第でございます。

その間、この委員会、また本会議を含め、議

会の皆様方、そして関係する職員含め、報道機

関の方もですけれども、本当様々な方々に余計

な負担をかけてしまったといったことについて

は、真摯に反省をしております。

【堤委員】知事には知事のお考えがあったとは

思いますけれども、この第69号議案も、本当に
唐突に出されて、内容を見てもすごく拙速な、

私はそういう印象を持ちました。いろいろな方

から言われているように、知事、大丈夫かと、

県政はどうなるんだと県民の皆さんがご心配さ

れているというのは、やはり今回の議案の提出

にしても、そういうものが表れているんではな

いかと思っています。

ですから、今回の一連の対応についても、ま

だまだ十分に、本当に考えた上での対応だった

のかなというのは非常に疑問に思っています。

肝心のところというか、先ほど山田委員から

もありましたように、やはり県民に対する説明

が果たされないままに、速やかに、早めにとい

うことは思われたようですけれども、でも、そ

このところではなくて、県民が求めていらっし

ゃるのはそういうことではないということをご

理解いただきたいと思いますが、説明が十分で

ないことを一番懸念しているということ、そし

て、今回の対応も、やはり十分に、慎重に段階

を踏んでといいますか、手順を踏んでされたの

ではないような気がしているんですが、そこの

ところについてはどうお考えでしょうか。

【大石知事】説明について十分でなかったとい

うご指摘についてですけれども、これも繰り返

しになって大変恐縮ですけれども、私なりにこ

れまで、本当にできる限りこれについては事実

関係の整理をして、関係者にもお話を聞いたり

とか、そういったことをした上で、できる限り

の説明をしてきたつもりでございます。

ただ、そこの中でなかなかご理解を得るに至

っていないということについては、それはご指

摘は真摯に受け止めなくてはいけないと思いま

すけれども、やはりなかなか事実関係の整理と

いったところを踏まえた説明で理解を得るとい

うのは難しい状況になってきているということ

は繰り返し申し上げているところでございます。

ですので、そこについては司法の判断を待つと

いうことを繰り返し申し上げているところでご

ざいますけれども、そこはそこに至っていると

いう認識はありますけれども、山田委員、川崎

委員からもご指摘があったように、今後もしっ

かりと私なりの丁寧な対応を続けていきたいと

思っております。

あと、今回の議案の提出に関して、至らない

ところがあったのではないかということについ

ては、その内容、進め方含めて様々なご指摘が

あると思いますし、内容については特にいろん

な考え方があると思っております。ですので、

そこについては、私自身も今回いただいたご意

見、これをしっかり真摯に受け止めて、この減

給期間だけではなく、今後の対応については反

省の意をしっかりと持ち続けて、丁寧な対応に
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努めていきたいと思っています。

【堤委員】知事の答弁は、いつも同じなんです

よね。丁寧な説明とか、できる限りの説明とか、

そういうことに努めていきたいと言われますけ

れども、でも、そこのところが、肝心のところ

が出てこないということで、そこで私たちも納

得がいっていないと思っています。

今回、再提案ということになりましたけれど

も、やはり説明責任を十分に果たすということ

が一番大切なんだ、肝要なんだというところを

しっかりご理解いただいて、今後進めていただ

きたいと思っています。

終わります。

【鵜瀬委員長】 ほかに質疑はありませんか。

〔「なし」と呼ぶ者あり〕

【鵜瀬委員長】ほかに質疑がないようですので、

これをもって質疑を終了いたします。

しばらく休憩いたします。

― 午前１１時３５分 休憩 ―

― 午前１１時３５分 再開 ―

【鵜瀬委員長】 委員会を再開いたします。

次に討論を行います。

討論はありませんか。

【堤委員】 第87号議案「知事及び副知事の給
与及び旅費に関する条例の一部を改正する条

例」に反対いたします。

大石知事の政治資金をめぐる一連の問題につ

いては、全員協議会が2回開催され、総務委員
会での集中審議が行われ、一般質問でもたびた

び取り上げられました。しかし、疑問点の解明

には至りませんでした。

この間、費やされた時間や関わった多くの方

の労力は膨大なものとなり、県民の信頼を大き

く損ね、県政の停滞を招いてきました。

さらに、今定例会において、先に上程され、

その後取り下げとなった第69号議案と、この87
号議案は、給料減額の期間が1か月から3か月に、
金額が増額となりましたけれども、そこが違う

だけで、内容としては同じです。

この条例案の改正要旨に、「県政の混乱を招

いたことに対し、自らの道義的責任を明確にす

るため」とありますが、県民の納得、理解を得

られる十分な説明は、いまだにされていません。

ここが一番肝心なところです。

また、「県議会における様々な意見を踏まえ」

についても、3か月とすることで意見を反映し
たとお考えかもしれませんけれども、そうであ

るならば、あまりにも議会や県民を軽視してい

ると言わざるを得ません。

よって、この議案には、反対します。

【鵜瀬委員長】 ほかに討論はありませんか。

【中村(俊)委員】 ただいま議題となっておりま
す第87号議案「知事及び副知事の給与及び旅費
に関する条例の一部を改正する条例」について、

賛成の立場から意見を申し上げます。

前回の本委員会においても申し上げましたと

おり、法令的にも、また憲法上の生存権という

観点からも、報酬100％の減額ではなくて、複
数月にわたる段階的見直しを含む持続的かつ実

効的な措置を求めておりました。

今回の8月から3か月間、給料50％減額につき
ましては、先ほどの質疑でもありましたとおり、

私ども自民党より本年3月19日に申し入れを行
っている3項目の一つ、「知事自身が自ら処分
を科してけじめをつけること」の対応としては、

了承すべきものと考えております。

しかしながら、引き続き、残った2項目、「改
めて再発防止の取組を示すこと」及び「司法の

判断が示され、知事に対する知事自身の責任が
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問われた時は、速やかに出処進退を明らかにす

ること」について、これについては真摯に向き

合っていただいて、誠意をもってしっかりとし

た対応を講じていただきますことを切にお願い

申し上げたい。

また、議会に対する議案の提出については、

慎重かつ丁寧に行っていただくことを重ねてお

願いをしておきます。

以上、意見を付して本議案に賛成をいたしま

す。

委員各位のご賛同を賜りますよう、よろしく

お願い申し上げます。

【鵜瀬委員長】ほかに討論がないようですので、

これをもって討論を終了いたします。

条例議案に対する質疑・討論が終了しました

ので、採決を行います。

第87号議案について、採決いたします。
第87号議案は、原案のとおり可決することに

賛成の委員の起立を求めます。

〔賛成者起立〕

【鵜瀬委員長】 起立多数。

よって、第87号議案は、原案のとおり可決す
べきものと決定されました。

審査結果について、整理したいと思いますの

で、しばらく休憩いたします。

― 午前１１時３９分 休憩 ―

― 午前１１時３９分 再開 ―

【鵜瀬委員長】 委員会を再開いたします。

以上で、本委員会関係の議案審査は、全て終

了いたしました。

これをもちまして、総務委員会を閉会いたし

ます。お疲れさまでした。

― 午前１１時３９分 閉会 ―
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警察本部関係の議案についてご説明いたします。

今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、

報告第１号 知事専決事項報告「令和６年度長崎県一般会計補正予算（第10号）」

のうち関係部分

であります。

これは、さきの２月定例県議会予算決算委員会におきまして、専決処分により措置

することについて、あらかじめご了承をいただいておりました令和６年度予算の補正

を令和７年３月３１日付けで専決処分させていただいたもので、その概要をご報告い

たします。

歳入予算では、

使 用 料 及 び 手 数 料 ８８万 ３千円の増

国 庫 支 出 金 １，９３８万 ５千円の減

財 産 収 入 ５９６万 １千円の増

諸 収 入 １，５００万 ８千円の増

合 計 ２４６万 ７千円の増

歳出予算では、

警 察 管 理 費 ４億 ８，４５８万 １千円の減

警 察 活 動 費 ７，４００万 ５千円の減

災 害 復 旧 費 ５１０万 ６千円の減

合 計 ５億 ６，３６９万 ２千円の減

であります。

これらは、いずれも収入額及び支出額が確定したことに伴い、所要の調整を行った

ものであります。
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歳入予算の主な内容についてご説明いたします。

(使用料及び手数料について)

使用料及び手数料の増額の主なものは、

庁舎使用料等 ４５万 ８千円の増

であります。

（国庫支出金について）

国庫支出金の減額は、

警察費国庫補助金 １，９３８万 ５千円の減

であります。

（財産収入について）

財産収入の増額の主なものは、

不動産売払収入 ６９０万 １千円の増

であります。

（諸収入について）

諸収入の増額の主なものは、

期間満了県帰属拾得金 ８５６万 １千円の増

であります。

次に歳出予算の主なものについてご説明いたします。

（一般管理費について）

一般管理費につきましては、

庁費その他一般経費 ７，４８６万 ９千円の減

であります。

（職員給与費について）

職員給与費につきましては、

職員の給与費及び退職手当 ３億 ２，４９６万 ２千円の減
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であります。

（装備費について）

装備費につきましては、

警察車両、舟艇の維持費等 ４，０２４万 ３千円の減

であります。

（警察施設費について）

警察施設費につきましては、

警察施設の維持補修費等 １，８３３万 ７千円の減

であります。

（運転免許費について）

運転免許費につきましては、

運転免許試験等に要する経費 ２，５８４万 ７千円の減

であります。

（一般警察活動費について）

一般警察活動費につきましては、

一般警察活動に要する経費 ２，３０９万 円の減

であります。

（刑事警察費について）

刑事警察費につきましては、

犯罪の予防及び捜査に要する経費 ２，４１６万 ２千円の減

であります。

（交通指導取締費について）

交通指導取締費につきましては、

交通指導取締り、交通安全施設整備等に要する経費

２，６７５万 ３千円の減
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であります。

以上をもちまして、警察本部関係の説明を終わります。

よろしく、ご審議を賜りますようお願いいたします。
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警察本部関係の議案についてご説明いたします。

今回、ご審議をお願いしておりますのは、

第７２号議案 長崎県警察官の支給品及び貸与品に関する条例の一部を改正する条例

第７７号議案 契約の締結について

第７８号議案 契約の締結について

であります。

それでは、条例議案についてご説明いたします。

第７２号議案 長崎県警察官の支給品及び貸与品に関する条例の一部を改正する条例

本条例は 「警察法施行令の一部を改正する政令」の施行に伴う女性警察官のスカ、

ートの廃止及び長崎県警察官に任命後初めて支給される支給品の見直しを行い、所要

の改正をしようとするものであります。

次に、事件議案についてご説明いたします。

第７７号及び第７８号議案 契約の締結について

、 、これらの議案は 佐世保市花園町に整備する佐世保警察署庁舎建て替え事業につき

現在、仮契約を締結しております、電気工事及び空調設備工事に係る請負契約を締結

しようとするものであります。

同工事に係る予定価格がいずれも５億円以上となりますことから、条例の定めによ

り、議会の議決に付さなければならないこととなっております。

なお、いずれの工事につきましても、一般競争入札を行い、県内企業を代表とする

共同企業体が落札しております。
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次に、議案外の報告事項についてご説明いたします。

（和解及び損害賠償の額の決定について）

これは、損害賠償事案１件及び公用車による交通事故のうち和解が成立いたしまし

た６件についてであります。

損害賠償事案は、佐世保警察署の職員が、佐世保市三浦町所在のマンション敷地内

において、現場臨場中に転倒した際、同マンションの出入口ドアガラスに衝突して、

損壊したものであり、５万５，６６０円を支払うため、５月２３日付けで専決処分を

させていただいたものです。この損害賠償金は、全額県費から支払われることになり

ます。

また、公用車による交通事故のうち、和解が成立いたしました６件の合計１０３万

， 、 。９ ２９３円を支払うため ５月２３日付けで専決処分をさせていただいたものです

これらの損害賠償金は全額保険から支払われることになります。

公用車による交通事故を防止するため、各警察署指定の安全運転指導員による同乗

指導や、自動車学校のコースを借り上げての体感型運転訓練を行うとともに、公用車

事故を起こした職員には、公用免許の再検定を実施するなど職員の運転技能向上のた

めの取組を行っております。

そのほかにも、各部署の幹部職員による事故防止教養や公用車事故を起こした職員

に対する個別教養、事故の発生が予想される荒天時などに全職員に対する速やかな情

報配信など、事故防止に必要な運転技能と安全運転意識の両面を向上させる対策に取

り組んでおります。

引き続き、交通事故を始めとする損害賠償事案を起こすことがないよう、指導を徹

底してまいります。
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次に、その他の所管事項についてご説明いたします。

（犯罪の一般概況について）

令和７年１月から３月末までの県内の刑法犯認知件数につきましては８８０件で、

前年同期と比較しますと６１件、６．５パーセント減少しております。

、 、 。罪種別では 窃盗犯が７９件減少しており これが主な減少要因となっております

窃盗犯の中でも、特に万引きが１８１件発生しており、前年同期と比較して５８件減

少しております。

今後、県内の犯罪情勢を把握・分析の上、県民、事業者、関係機関・団体とも連携

し、県民運動である「犯罪なく３ば運動」で県民の皆様の防犯意識の高揚を図りつ
さん

つ、的確な犯罪抑止対策を推進してまいります。

（人身安全関連事案への取組状況について）

令和７年１月から３月末までのストーカー事案の認知件数につきましては４８件で、

前年同期と比較しますと７件減少しております。このうち、ストーカー規制法に基づ

く禁止命令等で１２件の行政措置を行い、ストーカー規制法違反等で７件を検挙して

おります。

配偶者暴力事案の受理件数につきましては１１０件で、前年同期と比較しますと

１１件増加しております。このうち、暴行、傷害等で５件を検挙しております。

児童虐待事案の通告件数につきましては１０６件で、前年同期と比較しますと８件

減少しております。

児童相談所に通告した被害児童数につきましては１８５人で、前年同期と比較しま

すと１７人減少しております。

これらの人身安全関連事案につきましては、被害者の命が奪われるなど、重大な事

件に発展するおそれがありますので、認知の段階から客観的な危険性の判断を的確に
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行った上で、被害者の意向を踏まえつつ、被害者等の保護や加害者の検挙等の必要な

、 、措置を迅速かつ先制的に講じるとともに 県・市町等の関係機関と連携を図りながら

被害者等の安全確保に努めてまいります。

（ニセ電話詐欺（特殊詐欺）等被害防止対策について)

令和７年１月から３月末までのニセ電話詐欺情勢につきましては、認知件数が５１件、

， 、 、被害総額は約１億２ １３５万円で 前年同期と比較しますと認知件数は２１件増加

被害総額は約８，２７６万円増加しており、手口としましては、架空料金請求詐欺が

２４件と全体の約４７パーセントを占めております。

架空料金請求詐欺では、犯人から有料サイトの未納と称して架空の料金を請求され

た後、金融機関やコンビニエンスストアのＡＴＭからの振り込み、インターネットバ

ンキングや電子マネーでの支払いを指示されることが多いため、銀行やコンビニエン

スストアと連携した声掛け等の対策を強化しております。

このニセ電話詐欺は、県民の皆様の生活を脅かす身近で悪質な犯罪ですので、今後

も「電話がつながりにくい環境づくりの推進 「関係機関・団体と連携した広報啓発」

」「 」活動 金融機関やコンビニエンスストア等と連携した声掛けによる水際対策の推進

を被害防止対策の３本柱として積極的に推進してまいります。

また、ＳＮＳ等の非対面で投資を勧め、投資名目で金銭等をだまし取る「ＳＮＳ型

投資詐欺」や、ＳＮＳ等を通じて知り合い、恋愛感情や親近感を抱かせて金銭等をだ

「 」 、 。ましとる ＳＮＳ型ロマンス詐欺 が 令和５年下半期から全国で急増しております

本県におきましては、本年１月から３月末までの間にＳＮＳ型投資・ロマンス詐欺

を３２件認知し、被害総額は約２億２，８１５万円に上るなど、極めて憂慮すべき状

況にありますので、県民の皆様に対する効果的な広報啓発活動の推進、金融機関等の

、 。関係事業者と緊密に連携して 官民一体となった被害防止対策を推進してまいります

- 5 -



（暴力団対策について）

県内では、令和７年３月末現在、指定暴力団傘下の８組織と約１００人の暴力団員

等を把握しており、暴力団員等の検挙人員につきましては１人で、前年同期と比較し

ますと１０人減少しております。

全国的に六代目山口組の分裂抗争に起因する事件等が続いておりますが、本県での

発生はなく、今後も暴力団組織等に対する徹底した取締りや情報収集活動を行い、暴

力団対策法及び暴力団排除条例の効果的な運用を図るとともに、長崎県暴力追放運動

推進センターを始めとする関係機関・団体と連携して暴力団の壊滅を目指してまいり

ます。

（薬物対策について）

令和７年１月から３月末までの薬物事犯の検挙人員につきましては６人で、前年同

期と比較しますと６人減少しております。

内訳は、覚醒剤が１人で、前年同期と比較しますと２人減少、大麻が５人で、前年

同期と比較しますと３人減少しており、その他の薬物事犯の検挙は０人で、前年同期

と比較しますと１人減少しております。

全国的に、薬物事犯の検挙人員は横ばいで推移する中、大麻事犯の検挙人員は、平

成２６年以降増加傾向であり、本県におきましては、平成３０年以降高止まりの傾向

にあります。

引き続き、薬物情勢等の実態把握に努め、大麻等薬物事犯の徹底した取締りや関係

機関・団体と連携した広報啓発活動等を推進し、薬物事犯の根絶に取り組んでまいり

ます。

（少年非行の概況について）

令和７年１月から３月末までの検挙・補導した窃盗等の刑法犯少年につきましては
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６１人で、前年同期と比較しますと９人増加しており、ストーカー規制法違反等の特

別法犯少年は４人で、前年同期と同数となっております。

また、喫煙、深夜はいかい等で補導した不良行為少年につきましては４７８人で、

前年同期と比較しますと９人減少しております。

県警察では、少年警察ボランティアと協働した少年のたまり場等における街頭補導

活動や、少年の規範意識向上を目的とした非行防止教室を実施するなど、非行少年を

生まない社会づくりに取り組んでおります。

今後も、少年警察ボランティアや関係機関・団体と一層の連携を図りながら、将来

を担う少年の非行防止、健全育成に努めてまいります。

（生活経済事犯の取締り状況について）

令和７年１月から３月末までの生活経済事犯の検挙件数につきましては１８件で、

前年同期と比較しますと１件減少しており、検挙人員は１９人で、前年同期と比較し

ますと１人増加しております。

生活経済事犯の取締りにつきましては、悪質な事犯である利殖勧誘事犯、特定商取

引等事犯及びヤミ金融事犯を重点にした取締りを推進するとともに、関係機関・団体

との連携を図りながら、被害の早期把握とその拡大防止に努めております。

引き続き、生活経済事犯取締りの推進及び被害防止に努めてまいります。

（サイバー犯罪の取締り及び被害防止対策状況について）

令和７年１月から３月末までのサイバー犯罪の検挙状況につきましては、検挙件数

は３４件で、前年同期と比較しますと１５件減少しており、検挙人員は２１人で、前

年同期と比較しますと５人減少しております。

社会のデジタル化の進展に伴い、サイバー空間は、全国民が参画する公共空間へと

変貌を遂げている一方、ランサムウェアの被害やインターネットバンキングでの不正
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送金など、サイバー空間の脅威は極めて深刻な情勢にあります。県警察では、悪質・

巧妙化するサイバー犯罪に的確に対応するため、全国の警察と連携したサイバー犯罪

の取締り、地域において活動する多様な主体と連携した社会全体のサイバーセキュリ

ティの向上を図る諸対策に取り組んでおります。

今後も、サイバー空間の安全・安心を確保するため、サイバー犯罪の取締り及び被

害防止対策を推進してまいります。

（交通死亡事故抑止対策について）

令和７年１月から３月末までの交通事故死者数につきましては６人で、前年同期と

比較しますと１人減少しております。

一方で、交通事故死者数に占める高齢者と歩行者の割合は、依然として高い傾向に

あります。

そのため、高齢者及び歩行者の交通事故抑止対策に重点を置き、交通安全教育や交

通指導取締りを始め、関係機関・団体と連携して、各種広報媒体を活用した広報啓発

活動を推進しております。

悲惨な交通死亡事故を発生させないため、引き続き、交通事故の分析結果を踏まえ

た総合的な交通死亡事故抑止対策に取り組んでまいります。

（附置機関の設置について）

令和７年２月２１日の総務委員会（所管事務概要説明）において、今春の人事異動

に伴い、少年サポートセンターなどの少年健全育成業務を生活安全企画課へ移管する

旨を説明しておりました。

これらの業務につきましては、本年３月２４日付けで同課に「少年育成室」の名称

で附置機関を設置しております。
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（ 長崎県行財政運営プラン２０２５」に基づく取組について）「
にせんにじゆうご

「長崎県行財政運営プラン２０２５」に掲げる警察本部関係の項目に関して、その
にせんにじゆうご

主な取組内容をご説明いたします。

令和６年度に文書を管理するシステムの改修・関係規程の整備を行い、令和７年

１月から電子決裁の本格運用を開始いたしました。電子決裁の本格運用により、公文

書を電子的に作成・管理することによって、文書管理に係る業務の合理化が可能とな

り、職員の業務負担軽減が見込まれ、限られた人材を治安維持に注力することが可能

となります。

今年度は、電子決裁を推進することで更なる業務の合理化を図り、ペーパーレス化

についてもより加速するよう取り組んでまいります。

今後も、行財政運営プランの実現に向けて取り組み、積極的に県政の改革に努めて

まいりますので、引き続き委員の皆様のご理解とご協力を賜りますようお願い申し上

げます。

（新たな総合計画の策定について）

新たな総合計画につきましては、１０年後の本県の将来像を見据えつつ、令和８年

度を初年度とする５か年計画として、長崎県まち・ひと・しごと創生総合戦略とも整

合を図りながら、一体的に検討を進めているところであり、今後の県政運営の指針や

戦略的かつ重点的に取り組む政策を県民に分かりやすく体系的にお示ししたいと考え

ております。

今般策定した素案骨子におきましては、基本理念の考え方として、地域社会の基盤

となる経済の活性化に向けた力強い産業の実現とともに、若者や女性をはじめ誰もが

活躍・チャレンジできる環境づくり、最先端技術の効果的な活用による稼ぐ意識・力

の底上げなどに力を注ぐこととしております。

また、本県の優位性を活かし、国内外との多様な交流を促進することに加え、本県
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の将来を担う子ども達の能力と可能性を高めることを社会全体で支えるほか、多様性

が尊重され、全世代の方々が健康で安全・安心に暮らせる社会環境づくりなどにも積

極的に取り組んでまいりたいと考えております。

そのため 次期総合計画につきましては こども くらし しごと創造 に、 、「 」、「 」、「 」、「

ぎわい 「まち」の５つの柱のもと、１２の基本戦略を掲げるとともに、先行的に」、

策定した「新しい長崎県づくりのビジョン」とタイアップするとともに、地方創生２．０

をはじめ国の政策とも連動を図りながら検討を進めてまいりたいと考えております。

このうち、警察本部は、主に「安心して生活できる環境づくりを推進する」に関す

る戦略に関連施策等を位置づけております。

「安心して生活できる環境づくりを推進する」では 「犯罪や交通事故のない安全、

・安心なまちづくり」に向け、地域住民、事業者、関係機関及び行政が一体となり、

各種犯罪対策、交通安全対策の地域安全活動を推進し、犯罪に強く、交通の安全が確

保された安全・安心なまちづくりに取り組んでまいりたいと考えております。

今後、県議会のご意見を十分にお伺いするとともに、県民の皆様の声をお聞きしな

がら、今年度中の計画策定を目指し、検討を進めてまいります。

以上をもちまして、警察本部関係の説明を終わります。

よろしく、ご審議を賜りますようお願いいたします。
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 出納局関係の議案についてご説明いたします。                                 

 

  今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、さきの２月定例会の予算決算委員会

において、専決処分により措置することについて、あらかじめご了承いただき、３月

３１日付けで専決処分させていただきました、 

報告第１号 知事専決事項報告「令和６年度長崎県一般会計補正予算（第１０号）」

のうち関係部分 

であります。                                                               

 歳入予算で、  

  （目）出納使用料                   １４０万 ２千円    

を増額いたしておりますが、これは、 キャッシュレス決済等による使用料収入が、見

込みを上回ったことによるものであります。                                                          

  （目）証紙収入                  １，０６０万 ５千円    

を減額いたしておりますが、これは、手数料徴収のための証紙売払収入が、見込みを

下回ったことによるものであります。 

  （目）出納手数料                 ４，８６７万 ８千円 

を減額いたしておりますが、これは、キャッシュレス決済等による手数料収入が、見

込みを下回ったことによるものであります。 

  （目）県預金利子                 １，８１１万 ８千円  

を増額いたしておりますが、これは、歳計現金の預金利子収入が、見込みを上回った

ことによるものであります。                                                                

 次に、歳出予算で、 

  （目）一般管理費                   ２５８万 ２千円       

を減額いたしておりますが、これは、物品の集中調達及び職員給与費に要する経費の

執行見込額の減によるものであります。                                                                                                               
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  （目）会計管理費                 ７，６１２万   円  

を減額いたしておりますが、これは、会計事務管理運営費の減によるものであります。 

 

 以上をもちまして、出納局関係の説明を終わります。 

 よろしくご審議を賜りますようお願い申し上げます。 
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監査事務局関係の議案についてご説明いたします。 

 

今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、さきの２月定例会の予算決算委員会

において、専決処分により措置することについて、あらかじめご了承いただき、３月

３１日付けで専決処分させていただきました、 

報告第１号 知事専決事項報告「令和６年度長崎県一般会計補正予算（第１０号）」 

のうち関係部分 

であります。 

 歳出予算で、 

  （目）委員費                             ６０万 ２千円 

を減額いたしておりますが、これは、委員運営費の減によるものであります。     

（目）事務局費                 ３３８万 ６千円 

を減額いたしておりますが、これは、職員給与費等の減によるものであります。 

 

 以上をもちまして、監査事務局関係の説明を終わります。 

 よろしくご審議を賜りますようお願い申し上げます。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



- 5 - 

 

 

人事委員会事務局関係の議案についてご説明いたします。 

 

今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、さきの２月定例会の予算決算委員会

において、専決処分により措置することについて、あらかじめご了承いただき、３月

３１日付けで専決処分させていただきました、 

報告第１号 知事専決事項報告「令和６年度長崎県一般会計補正予算（第１０号）」

のうち関係部分 

であります。 

歳入予算で、 

（目）雑入                    ２２万 ５千円 

を減額いたしておりますが、これは、公平委員会事務受託に伴う収入見込み額の減等

によるものであります。 

 次に、歳出予算で、 

（目）委員会費                  １５万 ９千円   

を減額いたしておりますが、これは、委員会運営費の減によるものであります。 

  （目）事務局費                 ２３６万 １千円 

を減額いたしておりますが、これは、事務局運営費等の減によるものであります。 

 

 以上をもちまして、人事委員会事務局関係の説明を終わります。 

 よろしくご審議を賜りますようお願い申し上げます。 
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 労働委員会事務局関係の議案についてご説明いたします。 

 

今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、さきの２月定例会の予算決算委員会

において、専決処分により措置することについて、あらかじめご了承いただき、３月

３１日付けで専決処分させていただきました、 

報告第１号 知事専決事項報告「令和６年度長崎県一般会計補正予算（第１０号）」

のうち関係部分 

であります。 

歳出予算で、 

（目）委員会費                   ９９万 ８千円 

を減額いたしておりますが、これは、委員会運営費の減によるものであります。 

（目）事務局費                    ４３万 ７千円 

を減額いたしておりますが、これは、職員給与費等の減によるものであります。 

 

以上をもちまして、労働委員会事務局関係の説明を終わります。 

よろしくご審議を賜りますようお願い申し上げます。 
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議会事務局関係の議案についてご説明いたします。 

 

今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、さきの２月定例会の予算決算委員会

において、専決処分により措置することについて、あらかじめご了承いただき、３月

３１日付けで専決処分させていただきました、  

報告第１号 知事専決事項報告「令和６年度長崎県一般会計補正予算（第１０号）」 

      のうち関係部分                                                   

であります。                                                                 

 歳出予算で、                                  

  （目）議会費                   ３３万 ７千円 

を減額いたしておりますが、これは、議会運営費の減等によるものであります。 

  （目）事務局費                  ２８万 ８千円 

を減額いたしておりますが、これは、職員給与費等の減によるものであります。 

 

  以上をもちまして、議会事務局関係の説明を終わります。 

よろしくご審議を賜りますようお願い申し上げます。 
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 出納局関係の所管事項についてご説明いたします。 

 

（「長崎県行財政運営プラン２０２５」に基づく取組について） 

「長崎県行財政運営プラン２０２５」に掲げる出納局関係の項目に関して、その主

な取組内容をご説明いたします。 

出納局におきましては、「会計事務の更なるシステム化」として、財務会計システ

ムにおいて、施行伺や契約書、入札執行通知書等の出力を可能にするなど契約事務を

支援する機能を追加し、準備を進め、６年７月より運用を開始しております。 

また、「財務会計システム操作方法等の改善」として財務会計システムにかかる職

員からの要望や提案を基に改修を行い、業務の省力化・効率化を図りました。 

引き続き、様式の改善・追加及び操作マニュアルの整備等に取り組み、会計事務に

かかる業務の標準化やデータ管理の効率化等を図ってまいります。 

今後も、行財政運営プランの実現に向けて取り組み、積極的に県政の改革に努めて

まいりますので、引き続き委員の皆様のご理解とご協力を賜りますようお願い申し上

げます。 

 

以上をもちまして、出納局関係の説明を終わります。 
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監査事務局関係の所管事項についてご説明いたします。 

 

（監査の実施について） 

 今年度の監査の実施に当たりましては、地方自治法等に基づき、効率的かつ効果的

に行えるよう、年度初めの監査委員会議において、監査等の種類、対象、時期等を定

める「令和７年度監査計画」を策定し、県の事務や事業について、合規性、正確性、

経済性などの観点から検証に努め、監査の結果が事務や事業の改善につながるよう、

十分留意して実施することとしております。 

 また、監査結果に対する是正・改善の取組状況を継続的にフォローアップすること

により、監査の実効性を確保するとともに、監査結果等については、県のホームペー

ジや庁内ポータルサイトに掲載するなど庁内外への周知に努めてまいります。 

 

以上をもちまして、監査事務局関係の説明を終わります。 
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人事委員会事務局関係の所管事項についてご説明いたします。 

 

（「長崎県行財政運営プラン２０２５」に基づく取組について） 

「長崎県行財政運営プラン２０２５」に掲げる人事委員会事務局関係の項目に関し

て、その主な取組内容をご説明いたします。 

人事委員会事務局では、多様で優れた人材の確保に向けて、職員採用試験の見直し

を実施しております。 

令和６年度は、「大学卒業程度Ｂ試験」に新たな職種として「農業土木Ｂ」を追加

するとともに、「警察官Ⅰ類（男性・女性）Ｂ試験」と併せ、ペーパーテストで実施

していた第一次試験のＳＰＩ３において、全国に設置してある受験会場や自宅からパ

ソコンを用いて受験する「テストセンター」を導入しております。 

今年度は、「大学卒業程度（社会人経験者）選考試験」において、新たな職種とし

て「林業」ほか３職種を追加するとともに、受験者の確保を図るため受験資格の見直

しを併せて行っております。 

今後も、行財政運営プランの実現に向けて取り組み、積極的に県政の改革に努めて

まいりますので、引き続き委員の皆様のご理解とご協力を賜りますようお願い申し上

げます。 

 

以上をもちまして、人事委員会事務局関係の説明を終わります。 
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労働委員会事務局関係の所管事項についてご説明いたします。 

  

（調整事件について） 

労働組合と使用者との間で生じた労働争議の調整につきましては、今年度におい

て、現在までに取り扱いました事件は、福祉事業から申請のあった１件で、現在調整

中であります。 

 

（審査事件について） 

労働組合法に基づく使用者の不当労働行為の審査につきましては、今年度におい

て、新たな申立てはなく、現在審査中の事件はありません。 

 

（個別的労使紛争について） 

労働者個人と使用者との間で生じた紛争のあっせんにつきましては、今年度におい

て、現在までに取り扱いました事件は、飲食業に従事する労働者から申請のあった１

件で、被申請者があっせんに応じなかったため、打切りにより終結しました。 

 

以上をもちまして、労働委員会事務局関係の説明を終わります。 

 



令和７年６月定例県議会

総務委員会関係説明資料（追加１）

出 納 局

監 査 事 務 局

人 事 委 員 会 事 務 局

労 働 委 員 会 事 務 局

  議 会 事 務 局
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【総務委員会関係説明資料 出納局・各種委員会事務局の４頁１行目の次に、

次のとおり挿入】

（令和７年度県職員採用試験について）

今年度の大学卒業程度試験については、「Ｂ試験」として、「行政Ｂ」、「教育事務Ｂ」、「農

業Ｂ」、「農業土木Ｂ」、「土木Ｂ」及び「建築Ｂ」の６職種の１次試験を４月３日から２０日

にかけて、２次試験を５月１１日から３０日にかけて実施し、６月１６日に最終合格者を発表い

たしました。３３４人が受験し、１１８人が合格、競争倍率は２．８倍となっております。

また、「Ｂ試験」を除く大学卒業程度試験のうち、「行政Ａ」、「交通局事務Ａ」、「教育事

務Ａ」、「警察事務Ａ」、「水産Ａ」、「農業Ａ」、「畜産Ａ」、「林業Ａ」、「農業土木Ａ」、

「土木Ａ」、「建築Ａ」、「機械設備Ａ」、「環境科学Ａ」、「電気Ａ」、「管理栄養士Ａ」及

び「社会福祉Ａ」の１６職種の１次試験を６月１５日に実施いたしました。今後、２次試験を７

月上旬から８月上旬にかけて実施することとしており、最終合格者の発表を８月下旬に予定して

おります。

併せて、「行政（社会人経験者）」、「交通局事務（社会人経験者）」、「水産（社会人経験

者）」、「農業（社会人経験者）」、「林業（社会人経験者）」、「農業土木（社会人経験者）」、

「土木（社会人経験者）」、「建築（社会人経験者）」「電気（社会人経験者）」及び「社会福

祉（社会人経験者）」の選考試験についても、１０職種の１次試験を６月１５日に実施いたしま

した。今後、２次試験を７月下旬に、最終合格者の発表を８月下旬に予定しております。

警察官Ⅰ類（男性・女性）Ｂについては、１次試験を４月３日から２０日にかけて、２次試験

を５月１４日から２６日にかけて実施し、６月１６日に最終合格者を発表いたしました。

４３人が受験し、１２人が合格、競争倍率は３．６倍となっております。

さらに、警察官Ⅰ類（男性・女性）Ａの１次試験を７月１３日に、２次試験を８月中旬から９

月上旬にかけて実施し、最終合格者の発表を９月中旬に予定しております。

このほか、短大卒業程度、高校卒業程度及び警察官Ⅲ類（男性・女性）の各試験を９月から１

１月にかけて実施することとしております。
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企画部関係の議案についてご説明いたします。 

 今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、 

報告第１号 知事専決事項報告「令和６年度長崎県一般会計補正予算（第１０号）」 

のうち関係部分 

であります。 

 

  これは、先の２月定例会の予算決算委員会において、専決処分により措置すること

についてあらかじめご了承いただいておりました、令和６年度予算の補正を、令和 

７年３月３１日付けで専決処分させていただきましたので、その概要をご説明いたし

ます。  

 

企画部所管の補正予算額は、 

 歳入予算で、 

  国 庫 支 出 金           ６億   ３５２万 ７千円の減 

  寄 附 金           １億 ２，９６９万     円の増 

  諸 収 入                 ３９万   円の減 

  合 計           ４億 ７，４２２万 ７千円の減 

 

 歳出予算で、 

総 務 管 理 費                 ２３万 ６千円の減 

企   画   費              １，８３３万 ８千円の減 

 合 計              １，８５７万 ４千円の減           

であります。 

 

 まず、歳入予算についてご説明いたします。 

 国庫支出金は、 
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物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金   ４億 ６，２６４万 ９千円の減 

デジタル田園都市国家構想交付金       １億 ４，０８７万 ８千円の減 

であります。 

 寄附金は、 

企業版ふるさと納税に係る寄附金       １億 ２，９６９万     円の増    

であります。 

 諸収入は、 

データ連携基盤市町負担金                ３９万   円の減  

であります。 

 

次に、歳出予算の主な内容についてご説明いたします。 

 総務管理費の主なものは、 

職員給与費                       １４万 １千円の減 

であります。 

 企画費の主なものは、 

政策調整事業費                      ５４４万 ７千円の減 

空飛ぶ未来を拓くドローンワールドプロジェクト費     ３８６万    円の減 

であります。 

 

以上をもちまして、企画部関係の説明を終わります。 

 よろしくご審議を賜りますようお願い申し上げます。 
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【予算決算委員会総務分科会関係議案説明資料 企画部の２ページ２行目の次に、次

のとおり挿入】  

  

第８６号議案 令和７年度長崎県一般会計補正予算（第３号）のうち関係部分 

 

【予算決算委員会総務分科会関係議案説明資料 企画部の２ページ５行目の次に、次

のとおり挿入】 

 

 はじめに、第８６号議案「令和７年度長崎県一般会計補正予算（第３号）」のうち関

係部分についてご説明いたします。 

 歳入予算は、 

国 庫 支 出 金           １５億 ２，５２６万 ８千円の増 

 合  計            １５億 ２，５２６万 ８千円の増 

となっております。 

 

今回の補正予算は、国の重点支援地方交付金を活用した物価高騰対策について、必

要な予算を追加しようとするものであり、他部局で歳出予算を計上しております物価

高騰対応重点支援地方創生臨時交付金を活用した事業に対応して、政策企画課におい

て歳入予算を計上するものであります。 

 

 次に、報告第１号 知事専決事項報告「令和６年度長崎県一般会計補正予算（第 

１０号）」のうち、関係部分についてご説明いたします。 
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 企画部関係の議案外の所管事項についてご説明いたします。 

 

（新たな総合計画の策定について）      

新たな総合計画については、１０年後の本県の将来像を見据えつつ、令和８年度を

初年度とする５か年計画として、長崎県まち・ひと・しごと創生総合戦略とも整合を

図りながら、一体的に検討を進めているところであり、今後の県政運営の指針や戦略

的かつ重点的に取り組む政策を県民に分かりやすく体系的にお示ししたいと考えてお

ります。 

今般提出した素案骨子においては、基本理念の考え方として、国の地方創生２．０

の基本姿勢と同様に、当面、人口・生産年齢人口が減少するという事態を正面から受

け止めたうえで、都市と地方や地方同士の人材交流・人材循環を促進しながら、人口

減少社会の中においても経済成長を図り、活力ある地域社会づくりに取り組み、将来

にわたり持続的な発展を目指してまいりたいと考えております。 

そのため、多様な主体と連携し、地域の力を結集しながら、地域社会の基盤となる

経済の活性化に向けた力強い産業の実現とともに、若者や女性をはじめ誰もが活躍・

チャレンジできる環境づくり、最先端技術の効果的な活用による稼ぐ意識・力の底上

げなどに力を注ぐこととしております。 

また、本県の優位性を活かし、国内外との多様な交流を促進することに加え、本県

の将来を担うこどもたちの能力と可能性を高めることを社会全体で支えるほか、多様

性が尊重され、全世代の方々が健康で安全・安心に暮らせる社会環境づくりなどにも

積極的に取り組んでまいりたいと考えております。 

次期総合計画については、「こども」、「くらし」、「しごと創造」、「にぎわい」、「まち」

の５つの柱のもと、１２の基本戦略とその戦略に基づく施策を掲げるほか、先行的に

策定した「新しい長崎県づくりのビジョン」とタイアップするとともに、地方創生２．

０をはじめ国の政策とも連動を図りながら検討を進めてまいりたいと考えております。 
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このうち、企画部においては、主に「活力にあふれた持続可能な地域をつくる」に

関する戦略に関連施策等を位置付けております。 

「活力にあふれた持続可能な地域をつくる」では、「デジタル技術を活用した地域活

性化と行政運営の効率化」に向け、デジタル技術やデジタル人材を活用した地域課題

の解決、ドローン等の先端技術の社会実装等に取り組んでまいりたいと考えておりま

す。 

今後、県議会のご意見を十分にお伺いするとともに、県民の皆様の声をお聞きしな

がら、今年度中の計画策定を目指し、検討を進めてまいります。 

 

（民間企業等との連携について）  

去る５月１９日、県と株式会社シーエーシーは、地方創生の推進を目的とした包括

連携協定を締結したところであります。今後、双方の資源を有効活用しながら、教育

振興やＤＸの推進に関することなど、地域振興や県民サービスの向上に連携して取り

組んでいくこととしております。 

また、大学との連携については、３月２０日から３日間、テンプル大学ジャパンキ

ャンパスの学長及び学生４４名が、研修旅行で本県を訪問され、龍踊体験交流会を通

して、長崎大学の学生との国際交流を深められるともに、本県の歴史や文化、世界平

和に向けた取組を学ばれるなど、包括連携協定に基づく各種取組を進めているところ

であります。 

引き続き、県内外の民間企業や大学等と連携しながら、地方創生のさらなる推進に

努めてまいります。 

 

（ドローンの社会実装の推進について） 

本県では、昨年６月に指定された国家戦略特区制度を活用し、離島地区でのレベル

４飛行による処方薬配送やＡＩ技術を活用した一人のオペレーターによる複数のドロ
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ーンの運行など、ドローンサービスの社会実装に向けた取組が行われております。 

こうした中、本年４月には、本県や福島県で実施されたエリア単位でのレベル４飛

行に向けた実証をモデルケースとしたケーススタディを内容とする「エリア単位での

レベル４飛行における留意事項等」が、国土交通省において公表され、申請を行うに

あたっての留意事項や安全確保措置の例などが示されたところであります。 

今後とも、国や民間事業者等と連携しながら、特区制度を活用した社会実装を推進

してまいります。 

 

（「長崎県行財政運営プラン２０２５
にせんにじゅうご

」に基づく取組について） 

「長崎県行財政運営プラン２０２５
にせんにじゅうご

」に掲げる企画部関係の項目に関して、その主

な取組内容をご説明いたします。 

「自治体ＤＸ推進計画に基づく取組の推進」については、「自治体の行政手続のオン

ライン化」や「自治体情報システムの標準化・共通化」など、デジタル社会の構築に

向けた各施策を効果的に実行するため、国が主導的に役割を果たしつつ、自治体全体

として、体制を整えていく取組であります。 

令和６年度は、「県・市町連携フォーラム」を開催し、市町とＤＸ推進人材の確保に

かかる課題等について意見交換を行うとともに、人材の共同利用についても検討を進

め、令和７年度から、外部デジタル人材を県が一括して確保し、希望される市町と共

同利用が図られるよう、地域ＤＸ推進体制の構築に取り組んだところであります。 

今後とも、行財政運営プランの実現に向けて、市町等と連携を図りながら、施策の

推進に努めてまいります。 

 

以上をもちまして、企画部関係の説明を終わります。 

よろしくご審議を賜りますようお願い申し上げます。 
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 地域振興部局関係の議案について、ご説明いたします。 

 今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、 

報告第１号 知事専決事項報告「令和６年度長崎県一般会計補正予算（第１０号）」

のうち関係部分 

であります。 

 

これは、先の２月定例会の予算決算委員会において、専決処分により措置すること

についてあらかじめご了承いただいておりました、令和６年度予算の補正を、令和７

年３月３１日付けで専決処分させていただいたもので、関係部分について、その概要

をご説明いたします。  

 

 歳入予算は、 

  使用料及び手数料                   ２万 ６千円の増 

 国 庫 支 出 金            ２億 ６，５５７万   円の減 

財 産 収 入                  ３０万 ４千円の減 

  諸 収 入                  １５万 ４千円の減 

  合 計            ２億 ６，６００万 ２千円の減 

 歳出予算は、 

総 務 管 理 費               １，１５７万 ２千円の減 

企   画   費            ９億 １，３７５万 ６千円の減 

 市 町 村 振 興 費               ２，４４９万 １千円の減 

 選 挙 費            １億 ３，０５２万 ３千円の減 

 合 計           １０億 ８，０３４万 ２千円の減           

となっております。 
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 歳入予算の主な内容についてご説明いたします。 

 国庫支出金の主なものは、 

特定有人国境離島地域社会維持推進交付金    １億 ３，０２５万 ７千円の減 

であります。 

 

 歳出予算の主な内容についてご説明いたします。 

 総務管理費の主なものは、 

跡地活用検討経費                    ２５８万 １千円の減 

であります。 

 企画費の主なものは、 

生活航路改善対策事業費            ３億 ９，３３９万 ５千円の減 

離島航空路線確保対策事業           ２億     ５万 ９千円の減 

国境離島創業・事業拡大等支援事業費         ８，２３４万 １千円の減 

であります。 

 市町村振興費の主なものは、 

長崎県市町財政資金貸付費              ２，０００万   円の減 

であります。 

 選挙費の主なものは、 

衆議院議員総選挙市町村交付金            ６，５７２万 １千円の減 

であります。 

 

以上をもちまして、地域振興部関係の説明を終わります。 

 よろしくご審議を賜りますようお願い申し上げます。 
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地域振興部関係の議案外の報告事項及び所管事項についてご説明いたします。 

 

 まず、議案外の報告事項についてご説明いたします。 

（和解及び損害賠償の額の決定について） 

 これは、公用車による交通事故のうち和解が成立した１件につき、損害賠償金合計

８万１，６７５円を支払うため、去る５月２２日付けで専決処分をさせていただいた

ものであります。 

 なお、この損害賠償金は全額保険から支払われることになっております。 

 

 次に、所管事項についてご説明いたします。 

（ＵＩターンの促進等について） 

ＵＩターンの促進については、市町と連携しながら、移住に関する丁寧な相談対応

を実施するとともに、地域の魅力発信や支援制度の情報発信などに努めているところ

です。 

こうした中、令和６年度の県と市町の移住相談窓口を介した移住者数は、過去最高

だった令和５年度の２，０７５人から７７人減少し、１，９９８人となっており、こ

の主な要因は、福岡県及び東京都からのＵターン者数が減少したことによるものです。 

今年度は、これまでの取組に加え、福岡や東京など大都市圏をターゲットとしたよ

り効果的な魅力発信に取り組むとともに、東京における大規模移住相談会の開催回数

を２回に増やすことなどにより、移住の促進を図ってまいります。 

また、関係人口の創出・拡大については、本県がワーケーションの実践先として選

ばれるよう、国内外のデジタルノマドの受け入れ基盤づくりや誘致促進プロモーショ

ン等を行ってまいります。 

 

（長崎県未来大国づくり応援補助金の採択決定について） 
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 「長崎県未来大国づくり応援補助金」は、「新しい長崎県づくりのビジョン」に掲げ

る分野の１０年後のありたい姿の実現に向け、市町の課題解決や地域活性化につなが

る取組を３年間支援するものでありますが、このたび、壱岐市が提出したプロジェク

トの採択を決定いたしました。 

 このプロジェクトは、全国初となる離島での大学（サテライトキャンパス）設置を

１０年後のありたい姿としており、若者の人口増加による地域内消費や担い手増など

の好循環の創出等を目指す計画となっております。補助の対象となる３年間で、まず

は、地域ブランディングやＰＲ強化、交流の仕組みづくりなどを行うこととなってお

り、県としましても、壱岐市と連携しながら計画の達成に向けて支援してまいります。 

 

（半島振興計画及び後期過疎地域持続的発展方針等の策定について） 

令和７年３月で期限を迎える半島振興法については、去る３月２６日に１０年間の

時限立法として成立し、４月１日から改正半島振興法が施行されております。 

この間、ご尽力を賜りました本県選出国会議員の皆様をはじめ県議会及び関係皆様

方に心から感謝申し上げます。 

今回の改正法では、法の目的に半島防災・地方創生が明記されるとともに、半島地

域が持続、自律的な発展をしていくための措置が盛り込まれており、今後作成される

国の基本方針に基づき、地域の特性に応じた県の半島振興計画を策定することとなっ

ております。 

また、過疎対策につきましては、令和３年度に改正された過疎地域の持続的発展の

支援に関する特別措置法に基づき、令和３年度から令和７年度までを期間とする前期

「長崎県過疎地域持続的発展方針」の下、移住・定住・地域間交流の促進や産業の振

興など各種事業が実施されているところでありますが、本年度は、令和８年度から令

和１２年度までの後期５か年の方針及び県計画並びに市町計画を策定することとなっ

ております。 
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本県の半島地域や過疎地域においては、他の本土地域と比較して、交通基盤、生活

基盤等において、依然として、多くの課題を抱えており、今後、それぞれの法の趣旨

を踏まえ、実効性のある計画や方針となるよう、県議会でのご議論をはじめ、国や市

町との協議等も踏まえて策定作業を進めてまいります。 

 

（国境離島地域の振興について） 

 国境離島地域の振興については、平成２９年の有人国境離島法の施行以来、国の交

付金を有効に活用しながら、雇用機会の拡充をはじめ、航路・航空路の運賃低廉化、

輸送コストの支援、滞在型観光の促進などを関係市町と一体となって推進し、社会減

の改善等の成果につなげてまいりました。 

特に、民間事業者等の創業・事業拡大を支援する雇用機会拡充事業においては、法

施行からの８年間で１，６００人を超える新たな雇用の場が創出されており、今年度

の関係市町による第１回目の事業採択では８２人の雇用が見込まれているところであ

ります。 

このような中、本県の国境離島地域の地域社会の維持・振興を図る上で不可欠であ

る有人国境離島法が、令和９年３月末に期限を迎えます。 

このため、去る５月２５日、自由民主党の小渕組織運動本部長に対し、知事から、

同法の確実な改正・延長と必要な予算の確保について要望をいたしました。 

県としましては、引き続き、様々な機会を捉えて国等への要望を行うとともに、今

後、関係市町や県議会等のご意見を踏まえた意見書を取りまとめ、関係市町等と一丸

となった要望活動を行うなど、有人国境離島法の改正・延長に向け全力で取り組んで

まいります。 

 

（九州新幹線西九州ルートについて） 

 開業３年目を迎えた西九州新幹線（長崎～武雄温泉間）については、ＪＲ九州によ
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ると、利用者数は１日平均７千人を超え、通勤・通学定期券を活用した日常的な利用

も浸透し、長崎スタジアムシティの開業により週末も増えるなど、利用状況は順調に

推移しております。 

 一方、未整備区間である九州新幹線西九州ルート（新鳥栖～武雄温泉間）について

は、国土交通省と佐賀県との幅広い協議や、与党整備新幹線建設推進プロジェクトチ

ーム「九州新幹線（西九州ルート）検討委員会」において、大きな動きは見られない

状況であります。 

 全国の新幹線鉄道網の状況を見ると、北陸新幹線（敦賀～新大阪間）では、環境影

響評価が進められておりますが、様々な課題が顕在化しさらなる議論が継続されてい

るほか、基本計画路線においても、整備計画路線への格上げを求める動きが活発化し

ているところであります。 

 こうした中、去る５月２５日、来県された自由民主党の小渕組織運動本部長に対し

て、知事から地方負担や在来線などの課題解決に向けた具体策の提示や、北陸新幹線

との一体的な財源確保など、全線フル規格による整備の早期実現に向けたお力添えを

お願いいたしました。 

 また、５月２３日から６月１１日までの期間中の４日間、ＪＲ九州の企画により西

九州新幹線を貸し切って新幹線大村車両基地を見学するツアー「かもめトレチャッ

タ！」が初めて開催され、県は大村市と協力して歓迎のおもてなしを実施いたしまし

た。このツアーには佐賀県内の幼稚園の園児とその保護者が合計で約６８０人参加さ

れ、西九州新幹線の魅力やメリットの理解促進につながったものと考えております。 

県としましては、引き続き、政府・与党をはじめ関係者に対して、議論の進展や地

域課題の解決について働きかけるとともに、関西直通運行の実現に向けた気運醸成を

図るなど、西九州地域全体の発展に資する全線フル規格による整備の実現に向けて取

り組んでまいります。 
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（長崎空港開港５０周年について） 

長崎空港は、昭和５０年に、大村湾に浮かぶ箕島(みしま)を埋め立てた世界初の本

格的海上空港として誕生以来、長崎の空の玄関口として本県の発展に大きな役割を担

ってまいりました。 

昨年度の利用者数は、新型コロナウイルス感染症の感染拡大による利用者の落ち込

みを乗り越え、５年ぶりの３００万人台となる約３０７万人を記録し、過去最高であ

った平成３０年度の利用者約３２７万人の約９４パーセントまで回復したところであ

ります。 

こうした中、去る５月１日には開港５０周年の節目を記念し、多くの関係者のご出

席のもと、記念のセレモニーを開催いたしました。 

当日は、空港の往時を偲ぶ写真展示のもとで、くす玉割りや祝い餅つき等が行われ、

空港関係者を始めとした約５０名の出席者の皆様と開港５０周年をお祝いし、更なる

長崎空港の活性化へ向けた機運醸成を図る機会となりました。 

今後も、空港内外での記念イベント等を通して、空港や航空路線の認知度向上を図

るとともに、航空路線の維持・拡充に向けた利用促進等にも努めるなど、５０周年を

契機とした長崎空港の更なる発展に向けて取り組んでまいります。 

 

（新たな総合計画の策定について）      

新たな総合計画については、１０年後の本県の将来像を見据えつつ、令和８年度を

初年度とする５か年計画として、長崎県まち・ひと・しごと創生総合戦略とも整合を

図りながら、一体的に検討を進めているところであり、今後の県政運営の指針や戦略

的かつ重点的に取り組む政策を県民に分かりやすく体系的にお示ししたいと考えてお

ります。 

今般策定した素案骨子においては、基本理念の考え方として、地域社会の基盤とな

る経済の活性化に向けた力強い産業の実現とともに、若者や女性をはじめ誰もが活躍・
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チャレンジできる環境づくり、最先端技術の効果的な活用による稼ぐ意識・力の底上

げなどに力を注ぐこととしております。 

また、本県の優位性を活かし、国内外との多様な交流を促進することに加え、本県

の将来を担うこどもたちの能力と可能性を高めることを社会全体で支えるほか、多様

性が尊重され、全世代の方々が健康で安全・安心に暮らせる社会環境づくりなどにも

積極的に取り組んでまいりたいと考えております。 

そのため、次期計画については、「こども」、「くらし」、「しごと創造」、「にぎわい」、

「まち」の５つの柱のもと、１２の基本戦略とその戦略に基づく施策を掲げるほか、

先行的に策定した「新しい長崎県づくりのビジョン」とタイアップするとともに、地

方創生２．０をはじめ国の政策とも連動を図りながら検討を進めてまいりたいと考え

ております。 

このうち、地域振興部においては、主に「地域の魅力で人を惹きつける」や「活力

にあふれた持続可能な地域をつくる」等に関する戦略に関連施策等を位置付けており

ます。 

 「地域の魅力で人を惹きつける」では、「ながさき暮らしの魅力で呼び込むＵＩタ

ーンの促進」に向け、情報発信や移住希望者支援の強化等に取り組むほか、「活力にあ

ふれた持続可能な地域をつくる」では、「離島・半島などの地域社会の維持・活性化」

に向け、地域の特色を活かした地域づくり等に取り組んでまいりたいと考えておりま

す。今後、県議会のご意見を十分にお伺いするとともに、県民の皆様の声をお聞きし

ながら、今年度中の計画策定を目指し、検討を進めてまいります。 

 

（「長崎県行財政運営プラン２０２５
にせんにじゅうご

」に基づく取組について） 

「長崎県行財政運営プラン２０２５
にせんにじゅうご

」に掲げる地域振興部関係の項目に関して、そ

の主な取組内容をご説明いたします。 

「市町との連携・補完・支援」については、「県・市町連携会議」において、ドロー
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ンやパーソナルデータ連携基盤を活用した「デジタル分野における県と市町の連携」

のほか、「外国人との共生」などについて意見交換を行いました。 

また、「人口減少社会に適応した行政サービスの提供のあり方研究会」を実施し、将

来の行政サービスの安定的な提供に向けた研究を行いました。 

さらに、県及び市町職員の双方の人材育成の観点から、幅広い分野において市町と

の相互人事交流を実施いたしました。 

今後も、行財政運営プランの実現に向けて取り組み、積極的に県政の改革に努めて

まいりますので、引き続き委員の皆様のご理解とご協力を賜りますようお願い申し上

げます。 

 

以上をもちまして、地域振興部関係の説明を終わります。 

 よろしくご審議を賜りますようお願い申し上げます。 

 



令和７年６月定例県議会 

 

 

 

 

 

 

 

 

総務委員会関係説明資料（追加１） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

地 域 振 興 部 
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【総務委員会関係議案説明資料 地域振興部の６頁１７行目の次に、次のとおり挿入】 

（県庁舎跡地の活用について） 

県庁舎跡地の活用については、去る２月議会にて、公共で整備する機能の配置イメ

ージ案や今後のスケジュール案をお示しさせていただいたところです。 

今年度から実施する民間活力導入に向けた詳細調査業務については、去る５月３０

日にプロポーザル方式による技術提案書の審査を行い、パシフィックコンサルタンツ

株式会社 長崎事務所を委託事業者として決定いたしました。今後、基本計画や管理

運営計画の策定に向けて検討を深め、今年度中には基本計画（案）等をご報告できる

よう進めていきたいと考えております。 

 また、暫定供用期間中における賑わいづくりについても、引き続き取り組んでまい

ります。 

 

 

 

 



令和７年６月定例県議会 

 

 

 

 

 

 

 

 

予算決算委員会総務分科会関係議案説明資料 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

秘 書 ・ 広 報 戦 略 部 
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秘書・広報戦略部関係の議案について、ご説明いたします。 

 

今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、 

報告第１号 知事専決事項報告「令和６年度長崎県一般会計補正予算（第１０号）」

のうち関係部分であります。 

 

 これは、先の２月定例県議会の予算決算委員会において、専決処分により措置する

ことについてあらかじめご了承をいただいておりました、令和６年度予算の補正を、

令和７年３月３１日付けで専決処分させていただいたもので、関係部分について、そ

の概要をご説明いたします。 

 

歳出予算は、 

総 務 管 理 費              ２，４７４万 ９千円の減 

合       計              ２，４７４万 ９千円の減 

となっております。 

これは、年間の執行額が確定したことに伴い、所要の調整を行ったものでありま

す。 

 

 この補正予算の主な内容についてご説明いたします。 

 

 主なものは、 

ながさきの魅力発信事業費              ４００万 ７千円の減 

広報誌発行費                    ４９６万 ７千円の減 

であります。  
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以上をもちまして、秘書・広報戦略部関係の説明を終わります。 

 よろしくご審議を賜りますようお願い申し上げます。 



令和７年６月定例県議会 

 

 

 

 

 

 

 

 

予算決算委員会総務分科会関係議案説明資料 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

総 務 部 
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総務部関係の議案について、ご説明いたします。 

 

今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、 

第６８号議案 令和７年度長崎県一般会計補正予算（第２号）のうち関係部分 

報告第１号 知事専決事項報告「令和６年度長崎県一般会計補正予算（第１０ 

号）」のうち関係部分 

報告第８号 知事専決事項報告「令和６年度長崎県庁用管理特別会計補正予算 

（第２号）」 

報告第１１号 知事専決事項報告「令和６年度長崎県公債管理特別会計補正予算 

       （第２号）」 

であります。 

 

 はじめに、第６８号議案「令和７年度長崎県一般会計補正予算（第２号）」のうち、

関係部分についてご説明いたします。 

 

 歳入予算は、 

  繰     入     金          ７，９２８万 ７千円の増 

  県           債       ９億 ４，６１０万   円の増   

  合           計      １０億 ２，５３８万 ７千円の増 

となっております。 

 

次に、先の２月定例会の予算決算委員会において、専決処分により措置することに

ついてあらかじめご了承をいただいておりました、令和６年度予算の補正を、令和７

年３月３１日付けで専決処分させていただいたもので、関係部分について、その概要

をご説明いたします。 
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まず、報告第１号 令和６年度長崎県一般会計補正予算（第１０号）のうち関係

部分について、ご説明いたします。 

 

これらは、年間執行額が確定したことなどに伴うものであります。 

歳入予算は、合計で、          ４６億 ２，５５５万 ８千円の減 

となっております。 

このうち主なものは、    

県            税      １４億 ４，０５９万 ３千円の増 

  地  方  交  付  税       ８億 ５，２７４万 ９千円の増 

 寄     附     金          ６，２００万   円の増 

 繰 入 金      ３２億 １, ２５０万 ４千円の減 

 県           債      ３７億 ６，２４０万   円の減 

であります。 

歳出予算は、合計で、          ２３億 ７，５８０万 ４千円の増 

となっております。 

 このうち主なものは、 

 総  務  管  理  費      ３０億 １，０１４万 ３千円の増 

企     画     費            ４，９０６万   円の減  

徴     税     費       ３億 ４，６３５万   円の減 

県 有 施 設 等 災 害 復 旧 費          ４，４９７万 ８千円の減 

公 債 費       １億 ２，１５６万   円の減 

であります。 

 

 歳出予算の主な内容についてご説明いたします。 

 総務管理費の主なものは、 
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産業文化振興基金積立金等        ３５億 ３，４７９万 ４千円の増 

であります。 

 企画費の主なものは、 

 庁内システムの維持管理に要する経費等       ４，７２１万 ９千円の減 

であります。 

 徴税費の主なものは、 

 県税の過誤納還付金及び還付加算金     ２億   ７３６万   円の減 

であります。 

 県有施設等災害復旧費の主なものは、 

県有施設の災害復旧に要する経費          ４，４９７万 ８千円の減  

であります。 

公債費の主なものは、 

公債発行手数料                  ９，１１７万 ３千円の減   

であります。 

  

 次に、報告第８号 令和６年度長崎県庁用管理特別会計補正予算（第２号）に 

ついて、ご説明いたします。 

 

庁舎管理、自動車管理、文書管理に要する経費の年間執行額の確定に伴い、 

歳入予算は、 

諸 収 入          ３，７８２万   円の減 

 合 計          ３，７８２万   円の減 

歳出予算は、 

 庁 用 管 理 費          １，４８２万   円の減 

 文 書 管 理 費          ２，３００万   円の減  



- 5 - 

 

 合 計          ３，７８２万   円の減 

となっております。 

 この補正予算の主なものは、文書集中収受発送費   １，２５０万   円の減 

であります。 

 

次に、報告第１１号 令和６年度長崎県公債管理特別会計補正予算（第２号）に 

ついて、ご説明いたします。 

歳入予算は、 

財 産 収 入                       ２万 ９千円の増 

 合 計              ２万 ９千円の増 

歳出予算は、 

 公 債 費              ２万 ９千円の増 

 合 計              ２万 ９千円の増  

となっております。 

この補正予算は、基金積立金の増であります。 

 

以上をもちまして、総務部関係の説明を終わります。 

 よろしくご審議を賜りますようお願い申し上げます。 



 

 

令和７年６月定例県議会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

予算決算委員会総務分科会関係議案説明資料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

危 機 管 理 部  
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危機管理部関係の議案について、ご説明いたします。 

 

 今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、 

報告第１号 知事専決事項報告「令和６年度長崎県一般会計補正予算（第１０号）」の

うち関係部分 

であります。 

 

 先の２月定例県議会の予算決算委員会において、専決処分により措置することについ

て、あらかじめご了承をいただいておりました、令和６年度予算の補正を、令和７年３

月３１日付けで専決処分させていただいたもので、関係部分について、その概要をご説

明いたします。 

 

  歳入予算については、 

  国庫負担金                ２４５万 ６千円の減 

  国庫補助金                １５５万 ８千円の減 

  合   計                ４０１万 ４千円の減 

歳出予算については、 

  防災総務費                 １９３万 １千円の減 

   防災指導費                   ６，５３３万 ８千円の減 

   合   計                       ６，７２６万 ９千円の減 

を計上いたしております。 

 

これらは、歳入における国庫支出金、及び歳出における年間の執行額が確定したこと

に伴い、所要の調整を行ったものであります。 

この補正予算の主な内容は、原子力災害対策整備事業費４，５３２万３千円の減であ
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ります。 

 

以上をもちまして、危機管理部関係の説明を終わります。 

よろしくご審議を賜りますようお願いいたします。 



 

 

令和７年６月定例県議会 

 

 

 

 

 

 

 

 

予算決算委員会総務分科会関係議案説明資料 

 

（追加１） 
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【予算決算委員会総務分科会関係議案説明資料 危機管理部の２ページ３行目の次に、

次のとおり挿入】 

 

第８６号議案 令和７年度長崎県一般会計補正予算（第３号）のうち関係部分 

 

【予算決算委員会総務分科会関係議案説明資料 危機管理部の２ページ７行目の次に、

次のとおり挿入】 

 

はじめに、第８６号議案「令和７年度長崎県一般会計補正予算（第３号）」のうち、

関係部分についてご説明いたします。 

 今回の補正予算は、国の重点支援地方交付金を活用した物価高騰対策について、必要

な予算を追加しようとするものであります。 

 

歳出予算は、 

   防災指導費                      ２億 ２，５４６万 円の増 

   合   計                          ２億 ２，５４６万 円の増 

となっております。 

 

この歳出予算の内容について、ご説明いたします。 

 

（ＬＰガス一般消費者料金高騰対策支援事業費について） 

ＬＰガス料金上昇の影響を受ける県内一般消費者の負担軽減を図るため、ＬＰガス販

売事業者が行う使用料金の値引きを支援する経費として、 

２億 ２，５４６万 円の増 

を計上いたしております。 
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次に、報告第１号 知事専決事項報告「令和６年度長崎県一般会計補正予算（第１０

号）」のうち関係部分について、ご説明いたします。 

 

 

 



令和７年６月定例県議会 

 

 

 

 

 

 

 

 

総務委員会関係説明資料 
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秘書・広報戦略部関係の議案外の所管事項について、ご説明いたします。 

 

（「長崎県行財政運営プラン２０２５」に基づく取組について） 

「長崎県行財政運営プラン２０２５」に掲げる秘書・広報戦略部関係の項目に関し

て、その取組内容をご説明いたします。 

秘書・広報戦略部におきましては、全世帯広報誌やテレビ等の各媒体の特性を活か

しながら、県政情報のわかりやすい発信に取り組んでおります。 

令和６年度の取組実績につきましては、全世帯広報誌のアンケートにおいて、「わ

かりやすい」と答えた人の割合が９７．５パーセント、長崎県広報の認知度等アンケ

ートでは、県事業の目的や内容が「伝わっている」と答えた人の割合が７０．４パー

セントとなり、それぞれの指標において目標値を達成できました。 

令和７年度におきましても、県民の皆様に必要な情報がしっかりと届くよう、適切

な広報媒体を活用しながら、より効果的かつ効率的な情報発信に努めてまいります。 

今後も、行財政運営プランの実現に向けて取り組み、積極的に県政の改革に努めて

まいりますので、引き続き委員の皆様のご理解とご協力を賜りますようお願い申し上

げます。 

  

以上をもちまして、秘書・広報戦略部関係の説明を終わります。 

 よろしくご審議を賜りますようお願い申し上げます。 



 

 

令和７年６月定例県議会 

 

 

 

 

 

 

 

 

総務委員会関係議案説明資料 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総 務 部



 

- 2 - 

総務部関係の議案についてご説明いたします。 

 

 今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、 

第６９号議案 知事及び副知事の給与及び旅費に関する条例の一部を改正する条例 

第７０号議案 「職員の育児休業等に関する条例等の一部を改正する条例」のうち 

関係部分 

第７１号議案 長崎県職員賞じゅつ金の支給に関する条例 

であります。 

 

第６９号議案 知事及び副知事の給与及び旅費に関する条例の一部を改正する条 

       例 

この条例は、知事の政治資金などに係る一連の問題に関して、県政の混乱を招いた

ことに対し、自らの道義的責任を明確にするため、知事の給料を減額するための所要

の改正をしようとするものであります。 

改正の内容は、知事の給料について、令和７年８月１日から８月３１日までの１

ヵ月間、給料の全額を減額するものであります。 

 

第７０号議案 「職員の育児休業等に関する条例等の一部を改正する条例」のうち 

関係部分 

この条例は、「地方公務員の育児休業等に関する法律の一部を改正する法律」及び

「育児休業、介護休業等育児又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律及び次世

代育成支援対策推進法の一部を改正する法律」の施行に伴い、部分休業制度を拡充す

るとともに、仕事と育児の両立支援制度の周知・意向確認を講じることとするため、

関係条例について所要の改正をしようとするものであります。 
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第７１号議案  長崎県職員賞じゅつ金の支給に関する条例 

この条例は、職員が危害を加えられ、又は災害を被ることを予断できたにもかかわ

らず、危険を顧みることなく、その職務を遂行したことにより殉職又は負傷した場合

等において、功労があると認められるときに、遺族又は職員本人に賞じゅつ金を支給

するため、地方自治法第２０４条の２の規定に則り、条例を制定しようとするもので

あります。 

 

次に、議案外の所管事項についてご説明いたします。 

 

（新たな総合計画の策定について）      

新たな総合計画については、１０年後の本県の将来像を見据えつつ、令和８年度を初年

度とする５か年計画として、長崎県まち・ひと・しごと創生総合戦略とも整合を図りながら、一

体的に検討を進めているところであり、今後の県政運営の指針や戦略的かつ重点的に取り

組む政策を県民に分かりやすく体系的にお示ししたいと考えております。 

今般策定した素案骨子においては、基本理念の考え方として、地域社会の基盤となる経

済の活性化に向けた力強い産業の実現とともに、若者や女性をはじめ誰もが活躍・チャレン

ジできる環境づくり、最先端技術の効果的な活用による稼ぐ意識・力の底上げなどに力を注

ぐこととしております。 

また、本県の優位性を活かし、国内外との多様な交流を促進することに加え、本県の将

来を担うこどもたちの能力と可能性を高めることを社会全体で支えるほか、多様性が尊重さ

れ、全世代の方々が健康で安全・安心に暮らせる社会環境づくりなどにも積極的に取り組

んでまいりたいと考えております。 

そのため、次期計画については、「こども」、「くらし」、「しごと創造」、「にぎわい」、「まち」

の５つの柱のもと、１２の基本戦略とその戦略に基づく施策を掲げるほか、先行的に策定し
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た「新しい長崎県づくりのビジョン」とタイアップするとともに、地方創生２．０をはじめ国の政

策とも連動を図りながら検討を進めてまいりたいと考えております。 

このうち、総務部においては、「活力にあふれた持続可能な地域をつくる」に関す

る戦略に関連施策等を位置付けております。 

 「活力にあふれた持続可能な地域をつくる」では、「デジタル技術を活用した地域

活性化と行政運営の効率化」に向け、県庁ＤＸの実現に取り組んでまいりたいと考え

ております。 

今後、県議会のご意見を十分にお伺いするとともに、県民の皆様の声をお聞きし

ながら、今年度中の計画策定を目指し、検討を進めてまいります。 

 

（「長崎県行財政運営プラン２０２５」に基づく取組について）  

令和３年３月に策定した「長崎県行財政運営プラン２０２５」については、「挑戦

と持続を両立する行財政運営」、「行政のデジタル改革と働き方改革」、「多様な主

体との連携と人材育成」を３本柱として３５項目の個別項目を掲げて、行財政改革に

取り組んでおります。 

総務部関係の主な取組の実績としては、ふるさと納税を活用した財源確保に努めた

ほか、県南地区振興局の再編に関して、新庁舎の執務室のレイアウト作成や、什器備

品等の現況調査等の実施に加えて、令和６年１２月には県南振興局庁舎建設工事の契

約を締結したところであります。 

令和７年４月現在の進捗状況については、全３５項目のうち約９５％の３３項目が

順調に推移しておりますが、今年度が本プランの最終年度となることから、目標達成

のための取組を一層強化してまいります。 

また、県庁が有する経営資源を最大限活用した行財政運営を図るため、県議会や有

識者等のご意見も踏まえながら令和８年度以降の新たな計画を策定してまいりたい
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と考えております。 

今後も、行財政運営プランの実現に向けて取り組み、積極的に県政の改革に努めて 

まいりますので、引き続き委員の皆様のご理解とご協力を賜りますようお願い申し上

げます。 

 

以上をもちまして、総務部関係の説明を終わります。 

よろしくご審議を賜りますようお願いいたします。 



令和７年６月定例県議会 

 

 

 

 

 

 

 

 

総務委員会関係説明資料 
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危機管理部関係の議案外の所管事項について、ご説明いたします。 

 

（五島市の林野火災について） 

 去る４月７日に五島市で発生した林野火災については、約６ヘクタールを延焼しま

したが、幸いにも、人的被害や住宅等の被害が発生することなく、翌８日に鎮圧され、

１０日に鎮火が確認されました。 

火災発生以降、五島市消防本部と消防団による地上からの消火活動に加え、県にお

いても、五島市からの要請を受け、県防災ヘリコプターを出動させるとともに、陸上

自衛隊に対して災害派遣要請を行い、連携して空中からの消火活動を行いました。 

また、県においては、長崎県広域消防相互応援協定に基づき、長崎市、佐世保市、

県央地域広域市町村圏組合、新上五島町の各消防に対し、協定締結後初めての広域応

援要請を行い、地上からの消火活動にあたっていただきました。 

こうした関係機関の連携した消火活動により、被害が最小限に食い止められたもの

と考えており、ご尽力いただいた全ての関係機関の皆様に心から感謝を申し上げます。 

林野火災は、全体像の把握や放水などが困難であるとともに、気象状況の変化や植

生、地形の傾斜等に影響を受けるため、消火活動が限定的、長期間になることも多く、

「地上・空中消火の連携」、「速やかな応援要請による部隊増強」、「指揮体制の確立」

に適切に対応していく必要があります。また、発災の多くが人的要因によるものであ

るため、予防には、県民の皆様への周知啓発が重要であると考えております。 

県としては、市町と連携しながら、林野火災に対する警戒強化の周知啓発を図ると

ともに、今回の経験を活かしつつ、さらなる訓練等を通じて、より迅速かつ的確な消

火活動に繋げてまいります。 

 

（南海トラフ地震防災対策推進地域の指定について） 
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 去る３月３１日、南海トラフ地震の被害について、国は、現行の「南海トラフ地震

防災対策推進基本計画」の策定から１０年が経過することから、最新の知見や防災対

策の進捗等を踏まえ、想定される震度分布や津波高、浸水区域を再計算し、新たな被

害想定を公表しました。 

新たな被害想定では、見直し前と比較して、津波による３０センチメートル以上の

浸水地域と避難者数が、全国で約３割増加しております。 

本県においても、同様に津波による浸水地域が拡大し、死者数が最大で８０人であ

ったものが５００人に、要救助者数が４００人から１，１００人になるなど、被害想

定は大幅に増加しております。また、今回、新たに建物等の半壊棟数も公表され、本

県の全半壊棟数は７，０００棟となり、発災後１日目の避難者数は、見直し前と比較

して１．６倍の２９，０００人、一月後は４．２倍の７，６００人となっております。 

 被害想定の見直しに伴い、国から、大津波などによる被害が想定される地域を含む

都府県に対し、「南海トラフ地震防災対策推進地域」の指定に関する意見照会があり、

本県においては、指定基準を満たす長崎市、佐世保市、諫早市、平戸市、五島市、西

海市、雲仙市の７市について、各市に意向を確認のうえ、指定に異議がない旨回答す

るとともに、津波高が指定基準よりわずかに低い新上五島町についても、広域防災体

制の一体性を確保する必要があることから、町の意向を踏まえ、指定を求める意見を

提出したところです。 

今後、国において、各都府県からの意見を踏まえ、地域指定が行われる予定であり、

それを受け、県では、津波からの防護や円滑な避難、救助などを定めた「南海トラフ

地震防災対策推進計画」を策定し、各種対策に取り組むとともに、浸水地域内の病院

や旅館など、円滑な避難確保に関して防災対策計画の作成を義務付けられる施設管理

者等に対し、市町と連携しながら、対象施設を個別にお知らせし、説明会の開催等で

きる限りきめ細かに対応するなど、県民の安全・安心の確保に力を注いでまいります。 
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（能登半島地震を踏まえた防災対策の見直しについて） 

 昨年１１月にとりまとめました「能登半島地震での課題を踏まえた防災対策の見直

し」については、今後３年間の具体的な取組内容を記載したロードマップを作成して、

庁内の検討会議で共有・連携し、市町や自衛隊等の関係機関、民間事業者などとも連

携しながら、着実な推進に努めているところです。 

特に、避難所運営や物資の備蓄など、市町が主体的に行う項目については、国の方

針等をもとに、引き続き、市町との協議会において、意見交換等を行いながら進めて

おります。 

また、それぞれの項目について、総合防災訓練をはじめ、個別の図上訓練等も実施

しながら、その実効性を高め、有事即応体制の充実強化、地域防災力の向上等に繋げ

てまいります。 

 

（令和６年度雲仙岳火山防災協議会の開催について） 

去る３月２８日、雲仙市において、島原半島３市をはじめ、気象台、自衛隊、警察、

消防、国の関係機関、火山専門家、関係する民間機関の代表者の方々などにご参加い

ただき、令和６年度雲仙岳火山防災協議会を開催いたしました。 

本協議会は、平成２７年度に、活動火山対策特別措置法に基づき、雲仙岳において

想定される溶岩ドーム崩壊を含む様々な火山現象に応じた警戒避難体制の整備を行う

ため、県と島原半島３市が共同で設置しております。 

今回の会議では、雲仙岳の火山活動状況や令和６年度の協議会の取組状況等の報告

を行うとともに、警戒区域の設定期限の延長に係る調整や雲仙岳火山防災計画の修正

等について、審議いたしました。 

今後とも、国や島原半島３市と連携し、雲仙岳における溶岩ドーム崩壊などの火山

災害への対策に取り組んでまいります。 
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（令和７年度長崎県総合防災訓練の実施について） 

去る５月２０日、３０日、３１日の 3 日間にわたり、五島地区において、地震・大

雨等を想定した令和７年度長崎県総合防災訓練を実施いたしました。 

この訓練は、防災関係機関が連携して、情報伝達、救出・救助など大規模な防災訓

練を実施することにより、防災体制の更なる強化や、県民の皆様の防災意識の向上を

図ることを目的に毎年実施することとしており、本年は、自衛隊、海上保安部、長崎

県警察など５１機関、約４５０名が参加いたしました。 

具体的には、２０日に、県の災害対策本部設置運営訓練と孤立対策会議を図上で行

ったうえで、３０日と３１日に、実動訓練として、新上五島町で、島内の防災機関に

よる救出救助や道路啓開訓練に加え、ヘリと船舶による孤立地区からの救出訓練など

を実施するとともに、五島市では、本土地区から航空機を使用した支援物資等の輸送

や避難所環境の向上等を目的とした避難所設置運営訓練を実施いたしました。 

今回の訓練により、それぞれの防災関係機関における対処能力の向上や連携の強化、

地域住民の防災意識の高揚などが図られたものと考えております。 

地震や風水害などの自然災害が頻発する中、防災・減災対策の重要性は高まってお

り、今後とも、様々な訓練や機会を通じて、防災体制の強化に取り組んでまいります。 

 

（新たな総合計画の策定について） 

 新たな総合計画については、１０年後の本県の将来像を見据えつつ、令和８年度を

初年度とする５か年計画として、長崎県まち・ひと・しごと創生総合戦略とも整合を

図りながら、一体的に検討を進めているところであり、今後の県政運営の指針や戦略

的かつ重点的に取り組む政策を県民に分かりやすく体系的にお示ししたいと考えてお

ります。 

今般策定した素案骨子においては、基本理念の考え方として、地域社会の基盤とな

る経済の活性化に向けた力強い産業の実現とともに、若者や女性をはじめ誰もが活躍・
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チャレンジできる環境づくり、最先端技術の効果的な活用による稼ぐ意識・力の底上

げなどに力を注ぐこととしております。 

また、本県の優位性を活かし、国内外との多様な交流を促進することに加え、本県

の将来を担うこどもたちの能力と可能性を高めることを社会全体で支えるほか、多様

性が尊重され、全世代の方々が健康で安全・安心に暮らせる社会環境づくりなどにも

積極的に取り組んでまいりたいと考えております。 

そのため、次期計画については、「こども」、「くらし」、「しごと創造」、「にぎわい」、

「まち」の５つの柱のもと、１２の基本戦略とその戦略に基づく施策を掲げるほか、

先行的に策定した「新しい長崎県づくりのビジョン」とタイアップするとともに、地

方創生２．０をはじめ国の政策とも連動を図りながら検討を進めてまいりたいと考え

ております。 

このうち、危機管理部においては、主に「災害に強い県土をつくる」に関する戦略

に関連施策等を位置付けております。 

 「災害に強い県土をつくる」では、「災害などさまざまな危機から県民の命を守る体

制づくり」に向け、様々な災害や有事を想定した実践的な訓練や地域防災力の充実・

強化等に取り組んでまいりたいと考えております。 

今後、県議会のご意見を十分にお伺いするとともに、県民の皆様の声をお聞きしな

がら、今年度中の計画策定を目指し、検討を進めてまいります。 

 

（長崎県国土強靭化地域計画の改定について） 

 長崎県国土強靭化地域計画については、今年度末で計画期間が終了することから、

国土強靭化基本法に基づき、令和８年度を初年度とする５か年計画を策定することと

しております。 

計画の策定にあたっては、令和５年７月に改訂された国土強靭化基本計画や、南海

トラフ地震防災対策推進地域の地域指定、能登半島地震の課題を踏まえた防災対策の
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見直しなどを踏まえ、これまでの取組や課題等を整理のうえ、作業を進めることとし

ており、素案作成後には、県議会のご意見を伺ったうえで、パブリックコメントを実

施し、今年度中の策定に向けて取り組んでまいります。 

 

以上をもちまして、危機管理部関係の説明を終わります。 

よろしくご審議を賜りますようお願いいたします。 



 

 

 

 

令和７年６月定例県議会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総務委員会関係説明資料（追加１） 
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【総務委員会関係説明資料 危機管理部の５ページ１７行目の次に、次のとおり挿入】 

  

（原子力発電所の安全対策に係る周辺自治体への支援に関する共同緊急要望につい

て） 

去る６月２７日、内閣官房、経済産業省及び内閣府に対して、原子力発電所周辺自

治体７府県による「原子力発電所の安全対策に係る周辺自治体への支援に関する共同

緊急要望」を実施いたしました。 

原子力発電施設の 30キロメートル圏内の周辺自治体では、平成 24年度の法改正以

降、立地自治体と同等の原子力防災対策を実施しているが、立地自治体と大きな財源

格差が生じていることから、新たな制度や運用見直しなどにより、原子力防災対策に

必要かつ十分な財源措置に配慮するよう国に求めたものです。 

青木内閣官房副長官からは、「エネルギー政策では、原子力発電は欠かせないもの、

財源措置について皆さんと一緒に協力していきたい」、経済産業省の竹内政務官から

は、「各地域の要望を踏まえながら、財源の確保を念頭において不断に検討していく」、

内閣府の柿田統括官からは、「立地地域との格差については、内閣府をはじめ関係省

庁と問題意識を共有し、しっかりと対応して行きたい」との回答を受けました。  

引き続き、原子力発電所周辺６府県や関係４市と連携を図りながら、原子力防災対

策に力を注いでまいります。 



 

 

 

 

令和７年６月定例県議会 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総務委員会関係議案説明資料（追加２） 
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【総務委員会関係議案説明資料 危機管理部の３ページ１９行目から２４行目を削除

し、１８行目の次に、次のとおり挿入】 

 

去る７月１日、国により、県内８市町が、南海トラフ特措法に基づき、南海トラフ

地震防災対策推進地域に指定されました。これを受け、県では、津波からの防護や円

滑な避難、救助などを定めた「南海トラフ地震防災対策推進計画」を策定し、各種対

策に取り組むとともに、浸水地域内の病院や旅館など、円滑な避難確保に関して防災

対策計画の作成を義務付けられる施設管理者等に対し、市町と連携しながら、対象施

設を個別にお知らせし、説明会の開催等できる限りきめ細かに対応するなど、県民の

安全・安心の確保に力を注いでまいります。 



 

 

令和７年６月定例県議会 

 

 

 

 

 

 

 

総務委員会関係議案説明資料 

【第８７号議案 知事及び副知事の給与及び旅費に関する条例の一部を改正する条例】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

総 務 部



 

- 2 - 

総務部関係の議案についてご説明いたします。 

 

 今回、ご審議をお願いいたしておりますのは、 

第８７号議案 知事及び副知事の給与及び旅費に関する条例の一部を改正する条例 

であります。 

 

この条例は、知事の政治資金などに係る一連の問題に関して、県政の混乱を招い

たことに対し、自らの道義的責任を明確にするため、知事の給料を減額するための

所要の改正をしようとするものであり、県議会における様々な意見を踏まえ、内容

を変更の上、再提案させていただくものであります。 

なお、改正の内容は、令和７年８月１日から１０月３１日までの３ヵ月間、給料

の５０％を減額するものであります。 

 

以上をもちまして、総務部関係の説明を終わります。 

よろしくご審議を賜りますようお願いいたします。 


